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はじめに

我が国の住宅を質の高い豊かなものにして、世界に誇れる住宅大国を実現したいと

願ってまいりました。

今、長寿の時代を迎えて、快適で健康的な生活を長く楽しむことができる住環境を

整えることが、以前にも増して、強く求められます。

また、このための住宅投資の活性化は、雇用の拡大や、経済の持続的成長の主柱として

期待されています。

このような社会的ニーズにいささかなりとも寄与したいと考え、弊財団では、平成 4年

設立以来、 『住宅および建材産業の分野におけるすぐれた調査 ・研究・開発』について、

研究助成を続けてまいりました。平成 19年度までの助成実績は、延べ 613件、 6億 5，124

万円に達しております。

今回の助成成果報告書は、このうち、第 14回(平成 17年度)に助成を行なったものを

中心に、研究成果の「要約Jをまとめたものであります。これらの研究を通して、これか

らの住宅・建材産業の発展に貢献できれば幸いに存じます。

弊財団としては、今後とも研究助成を充実させてまいりますので、よろしくご支援の

ほど、お願い申し上げます。

財団法人トステム建材産業振興財団

理事長 潮田 洋一郎

※研究報告書の「全文j をご希望の方は、該当の研究テーマ名を記して、

弊財団事務局にご連絡ください。

財団事務局 〒136-8535 東京都江東区大島 2丁目 1番 1号

TEL 03-5626-1008 
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第 1部調査研究

04-09光路間平均換気量測定法の実用化に関する研究

1.本研究の背景と目的

東京大学大学院新領域創成科学研究科

助手熊谷一清

室内の汚染質濃度の低減策として汚染源の除去や汚染質の排出が求められる。これを受け平成

15年に建築基準法が改正され、その中では24時間換気システムの義務化などが盛り込まれている

ことから、今後一層の換気量測定に対するニーズが上がったといえる。しかし既往の換気量測定法

では、

①トレーサーガスの測定位置が点滴であるため換気量測定対象空間におけるトレーサーガスの

濃度分布による測定値に対する不確実性

②トレーサーガスとして使用される SF6の地球温暖化係数が高く環境負荷が大きいことから京

都議定書などでも使用が制限されているため問題となっている。また現在は実行可能なアトリウム

ホールやボイドなどの

③大空間における換気量測定法が存在しないため空調設備設計の段階で、安全側をみてオーバー

スペックの機材が選定され、イニシヤノレコストとランニングコストの両面で増加している。

大空間での換気量測定を行う場合，大量のトレ}サーガスの使用が考えられるが，一般に用いら

れている六フッ化硫黄や一酸化窒素などは，地球温暖化係数が非常に高く，地球環境保全の意味で

好ましくない.そこで，居住空間での換気量測定に際しては， トレーサーガスとして人体呼気中の

二酸化炭素を用いることが考えられる.しかし3 人が居住している空間においては空間内に濃度の

ばらつきがあるため，排気口濃度や換気量評価に必要となる空間平均濃度の測定が，従来型のポイ

ント測定を想定した測定器具では，困難である.赤外光吸収濃度計における装置内検出光路部を直

接測定対象空間に設定する OP-FTIR(OpenPath Fourier Transform InfraRed spectroscopy)は光路間の

トレーサーガス平均濃度の測定が原則的には可能である.大空間においてこの装置を用いれば3 空

間平均濃度の測定による換気量や空間平均空気齢などの換気性状の評価が期待できる.

2.研究の方法

本研究では、①OP-FTIRにより換気量を線的に測定し換気量測定対象空間の濃度分布の懸念を解消

する。また、②トレーサーガスとして居住者から排出される呼気中の C02をトレーサーガスとして用

いることにより換気量を測定するための環境負荷をなくす。呼気中の C02の利用が確認されることに

より大空間での換気量測定時のトレーサーガスとして使用することが可能になる。本研究により、既存

の換気量測定対象空間内のトレーサーガスの濃度分布の考慮する必要がなくなることからより正確な

換気量測定が可能になる。また本測定法により大空間における換気量測定が可能になり、適切な空調設

備の設置、そして空調設備のランニング、コストの低減などに貢献できるものと期待される。
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04-11ヒートアイランドを緩和する瓦屋根の

材料・構造等に関する調査開発研究

1.本研究の背景と目的

神戸大学工学部建設学科

教授森山正和

都市への人口集中と建築物の高断熱 ・高気密化は プライバシーや保安・安全性の確保と相

まって，市街化地域での夏期の冷房 ・空調を不可欠なものとしており，蒸暑気候下にある日

本の大都市での夏期外部熱環境の悪化を益々助長している.このため，主要都市ではヒート

アイランド現象が恒常的に観測されており 特に夏期夜間の弊害が著しい.都市化による蒸

発面積の減少や人工排熱量の増加が主要な原因であると言われるヒートアイランド現象は，

一般に日没後数時間の聞に最も顕著に観測される.このことは，都市部で昼間の日射の受熱

量が建築物の屋根や壁面，道路舗装面などに蓄熱し， 日没後の放射冷却では表面温度はほと

んど下がらず，高い表面温度を保っていることが主な原因になっているということを示して

いる.

本研究では， 日射を受ける日中に建築物屋根面においてヒートアイランドの原因となる顕

熱流を削減し，それに伴い蓄熱量が低減され夜間の外気への放熱量も抑制可能な瓦屋根技術

の開発を目的とする.日本における多くの一般的な戸建住宅では瓦屋根が採用されており，

その中でも黒色系統の瓦が 6割以上を占めており 赤色系統を併せると 9割近くになる.従

って，これらの瓦では多くの日射を吸収し表面温度が高温になるため表面から空気に伝わる

顕熱流も大きくなり，ヒートアイランドを助長していると考えられる.また，瓦屋根は日射

を受けて高温となり， 日中の高温化に大きな影響を与えているにもかかわらず，その科学的

な評価と対策は十分に検討されていない.そこで 本研究では従来のものより反射率の高い

瓦などを主な検討対象とし 日本の風土に適し 且つヒートアイランド対策にも寄与する瓦

の開発を目的とする.

本研究は，蒸暑気候下におけるヒートアイランドの緩和に有効な瓦屋根根技術の開発に資

するものである.ヒートアイランド対策として屋上緑化が最近特に注目されているが，屋上

緑化は主に陸屋根が対象となる.本研究で検討する瓦屋根技術は，日本の典型的な戸建住宅

の傾斜屋根に対するヒートアイランド対策技術のーっとして有効な解決策を提示すると考え

られる.

2.研究の方法

様々な瓦を対象として日射反射率や表面温度などを測定し相互比較を行うとともに，表面

熱収支の数値計算により表面で、の熱バランスの観点から評価を行う.具体的な測定方法は以

下に示すとおりである.

測定期間は 2004年 10月 5日18時から 8日9時までであり，島根県江津市内のアスファル
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ト舗装された駐車場において測定を行った.瓦の設置台(合板 12mm厚)は地表面から 10cm

ほど浮かせて水平に設置し，その設置台上に面積 1.8m平方 (1坪)の瓦を平葺した (S形瓦

49枚， J形瓦 42枚， F形瓦 30枚).瓦の流れ方向は南北に向け，調IJ定機器などによる設置台

相互の影響を除くために距離を設けた.長短波放射収支計 (3台)および全天日射計 (3台)

は，設置台中央の 30cmほど、上方に水平に設置した.設置面との形態係数は約 86%である.

測定器数の関係から測定対象期間を 2期間に分けた.測定期間 lは 5日18時から 7日9時ま

でで，測定期間 2は 7日9時から 8日9時までである.両期間とも天気は晴れであった.

瓦の表面温度については 設置台中央とその周縁で温度差が生じる可能性，瓦の葺き重な

り部位により温度差が生じる可能性があり，瓦形状により日射の入射，反射に差異が生じる

可能性が考えられるが，今回の測定では設置台中央に葺いた瓦の中心部(谷)の温度を瓦の

代表温度と定義し，放射温度計(放射率 lに設定)を設置台北側に設置し，その位置に照準

を合せた.熱電対は接着剤(無色，特殊シリコーン変成ポリマー70札無機物 30引を用いて

五の表裏面に貼り付けた.特に J形および S形の五については，瓦の桟および谷の表面温度

をそれぞれ測定した.いずれも l分間隔で測定を行いその測定値を 10分ごとに平均して解

析を行った.

3. 測定結果および考察

3. 1 日射反射率の測定結果と考察

一般に太陽高度が小さいときに日射反射率はやや大きくなる特性があり測定誤差も生じや

すい.その影響について検討を行ったところ，今回の測定では 10時から 14時の平均値と 8

時から 16時の平均値はほぼ一致した.ここでは 10時から 14時の日射反射率を採用した.な

お，反射日射量は 60分積算値(毎時の前後 30分)を用いた.

瓦表面が白色に近いほど日射反射率が高くなる傾向にあり，明色系の瓦の日射反射率は 34首

から 25弘程度であり，暗色系の瓦の日射反射率は 18%から 11%程度で、あった.明色系ではない

瓦においても日射反射率が 25.3切となったものがあったが，これは光沢による反射の特性が

大きいと考えられる.また， J形の瓦で光沢のある瓦の日射反射量が 10時および 12時前後

に急激に増加する傾向がみられた.これについては，これらの瓦が有する形状および光沢の

特性による直達日射成分の正反射(鏡面反射)特性の影響であると推測されるが，今後詳細

な検討が必要である.

3. 2 表面温度の測定結果と考察

暗色系の瓦から明色系の瓦になるに従って，すなわち日射反射率の高い瓦ほど表面温度は

低くなる傾向となった. 日射量が減少した 10月 6日12時頃や 7日12時 30分頃には表面温

度も低下した.測定期間によって気象条件が異なるため表面温度の最高値を絶対値で比較す

ることは出来ないが， 日射反射率が 10出増加すると表面温度の最高値は 4
0

C弱低下していた.

今回の測定では，放射温度計による表面温度と熱電対による表面温度は少し一致しない傾

向があった.これについては，放射温度計に設定した放射率の影響，熱電対への日射の影響，

風による瓦表面温度への影響などが考えられるが，今後詳細な検討が必要である.
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4.数値シミュレーションによる表面熱収支の検討

測定結果より得られた日射反射率を用いて，夏季の気象条件における瓦表面の熱収支シミ

ュレーションを行い，ヒートアイランド現象の原因となる顕熱流の抑制効果について検討を

行った.気象条件には，ヒートアイランド現象が顕著に確認され，真夏日や熱帯夜日数など

の指標からも最も厳しい熱環境である大阪市を対象とし，大阪管区気象台の 2005年 7月 18

日(梅雨明け日) '"'-'9月 15日の 60日間のデータを用いた.

瓦別の表面温度(表面)の計算結果を，参照として別に計算したアスフアルト，コンクリ

ート，屋上緑化(芝)，気温と比較して考察した.瓦以外の面に関する物性値は，神戸大学屋

上において測定したデータに基づいて設定した.

日中は，瓦の温度は 40
0

Cから 45
0

C程度になり，ここで設定した日射反射率による差は最大

5
0
C程度になった.夜間は，瓦聞の差はほとんどなく，気温や他の被覆面と比較して 5

0

C程度

低くなっていた.瓦は薄く熱容量が小さいために， 日中比較的高温になるが，夜間は放射冷

却によりかなり低温になることが示された.

ヒート アイランドの要因を考察する際の指標となる顕熱流について考察を行った.日中は，

瓦の表面からの顕熱流は 200'"'-'300W/m2程度になり，アスフアルトより 200W/m2程度小さい.

夜間は，瓦問の差はほとんどなく，マイナス 80W/m2程度になり，顕熱は空気から瓦面へと流

れ，五面は空気を冷却していた.それに対し，アスフアルトは夜遅くまで正の値が続き空気

を加熱し続けている.

緑化面を含め都市を構成する密度の大きな材料においては，昼間の日射を蓄熱するために

夜間も表面温度が下がらず，顕熱流は大きな負の値にならない.それに対し，瓦は薄く熱容

量が小さいので夜間低温となり，ヒートアイランドの抑制に寄与していることが示された.

また，昼間も日射反射率が高い瓦では屋上緑化(芝)と同程度の表面温度，顕熱流となり，

反射率を向上させることである程度のヒートアイランド抑制効果が期待できるといえる.

5. まとめ

多種類の汎用瓦の日射反射率および表面温度の測定結果とその比較考察より，明色系の瓦

の日射反射率が暗色系の瓦の日射反射率と比較して 10免'"'-'20見程度高く，測定期間によって気

象条件が異なるため絶対値で比較することは出来ないが， 日射反射率が 10略増加すると表面

温度の最高値が 4
0C弱低下していることが確認された.

測定結果より得られた日射反射率を用いて夏季の気象条件における瓦表面の熱収支シミュ

レーションを行ったところ，汎用瓦の中でも日射反射率の高いものを選択することでヒート

アイランド現象の原因となる顕熱流を 100W/m2程度抑制で、きることが示された.

参照とした，アスフアルト コンクリート 屋上緑化(芝)と比較すると，薄くて熱容量

の小さい瓦面の夜間の表面温度の低下が顕著であり，顕熱流も負の値が大きく，瓦面は夜間

空気を冷却する効果が大きく，ヒートアイランド現象の緩和に寄与していると考えられる.
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04-16リサイクル集成材に利用可能な廃木材量に

関する研究

北九州市立大学 国際環境工学部 環境空間デザイン学科

助教授福田 展淳

1 .本研究の背景と目的

平成 14年 5月に施行された「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律J (通称、建設

リサイクル法)により、建設廃木材はリサイクルすべき建設廃棄物となった。また同年 12月に

施行された「ダイオキシン法特別措置法」によって焼却温度 950
0
C未満の焼却炉での処分が不可

能となり、建設廃木材の処分が困難となった。現在、住宅解体時の建設廃木材の主な利用方法は、

再生木質ボード(パーティクノレボード)、バイオマス燃料としてのチップである。パーティクル

ボードは、遮音性、断熱性を高める効果があるが、繊維的強度が弱く、形体安定性に乏しい。ま

た、水にも弱いので、ボードや化粧版など、強度の必要のない安価な材としてのみ用いられてい

る。

本研究では、建設廃木材の約 30%を占める柱及び梁材を活用し、パーティクルボードに比べ

より付加価値の高い集成材(以後リサイクル集成材)を作ることを想定し、木造戸建住宅の解体時

に排出される木材(柱、梁)の状況を実態調査し、その状態と大きさを把握することを目的とす

る。

2. リサイクル集成材

集成材は、平成 12年の建築基準法改正により、大規模建築物にも使用が可能となった。構造

計算ができ耐火代を考慮すれば、耐火性能があり、構造材、造作材、大きな板材として利用可能

である。現在、原料となる木材は、ほとんど輸入に頼っているため、製造コストが高いという問

題があるが、国内で排出される建設廃木材を利用すれば、廃木材の市場の活性化を図ることがで

き、環境面において二酸化炭素の固定による排出抑制につながる。状態のよい建設廃木材(白蟻

の被害、かびなどがない物)の強度が高いことは調査済みである。 特に柱及び梁材は構造材と

しても使える価値の高い集成材に再生できる。またリサイクル集成材は、図 1に示したように廃

木材を新材で挟むようにすることで、外見上も集成材と変わりないようにする。
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図 1 リサイクル集成材

3. 調査概要

木造戸建の住宅解体時における建設廃木材のうち、柱・梁を対象とした調査を解体現場及び中

間処理場で実施した。解体業者での調査により 29本、中間処理場での調査により 301本、合計

330本を以下のように調査した。

3-1調査項目

3-1-1住宅解体時の廃木材の寸法調査

集成材へのリサイクルを前提とするため、構造用集成材利用の長さ 600mmを最低値とし柱、

梁の調査を重機による木材の割れ、裂けによる損失部分を除いた部分の測定を行った。

3-1-2表面状態の調査

解体現場からの搬出時及び中間処理場における処理の前段階の搬入時の木材を現場で広げ、木

材一つ一つの表面状態の調査を行った。主な調査項目は、廃木材の写真撮影、釘の本数、表面含

水率の測定、その他表面状態の特徴の記入(ほぞ、ふし、背割れ、無駄木等の有無)などである。

4 まとめ

今回の一般住宅の廃木材は、厚さ、幅ともに 105酬が最も多かった。幅について 120皿以上の

ものが 80本(24%)あり 構造材板材として十分使えるサイズの廃木材があることを把握できた0

.建設廃木材の釘について

建設廃木材 1本当りに刺さっている釘の本数でも最も多かったのは釘本数 1"'5本の範囲で 85

本 (25.8%)、次に多かったのが、 O本で 79本(23.9%)であった。このことから、全体の約半分

の廃木材が釘本数 5本以下であることが把握できた。

-建設廃木材の歩留まり計算

構造材用の建設廃木材の余り部分を造作材として利用することで、歩留まりを良くすることが

できた。

-今後の課題

今後は、 1棟当りからでる住宅廃木材の実態調査を 20棟以上行い、より詳しい廃木材の量につ

いて把握する必要がある。また、くぎ抜きによるコストがどのくらいかかるのか確認し、リサイ

クル集成材の製造に役立てたい。

【謝辞】

本研究は、北九州市立大学学部4年生小野祐介君、近畿大学学部4年生志野尚希君が中心となって、

調査、研究のまとめを行いました。

また、近畿大学教授、依問浩敏先生には、多大なご協力をいただきました。廃木材調査にあたって

は、(株)響エコサイトの徳原英利氏、(株)大森工業の森秀樹氏に、多大なご協力をいただきました。
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04-30建材の意匠保護のあり方

中央大学法科大学院

教授佐藤恵太

本研究は、建材の意匠保護について、日本の意匠保護制度がどのような位置づけにあ

るのかを明らかにし、諸外国の法制の方向性とし、かにしてハーモナイズしていくかとい

う検討を行うことを目的として開始された。

日本の意匠保護制度は、実体要件審査を行った後に意匠権の設定登録を行い、設定登

録後に始めて権利行使が認められるとしづ仕組みを採用しており、同様の法制を採る国

が少数派であることは、既存の分析によって明らかにされており、各地域とも無審査制

度に移行して手続を統一化する指向が見えてきているが、具体的に何を保護するかとい

う次元での個別分野別の法比較は試みられたことがない。しかし、一見当然と思われる

建材関係の意匠保護についても、調査してみると種々の点で問題があることがわかった。

調査成果の第一は、意匠分類が極めて不統ーということである。意匠分類は、意匠登

録を行う際に各国が審査ないし整理の都合から国別に定めている分類であるが、建材分

野についての相違が特に著しい。国際条約であるロカルノ協定が国際分類を定めている

が、ロカルノ分類は、フランス、ドイツ等の無審査登録諸国の実務を基礎に作られてお

り、実体要件審査を行っている多くの園、例えばアメリカ合衆国、日本、韓国等は加盟

していない(現在の加盟国は 56カ国)。実際、各国の分類が多少違う程度であれば、

ノ¥ーモナイズは比較的容易であるが(商標登録の国際分類であるニース協定は、 79加

盟国に加えて、事実上ニース分類を用いているのがこの他に 68カ国ある)、二つの面

で難しさが残る。第 1は、ロカルノ分類と合衆国、日本等の分類の構造が全く異なるこ

と、第 2は、特に日本は、意匠権の範囲が意匠分類と直結しているため、ロカルノ分類

への移行は単に分類を整理するにとどまらない大きな影響があるという ことである。か

ような事情は、日本で創作された意匠の国際的保護を求める際に大きな障害となる。と

いうのは、国際登録条約であるへーグ協定 1999年ジュネーブアクトに日本が加盟し

ていない現状においては、手続の相違は、費用がかさむとともに、言語や手続内容に習

熟していないという点が、登録手続を回避する動きにつながるからである。

第二に、日本において競争状態ともいえるほど多数の登録がなされている現実に対し

て、欧米諸国での登録数が極めて少ないという点である。本調査では、枠材、足場枠、

継ぎ手、基礎くい、壁紙等の物品分野について、日米欧およびへーグ協定の国際登録の

各領域について登録数等のデータを調査したが、機能的物品(他の物品との接合などの
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事情から、規格品であるかそれに近い制約が犬きい物品)については日本が突出して登

録数が多いのに対して、{自の領域で、は極めて少ないが、選択の|福が極めて大きい蛍紙に

ついては、設録数に大惹がないという特徴を把握することができた。また、日本企業が

直接ヘーグ協定等の3長銀を行うこともできるのに、欧州門J関係条約{こ基づく登録がなさ

れている例はわずかであることを併せて考えると、日本企業が日本間内のみにおいて意

匠蕊燥を行う競争-を繰り広げているのが現実ということが明らかにされたものと思わ

れる。

この日本における意仮設鍛競争は、いまのと三ろ、国際的に波及している実態がない

が、今後どうなるかという点は問題になろう。実際、との受託銀競争は、国際的手続が容

易iこなれば、そのまま波及する可能性もあるように想われる，この点、へーグ協定ジュ

ネーブアクトへの加盟が実現されるか否かにかかっている(米中が加盟に向けて検討中

である)。また、今のところ rrUIPs協定のような限定的なカ:1均しか示されていない国

内実体法の統一のための条約が、今後どうなるかという点も問題となろう。特に、

ll1ust-fuないし must-matchについての立法が、欧州意匠指令の改正案として複合製品

の部品についての意匠権制限の議論が、建材に波及する可能性があるc 欧州諸国では、

これらの規定の影響があるためか、配管継ぎ手等の意阪保護は存在しないという考え方

が広く浸透している可能性が高く、欧州、|では保護が認められていないこれらの領域に多

数の意l定楚録を認めている日本の意任法改正が迫られるかもしれないの今後の推移を見

守る必要があると恩われる伶
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04-36日本の建築・建材製品及び技術と

東アジア建築マーケットに関する研究

一、社会背景

福岡大学工学部建築学科

准教授 越朔

中国の建築マーケットの住居施設を見てみると、毎年数億平方メートルの住宅が着工され、

数千万平方メートルの住宅が落成し、数千万平方メートルの住宅が販売されることは、経済

成長値に直接反映されている。 2005年上半期の統計資料によると、分譲住宅の工事面積は

90，082万rri、新着工面積は 25，525万nfで、ある。一方、分譲住宅の竣工面積は 9，226万nf、

販売面積は 11，224万rriとなっている。中国における都市化の発展や経済成長の要因によって

促進される分譲住宅建設の規模として、今後 50年間、毎年 4'"'-'5億rriの新築住宅が完成され

ると見込まれている。

二、市場概況

中国では、市場に投入されている新築分譲住宅の約 80%が、内装なしの「スケルトンタイ

プ」である。言い換えれば、内装はまったく手付かずの状態で、建物の構造物だけが引き渡

される。そのため、住宅を購入した後に、購入者自身が内装工事を別途手配しなければなら

ない。すなわち、中国で住宅の内装というのは、 ドア、窓、壁紙から浴槽、タイル、セメン

トまで、居住に必要なすべての建築用材を含む。内装に使う建材は、ほとんど建材センター

と呼ばれるホームセンターで購入することができる。住宅購入者の多くは、内装工事を内装

会社に依頼せず、自分で内装業者を手配し、細かく指示を出しながら工事を進めていく。こ

のような実情に基づき、本研究はプロの設計者と素人である一般消費者(ユーザ)の両方を

調査することで、建材製品の市場及び設計への評価をトータノレ的に把握しようとした。

三、調査地及び方法

中国では、沿海地域と内陸地域の経済発展と生活水準に一定の格差が存在している。本研

究ではこういった状況を考慮し、調査結果が一定の普遍性が持てるように、沿海地域と内陸

地域の複数の都市で調査を実行することにした。

一般消費者(ユーザ)を対象に行った調査は、沿海地域で経済発展が進んでいる上海市と

広東省深セン市、内陸地域に属し経済発展が比較的に遅れている山西省太原市で実施した。

一方、建築関係者(プロの設計者)を対象に行った調査は、上海市、深セン市、江蘇省無錫

市をはじめとする沿海地域の都市と、湖南省長沙市をはじめとする内陸地域の都市という 2

つの中心を設定し実施した。
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一般消費者(ユーザ)向けの調査は計 343人、建築関係者(プロの設計者)向けの調査は

計 163人から回答を得た。

四、調査方法、概要及び考察

本研究は、アンケート用紙の方式で調査を展開した。一般ユーザ向けの調査は、大型建材

センターの入り口で、来庖した顧客に協力してもらい、アンケート用紙を記入してもらう方

法を採用した。アンケート用紙には全部で 10の質問が設けられである。

専門の設計者向けの調査は、設計事務所などの設計会社に協力してもらい、そこのスタッ

フにアンケート用紙を記入してもらう方法を採用した。アンケート用紙には全部で 10の質問

が設けられである。今回のユーザを対象とする調査は、中国の上海市、太原市、深セン市で

実施されたものであるが、調査内容はこの 3都市の現状であると同時に、近隣地域の現状や

傾向もある程度反映している。

上海市のユーザが建材製品を選択する際に、以下のような順番が見られる。 1、衛生器具 2、

床材 3、ドア 4、天井材と壁紙(並列 4位) 6、窓 7、その他。

1位を占めた衛生器具は 22%、2位の床材は 19%、 ドアは 15%、天井材と壁紙はそれぞれ

13%、窓は 11%を占める。上海市のユーザの間で、ここに挙げた商品の市場ニーズの分布が

比較的に平均的で、特に大きな傾きは見られない。

太原市のユーザ、が建材製品を選択する際に、以下の

ような順番が見られる。 1、衛生器具 2、床材 3、

その他 4、天井材 5、ドア 6、壁紙 7、窓。

1位を占めた衛生器具は 28%、2位の床材は 27%、

その他の内容は 3位で、 14%の比例を占める。 4位の

天井材は 13%、 ドアは 9%、壁紙は 7%を占める。最

も少なかった窓は 2%しか占めていない。太原市のユ

ーザの建材商品のニーズ分布には一定の上下変動が

見られ、最大の 28%と最小の 2%の聞に、大きな差が

存在している。

中国建材製品のマーケット分布図

|衛生用具
24略

その他 ドア
12世 11覧

天井材
11% 

ロドア

罰窓

口床材

口天井材

l ・壁紙
床材|

1ロ衛生用具23% I 
回その他

図001

深セン市のユーザが建材製品を選択する際に、以下のような順番が見られる。 1、衛生器具

と床材(並列 1位) 3、その他 4、壁紙 5、ドア 6、窓、 7、天井材。

並んで 1位となった衛生器具と床材はそれぞれ

23%を占め、 3位のその他は 16%、4位の壁紙は 15%

を占める。以下各種類の製品の占有率はいずれも一桁

しかない。上位 3位 (4項目)の比率の合計は全体の

77%を占める。深セン市のユーザの建材製品へのニー

ズは比較的に均衡で全面的であり、大きな上下変動が

見られない。また、深セン市の特徴として、建材製品

に「その他JUその他Jに含まれる内容は報告書に参

照)の項目は全体順位の第 2位を占めていることであ
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る。これは、深セン市の市場では、いわゆる一般的に使用されている建材製品だけではなく、

その他の種類の建材製品へのニーズもあることを示している。言い換えれば、市場が求めて

いる建材製品の種類が比較的に多くて幅広い。

各地の経済発展レベルや生活リズムの違いにより、住環境への要求も異なってくる。その

ため、以上の調査統計(報告書図 1-1参照)から、各地域が建材製品へのニーズの違いを見

出すことができる。これらのデータを加重平均した結果を、現在の中国における建材製品の

市場状態をある程度反映したものとみなす(図 001)。すなわち、消費量が最も大きいのは、

衛生器具と床材であり、それぞれ 24%と23%となっており、両者併せると市場シェアの半分

を占める。その次は壁紙、その他 (fその他Jに含まれる内容は表 001参照)、 ドアと天井材

であり、それぞれ 12%-----11%を占めている。最も少なかったのは窓で、 7%しか占めていな

い。中国では今後 50年間で、毎年約 5億万ぱの住宅建築容量があると見込まれている。この

数値に基づいて計算すると、仮に 1住戸が内装時に 3つの窓を使うとすると、中国市場では

毎年約 750億個近くの窓が必要になる(注:1住戸を 200rrfとして計算する場合)。

上海市のユーザが各国・地域製品へのプラス評価の上位 4項目の合計は、いずれも内容全

体の 80%前後を占める。そのうち、米国製品の場合が最も高く、日本製品のほうが最も低い。

米国製品へのプラス評価では、上位 4項目以外の内容が占める割合が非常に少ないことが

分かる。すなわち、米国製品の市場効果は簡単明瞭であるため、ユーザ、が製品への認、知もは

っきりしている。

日本製品へのプラス評価の上位 4項目が占める割合は、他の 3つの国や地域に比べると最

も低い。すなわち、ユーザが 8つの項目への評価分布には一定の均衡性が見られる。このよ

うな評価結果は、日本製品がすべての項目に対して周到に配慮しているというプラス的な面

がある一方、製品に対するユーザの印象があいまいで、認知がはっきりしないというマイナ

ス面もあることを示している。

中国製品へのプラス評価の 1位が「価格Jであるの

に対し、他の 3か国・地域の製品へのプラス評価の 1

位は、いずれも「設計」である。一方、中国と日本の

製品へのプラス評価には、「サイズJがいずれも上位

を示したとしづ共通性が見られ、この項目では日本製

品は米国と欧州製品より優位性を持っていることが

分かる。

上海市のユーザ、のマイナス評価の上位 3位が全体

市場から各国製品への
マイナス総合評価図

落着き感

好感なし

ト←中国 4 ー米国吋「欧州一剖一日本|

を占める比率が最も高かったのは欧州製品で、最も低
図003

かったのは日本製品である。上海市のユーザが欧州製品と中国製品へのマイナス評価ははっ

きりしている。たとえば中国製品の場合は「設計が悪しリ、欧州製品の場合は「値段が高いJ

ことである。それに比べて、日本製品へのマイナス評価の結果も比較的にあいまいである。

太原市のユーザが各国・地域の上位 4項目の合計がプラス評価の内容全体を占める割合も

いずれも 80%前後である。そのうち、米国製品の場合が最も高く、日本製品のほうが最も低

い。米国製品へのプラス評価では、上位 4項目以外の内容が占める割合が非常に少ないため、
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米国製品の市場効果は簡単明瞭で、ユーザが製品への認知もはっきりしていることが分かる。

日本製品へのプラス評価の上位 4項目が占める割合は、他の 3つの国や地域に比べると最

も低く、ユーザ、が 8つの項目への評価分布には一定の均衡性が見られる。このような評価結

果は、日本製品がすべての項目に対して周到に配慮しているというプラス的な面がある一方、

製品に対するユーザ、の印象があいまいで、認知がはっきりしないというマイナス面もあるこ

とを示している。

中国製品へのプラス評価の 1位が「価格Jであるのに対し、他の 3か国・地域の製品への

プラス評価の 1位は、いずれも「設計Jである。

太原市のユーザのマイナス評価の上位 3位が全体を占める比率が最も高かったのは米国で

最も低かったのは日本製品である。太原市のユーザ、が米国製品、欧州製品、中国製品へのマ

イナス評価ははっきりしているが、日本製品へのマイナス評価の結果も比較的にあいまいで

ある。

マイナス評価の上位 3位の中で、米国製品、欧州製品、日本製品はいずれも「価格j の項

目が占める割合が高い。それに、欧州製品の「サイズJもマイナス評価の上位に入っている。

一方、米国製品、欧州製品と日本製品の場合、「文化への好感なし」はいずれもマイナス評価

の上位 3位にランクインされ、製品と直接関係していない要因もユーザの選択に影響を与え

ていることが分かる。

深セン市のユーザが各国・地域の上位 4項目の合計がプラス評価の内容全体を占める割合

もいずれも 80%前後である。そのうち、米国製品の場合が最も高く、中国製品のほうが最も

低い。米国製品、欧州製品と日本製品へのプラス評価では、上位 4項目はいずれも「設計J、

「質感j、「外観J、「丈夫さ」であり、それぞれが占める割合もほぼ同じである。すなわち、

深セン市のユーザにとって、それらの製品へのイメージが同じであることが分かる。

深セン市のユーザのマイナス評価の上位 3位が全体を占める比率が最も高かったのは中国

で、製品で、最も低かったのは日本製品である。

マイナス評価の上位 3位の中で、米国製品、欧州製品、日本製品はいずれも「価格Jの項

目が占める割合が高い。それに、米国製品、欧州製品と日本製品へのマイナス評価の上位 3

位の内容も順番も同じであり、いずれも「価格」、「サイズ」、「文化への好感なし」となって

いるし、それぞれが占める比率も近い (83%"-'77%)。ここから、深セン市のユーザがこの 3

つの国や地域の建材製品へのマイナス評価も同じであることが分かる。

3都市のユーザは米国製品、欧州製品、日本の建材製品に対するプラス評価の上位 4位の

項目においても、マイナス評価の上位 3位の項目においても、いずれも同じである(図 002、

003)。米国製品と欧州製品の場合、これらの内容への評価順位もまったく同じであるが、日

本製品は順位においては、米国製品と欧州製品との違いが見られる。日本製品の米欧化によ

り、同じ地域に属しているという、本来その優位性を発揮すべき部分の特徴が必ずしも持っ

ていないようである。

「文化への好感Jがあるかどうかという質問において、一般のユーザに比べると、専門家

である設計者のほうがより理性的に見える。この項目について、各都市の集計結果にはあま

り大きな差が見られなかった。
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米国、欧州、中国の建材製品へのマイナス評価の項目の中で、いずれも他の項目をはるか

に超えた、目立っている内容指標が存在し、非常に覚えやすい(図 003)。もしその項目が改

善されるなら、そのイメージも比較的に改善されやすい。一方、日本製品の場合、マイナス

評価に問題点があるものの、いずれもそれほど突出していなかった。しかもそのうちの数項

目に対する評価結果も近い。内容が多いため、はっきりと覚えることが難しい。仮にそのう

ちの 1つの項目(内容)が改善されたとしても、米国製品や欧州製品のように、今まで良く

なかった印象が短時間で改善されることが難しい。それは、ユーザの記憶に複数の評価指標

が近いという印象があるため、うちの 1つが改善されたことで話題になるかもしれないが、

残りの項目がどのような状況なのかは依然知らない。すなわち、日本製品のあいまいさとい

う特徴はここにも反映される。

玉、今後の課題

本研究の調査地や調査人数が限られているため、今後は同様な調査や分析を行い、内容を

さらに充実させていく必要がある。また、建材製品市場における設計者やユーザ、が、どのよ

うな習慣や特徴を持っているかについても調査し分析する必要がある。習慣や特徴は設計の

最終結果を大きく影響することがあるため、建材製品の市場効果にも必ず影響を与えること

になる。たとえばユーザは主に製品の一番目立っている特徴を求める傾向があり、それによ

り自分にとってのシンボルを得ることができる。一方の設計者は、主に平均的で、あらゆる

面をカバーする製品を希望し、それにより最大公約数的な結果を求める。また、価格面にお

ける特別な優遇も市場の上下変動を促進することができるが、どの程度の持続性があるかに

ついても分析する必要がある。こういった内容を市場行為のメカニズムと称することができ

るが、それを製品の市場分布、評価などと結びつけて研究することは、今後の課題となるだ

ろう。
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04-43カーボン配合モルタル製品の導電性の研究と

その発熱効果を利用した融雪補導板の開発

[本研究の背景]

(株)ティ一アールティー

代表取締役高橋悌太郎

北陸、東北、北海道等の降雪地域においては、冬季間の積雪や凍結は、市民生活に大きな

影響を与えるほか、産業活動を阻害する大きな要因となっている。特に近年は、都市化や高

齢化が一段と進み、一層きめ細やかな冬の環境づくりが望まれている。これに伴う都市の融

雪機能の強化による快適で安全な交通環境の確保や生活環境の向上を図ることが必要とされ

ている。弊社では、昭和 25年より PC瓦と呼ばれるセメント瓦を製造しており、このセメン

ト瓦の製造技術と工場設備を応用し、降雪地域が抱える社会的課題の解決に貢献することを

目標に融雪機能を持つ歩道板の開発に着手した。

[本研究の目的]

本研究は、高圧プレス成型したカーボン配合のモルタル製発熱材料を内蔵する融雪歩道板

の開発を目的としている。数%程度の微量のカーボンを配合したモルタル製の抵抗発熱体は、

カーボンヒーターの特徴である遠赤外線放射源であり、熱効率が良く、融雪効果が高いこと

が予測される。機械的、構造的特徴や熱特性を明らかにし、優位性の高い融雪歩道板の製造

法を確立する。

[研究結果}

この度、弊社が開発したナノカーボン発熱体は、数%

の炭素(ナノサイズ)とセメントから構成された面上発

熱体であり、従来の発熱材料に比べて消費電力および

発熱効率の面において非常に優れた素材である。また、

カーボン系材料を用いた素材の特徴である遠赤外線の

放射率に関しても申し分のない結果を得ることができ

た。Fig.lはナノカーボンセメント発熱体の表面温度を

赤外線サーモグラフィーを用いて測定したものである。

従来の面上発熱体は、表面温度の斑が問題視されてい

たが、本発熱体はほぼ均一に温度を確保していること

が観測できる。これは、発熱体を製造する段階での特

殊な混練方法により、原料であるカーボンとセメント

を均一に分散させることに成功した結果である。
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また、 Fig.2は外気温・2oc下における発

熱体 (20W)の温度推移グラフを表したも

のであるが、 1時間程度で 25ocに達し、

平均最大温度 65
0
Cと非常に熱効率が高い

ことが確認でき、暖房および融雪システム

の分野において有効利用が期待できるも

のと考えられる。 Fig.3は東京都立産業技

術研究所において本発熱体の遠赤外線分

光放射出力を測定した結果である。分光放

射出力は、理想形とされる黒体炉出力に非

常に類似し、水分子および人体に好影響を

あたえる 7から 12マイクロメートルの出

力が非常に高い。また、測定加熱温度 5

o oCと通常の測定よりもかなり低い温度

にもかかわらず、これだけの放射強度を得

られたことは非常に興味深く、様々な分野

への応用が期待できる。
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Fig.3発熱体の遠赤外線分光放射出力

Fig.4はナノカーボンセメント発熱体を内蔵させた融雪歩道板である。発熱体が備える遠赤外線

効果を十分に発揮できる構造をとり、非常にコンパクトサイズ‘なため、狭いスペースにも設置可

能です。また、十分な耐加重を備え、 PSEも取得しております。Fig.5は実際の融雪効果を確認

するため、様々な地域においてフィールド試験をおこなった写真である。どの地域の雪質および
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外気温等にも対応し、最大 lm40cmの積雪をも融雪し

ました。従来の融雪システムの場合、表面のジュール熱

のみで融雪をおこなうため、積雪量に対応し難いという

懸念がありましたが、本融雪方式では、表面熱に遠赤外

線が加わるため、積雪量に対しても対応が可能であるこ

とが確認できました。さらに、従来の融雪システムと比

べて少ない消費電力でこのような融雪が可能なため、 普

及率に関しても非常に期待が持てると考えている。

秋田県東成瀬村

宮城県鳴子町

-
Fig.4融雪歩道板『雪大将』

福島県喜多方市

1 m40 cm 
宮城県鳴子町

Fig.5融雪歩道板フィールド試験

【まとめ]

本研究により開発したナノカーボンセメント発熱体は、非常に高い遠赤外線能力を備える

まったく新しい素材であり、このものを融雪に関して利用した場合、これまでの融雪システ

ムでは考えられない融雪能力を発揮することが明らかとなった。この発熱体が備える遠赤外

線の効果は、融雪のみならず様々な分野に応用が可能なため、今後もナノカーボンセメント

発熱体を利用した製品の開発に尽力を注いでゆこうと考えている。
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05-01圧密化とグリーンフラの複合化による

軟質針葉樹の強度性能の改質

島根大学総合理工学部

助教授吉原浩

[はじめに】

スギをはじめとして，戦後日本各地でおびただしい数の軟質針葉樹が植林され，近年ようや

く活用可能な状況になっている。しかし，このような軟質針葉樹は総じて材質が低く，また生

育地による材質のばらつきも大きいため，適切な活用方法がなかなか見出せない状況にある。

こうした低質な木材の材質を改善し，できあがった製品のばらつきを少なくする方法として，

高温高圧水蒸気中で木材を圧密化する方法が開発され，多くの場面で実用的な段階にある。し

かし，材料に著しく大きな変形を与えるこの加工法で得られた製品の強度は，加工プロセスお

いて生じる内部損傷の影響を著しく受けることがわかってきた。したがって，圧縮木材を構

造用材料として使用することを考慮した場合，こうした損傷から構造的な崩壊を発生するこ

とが危慎されるため，損傷を避けたり修復したりするような加工が望まれる。

こうした損傷を高分子材料等で充てんすることによって力学特性の低下を抑制することが

期待できる。これまでも圧密化と高分子の複合化によってより剛性の高い木質材料を製造す

る試みは比較的頻繁に行われている。ただし，木材と高分子材料の複合化に頻繁に使用され

る合成高分子は環境負荷が大きいものが多く，製造から廃棄までのプロセスを考えた場合あ

まり適切ではないため，できるだけ環境負荷の小さい高分子材料である生分解性高分子(グ

リーンプラ)の使用が望ましいと思われる。そこで本研究では代表的なグリーンプラである

ポリピニルアルコールを代表的な針葉樹であるスブルースに含浸した後に圧縮加工して複合

材料を製造し，繊維方向のヤング率，まさ目面および板目面のポアソン比とせん断弾性係数

を測定することによって，複合化がこれらの弾性的性質におよぼす影響について検討した。

【試験方法]

試験にはシトカスブルース(Piceasitchenis Caη.)を使用した。材料は同一のフリッチから採

取し，圧縮加工前の寸法を 350mm(繊維方向) x 100 mm (接線方向) x 10，20 mm (半径方

向)とした。このうち，半径方向の長さが 20mmのものは，後述する圧縮処理により 10mm

とした。木材が水分を含みやすくなるように，上述の材料の板目面に直径 1mmの円孔を 20

mm間隔で開けたものおよびコロナ放電処理を施したものを準備した。孔開けおよび放電処

理した後， 20
0

Cの水中で、 48時間水漬処理した。また，生分解性高分子(グリーンプラ)と

してポリピニルアルコール(エクセパール RS・2117，クラレ社製)を使用し，生分解性高分

子水溶液に上述した孔聞き加工および放電処理した試験体を浸潰した後， 90
0

Cに設

定したオーブン内に入れ， 2週間静置した。この際，水分が蒸発しないように適宜蒸

留水を加えた。このような前処理を施した試験体を 140
0
Cで圧縮成型加工し，圧縮木

材と生分解性高分子の複合材料を作製した。作製した試験体の概要を以下に示す。
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表作製した試験体の概要

処理条件 試験体の前処理 圧縮加工 高分子の含浸の有無

A なし なし なし

B 円孔 (20mm間隔) なし あり

C コロナ放電処理 なし あり

D 円孔 (20mm間隔) あり なし

E 円孔 (20mm間隔) あり あり

F 円孔 (IOmm間隔) あり あり

G コロナ放電処理 あり あり

以上の表に示した試験体から， 320mm (繊維方向) x 15 mm (接線方向) x 10 mm (半径

方向)の曲げ試験体をそれぞれの 10本ずつ作製し， 4点曲げ試験から繊維方向のヤング率お

よびまさ目面と板目面のポアソン比を，非対称4点曲げ試験からまさ目面と板目面のせん断

弾性係数を測定した。

[結果および考察】

第 1図にそれぞれの条件で作製した試験体の繊維方向のヤング率を示す。この結果から生分

解性高分子を浸潰したのみではヤング率が低下しているが、この原因については今後さらに

詳細に検討する必要があると思われる。また，圧縮加工したものはコロナ放電処理を施した

条件 Hを除いてすべてヤング率が上昇しており，圧縮加工の効果が示されているが，生分解

性高分子を含浸させたもののヤング率が陀立して上昇したということはなく，ヤング率を上

昇させるという観点からは生分解性高分子の含浸はあまり効果がない可能性がある。
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第 1図 各処理条件における繊維方向のヤング率

第 2図にそれぞれの条件で作製した試験体のまさ目面および板目面のポアソン比を示す。

既往の研究では圧縮加工によってまさ目面のポアソン比が低下することが示されたが，ここ

でも同様の傾向が見られた。 しかし， 20mm間隔で円孔を開けた試験体に生分解性高分子を

含浸させて圧縮加工した試験体(処理条件 E) およびコロナ放電処理した試験体(処理条件

G)ではポアソン比の低下は抑制されており，複合化の効果が期待できると思われる。ただし，

円孔の数を増やした場合(処理条件 F)ではポアソ ン比の値が低下している。このことから，

適切な前処理によってポアソン比の低下がある程度抑制できることが示されていると考えら

れる。一方，板 目面のポアソン比は未処理のものよりも総じて上昇 しており，圧縮加工およ

び複合化の効果が現れていると考えられる。
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第 2図 各処理条件におけるまさ目面および板目面のポアソン比

第3図にそれぞれの条件で作製した試験体のまさ目面および板目面のせん断弾性係数を示

す。既往の研究では，圧縮加工でまさ目面のせん断弾性係数が低下したことが示された 1，2)。

しかし， 圧縮加工のみを施した処理条件 Dに示されるように，本研究ではまさ目面のせん断

弾性係数は未処理のものとほぼ同じ値となっている。しかし， 20mm間隔で円孔を開けた試

験体に生分解性高分子を含浸させて圧縮加工した試験体(条件 E) およびコロナ放電処理を

施した試験体(条件 G) のせん断弾性係数は上昇しており，生分解性高分子の複合化により

せん断弾性係数を積極的に向上できる可能性が示されている。ただし，円孔の数を増やした

場合(条件 H) ，むしろせん断弾性係数の値が低下している。このことから，適切な前処理

によってせん断弾性係数を上昇させることができる可能性が示されたと考えられる。一方，

既往の結果同様に板目面のせん断弾性係数は未処理のものよりも明らかに上昇しており，圧

縮加工および複合化の効果が現れていると考えられる。

以上のことから，適切な処理を施すことにより，圧縮木材と生分解性高分子の複合化によ

って弾性的な性質を改善できる可能性が示されたと考えられる。
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第 3図 各処理条件におけるまさ目面および板目面のせん断弾性係数
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【結論】

生分解性高分子(ポリピニルアルコール)をさまざまな処理を施したスプノレースに含浸

した後に圧縮加工 して複合材料を製造し，繊維方向のヤ ング率，まさ目面および板 目面

のポア ソン比とせん断弾性係数を測定した。その結果，適切な処理を施すことにより圧縮

木材と生分解性高分子の複合化によって弾性的な性質を改善できる可能性が示唆された。
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05-02木材用塗料の耐候性評価と耐周年数

システムの開発

京都府立大学大学院農学研究科

教授 湊和也

1.研究の背景と目的

木材は屋外で用いたときさまざまな劣化を受けるが、気象がその因子となって起こる劣化

と、生物による劣化とに大別することができる。気象劣化の一例を挙げると、太陽光(主に

紫外線)による木材成分の光分解、それによる変色、さらには光分解により低分子化して水

に可溶となった木材成分の雨水による溶脱、その繰り返しによる早材部分の目やせ、その他、

大気中に含まれる土砂や汚染物質の付着、温湿度の変動に伴い含水率が変化することによる

反りや割れの発生などを挙げることができる。一方、生物劣化には、腐朽菌による木材成分

の分解、シロアジなど昆虫類による食害、それらが原因となって起こる著しい強度低下や美

観の低下、形状の変化、カピなどの微生物による変色などを挙げることができる。前者の劣

化に対しては塗料の塗布、後者に対しては防腐・防虫薬剤の含浸や塗布での対応が基本であ

るが、塗料には防腐や防虫の効果を持たせたものもあり、木材が被る劣化のすべてを塗装の

みで制御しようとしている場合が多い。したがって、塗料の耐久性を正確に評価することは

極めて重要である。ところが、 nsK 5600で定められたウェザメータによる劣化促進試験や

南面 35c 傾斜の屋外暴露試験結果と、壁面など、実際の使用条件での劣化との関連性が定

かではない。また、塗装面の劣化に伴い、基材である木材は腐朽菌による被害を受けると考

えられ、それは木製品にとって致命的であるにもかかわらず、どの程度の塗膜劣化でそれが

発生するかも不明である。

そこで、本研究では、 JISに定められた劣化促進試験や 35c 暴露試験と、壁体を想定し

た垂直暴露との関連性の担握、ならびに塗装面の劣化と木材腐朽菌による被害発生との関連

について検討した。

2.材料と方法

屋外暴露試験には、造!l莫・透明 7種、半造膜・透明 2種、半造膜・着色 2種、浸透・透明

4種、浸透・着色6種の塗料を用いた(表 1)。キセノンランプ方式のウェザメータによる劣

化促進試験には、このうち造膜・透明塗料1種と浸透型・着色塗料2種を除いた塗料を用い

た。これらの試験に供した木材試験片はスギおよびヒノキ材の板目板であった。また、塗装

面の劣化が木材腐朽菌による被害発生に及ぼす影響を調べる試験では、浸透・透明 1種、浸

透・着色 1種、半造膜・着色 1種の計3種の塗料を用いた。当試験ではスギ辺材の柾目板を

供試木材とした。

塗装面はサンダー仕上げをした後、それぞれのメーカーの指示どおりの塗布条件で、刷毛

塗りによる塗布を行った。室内で 2週間程度の養生を行った後、材色等初期値を測定し、屋



外暴露誌験等の試験に供した。屋外暴露試験は南面 350 暴露と垂直暴露を奈良県森林技術

センターにて行い、 3"-' 6か月ごとに 24か月まで、材色、光沢度、捜水度、塗装面の破損

率、目視による 5段階評価を行った。劣化促進試験にはキセノンランプ方式のウェザメータ

を用い、標準的な条件での照射と照射サkの噴霧を繰り返し、最長2000時間試験を行った。

途中200-----500時間ごとに、材色等の測定を実施した。塗料の劣化が木材基材の腐朽劣化に及

ぼす影響を見る試験では、メタノレハライ Fランプ方式のウヱザメータ合用いて最長 120時間

照射を行い、塗装面を劣化させた。その後、 11SK 1571の表面処理用試験方法に準拠した腐

朽試験を行い、抗菌操作に伴う重量減少率を求め、塗装面の劣化(般7k度)との関係を求めた3

3.結果と考察

3 1 屋外暴露試験における角度の影響、屋外暴露と促進暴露試験との関連性

3.1 1浸透・透明塗料

材色に関して、屋外暴露試験で連続的な変化が見られ、その変化の幅が大きいのは V、

次いでム E*であった。ほとんどの塗料において、 35。曝露では、垂直暴露で見られるそれ

らの値の変化は、1/2の暴露期間で認められた。接水度でも垂直暴露での変化は、ほとんど

の塗料において、 35。曝露では 112の期間で生じる。塗膜の破損率でも、 350 曝露では、

垂直暴露のおよそ 1/2の期間で劣化が進行した。

一方、屋外 35u 暴露とワェザメータによる促進試験との関係では、 fとVの変化が類似

していることが分かつた。日の変化は屋外 35
0

暴露 12~ 30か月(平均 19か月)が促進試験

1000時間、一方 Vの変化は 75 '"" 15か月(同 12か月)が 1000時間に比定された。また、援

水度では 12か月が 1000時間に、塗膜の破損率では 6か月が 400'""500時間に相当するとい

う結果が得られた。

3 1 2浸透・着色塗料

屋外暴露試験で暴露角度の違いによる時間的な対比ができたのは、材色に関しては M と

A E*であった。ほとんどの塗料において、垂直暴露で見られる Vの変化を、35'ij暴露では 1/2

の暴露期間で認めた。また垂直暴露におけるム?の変化を、 35u 暴露では1/3~ 3/4 (平均

112)の暴露期間で認、めた。一部の塗料では、げや日についても、暴露角度の違いによる時

間的な対比が可能であり、 350 暴露では、垂直暴露の 1/4~ 2/3 (間約 ]/2)の期間で、|司程

度の変化が見られた。按水度についても、垂直暴露の 112 "-' 2/3 (同 5/8)の暴露期間で同程度

の低下が 350 曝露では認められた。塗JJ莫の破損率で比較しても、 350 n暴露では、おおむね

垂直暴露の 1/2'" 2/3 (同 3/5)の期間で劣化が進行した。

一方、屋外 350 暴露と促進試験との関係については、いずれの塗料でも Vの変化が類似

していて、その変化は屋外暴露 12か月が促進試験 1000時間に比定されることが多かったが、

中には促進試験400時間の変化が屋外 350 暴露 24か月に匹敵す'る塗料もあった。また、擦

オ<J支では 12か月が 1000時間よりはやや短い 700"-' 800時間程度(すなわら、 1000時間換算

では 15か月相当)に、塗Jl莫の破損率では 12か月が 1000時間前後に相当するという結果が多

く得もれたD

313半造膜・透明塗料

供試した 2種の塗料のうち l積は劣化が軽微であり 、暴露角度の違いや促進試験との時間
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的な対比を材色変化から求めることができなかった。劣化が見られた lつの塗料でも暴露角

度の違いにによる時間的な関係を材色変化から求めるには至らなかったが、促進暴露試験と

の関係では、屋外 35
0

暴露 3、9，....__12と20か月が、それぞれ促進試験 400，....__600、800，....__ 1000 

と2000時間に比定された。

援水度に関しても暴露角度の違いによる時間的な対比をすることはできなかったが、促進

劣化試験との関係では、屋外 350 暴露 24か月が促進試験 2000時間に相当した。塗映の破

損率では、屋外 350 暴露 6'"'-'12か月が垂直暴露 24か月の結果と近似し、 35。暴露では、

垂直暴露の 1/4'"'-' 1/2の期間で劣化が進行した。また、促進試験との関係では 350 暴露 6

"-' 12か月が 1000時間に、 12'"'-' 24か月が 2000時間に比定された。目視評価点が 3に達す

るまでの期間は、屋外 350 暴露で約 12か月、垂直暴露で 24か月かそれ以上で、やはり 35

6 暴露では、垂直暴露の 112かそれ以上の期間で劣化が進行した。促進劣化試験ではそれは

1000 """-' 1200時間で、あった。

3 1 4半造膜・着色塗料

供試した 2種の半造膜・着色塗料は耐候性が高く、屋外暴露 24か月、促進劣化試験 2000

時間でも劣化が軽微であり、材色変化は少ないため、暴露角度の違いによる劣化度の時間的

対比や促進試験との時間的な関連性を材色変化から求めることは現時点ではできていなし、。

援水度については、一つの塗料で屋外 350 暴露 12'"'-' 24か月の変化が促進試験 1000"""-' 

2000時間のそれに近似するという情報が得られた。破損率では、屋外 350 暴露と垂直暴露

との時間的関係が認められ、前者では 3/8"""-' 3/4 (平均 1/2)の期間で、後者と同様の破損率が

得られた。また、促進試験との関係、にあっては一部を除いて、屋外 350 暴露 9"""-'10、18か

月がそれぞれ、 1000、2000時間に相当するとしづ結果になった。

3 1 5造膜・透明塗料

屋外暴露試験での暴露角度の違いによる時間的な対比ができたのは、 VとL*であった。 b*

は暴露の初期に一旦増加した後減少に転じると推察されるが、その減少の局面において、 35

0 暴露では垂直暴露のおよそ 1/2の期間で、 Vがほぼ同じ値になるという塗料が大半で、あっ

た。 L*は暴露開始後減少し、その後増加するが、その増加に転じる時期は、 35 0 暴露では

9か月、垂直暴露では 12か月であり、前者は後者の 3/4の期間であった。一部の塗料では日

についても対比できたが、 35。暴露では垂直暴露の 2β'"'-'3/4の期間で同じ変化が観察され

た。

援水度は垂直暴露で暴露期間中に変化がない塗料が大半で、あった。塗膜の破損率で比較す

ると、 350 暴露では垂直暴露の 3/8'"'-' 3/4 (平均約 5/9)で同程度の劣化が発生した。

屋外 350 暴露と促進試験との材色変化の傾向は近似していて、時間的な対比は、口、ポ、 b*

全てで司能であった。 L*では値が減少から増加に転じる時点での比較をすると、促進試験

1000時間が屋外 35。暴露 5'"'-' 15か月前後(平均 12か月)で、あった。ポでは 8'"'-'20か月(同

12か月)、 Vでは 11'"'-' 16か月(同 13か月)となり、ほぼ 1000時間=12か月となった。 ItE

水度で、は促進試験 1000時間が屋外 350 暴露 12"""-'24か月(平均 16か月)、塗膜の破損率で

は促進試験 1000時間が 9"""-' 40か月(同 21か月)となり、材色変化から見たときよりも、促

進試験 1000時間に比定される屋外暴露の期間が長くなった。
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316塗装の劣化試験全体のまとめ

屋外暴露試験において、 35ω 暴露と垂直暴露との時間的対比を、塗料の分類ごとに、材

色変化や按水度、塗装面の破損率等に関してまとめた結果を表 2に示す。表中の数字は、垂

直暴露での変化と同程度の変化が、 35。暴露で現れるまでの期間(垂直暴露を 1として)を

示しており、そこに分類された塗料の平均値である。また、過半(分類された塗料の 2/3以

上)の塗料で関係が求められた場合、太字とした。この表によると、いずれに分類された塗

料でも、 35 D 暴露では、垂直暴露のほぼ 2倍の早さで種々の変化が現れることが分かる。

また、屋外 35D 暴露試験とウェザメータによる促進劣化試験との関係については、表 3

のとおりであった。表中の数字は促進試験 1000時間が屋外 35。暴露何ヶ月に相当するかを

示すものであり、表 2と同様、そこに分類された塗料の平均値であり、過半の塗料で関係が

求められた場合太字とした。ただし、目視評価については、評価点 3に達した時期(メンテ

ナンスに適した時期)の平均値(か月数)で、括弧内は促進試験での時間数である。これにつ

いてみると、屋外 350 暴露 12か月が促進試験 1000時間に相当するとしづ結果が多く得ら

れた。定説では、屋外暴露と促進試験との関連性はほとんどないと言われていたが、このよ

うに測定項目ごとに経時変化を観察することで、一定の関係を示すことができた。

32塗料の劣化が基材である木材の腐朽に及ぼす影響を見る試験

供試した 3種の塗料すべて、未照射のときには、すなわち JISK 1571に準拠した試験で

は、腐朽試験による重量減少率は 3%以下であり、木材保存剤としての基準を満たした。し

かし、照射時間とともに重量減少率の増加が見られ、 10'"'-' 40時間照射した試験片で、腐朽

試験による重量減少率の平均値が 3%を超えた。接水度との関係では、少しでも木材基材へ

の水のしみ込みが観察されると、腐朽菌による木材基材の劣化が生じることが明らかになっ

た(図 7)。これらのことは、塗料のみにより、木製品に耐朽性を付与することの難しさを示

すものである。

屋外暴露試験の結果、浸透型塗料では 1年以内に、造膜塗料であってもほぼ2年以内に、

木材基材への水のしみ込みが観察される状況になっており、デッキや木製サッシなど、少な

くとも 10年程度の耐用年数が求められる木製品にあっては、木材保存剤を含浸して生物劣

化を抑制した上で、何らかの塗装を施し、日光や雨水による表面劣化を抑制することが不可

欠と言える。
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05-03木質ラーメン構造に用いる接着積層多軸

接合部材の開発

秋田県立大学木材高度加工研究所

准教授 岡崎泰男

[研究の背景と目的]木材を使用した木質ラーメン構造では、鋼板・引きボルト等を用いて

柱と梁を直接接合する方式が用いられているが、このような構造では、特に 3軸方向の部材

の接合を行う必要がある箇所ではその取り合いが非常に複雑になるため、複雑な形状の接合

金物の設計および面倒な二次加工が必要となり、これを避けるために梁の位置を変える等の

措置が取られることも多く、構造設計・意匠設計の両面で大きな制約となっている。木材に

は非常に加工性が良く、また、元来有機物であるため接着剤との親和性が高いとしづ特徴が

あり、この特徴を活かして集成材、合板、 LVLのような「木質材料Jと総称される様々な

材料開発が行われてきた。本研究は、上述した木材の特徴(加工性、接着性)を活かし、木

質ラーメン構造に使用できる、板材もしくはロータリー単板を原料とする接着積層多軸接合

部材の開発を目指したものである。

【研究の方法]本研究では研究の第一歩として、まずコストが低く抑えられること、現場で

の作成が可能であることの二点を重視して研究を行った。上記条件を満たすため、原料単板

から接合部材を製造するのではなく、市販流通品である構造用合板を基材とし、現場接着用

の接着剤を接着剤として用いた接着積層接合部材の開発を試みた。まず、構造用合板を使用

した接着積層接合部材製造に当たっての問題点、接合部材の回転剛性・強度等の基本性能の

確認、および性能試験実施にあたっての問題点を確認するために、土台用の接合部材を作成

し、そのモーメント抵抗性能試験を行った。次に、 24mm、12mm、9mm構造用合板を基材

とし、市販品である木ダボ用接着剤(発泡ウレタン系接着剤)を接着剤として使用した柱ー

梁接合用の接着積層接合部材を作成、これに柱および梁を二次接合した T型のモデル試験体

に対しモーメント抵抗性能試験を行ない、接合部材の製造性およびその性能、二次接合部の

性能等についての検討を行った。

[構造用合板を用いた土台用接着積層接合部材の作成と性能試験】

構造用合板を使用した接着積層接合部材製造に当たっての問題点、接合部材の回転剛性・

強度等の基本性能の確認、および性能試験実施にあたっての問題点を確認するために、市販

流通品である厚さ 24mmの構造用合板(ネダノン)を基材とし、同じく市販流通品である床

根太用接着剤(アクリル系常温硬化型)を接着剤として使用した土台用の接合部材を作成し、

そのモーメント抵抗性能試験を行った。その結果、回転剛性1.8x 103kN. m/rad、最大モー

メント 22.1kN'mという値が得られた。この結果および製造に際して発生した諸問題を踏ま

え、次項の接合部材の試作および構造モデ、ルのモーメント抵抗性能試験を実施した。

[構造用合板を用いた柱一梁接合用接着積層接合部材をモーメント抵抗接合具として用いた

構造モデ、ル試験体のモーメント抵抗性能試験]
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作成した接着積層接合部材は、図 1，2に示した通り。105X240mm部材(オウシュウアカ

マ少集成材)用、 120mmX 300mm部材(べイマツースギ複合集成材)用の 2種類の接合部

材を作成した。柱-梁接合用接着積層接合部材と柱、梁との接合は、鋼板挿入ドリフトピン

接合により行なった。柱-梁接合用接着積層接合部に設けた溝を活かすため、各接合部ごと

に厚さ 9mm鋼板を 2枚挿入する仕様とした。作成したモテ、ル試験体例を写真 1，2に示す。

モーメント抵抗性能試験の実施状況は、写真 3に示した通り。柱材中心から加力点までの距

離を1.3m、支点間距離を 2.6mとして試験を行い、頂部変位から求めた見かけのせん断変形

角(γ)、および接合部材の変形角(e)、各二次接合部の変形角(α1、α2、α3)を計測し、作

用モーメントとの関係から回転剛性を算出した。ただし、当初は全ての孔にドリフトピンを

打ち込む予定で、あったが、接合部材の梁側腕の交差接着部に最も近いドリフトピン部分で脆

性的な破壊が生じたため、 105mmタイプでは、 A (全ての孔に打ち込み):1体、 B (梁側

腕の交差接着部に最も近い孔には打ち込まなし、) :1体、 c (さらに、 2番目に近い孔には打

ち込まなし、) :1体、 120mmタイプでは、 A :1体、 B:2体の試験を行った。得られた結果は

表 1の通り、破壊状況例は写真 4に示した通りであった。

{まとめ】本研究により、以下の通りの結果が得られた。

1) 価格および入手しやすさの面、現場での作成が可能であること、および接合部材と他の

部材(柱、梁等)との接合強度等を考慮して市販の各種厚さの構造用合板を基材とし、

市販の発泡ウレタン系接着剤を用いた接着積層部材を作成した。 120mmX 300mmタイ

プのものについては、実用に足るレベルの回転岡IJ'性が得られたが、 105mmX 240mmタ

イプについては、回転剛性が小さく実用化は困難である。今後は幅 120mm以上の断面

に絞って開発を進めてし、く。

2) 交差接着によって生じる溝を鋼板ドリフトピン接合による二次接合に活用することを

試み、各種厚さの構造用合板を組み合わせて接着積層部材を作成したが、薄い合板が二

次接合部分から曲げ破壊を起こし、期待したほどの耐力は得られなかった。 24mmの厚

物構造用合板のみを使用した方が、二次接合部耐力は向上するものと考えられ、今後は

その方向で開発を進めてし、く。

3) 二次接合部については、鋼板を接合部材の交差端部まで差込み、めり込みにより剛性・

強度を上げようとしたが、かえって、交差端部に最も近いドリフトピン部分に大きな力

が作用し、そこから脆性的な破壊が生じる結果となった。また、製造時にはみ出して硬

化した接着剤が邪魔になり、生産性が低下した。鋼板と交差端部の聞に 50mm程度のク

リアランスを設ければ解決できる問題であり、今後はその方向で開発を進めてし、く 。

4) 構造モデ、ル試験体のモーメント抵抗性能試験の結果、見かけの回転剛性、最大耐力につ

いては、実用化が可能なレベルで、はあるが、普及のためには更なる性能向上が必要とさ

れる結果が得られた。上述の理由を含め、構造用合板部分のドリフトピン接合部の性能

が予想、を下回ったためであり、今後はこの部分の性能を向上させ、実用化を目指してい

く。
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表 1構造モデル試験体試験結果

回転剛性(x103 k N'm/rad) 

θα1α2  

Mmax 
(k N'm) α3 

4.28 

l.06 

l.25 

4.17 

9.59 

2.66 

4.67 

4.89 

l.38 

1.02 

0.548 

0.644 

3.24 

2.49 

3.04 

0.839 

0.670 

0.664 

20.48 

23.34 

26.78 

105-A 

105-B 

105-C 

105-A 

120-B-1 

120-B-2 

2
4
ω
 

1

3

&

 

2

2

0

 

0.443 

0.465 

0.258 

l.04 

l.09 

l.12 

γ 

0.366 

0.307 

0.234 

6.96 

1l.2 

8.32 

Mmax:最大モーメント
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05-05室内中 VOCsの安定同位体比を用いた

汚染源解明(要旨)
秋田県立大学システム科学技術学部経営システム工学科

助教川島洋人
1.背景・目的

近年，寒冷地を中心に住居の高断熱，高気密化が進んでいる。その結果，各部屋の温度差は

減り，より少ないエネルギー消費で快適な生活を送られるようになった。しかし，住居の高断

熱・高気密化は室内・室外空気の出入りを減少させるため，空気が浄イじされず汚染を招いた。

これにより室内空気汚染が原因の，いわゆる“シックハウス症候群"と呼ばれる健康被害が発

生し，国は 13物質の揮発性有機化合物の指針値策定，建築基準法改正などの対策をとった。

シックハウス症候群を引き起こすとされる原因の一つに揮発性有機他物(VolatileOrganic 

Compounds， VOCS)がある。 VOCsは眼，鼻，咽喉への刺激，頭痛，神経障害を引き起こすとさ

れている。しかし，室内における大気中 VOCsは 1つの物質でも複数の汚染源から由来してい

るため(花井ら， 1996)，発生源の特定は困難である。そのためシックハウス症候群の患者は化

学物質を全く使用していない住居に住むなど極端な対応を取らざるを得なくなってしまって

いる。室内における大気中 VOCsを効果的に対策するためには，発生源を特定し優先順位をつ

けて除去することが必要である。

1990年代になりガスクロマトグラフィーと安定同

位体比質量分析計(GC/C/IRMS)が融合した装置が実

用イじされ始め，個別化合物の安定同位体比を測定

(CSIA)することが可能になった(図 1)。安定同位体

比は物質の生成過程，生成時期などの違いにより異な

る比を持つ性質を持っているため，発生源問に違いを

生み発生源解明に役立つことが示唆されており，事実，

最近では自動車排出ガス，燃料などに適用した報告事 図 1 GCjCjlRMS 

例も少しずつ出始め，同じ物質でも物質によっては異なる安定同位体比を持つことがわかって

きた。しかし，国内外問わず，室内環境中の汚染物質の発生源解析に安定同位体比が適用され

た報告例は皆無であった。

そこで本研究では，まず秋田県など寒冷地域における高断熱高気密化住宅の実態調査を行う

ことを第一の目的とし，室内大気の VOCs中の炭素安定同位体比を利用した発生源解析を行う

ことを第二の目的とした。また今回，前処理方法として SPME(固相マイクロ抽出)法を用い

たが，大気中の VOCsの例として既往の研究事例は非常に少なく，また安定同位体では皆無で

あったため，測定精度等も調査した。

2.実験内容の概要

サンプリングは秋田県由利本荘市内の賃貸住宅 10軒を対象に 2007年 1月16日から 2月8

日の冬季に行った。サンプリングはテドラーパックと吸引ポンプを用いて，住居内の大気を
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捕集した。住居は出来るだけ日常生活の状態を知りたいと考え，住人には捕集する前日に簡

単な換気を行う程度に留めてもらった。 VOCsが高濃度で検出された住居はアンケート調査

と聞き取り調査を行い，発生源を予測し濃度低減策を講じてもらった。

安定同位体比による発生源解析は 1軒の住居と室外発生源として自動車排出ガス，ガソリ

ンスタンド，精密機械工場，ドラム缶洗浄工場の 4箇所，室内発生源としてファンヒーター，

灯油タンク，ニス，ラッカーうすめ液の計 8つを対象とした。 VOCsの濃度測定，炭素安定

同位体比測定はそれぞれGC/MSとGC/C江RMSを用いて行った。前処理方法としては SPME

ファイパー (75・μmcarboxen/PDMS (SUPELCO) )を用いた。

3.結果・考察

簡易で安価である等，様々な利点を有した前処理法である SPME法を用いて，大気中 VOCs

を測定するための方法を検討した。検量線は約 40成分が決定係数 0.99以上と高い精度とな

り，検出限界・定量限界値も既存の手法と比べてみても遜色ない結果となった。最終的には

本手法ではベンゼン，トルエン等を含めた VOCs，36成分が測定可能となった。

寒冷地域である秋田県由利本荘市内の 10軒の賃貸住宅において室内大気中VOCsの濃度測

定を行った。その結果，住宅によっては BTEX類やデカン，ノナン等の高沸点化合物等が高

濃度で曝露していることがわかった。アンケート調査や聞き取り調査を行ったところ，発生

源をファンヒーター，灯油タンク，煙草，防虫剤，洗剤と予測することが出来た。その後，

住人にそれら発生源を取り除き換気をする等の対応策を実施してもらった結果，多数の物質

において大幅な濃度低減が可能だった。さらに定量的に発生源を把握するため，発生源と住

宅の結果との相関関係を見たところ，発生源が存在する住宅の結果はその発生源との相闘が

SPME法を用いて，大気中 VOCs中の炭素安

定同位体比の測定を国内外で初めて行った。そ

の結果，ベンゼン，トルエン等の BTEX類，ト

リクロロエチレン，テトラクロロエチレン，ス

チレンの 9成分で繰り返し分析の標準偏差が

土0.30%0(トリクロロエチレン)から土1.61%0(テ

トラクロロエチレン)と既往の研究に比べてみ

ても遜色のない測定精度で分析することが出来

た(図 2)。次に室内中のトルエンと m，p-キシ

レンを対象に，炭素安定同位体比を利用した発

生源解析を行った。室内発生源としてファンヒーター，灯油タンク，油性速乾ニス，油性用

ラッカーうすめ液と室外発生源 4種と室外発生源として自動車排ガス，ガソリンスタンド，

ドラム缶洗浄工場，精密機械工場の計 8種の測定を行った。室内と各発生源の炭素安定同位

体比を比較したところトルエンはファンヒーターによる灯油燃焼由来， m，p-キシレンは灯油

タンクからの灯油揮発由来が主な発生源であることが予想された(図 3)。濃度のみの結果

では個別物質ごとの発生源の詳細はわからなかったが，安定同位体比を利用することでより

高い等，妥当な結果となった。
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詳細な発生源を推定することが可能になった。

今回， VOCs中の炭素安定同位体比を利用することで室内における個別物質の発生源を推

定することが出来たが，測定数が限られていること，発生源の種類が限られていること等，

依然として課題もあった。今後はさらにデータ数を確保し，より総括的に居住環境の発生源

解析を行うことが望まれた。また今回は炭素安定同位体比を扱ったが，水素や塩素の安定同

位体比は，いくつかの利点があり，これからの室内環境問題への新たな研究として期待され

る。
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左から順に，トルエン: 8宅，灯油揮発，ファンヒーター，自動車排ガス，ガソリンスタンド，
精密機械工場，ドラム缶洗浄工場

m，p-キシレン :8宅，灯油揮発，ファンヒーター，ニス，ラッカー，自動車排ガス，
ガソリンスタンド，精密機械工場， ドラム缶洗浄工場

図3 B宅と室内発生源と室外発生源の炭素安定同位体比

4.研究成果
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05-06自然塗料、自然ワックスから放散する

揮発性有機化合物に関する研究

お茶の水女子大学

生活科学部教授 田中辰明

1. 本研究の目的

近年建築物の気密化が進むにつれ、揮発性有機化合物(以下 VOCsと記す)や

微生物が原因であるシックハウス症候群が社会問題化し、天然由来の建材が注目

されている。本研究では、市販の天然物質由来塗料からのカルボニル化合物および

揮発性有機化合物の放散が、塗布後時間の経過とともにどのように変化するかを予

測することを目的とし、最大 90 日開放散速度変化を測定し変化パターンを分析し

た。

2. 方法

2 1 実験概要

「自然塗料 Jとして市販されている天然物質由来塗料 3種について 7日開放散速

度を測定した。その中から長期放散の続く可能性の高い 1種を選定して約 90日開

放散速度の経時変化を調べた。そしてその結果から変化パターンについて検討し

た。

2.2 試料

天然物質由来塗料 3種(市販品)について、 7日開放散速度を測定し、その経時

変化を観察した。またその結果より、長期放散すると予測される試料について 90 日

開放散速度を測定した。実験に使用した塗料 3種について表 lに記す。

表 l 実験で使用した天然物質由来塗料
サンプル 10 名称 製造π 備考

金料 A クノス リボス社(卜イツ製) アマニオイル、

天然樹脂エステノレ等

金字18 アルドホス 向上 同上

金事IC アトムカラーニス アトムサポート F*'/:r/:r* 
(日本製) (主主録番号A03115)

2.3. 捕集方法

サンプリングは ]ISA 1901に準拠した小形チャンパ一法により実施した。を使って

測定を行った。アルデヒド・ケトン類は DNPHカートリッジ (SUPELCO社)で、その他の

揮発性 有機 化合物は TenaxTA管で捕集した。
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24 分析方法

カルボニル化合物は DNPHカートリッジよりアセニトリルで抽出し、抽出液を高速液

体クロマトグラフィー(JASCO860-CO、]ASCO社)で分析した。 TenaxTA管で捕集

した揮発性有機化合物は GC/MS(GC-17A、GCMS-Q5050A、Shlmadzu社)で分

析した。

3 結果および考察

カルボニル化合物については、 13物質標準液(13 物質、 30μg/ml、

SUPELCO社)により定性、定量分析を、揮発性有機化合物については GC/MSの

データベースを参照し定性を実施し、一定濃度に調整したトルエン換算で定量した。

放散量の大きかった物質について、放散量の経時変化を示した。

3.5. 短期放散速度

図 l、図 2、図 3測定した塗料から放散する化学物質の 7日間の放散速度経

時変化を示す。

測定した 3種の天然物質由来塗料は、いずれも塗布後数時間後から 1"-'2日後

の聞に、放散量が極大となり、その後 7日以内に大きく放散速度が減少した。
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五 500 H.7:":一一一一一
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-)<，一一昔~-=è:::'jji
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宝 140庁一 一→-EVK _' 

全120時7 一一一一一一→トTMOT_， 
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三岨圃 864 0 0 0 
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。

_:~一一一一一一一一十一一一一 ~DMUD _ 

ーう←-UD

一栄一MADE

。 23456  7 
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Formaldehyde (以下 FA)、Acetaldehyde(以下 AA)、Acroreln、Acelon(以下 AON)、Proplonaldehyde

(以下 PA)、Crotonaldehyde(以下 CA)、'vIetacrolel口、 2-Butanone(以下 2BO"l)、 BuLyraldehyde (以下

BA)、8enzaldehyde、Val巴I1dldehyde(以下 VA)、m-Tolualdehyde、Hexaldehyde(以下 HA))

図 4 塗料 Cからの放散速度(左:カルボ、ニル化合物、右:揮発性有機化合物)

3.6. 長期放散

7 日間の放散速度を測定した塗料の中から、 7 日経ったときのカルボニル化合物

の放散が比較的高かった塗料 C:アトムカラーニスを選び、約 3ヶ月間測定を続けた

塗布後しばらくは、放散量の緩やかな減少が続いたが、カルボニル化合物について

は塗布後 30 日目頃から、その他の揮発性有機化合物については塗布後 60 日目

頃から安定状態に達した。放散が止まる物質もいくつかあったが、安定状態に達して
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からは放散量の変化はほとんどなく、各物質について 3'""4μg/(nf h)程度で放散が

続いた。

100 1----一一一一一一ー一一一一一一一一‘一一

官 80

'bn 60 
ミ

一。-AA

A AON 
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題40ll'¥ ---一一一十 HA

援 20
ま延

0 
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時間(day)
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時間(day)

Formaldehyde (以下 FA)、Acetaldehyde(以下 AA)、Acroreln、Acelon(以下 AON)、Proplonaldehyde

(以下 PA)、Crotonaldehyde(以下 CA)、Metacrolell1、 2-Butanone(以下 2BON)、Butyraldehyde(以下

BA)、Benzaldehyde、Valenaldehyde(以下 VA)、m-Tolualdehyde、Hexaldehyde(以下 HA)) 

図 5 塗料 Cからのからの 90日開放散速度(左:カノレボニル化合物、右:揮発性有機化合物)

4. まとめ

天然物質由来塗料からも、少量ながら化学物質の放散は起こっていることが分か

った。ホルムアルデヒドの放散量においても、 JIS の定めるホルムアルデ、ヒド放散区分

等級で F育会古古に当てはまるが、完全に放散が止まるとしづ訳ではないので、化学

物質過敏症の人においては注意が必要と考えられる。塗布後に見られた極大は、原

料中の植物性油脂の空気酸化に起因すると考えられる 1)。また、カノレボニル化合物

に比べ、その他の揮発性有機化合物の方が放散速度の減少に時間がかかった理

由として、その他の揮発性有機化合物は主に炭化水素類であり、分子量が大きく、

また比較的拡散係数が小さいので、塗膜を通過しにくかったものと考えられるが。
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05-08建材用セルフクリーニングガラスの開発

三重大学大学院工学研究科分子素材工学専攻

助教橋本忠範

光触媒ガラスの一つであるセルフクリーニングガラスは，自分できれいになるガラスある

いは汚れにくいガラスであり，窓の清掃作業などのメンテナンス費用を抑えることができる

だけでなく ，ヒートアイランド対策用の建材用ガラスとしても注目されている。実用化され

ているものとして， 日本板硝子(株)のクリアテクト⑧，旭硝子(株)のビューテック⑧，セ

ントラル硝子(株)のファインセルフ， (株) PPG-CI の SunClean™などが挙げられる。

特に有名なのは愛知県常滑市沖合の中部国際空港のターミナルビ‘ル(20，000 m2) のクリア

テク ト⑧であろう。また，最近の自動車の半数以上のパックミラーにはこのセルフクリーニン

グガラスが採用されている。このセルフクリーニングガラスは， Ti02あるいはその複合体を

コーティングしたガラスであり， Ti02の光触媒活性と光誘起親水性の両方の性質を利用し

ている。

既存のセルフクリーニングガラスは，外観の良さ(高い可視光透過性)が要求されるので，

比較的徽密な Ti02膜が形成され，結果的に表面積がかなり低下しているため粉末に対するデ

ータから期待されるほど光触媒活性は高くはない。アモルファスの Ti02微粒子や膜が光触媒

活性を示すという報告があるが，予想される通りアモルフアスの Ti02の光触媒活性は低く，

結晶との比較対照にすぎない。溶融法で作製したガラスが光触媒材料として開発されていな

いのは当然のことと思える。

Ti02のもう 一つの重要な性質として光誘起親水性が挙げられる。この重要な性質の発見の

お陰で、セルフクリーニングという新しい研究分野と市場が確立されたのはいうまでもない。

アモルファス Ti02の光誘起親水性に関する研究も行われており，光触媒活性と異なりアモル

ファスでもかなり優れた性能を示す。

一般に，セルフクリーニングガラスの場合，光触媒活性より光誘起親水性の方が重要視さ

れている。したがって申請者はアモルファス Ti02もセルフクリーニング材料としても利用で

きると考えてきた。しかし，常識的にはアモルファスの Ti02が長期間安定で存在するとは考

えにくい。 しかも，アモルファス Ti02薄膜を使用する理由は特にないと思われる。

市販のセルフクリーニングガラスがガラス表面に光触媒層をコーティングしたものである

ことを考えると Ti02ガラスができればコーティングフリーのセルフクリーニングガラスと

なり得る。 しかし，よく知られているように通常の溶融法では Ti02ガラスはできない。

申請者は，これまでに鉛やヒ素を含まない環境にやさしい軽量 ・高屈折率の光学ガラス(エ

コガラス)の開発に成功している(特許公開 2004-83344)。このガラスは Ti3+を含まない

Ti02高含有ガラスである Ti02・P205ガラスであるため，光学ガラス以外の有効な利用法のー

っとして，そのセルフクリーニング特性に着目した。エコガラスである Ti02・P205ガラスが
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ガラス自身によるセルフクリーニングが実現可能なら，結晶材料より活性が低くても次に示

すような多くのメリットがあるため非常に魅力的な材料になり得ると考えられる。

( 1 )既存のセルフクリーニングガラスのような光触媒膜をコーティングするプロセスが不

要である。コーティングプロセスフリーのため製造コストを大幅に抑えることができる。

( 2 )コーティングに適さない複雑な形状のセルフクリーニングガラスが作製可能となる。

( 3 )コーティング膜に関する設計(反射率設計)が不要になるだけでなく，美観を損ねな

い。膜の干渉色の影響は皆無である。

( 4 )光触媒膜の劣化等による再コーティングも不要となるためランニングコストの一層の

削減が期待できる。

( 5 )吸収端のテーリングが大きく，太陽光(可視光)を有効利用できる。

( 6 )特性改善のための添加物の導入が容易である。

さらに，申請者の開発した可視光応答光触媒作製技術(特許公開 2005-74376)を組み合わ

せることで可視光応答セルフクリーニングガラスの開発も可能と考えられる。

本研究では，多量の Ti02を含有することによる光触媒機能性の発現を期待し，チタノリン

酸塩系建材用セルフクリーニングガラスを開発することを目的として 屋外で、のセルフクリ

ーニングを実現するために数 mWcm"2の光照射に対して応答を示す材料の開発を目指し以

下の検討を行った。

( 1 )光触媒用チタノリン酸塩ガラスの作製 Ti02の特に多い組成を中心に溶融法あるいは

ゾルーゲ‘ル法で、作製した。さらに，貴金属や希土類のドープ量や OH量のコントロールによ

る特性の最適化を行った。

( 2 )セルフクリーニング特性(光触媒機能性・光誘起親水性)の評価を行うに当たって，

チタノリン酸塩ガラスの光触媒活性は低いと予測されたので通常の光触媒機能性評価に用い

られる照度 (1mW  cm"2) よりあえて強い照度 (8mW  cm"2) を用いた。

( 3 )光触媒機能性の評価 メチレンブルー水溶液に浸した Ti02・P205系のガラス試料にキ

セノンランプを用いて紫外線から可視光線を照射し，メチレンブルー溶液の吸光度の変化(分

解挙動)をファイパーマルチチャンネル分光システムを用いて測定した。

( 4 )光誘起親水性の評価 キセノンランプを用いて紫外線から可視光線をガラス試料に照

射した前後の試料の水に対する接触角を申請した接触角計(マツボー: PG-3 :今回の助成

金で購入した設備備品)を用いて測定した。

結論から先に述べると，チタノリン酸塩ガラスには光触媒活性と光誘起親水性があった。

高い活性を示した訳ではないが，市販のセルフクリーニングガラスに匹敵するようなデータ

( Ag析出チタノリン酸塩ガラス)も得られた。また， W03を添加したチタノリン酸塩ガラ

スが，通常の照度(1 mW  cm"2) でも光誘起親水化することを見いだした。

活性を示す結品を析出させかっ高透過性を維持するのは容易なことではないが，チタノリ

ン酸塩ガラスを表面結晶化させると活性はさらに高くなった。この表面結晶化は通常のアニ

ールプロセス中に可能なので，いわゆるコーテイングプロセスが不要であることやコーティ

ング膜と下地となるガラスとの間の高い密着性は既存のセルフクリーニングガラスとの差別

化を図る上で重要なポイントとなる。
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最近になって，チタノリン酸塩ガラスのセルフクリーニング特性が作製直後から備わって

し、る訳ではないことが分かつてきた。すなわち，ガラス中の Ti3+を熱処理する聞にガラス表

面が TiOzリッチな組成になる。そしてこのような表面層を形成できた場合に光誘起親水性が

発現するようである このような TiOzリッチなアモルファス層が 5000C程度の加熱(アモル

フアス TiOz薄膜なら結晶化するような温度)に対しても極めて安定であることは，実用化を

考えた時の重要なポイントなり得る。

以上のように，本助成によりチタノリン酸塩ガラスの光触媒機能ならびに光誘起親水性を

評価することで建材用のセルフクリ ーニングガラスの開発に資するデータを得ることができ

た。本助成金で、得た結果を元に今後も建材用セルフクリ ーニングガラスの研究を進めていく

予定である。
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05-11高齢者施設における脱臭機能を有する建材の

脱臭効果の持続性に関する研究

1.はじめに

大同工業大学工学部建築学科

助教授 光田恵

調湿効果に優れている建築材料には臭気物質を吸着する能力もあり、脱臭効果があるとさ

れている。しかし、臭気物質の吸着能力には限界があり、飽和点に達すると臭気物質が再放

出する可能性が考えられる。そこで本研究では、臭気物質の最大吸着量を明らかにするとと

もに、再放出量について検討を行うこととした。まず、カラム内に建材の試験片を入れ、臭

気物質を一定流量で流す方法により、臭気物質の種類、調湿建材の種類、臭気ガス流量の違

いによる最大吸着量および再放出量の検討を行った。また、バッグ内に建材を入れ、バッグ

内の温湿度と再放出量の関係を検討した。

2.本試験に用いた調湿建材の種類

実験には 3種類の建材を使用した。天然ゼオライトを加工したパネルを試料A-1、試料A-1

に紫外線応答型の光触媒を塗布したものを試料A-2、火山性ガラス質複層板を試料Bとした。

3.カラム実験

3-1.実験方法

パネルを 6mm角に加工し、加工した試験片 9個をカラム(直径 10mm、長さ 80mm)内に詰め

た。吸着実験開始前に 80'tに設定した恒温器内にカラムを入れ、窒素を 10ml/minで 10日間

流した。臭気物質別の吸着・再放出特性の検討として、試料A-lを用いて、アンモニア(臭

気強度 3相当、1.5ppml
)) とトルエン(臭気強度 2相当、 5ppml

)) による比較を行った。図 l

にカラム実験装置の概要を示す。カラム内へはアンモニアは 2L/min、 トルエンは 0.5L/min

で臭気物質を流した。インキュベーター内を 25
0
CIこ設定し、 3時間ごとにカラムの出入口ガ

ス濃度を検知管(アンモニア検出下限濃度 O.1ppm、トルエン検出下限濃度 1ppm)で測定した。

また、電子上皿天秤を用いて試験片の入ったカラムの重量測定も行った。カラムの出入口濃

度が一定になった点を飽和点と判断し、飽和状態であることを確認した後に再放出実験に切

り替えた。再放出実験ではインキュベーター内の温度を夏季室内における高温時を想定して

40
0Cまで上昇させ、吸着実験と同様の流量 2L/minの窒素を流した。再放出実験では 30分間

隔でカラム出口のガス濃度を測定し、電子上皿天秤

によるカラムの重量測定も行った。再放出実験では、

検知管による測定で、検出下限値以下になった点を実

験終了とした。調湿建材の種類別の検討としては、

試料A-1と試料Bによる比較を行った。臭気ガスの

流量別の検討では、試験片 A-lを用いてアンモニア

流量 2L/minと4L/minで比較した。再放出実験の窒

素流量は吸着実験時と同じ流量とした。
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3-2.実験結果および考察

(1)臭気物質の違いによる比較

吸着実験においてアンモニアとトルエンとも時間経過に伴いカラムの出口濃度が入口濃度

に近づいていき、アンモニアは 66時間で出口濃度と入口濃度が一致し、トノレエンは 2時間で

一致した。試験片の増加重量の変化は、出口濃度の上昇に伴い、試験片の重量も徐々に増加

した。重量が一定になるまでに要した時間は、アンモニアでは 60時間、トルエンで 2時間で

あり、カラムの出口濃度と入口濃度が一致した時間と同程度で、あった。臭気物質が試験片に

吸着し、試験片の重量は増加したものと考えられるが、ガス濃度と重量測定の結果から、ア

ンモニアでは約 60時間、 トルエンでは約 2時間で最大吸着量に達したものと考えられる。

アンモニアとトルエンの再放出実験における出口濃度について、アンモニアは 2時間 30

分、トルエンは 45分で検出下限以下となった。試験片変化重量については、アンモニアでは

1時間 30分までに 0.005gの減少がみられ、 トノレエンでは 30分までに O.OOlgの減少がみら

れたが、その後、重量の変化はなかった。 25
0Cで最大吸着量に達した後、 40

0

Cになった場合

にはアンモニア、 トルエンとも若干の再放出が起こることが確認された。

(2)調湿建材の種類別の比較

吸着実験においてアンモニアの出入口濃度が一致するまでの時間は、試料 A-1では 66

時間、試験片 Bでは 27時間であり、試験片の重量が一定の値を示すまでの時間は、試料A-1

では 60時間、試料Bでは 27時間で、いずれも試料 A-lと試料Bでは約 2倍の差があった。

再放出実験における出口濃度について、測定開始時の試料 A-lは 1.2ppmであり、試料 B

は1.9ppmで、あったが、いずれも検出されるアンモニア濃度が徐々に低下して行った。検出下

限以下までの時間は、試料A-1では 2時間 30分、試料Bでは 2時間であり、ほぼ同程度の再

放出量であると考えられる。これらのことから、ゼオライトを原料とする建材の吸着性能の

方が優れている可能性が示された。

(3) アンモニアの流量の違いによる比較

吸着実験において出入口濃度が一致するまでの時間は、 4L/minでは 45時間、 2L/minでは

66時間となり、 4L/minの方が 21時間早かったが、再放出量の変化は同様であった。これら

のことから、今回の条件では流量と最大吸着量とは関係しないことが明らかとなった。

(4)各建材における臭気ガスの最大吸着量の検討

表 1にカラム内の試験片 (6mm角X9個)における臭気ガスの最大吸着量、再放出量、最大

保持量を示す。最大吸着量は吸着実験でカラム出入口の濃度が一致した点までに吸着したガ

ス量とし、再放出量は再放出実験で検知管の検出下限値までに放出されたガス量とした。ま

た、最大吸着量から再放出量を引くことで最大保持量を求めた。この結果を基に建材 1m2当

りの最大保持量を求めると、試料 A-1のアンモニアは 6""'-'旬、試料A-1のトルエンは 0.6g、

試料Bのアンモニアは 2""'-'3gとなる。

4.実空間を想定したバッグ実験

4-1.実験方法

試料A-1、試料A-2とも厚さ 6mmで、

15
0
C-45%の室内に保存されたパネルを

表 1 カラム実験試験片における臭気ガスの最大吸着量

実験条件 ガス量(mg)

臭気物質 鉱料 流量 最大吸着量 再紋出量 JI:大保持量

アンモーア A-l 2lノmin 2.10188 0.07162 2.03026 

アンモーア B 2しImin 0.83569 0.06229 0.77340 

アンモーア A-l 4νmin 2.70967 0.12457 2.58510 

トルエン A-l 2lノmin 0.19784 o.∞297 0.19487 
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用い、 200rnmx 200rnmに加工した。それぞ

れ 10L固形物用サンプリング、バッグに 2

枚ずつ入れた。バッグ内へは 1100ppmの

アンモニアを注入した。図 2にバッグ実

験装置の概要を示す。バッグ内のアンモ

ニア濃度が検知管(検出下限濃度

O. 1ppm) で検出下限以下まで、になったこ

とを確認した後、紫外線ランプを点灯し、

室内の温湿度を上昇させ設定温湿度に調

整し、再放出実験を開始した。アンモニ

ア濃度の測定は紫外線ランプを点灯させ

てから 0分後、 30分後、 1時間後、 3時

間後に行い、それ以降は 3時間毎に行っ

た。吸着時のバッグ内の温湿度は 15
0
C

-45怖とし、再放出時の温湿度は 30
0

C-60覧

または 20
0

C-30協の 2条件とした。

4-2.実験結果および考察

ベース"ッダ
※温度とりのみをlIt置
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国 2 バッグ実験装置の概要
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図3 バッグ内のアンモニア漕度の変化

図 3に再放出実験の温湿度 20-30%と30
0
C-60怖におけるバッグ内濃度の変化を示す。試料

A-1、試料 A-2ともにアンモニアを注入してから 6時間後に検出下限以下になり、再放出実験

を開始した。20
0

C-30出では試料聞に大きな差はみられず、いずれも 30
0

C-6仰と比較して再放

出量が少ないことが分かる。温湿度を 30
0

C-60唱に設定した場合には、試料 A-2の検出濃度の

方が低く、アンモニアが分解されることにより、再放出量が抑えられていると考えられる。

5.まとめ

本研究では脱臭機能を有するとされる建材の脱臭効果の持続性を明らかにするために、カ

ラム内に建材の試験片を入れ、臭気物質の種類、調湿建材の種類、臭気ガス流量の違いによ

る最大吸着量および再放出量の検討を行った。また、実際の空間を想定し、バッグ内に建材

を入れ、パック内の温湿度と再放出量の関係を検討した。得られた知見は以下のとおりであ

る。

(1) アンモニアとトルエンでは最大吸着量および再放出量が異なることが明らかとなっ

Tこ。

ゼオライトを原料とした建材の最大吸着量の方が多いことが把握された。(2) 

(3) ガス流量の違いによる最大吸着量、再放出量を検討したが、今回は流量による違いは

認められなかった。

(4) 臭気ガスの再放出量は、高温高湿の場合に多くなる可能性が示された。また、建材に

光触媒を塗布することで吸着した臭気物質が分解され、再放出量が低減できる可能性

が示された。

【参考文献】

1)悪臭法令研究会:ハンドブック悪臭防止法四訂版、ぎょうせい、 pp431、2001
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05-12温度成層風洞による建物周辺における

熱のよどみ域の形成に関する研究

1. 本研究の背景と目的

独立行政法人建築研究所 環境研究グループ

上席研究員 足永靖信

近年、ヒートアイランド現象が社会問題とされている。特に、都市再生事業に伴い急ピッ

チで建設される高層建物群が都市の風を遮断し、気温上昇を来たすと懸念されている。 1970

年代に超高層建物が出現した際、ビルから吹き降ろす強風が問題視されたが、現在は連なっ

て存在する建物群による風の停滞影響を解明することが求められている。

本研究は建物周辺の風の停滞が気温場に及ぼす影響を温度成層風洞実験により明らかにす

ることを目的とし、地表面を温度制御した規則的配置の建物群を対象にして建築形態に関わ

るアスペクト比等を変化させた温度成層風洞実験を実施した。

2.研究の方法

図 1に実験概要を示す。助走区間 8mにおいて人工芝、アルミラフネスを配置し、気流の

乱れを十分発達させ 4分の 1乗則を得た(住宅市街地を想定)。下流 2m領域では規則的配

置の建物群を設置し、風洞床面温度を制御して温度成層流を作成する。実験条件はアスペク

ト比、温度条件を変化させた以下の 5つである。

ケースM 地表面加熱の標準的配列の建物群の場合

ケースH 建物高さを増加させた場合(ケースMを標準とする)

ケースW 建物間距離を増加させた場合(ケースMを標準とする)

ケースN 建物間距離を減少させた場合(ケースMを標準とする)

ケース C 地表面を冷却した場合(ケースMを標準とする)

気温は熱電対により計測を行い、全ケースの総計測点数は約 1万点である。

z 下流 2m| 原点位置

y斗 _'x I助走区間 8m| 建物群模型

O人工芝(W:7.400mm、D:900mm、H:20mm)
Oアルミラフネス(W:50mm、D:l.000mm

H:50mm)lm毎に配置

図 1 実験概要
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3. 計測結果

アスペクト比が異なる 3ケース (Case-W、Case-M、Case-N)について建物側の気温の鉛

直断面分布を表したのが図 2である。 3ケースとも地表面近傍、キャノピー上端において風

上部分が風下部分より気温が高い。これは建物周辺の循環流のためである。地表面近傍の気

温はアスペクト比 (LlH) が大きくなると低下する傾向が見られる。一方、キャノピー上端

においてはアスペクト比が小さい Case-Nの気温が低い。これは、建物の占有率が大きく、

他のケースと比較して風洞床からの放熱が実質抑制されたためと考えられる。

図3に地上近傍 (z=10mm)における気温とスカラー風速(水平 2成分の 2乗和平方)の

関係を散布図で示す。風速が増加する箇所では無次元気温は低下する傾向が見られる。特に、

アスペクト比が大きい Case-Wでは風通しが良く気温低下傾向が見られる。
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図3

地表面を温度制御した規則的配置の

建物群を対象にして建築形態に関わる

アスペクト比等を変化させた温度成層

風洞実験を実施した。 1万点の気温計測

データに基づいて、地表面近傍の気温は

アスペクト比 (LlH) が大きくなると低

下すること、地表面付近においてスカラ

ー風速が小さい箇所では気温が上昇す

ることなどを明らかにした。

今後の課題として、実験データの蓄積

を継続すると共に、数値シミュレーショ

ンとの比較検証が考えられる。
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05-13現場計測による戸建住宅の断熱性能簡易

評価手法に関する研究

三重大学大学院工学研究科建築学専攻

准搬永井久也

住宅の長期耐久性技術の開発は循環型社会を形成する上で、の基盤要素の一つであり、

これを開発・発展させるには、建設・施工技術や材料開発といったハード面での研究・

開発と並行して、その初期性能、経時的な性能変化を明確に行なう評価技術の開発が重

要である。住宅の省エネルギー性能評価は気密性能と断熱性能に大別されるが、このう

ち気密性能に関しては、実際に建設された住宅において、 1時間程度という短時間で実

測する手法が開発されており、その性能検証法 (C値測定法)は確立されている。これ

に対して、断熱性能評価は設計目標の指標となる Q値が実際に建設された住宅でどの程

度実現されているかを判断・評価する手法・技術は未だ開発されておらず、戸建住宅の

断熱性能実測法の確立が急務とされている。

国内での住宅の熱性能評価手法に関する研究はこれまで多く行なわれている。松尾ら

は実住宅において間欠的に発熱を行い、この時の室温の応答を指数一項の近似関数で表

現し、実測値により最小二乗法で近似関数の係数を決定する手法を提案している。本手

法は、比較的精度良く断熱性能を同定できる手法であると考えられるが、熱容量の大き

な地盤に接する部位における熱損失の全熱損失に占める比率が比較的大きい場合にはそ

の推定精度は極端に下がるため、この部分を解決する必要がある。また、現場による簡

易計測と言う観点(例えば、計測時間、計測項目等々)からは、解決すべき課題が山積

している。海外では木造住宅が主流であるスウェーデンにおいて、 Sandbergらが全電化住

宅を対象とした夜間のみの実測データを用いた簡易評価法を提案している。本手法は取

り扱いの難しい日射の影響を軽減するために夜間のみの実測により評価を行なう手法で

あり、非常に簡易かっ有効な手法であるが、気象条件や生活様式(全日暖房と間欠暖房

等)が大きく異なる我が国で本手法をそのまま適用することは困難である。本研究では

Sandbergらの手法を基礎として、我が国の気象環境下で適用できる比較的簡易かつ精度の

高い手法の開発を目指すものである。

本研究は主に、以下の4つの項目について検討を行った。
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①小規模高気密高断熱モデル住宅を対象とした夜間発熱実験による熱損失係数推定法の検証

②本推定手法による熱損失係数推定値への夜間放射及び住宅の熱容量の影響についての検討

③換気負荷の時間変動に関する検討

④標準規模の高気密高断熱実住宅での本予測手法の適用

上記検討項目のうち、本究助成期間において実施した部分は主に上記の②から④について

であるが、研究の内容上、①の結果についても併せて以下にその概要・結果を述べる。

①小規模高気密高断熱モデル住宅を対象とした夜間発熱実験による熱損失係数推定法の検証

ここでは、比較的小規模な高気密高断熱モデ、ノレ住宅を対象として、一年間各季節毎に、夜

間発熱による住宅熱損失係数簡易実測実験を実施した。本実験では、電気ヒータ}を用いた

夜間発熱によりどの程度の室内温度分布が生じるかを明らかにするために、熱電対を使用し

た詳細計測を行った。その結果、本モデル住宅のような次世代基準レベルの高断熱高気密住

宅においては、住宅内温度分布は、常識的な発熱量の範囲では非常に小さいことが明らかと

なり、また、夜間発熱による熱損失係数も概ね:t10%程度の再現性で推定可能であることが

明らかとなった。

②本推定手法による熱損失係数推定値への夜間放射及び住宅の熱容量の影響についての検討

①の検討で、本簡易手法は概ね良好な再現性を有していることが明らかとなったが、本手

法は、簡易さ、判り易さの観点から、室内外温度差、室内発熱量および換気量のみの計測で

あるため、夜間放射および住宅の熱容量の影響については無視している。そこで、ここでは

①のモデル住宅を対象としてこれらの影響を数値解析により定量的に検討した。その結果、

夜間 12時間発熱では、やはり十分な定常値は得られず、本手法による推定値は最大で 13%

程度過大に見積もられることが明らかとなった。また、夜間放射についても、最大で 18%程

度推定値を過大に見積もることが明らかとなり、両者を合わせて最大で 30%程度、推定値を

過大に推定することを示した。

③換気負荷の時間変動に関する検討

本簡易手法の現場での測定項目は、室内外温度差、発熱量および換気量であるが、換気量

の測定は簡易さという観点からは、除外したい項目である。したがって、機械換気方式(主

に第 3種換気方式)による換気が設計値通り時間的な変動無くなされていれば、この項目は、

別途換気量の確認のみを行えば除外することができる。そこでここでは、高気密高断熱実住

宅において、長期間に亘る夜間換気実測を実施し、その変動を確認した。その結果、実測 C

値1.0程度の高気密住宅においても、機械換気による換気量の時間的変動は極めて大きく、
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実測期間中の 30分毎の換気回数平均値に対して、士50%という非常に大きな変動があること

が確認された。このことから、本簡易手法では、機械換気は停止し、密閉状態の漏気のみに

よる換気状態下で実測すべきとの結論を得た。

④標準規模の高気密高断熱実住宅での本予測手法の適用

ここでは、上記①から③の結果を踏まえ、竣工引渡し直前の標準規模の実住宅を対象に本

簡易手法の適用可能性検討を行った。対象とした実住宅は約 120rriと150rriの2つの高気密

高断熱住宅である。その結果、標準規模の実住宅においても本簡易手法により概ね::t1O%程

度の再現性で熱損失係数推定値が得られることが明らかとなった。また、これら得られた値

はいずれも熱損失係数設計値より 15%程度大きな値となり、仮に両住宅の熱損失係数が設計

値通りであるとすれば、②で、検討を行った検討結果の範囲に入札十分理論的に説明可能で

あるこことも明らかとなった。

以上から、本簡易手法は、例えば、住宅性能表示制度における省エネ性能等級判定・確認

程度であれば、十分適用できる可能性が確認された。ただし、本簡易手法は夜間放射等につ

いては、計測を行っていないため、熱損失係数の正確な同定(絶対値の確認)は困難であり、

今後は、他の詳細手法による結果との比較を多数の住宅に対して実施し、そのデータの蓄積

を行っていく必要があると考えている。
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05-14高機能化ファサードを用いる建築設備

一体化システムの解析と評価

はじめに

工学院大学

教授宇田川光弘

最近の建築ではファサードに断熱、遮熱、昼光利用、自然換気などの環境制御機能を積極

的に取り入れ、さらに空調・換気機能を組み込むなどファサードの高機能化が図られつつあ

る。エアフロー窓を組み込んだカーテンウォーノレシステム、ダブルスキンシステムなどがそ

の例であり、ファサードに環境制御機能を組み込むことにより、室内環境の制御性向上と空

調負荷や電力負荷の低減を狙ったものである。また、透過型太陽光発電パネノレを用いた窓や

太陽熱集熱器と一体化された外壁や屋恨など建築外皮部材に発電機能や集熱機能を持たせた

ものもある。

筆者は、これまで、建築設備の設計において快適で健康な居住環境と省エネルギー設備の

設計ツールとして、建築の熱性能と設備システムを統合した建築熱環境・設備システムシミ

ュレーション手法を作成し、シミュレーションプログラム EESLISMを開発してきた。

EESLISMは建築設備一体化空調システムのシミュレーションが可能であることから、建築環

境・設備の設計ツールとして、今後とも活用されることが期待されている。本研究では、

EESLISMへの適用を前提として、カーテンウオーノレやダフツレスキン構造など窓ガラスおよび

外装パネル、日照調整装置さらに太陽熱集熱器など太陽エネルギー利用も含めた高機能ファ

サードシステムについてシミュレーションモデ、ノレを作成した。

1. 高機能化ファサードシステム

これまで、の実施例や設計例についての調査により対象とするファサードシステムを把握し

た。国内外の高機能化ファサードを設置した建築の調査結果から、空気流通窓、ダブ、ルスキ

ン構造およびこれら外皮システムと空調システムとの関連について整理した。また、太陽光

発電パネ/ルレや太陽熱集熱器を組み込んだ

サフア一ドについても調査した。これらの高機能化ファサードは、シミュレーションアルゴ

リズム作成を考慮しつつ建築部位種別に分類すると以下のようになる。

( 1 )窓システム

・多層ガラス窓(多層部材窓)

.空気流通窓

・透過型太陽光発電パネル窓

( 2 )外壁および屋根

-通気層のある構造

.太陽光発電パネルとの一体化構造
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-太陽熱集熱器との一体化構造

・トロンブ壁など日射の集熱、蓄熱壁体

( 3 )太陽エネノレギ一利用を図る日除け

(4) ダブルスキン構造

2 高機能化ファサードの計算モデル

2 1 窓

窓については、空気流通窓やダブルスキン方式を含めたカーテンウオーノレのアルゴリズム

を作成した。計算モデルは、窓システムとして制御されることを前提とする必要がある。ブ

ラインドやカーテンの開問、空気流通窓では流通空気の制御なども考慮する必要がある。

( 1 )多層窓

複層ガラス、ガラスおよびカーテンブラインドも含め複数の部材で構成されている窓につ

いて、空気流通窓など高機能化ファサードの計算法の基礎的方法として、多層部材からなる

計算モデ、ルを述べた。窓の計算の基本式は、既に筆者のものも含め既報があるが、ここで述

べる多機能窓についても関連の深いので、各層の熱収支式を行列表示した一般化した基本式

を示した。

( 2 )空気流通窓

空気流通窓やダブルスキン外皮のような外皮構造の中に空気を流通させる構造を持つもの

については、空気流通部分を含め窓として一体化する計算モデルを示した。

( 3 )透過型太陽光発電パネルを用いた窓

窓に使用される透過型電池パネノレが窓部材の 1っとして用いられる場合は、カラス板を透

過型太陽光発電パネルで置き換えればよいことを示した。

2. 2 高機能化外壁の計算モデル

高機能化した外壁や屋根ついて、一次元非定常熱伝導を仮定したモデルで、計算する。図 8

に高機能化を図った外壁、屋根の例を示した。

( 1 )通気層のある外壁

熱容量を考慮すべき部材の外側にガラスや金属板などがあり日射などの影響を受ける構成を

考える。この場合、通常の外壁の外側に、 2 1で述べた惜成部材があるとして計算モデノレ

を構築した。

( 2 )太陽熱集熱器との一体化構造

太陽熱集熱器を外皮システムと一体化した場合の裏面境界条件の設定方法について述べた4

集熱器に関しては、定常熱計算モデ、ルが示されており、このモデルにより計算するのが一般

的であるが、集熱器裏面が屋根や壁に組み込まれた集熱器を想定した計算モデ、ルを示した。

( 3 )太陽光発電パネルとの一体化構造

太陽光パネルについても、 2 1(3)および 2. 2(1)の方法から計算できることを示したο
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3.家熱負荷及び空調システムシミュレーションモデ、ル

シミュレーションの前提として流通空気の流量や集熱器通過熱媒流量などは計算条件とし

て与えられるものとする。空調システムや給湯システムの系統図からシステム内の水や空気

などの通過を設定する。なお水や空気の経路は自由に設定できる。また、ブラインドのよう

な可動式の日照調整システムや空気流通窓や集熱器などの制御は可能であり、あらかじめ定

められた時間スケジュールや気象条件などと関連させた制御条件により、室構成部材や設備

機器など建物熱性能に関係するシステム構成要素の状態が決められるとする。

室の計算モデ、ルに組み込まれる高機能化ファサードでは、流通空気の入口温度は、空気流

通窓から見れば境界条件の一つであるが、流通空気の入口温度は、空気流通窓の上流側にあ

る他の機器からの出口温度である。水や空気の通過経路に機器や建物部位が接続されている

ので、上流側要素の出口温度と下流側要素の入口温度は閉じであり、各要素ごとに入口、出

口の関係を表示しておけば、システム全体の連立方程式から全ての入口あるいは出口の状態

値である温度、湿度が決まり、必要な熱量の計算がなされる。

4. 一体化空調システムとしてのシミュレーションによる総合性能評価への適用

EESLISMの拡充により建築・設備システムの総合的なシミュレーションが可能となる。高

機能化ファサードの建物モデルを想定し、室内環境制御システムとしての熱環境性能および

空調システムとしてのエネルギー性能について詳細なシミュレーションを行い評価する。

シミュレーションでは、基本ケースと高機能化ファサードケースの比較により高機能化フ

ァサードの効果を評価する。シミュレーション結果として比較するものは、各ケースの室熱

負荷、空調機負荷、室内表面温度による室内熱環境などである。あるいは、 PMVやOT(作用

温度)による室内熱環境を設定してシミュレーションを行い、各ケースの室熱負荷や空調機負

荷について比較することもできる。室内熱環境は同等にして空調機負荷の比較をする。空調

機負荷からエネルギー消費量、 CO2排出量も推定できるので、これらについての比較も可能で

ある。
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05-15フレ・ポストアセスメントに基づく

省エネ設計法の構築
東京大学大学院工学系研究科建築学専攻

教授難波和彦

1.背景と目的

近年、 「省エネ」で「快適」な住宅を目指す環境配慮型の住宅が増えてきている。しかし、

施工後に、設計時の意図通りの十分な建物性能が発揮されているか、また、運用時に、想定通

りの快適な空気・熱環境が形成されているかを検証している例は極めて少ない。本研究では、

実物件の、設計・施工・運用の三つの段階における建物性能、空気・熱環境を定量的に評価し

ていくことで、実態の把握とともに、問題点の抽出、シミュレーション評価を組み合わせた省

エネ住宅設計法の構築を目的とする。

2. 実物件における空気・熱環境の評価

2-1. [設計]設計対象建物概要

本研究で、扱った 8件の建物データを表 0-1ム3にまとめた。調査対象の「箱の家シリーズJ

1)は、 1)吹抜空間 2)大関口 3)間仕切壁最小限 4)日射制御・通風促進 5)外張断熱・通気

構法・水蓄熱式床暖房 6)生地のままの仕上げ 7)コストパフォーマンスのよい材料と構法

の採用 8)シンプルな箱型といった特徴をもっ住宅シリーズである。

箱の語訳39
RC途

(騎W

箱の淑48 箱の議104
RC~+LVLìa 妖骨溢+集成材i草

謡選蝿
拾の家108

集成材進

絡のぷ112
獄事者這

絡の家113
.成句i車

図 1 調査対象の物件

表 1 建物性能の調査方法

稲の家106
..Ia材遥

績のぷ115
2匝瓜4司i盆



[施工・運用]建物性能の実測調査

施工後の建物性能を把握するため、 106，1 08 ， 11 2， 11 3 ， 115計 5件の実測調査を行った。調査

項目は、 1)断熱性能、 2)気密性能、 3)換気性能、 4)温度むらであり、その計算・実測手法を表

2-2. 

1にまとめた。

断熱性能

108、112において、実測により Q値同定 3)を行った。実測値は、計算値とほぼ同等からや

や小さい値となり、既往研究 3)の 3事例でも同様の傾向が見られた(図 2)。設計時の Q値計

算は有効といえる。また、実測値が計算値よりも小さい、

気密性能

箱の家5件において気密測定を行った。同じ集成材造 106，108，113の3件を比較する(図 3)。

106の相当隙間面積C値は2.08[cni/ni]であり高気密だ、ったが、測定時に室内側を減圧した際、

軸組の接合部からの空気流入が目立った。その空気の流入源と考えられる断熱パネル同士の接

合部の隙間を、 108以降、施工時にブチルテープで、シールするようにした。その結果、 106と

108は50%、113は75%C値が小さくなり、十分高気密な住宅となった。
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05-16入浴におけるエネルギー消費量削減の検討

東京大学大学院工学系研究科建築学専攻

教授鎌田元康

1. 本研究の背景と目的

近年、地球環境問題が深刻化するなかで、今なお増加する住宅分野でのエネルギー消費量

削減が急務である。家庭におけるエネルギー消費量のうちの約 3分の 1を占める給湯にお

ける省エネも重要な課題となっている。給湯におけるエネルギー消費量は、瞬間式・貯湯

式といった給湯機器の種類や、浴槽の断熱性や容量、利用者の入浴スタイルや湯使用方法

など、さまざまな要因に相互に影響される。

最近では給湯機の多機能化が進み、給湯消費の多くを占める浴槽においても従来の水栓落

とし込みから自動湯はり・自動保温・自動追い焚きが標準化してきているなかで、浴槽か

らの放熱ロスが今まで以上に重要となっている。放熱ロスを低減した保温性の高い浴槽も

登場しているが、これが給湯システムに組み込まれた場合の省エネ効果は十分検討されて

いない。そこで、本研究では、最近登場した浴槽断熱型の浴槽を中心に、入浴においての

給湯機の入浴スタイルや自動保温による追い焚きなどの要因による給湯機のエネルギー

消費への影響を把握することにより、入浴にともなうエネルギー消費量削減の検討を行う

ことを目的とする。

2. 研究の概要

人工環境実験室内に給湯機および浴室スペースを設置し、住宅での実使用を再現した実験

を行う。実験は、東京大学大学院工学系所有の人工環境実験室で行い、内部に高断熱仕様

の浴槽を有するユニットパスを設置し、周りを発泡断熱材で覆った。給湯機は、 C02HP

給湯機(以下、 C02HP)と、潜熱回収型ガス瞬間式(以下、潜熱ガス)の 2台を使用した。

研究の主な内容を以下に示す。

(イ)入浴モードの作成:入浴実験に基づいた既往研究資料を参考に、入浴部分をより

詳細に設定した入浴モードを作成した。

(ロ)浴槽保温実験:ガス瞬間式給湯機により、浴槽の開閉や換気方式などの違いによ

る浴槽保温の熱負荷の差異を検討した。

(ハ)入浴時効率再現実験:C02HPについて、 「修正Mlモード」と、入浴部分をより

詳細に設定した「入浴モードJによる実験を行った。

3. 入浴モードの作成

本研究では、給湯モードに従い給湯機を運転した場合の消費エネルギーおよび給湯機のエ

ネルギー効率を把握する。 rモード」とは、湯使用量・流量・使用時刻等を規定したもの

を意味する。用いた給湯モードは、 4人家族を対象に実使用を考慮して作成された「修正
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Mlモード」と、それを元に修正された「入浴モードJである。 r入浴モード」では入浴

部分がより詳細に検討され、浴槽湯はりは自動湯はり+保温で再現される。

4. 浴槽保温実験(潜熱ガス)

浴槽自動湯はり・保温における熱負荷を検証するため、潜熱ガスを熱源として、 5ケース

において、実験を行った。雰囲気条件は全て冬期条件(雰囲気 7
0
C・給水温度 9

0
C) とし

た。変化させたのは、浴槽の設定水位・湯はり温度・浴室換気・蓋開閉である。入浴のス

ケジュールは「入浴モードJに従うものとした

・基本となる Caselでは、裕槽湯はりに 20.2[MJ]かかる一方で、保温にも 3.9[MJ]程

度かかっている。浴槽が高断熱仕様であることを考えると、保温による熱負荷がかな

り大きいことが分かる。

・蓋常時開放では、1.2 [MJ]程度熱負荷が増加しており、最も増加量が大きい0

・湯はり温度を 42
0

Cに上げると、熱負荷が 0.4[MJ]程度増加。

・湯はり量を増やしても、熱負荷がほとんど変化しない。

・浴室換気を停止すると、熱負荷が 0.2[MJ]減少。

・潜熱ガスの効率については、浴槽湯はりでは 90%程度と高いものの、追焚では 60%

程度まで下がっている。そのため、全体の効率も 80%前半に押し下げられている。

5. 入浴時効率再現実験CC02HP)

C02HPは、季節による雰囲気温度の差や日々の使い方・保温の有無・長短により、効率

が変化することが予想されたため、修正Mlモードと入浴モードにより検討を行い、以下

の知見を得た0

・C02HPにおいて、浴槽の自動湯はり・保温を行わない修正Mlモードでの検証を

行い、季節条件や日消費により効率が大きく変化することを確認した。

・C02HPにおいても、追焚に伴う貯湯槽内の熱利用により、給湯機の効率が大幅に

低下する。これは、温度成層がくずれ、ヒートポンプへの入水温度が上昇することに

よるものと推測された

・入浴時間 2時間と 4時間で比較した場合、入浴時聞が長い 4時間の方が熱負荷が増加

する。つまり家族全員がまとめて短時間に入浴した方が省エネになると言える。

6. まとめ

以上より、浴槽の保温にかかる熱負荷が、入浴におけるエネルギー消費の削減に不可欠で、

あることが示された。高断熱浴槽においても保温にかかる熱負荷自体が大きい上に、保温

により給湯機の効率が大きく低下することため、 2重の意味で影響が大きい。

保温の熱ロス低減のためには、家族がまとまって入る・蓋を閉める・入浴時は換気を止め

るなどが有効で、あった。また、給湯機の効率低下のためには、保温や追焚を使わずに、高

温のさし湯などをする方が望ましい。こうした知見は一般ユーザーにとっても有用と思わ

れ、有意義な結果が得られたものと考える。
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05-17住宅のパッシブソーラーデザインに向けた

開口部サーマルスクリーンに関する研究

公立大学法人岩手県立大学盛岡短期大学部

助教長本間義規

高い断熱水準の住宅に移行すると，おもな熱損失対策は換気負荷削減と開口部対策となる.

開口部からの熱損失を削減するには断熱強化と面積削減が直接的な対策となるが，住宅全体

の暖房用エネルギー収支をゼロにするためには昼夜で断熱性能を可変できる比較的大きな開

口部が必要となる.開口部の断熱強化による省エネルギー効果を試算した結果が図 1'"'-'3であ

る.ll'"'-'W地域までの次世代省エネルギー基準を満たす住宅を対象とし， 日中は通常のガラ

ス開口部のみで，夜間に断熱戸を付加した場合の，開口部面積比率と熱損失量 (エネルギー

消費量)との関係である. 日射受熱量は南鉛直面 90W/m2を仮定している.

一般に，開口部面積が大きくなると熱損失が増えることになるが，日射受熱量が増加する

ことで逆に増加する熱損失分よりも熱取得の方が大きくなるため，実質的にエネルギー消費

量は低減する.その効果は試算の範囲内では外気温度の高くなる地域で顕著にみられ， 1. 

E地域よりもrn.w地域になるほうが効果的であること，また，その効果は，付加した開口

部サーマルスクリーンの熱抵抗値が036'"'-'072m
2
K川f程度であっても，関口部比率や地域条

件により約 30'"'-'40%程度のエネルギー消費削減が可能であることがわかる.

ffl十
主ヨ
ボ 08

器

n

u

o

O

ヲ

r

n

u

n

u

n

u

 

同
町
封

Mm
寝
袋

一・ー断黙戸なし ー{l)-XPS3b10mm

-0-XPS3b20mm -D一知S3b30mm

一・一断熱戸なし -G-XPS3b10mm 
-0-河'S3b20mm -0-河コS3b30mm

06 

25% 27% 29% 31% 33% 35% 

窓面積比率耳目)

図 1 窓面積比率と熱損失比率の関係(1I地域)

06 

25% 27% 29% 31 % 33% 35% 

窓面積比率(目)

図 2 窓面積比率と熱損失比率の関係(III地域)

09 

HI-
封
士K08 
'$ 
務

07 
一・ー断然戸なし -G-XPS3b1 Omm 

-Dー渇コS3b20mm-D一刀コS3b30mm I I 
-十 一一「一一--， 

-------
" -."，，， 古』卓司 --
T7弓~押~旦歪芭

守

写真 1ガラス面j商状凝

縮・蒸発性状に関する実

験装置

06 

25% 27% 29% 31% 33% 35% 

窓面積比率(%)

図3 窓面積比率と熱損失比率の関係(IV地域)

- 63ー



表 1滴状凝縮・蒸発時の湿気伝達率とルイス数

~T 湿気伝達率 対流熱伝達率
(Le)八(2/3)

K kg/m
2
s 1.7 ~ T̂ O 25 

j商状凝縮時の平均値 0.0079 2.4453 03586 

滴状凝縮後の蒸発時の平均値 00019 2.5137 1 4329 

Dul :.:-;ι一正 111 
i~ご""'._~j
I :-.-_; ~ 

233 H1-20 XPS20mm 
の場合

l階は外気と室内空

気刀、混合する流れ

主主 になる 2階は外気
_r:;;::;-:::ー に依ける流れがや

「Jチ〆日1385
12F Iユ や減少する

Dul -c'-"l 111 

庁一Tll.

1062 

11 52 

477 

回J

L 1-20 XPS20mmの
場合

l階は室内からの流
入が多い 2階は室 585

内空気かほほその

まま外気に抜ける

流れになる

Oul f.ヨル

E
一

111 out[111 

778 

自;J (kg/h) 

図 1換気量設定の違いが開口部まわりの空気流れに
与える影響(左 01ach.右 o5ach.盛岡市)

(kg/h) 

本研究では，以下に示す実験的検討およびシミュレーション検討により，内側サーマルス

クリーンの設置可能性と省エネルギー効果について検討した.

①ガラス表面での液滴凝縮・蒸発の関係(写真 1，表 1) 

②スクリーンタイプの隙間量同定実験

③換気系と連成した多数室温湿度シミュレーションに基づく開口部中空層の結露量評価

滴状凝縮・蒸発時の湿気伝達率とルイス数を表 lに示す.

問量を用いて③のシミュレーションを実施する.

中空層の窓面結露に大きな影響を与える水分供給源は，室内からのサーマルスクリーンの

隙間を経由した空気移動である.内側に断熱性能のある層が設置されることで中空層の温度

が変化し，外窓のガラス表面温度が低下するとともに，室内と中空層との空気移動性状も変

化する.その流れは，住宅全体の換気に伴う移流も大きく影響している 一例として，換気

量設定の違いが窓まわりの空気移動に及ぼす影響を図 1に示す.室内で一定量の換気が確保

されないと， 1F窓は室内空気が流入するが，換気量がO.5ach確保されればサーマルスクリー

ンの隙間量が多くても中空層内への室内空気流入量は少ないことがわかる

次に，窓面結露量に対する気象条件の違いをみるため，盛岡，仙台，東京，大阪の4地域

を対象にシミュレーションを行った.その結果，同一熱抵抗のサーマルスクリーンの仕様で

は，東京での結露量を 1(基準)とすると，盛岡 3倍，仙台 2倍，大阪 2倍と見積もること

ができた.特に東京と大阪は l月の平均外気温度にはほとんど差がないにも係わらず(東京

63"C，大阪 6.1OC)， 2倍の差が生じているのは，外気の絶対湿度が大阪のほうが高いからで

ある(東京 278g/kgDA，大阪 3.54g/kgDA).このことは，外気の温度のみではなく湿度も設

計条件として考慮すべきことを意味している.

以上の検討の結果，熱抵抗値が比較的高くかっ非気密なサーマルスクリーンの設置は，建

築基準法に基づく住宅の換気計画と量の確保により可能であることがわかった.特に，外気

温度が比較的高く，外気絶対湿度が比較的低い地域で、は，住宅全体の省エネルギー性能の向

上に対して非常に効果的であることが明らかになった.

この実験値および②で求めた隙
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05-20古民家等の改修における古材の強度に

関する非破壊診断指標の確立

l 緒言

名古屋大学大学院生命農学研究科

助教授 佐々木康寿

我が国には古来より現在に至るまで木材を構造材料として利用してきた長い歴史がある.

特に文化財建造物に多く見られる寺院建造物をはじめとして古民家などを含む多くの木造建

築には，台風・地震など幾多の災害を乗り越えて現代までその姿を残しているものが多い.

これらでは，断面寸法の大きい豪壮長大な部材が使用されているため，その視覚的な迫力や

質感，長い年月にわたる使用感が現代人の関心を呼び，近年移築やリフォームなど，解体古

材を再使用する場合が多く見受けられるようになってきた.木材の長期使用は環境保全の観

点からも好ましく，こうした風潮は推進すべきである.しかし，再使用の際，古材の強度性

能を適切に判断することなく再使用の判断がなされることは問題である.古民家の移築やリ

フォーム後の構造安全性を確保するためには これら古材の保有強度の把握や損傷探査を何

らかの方法によりできるだけ簡便に行う必要がある.このような部材の利用・再利用に当た

っては，熟練大工の目視・経験による可否判定の行われる場合が多く，保有強度・損傷に関

する科学的な数値化は未だ成されていない.また，解体前の構造体の状態で非破壊的に部材

の強度特性を知ることは実現していない.

本研究では，木造建築物の修理・改築・建替え等において，使用されている構造部材の強

度性能を非破壊的に確かめ 安全かっ合理的に利用するシステムを確立することを目的とし

て，解体前の構造体のままの状態で，応力波を用いることにより部材(木材)の強度性能を

推定する方法を開発した.築年数の長い寺院建造物や古民家等で大量に使用されている木材

の保有強度・損傷を評価し，再利用に供することは， C02の固定機能を持つ木材の低環境負

荷性を最大限に活かすことにも貢献するものである.

2 方法

木材の強度パラメーターとして最も一般的なヤング率を対象とした場合，これを求める方

法としては①負荷法，②周波数解析(打撃法)，③超音波法，④応力波法などがある.このう ，

ち①では，材料の断面形状を特定する必要があり，また，構造体内での試験は不可能である.

②では，材料の支持方法が問題となるため，構造体内での実施は不可能である.材料の密度

も必要である.③は，材料(木材)とセンサーの接触(密着)性が問題であり，材料の密度

も必要である.技術的には実験室レベルを超えておらず，現場での使用は未だ困難である.

これらに対して④は，作業(応力波伝播速度の測定)は簡便であり，材料の支持方法も不問

であるため，現場での簡便な測定法として非常に優位となる.

以上のようなことから，ここでは応力波法を採用している.
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3 推定方法

材料中を伝播する応力波の速度と材料の密度が分かればヤング率を求めることができる.

この場合，密度を求めるには材料全体，または，小切片を採取し，その体積と重量を計測す

ることが考えられるが，作業は面倒であり，特に小試片により得られる密度は材の局所的な

値であり，必ずしもその材の代表値であるわけではない.このようなことから，本方法は研

究蓄積の多い木材強度に関するデータベースを利用することにより，密度を測定することな

く，応力波伝播速度のみからヤング率を推定するものである.

4 測定方法

応力波伝播速度の測定には， Fig. 1に示す

ハンディタイプの応力波伝播時間測定器

(FAKOPP)使用した.本機は打ち込み専用セ

ンサーに衝撃を加えると発生するエネルギ

ー(応力波)が受信用センサーに到達するま

での時間 (μs)を測定するものである.2個

のセンサ一間の距離と応力波伝播時間を，ヤ

ング率推定用計算プログラムをインストー

ルした PCに入力すれば，直ちにヤング率(お

よび密度)の推定分布値が求められる.

Fig. 1. Stress wave measurement by using FAKOPP. 

5 検査例

現在，半解体修理中の善光寺三門(重要文化財，長野市，築後経過年数 260年)を始めとす

る築後経過年数が 200"-'300年の古寺院および古民家(築 110年)において構造材の検査を行

った.いずれの物件についても，検査対象としたのは柱，梁などの構造部材で，主たる樹種

はアカマツ， ヒノキ，ケヤキで、あった.応力波は部材(木材)の長軸(繊維)方向および半径方

向に伝播させた.

5. 1 ヤング率の推定

本推定法により部材のヤング率を推定する 30 

場合，木材強度(ヤング率と密度の関係)に

関するデータベースを使用する.そこで，ヤ

ング率の推定に及ぼすデータベースの影響を

検討した. Fig. 2に，アカマツ(佐久市・貞

祥寺，柱，梁)のヤング率推定値の分布を示

す.図中 Aはアカマツ古材のデータベース l，2)

によるもの， Bは，機械等級区分データ 3)によ

るものである.これによれば，推定範囲 (8

"-' 15 GPa) ，平均値 (12GPa台)がほぼ同じ

25 

20ドー・

C 

園 Standard-A

図 Standard-s

:-
~ 15 
() 

一ー-，一一 一一一，----・・.・ 一一一一.

10 r-ーー

5 

。

Fig. 2. Effect of data-base on the 

estimation of Young' s modulus. 
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であり，推定分布形もほぼ同じと見なせる.樹種が特定できる場合には，該当樹種のデータ

ベースによるのが推定精度の点からも好ましいが，そうでない場合には既存のデータベース

によっても推定可能(推定範囲が広がってし

まう)であることを示している.

Fig. 3は，古民家(豊田市・鈴村邸，明治

27年築)に使われていた土台(ヒノキ)に関

するヤング率の推定値の分布である.目視に

より健全であると判断された材は，ヒノキの

ヤング率としては若干大きめ (10'"'-'14GPa)で

はあるが，ほぼ常識的な値を推定している.

目視により明らかに腐朽していた材のヤング

率は，健全であった材の約 75拡に推定してい

る.

5.2 損傷の探査

60 

圃 Decay 図 Normal

:ー :圃 j悶;図;

7 8 9 10 11 12 13 14 15 

Estimated Young's modulus [GPa] 

Fig.3. Comparison between decayed-and 

normal-wood. 

応力波は木材中を伝播するとき，亀裂等の損傷・欠陥が存在すればこれを迂回して伝播す

る.この場合，健全材に比べて伝播時間が長くなる.これを利用すれば，内部損傷を探査す

ることができる. Fig. 4には部材の半径方向に伝播させた応力波速度とヤング率換算値(密

度を 500kg/m3と仮定)を示す.図 (a)は小屋梁の同一部位 (l-a)で各方向から伝播させた場

合，伝播速度は遅く，それぞれ異なる値を示しており，内部損傷の存在を示唆している.こ

れに対し，同一部材の異なる部位 (l-b) においては，他の健全材 (2，3，4) と同様，常識的

な値となっている.図(b)は寺院本堂の内部と外部にある柱の測定結果である.内・外部とも

外観上，異常は見られなかったが，長年にわたって外気にさらされていた柱は，伝播速度が

遅く，ヤング率も常識的な値に比べて半分程度に評価されるなど，内部損傷・劣化が推測さ

れた.

E
R 
[GPa] (ρ=500 [kg/m

3
]) 

013 0.50 1.13 

.....1-a~守合合町山中'>('x)(')ぶ
c Iiiiーーーーーーーーーーーーーーーーいー一一一一守一一一恥-.::.，.---ーーーーー-
8_1-

aC一一ーー-一、:一一二一日向ion

E 11 : ;ーヱ竺L---
e 1・b
ζ ーーーーーーーー白血白日ーーーーーーーーーーーーーーー - 0~ 2 
(Il .. ー白ーーーーーーー一~ーーーーー­~ 3 ~~干
- ... ーーーーーーーーーーーーーーーーーー自白血ーーーーーーーーーーーー一一一4 I~ ζ~迎。 。00 1000 1500 

Stress wave velocity [m/s] 

(a) Beam (Koukokuji， Susaka， Nagano). 

11 
C 

g_ 12 

~ 13 
E 
世01
コ
If) 

a 02 
2 

03 
L 

O 

E
R 

[GPa] (ρ=500 [kg/m
3
]) 

0.13 0.50 1.13 

B-direction 
500 1000 1500 
Stress wave velocity [m/s] 

(b) Column (Soutokuji， Ueda， Nagano). 

Fig.4. Inspection of inner defect. 
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05-21繊維廃材の建材への活用に関する研究

1.本事業の背景と目的

京都工芸織維大学

教授木村照夫

我が国においては年間 200万トンにも及ぶ繊維廃材が発生している。それらのうち、 7"'8

割は使用済みのアパレル類を中心とする一般廃棄物(通称“ぼろつであり、残り 2"'3害IJが

織維関連企業から排出される産業廃棄物である。これらの繊維廃材の中で、有効利用(リユ

ース、リサイクノレ)されているのは 1割程度にとどまり、残りは焼却あるいは埋立られてい

るのが現状である。

本助成事業では繊維廃材の新たな有効利用法の確立を目指して、種々の繊維廃材の建材へ

の活用を検討することを目的とした。とくに、二種類の異なる融点を持つ繊維廃材を組み合

わせて断熱板の成形を試みた。低融点の熱可塑性材-料をバインダー材料とし、高融点の合成

繊維廃材を成形品の機械的強度や断熱性を高める繊維材料として用いた。本事業では機械的

強度にも優れた断熱板の成形に焦点をあて、優れた断熱板を得るための繊維廃材の組み合わ

せ、繊維配列、成形手法などについてプラスチック成形加工学、伝熱工学の見地から検討を

行った。

2. 使用材料

catcher cord weft 

図1 ポリエステノレ捨て耳 図2 捨て耳の模式図

図 lに本事業で使用した高融点の合成繊維廃材を示す。この繊維廃材はポリエステノレ織物

の製造工程で排出される、「捨て耳Jと呼ばれるひも状の繊維廃材である。このようなポリエ

ステル捨て耳は全国で、 500トンもの量が毎月発生している。捨て耳の構造の模式図を図 2

に示す。図 2からわかるように、捨て耳は連続状のキャッチャー糸に長さ数 cmの緯糸が絡

み付いているひも状の織維集合体であり、繊維集合体内部に大量の空気層を有している。こ

の捨て耳内部の空気層によって成形品に断熱性が付与される事が期待できる。しかしながら、

繊維集合体による空隙は成形品の機械的特性を低下させる要因となり、機械的強度の向上には何

らかの方策が必要となる。ここで、捨て耳を構成する連続状のキャッチャー糸がこうした機械的

特性の低下を低減する役目を果たすことが期待できる。使用したポリエステノレ捨て耳の融点は測

定の結果、約 25 gOCで、あった。また、直径は 4"'"'5mm、質量は1.1g/m、である。

パインダー材料としてはポリエステルの融点以下の熱可塑性素材を使用すればよく、一例

としてポリプロピレン不織布屑を用いた。しかし、不織布をパインダーとして用いると加熱

溶融時に大きな収縮が生じ、成形品寸法が安定しなくなることが判明した。そこで、フィル

ム状の PLA(三菱樹脂製エコロージュ SAI0l)を用いた成形実験を行った。 PLAはトワモ
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ロコシやイモなどからでんぷんや糖質を抽出して、発酵や重合などの過程を経て生成される

植物系ポリマーで、あり、再生可能な天然由来物質から生産できるので、環境に優しい材料と

言われている。なお、本事業で使用した PLAフィルムの融点は 165
0
Cである。

PLAとポリエステルのように、二種類の熱可塑性樹脂から成る成形品は加熱により再溶融

するため、使用後の成形品はポリマーブPレンド材料として再利用できるため、リサイクル性

に優れている。また、ポリエステル捨て耳を排出時の形状のままで利用する事によって成形

にかかる手間やコストが低減できる利点がある。

3. 成形手法

ここでは高融点の繊維廃材と低融点の樹脂フィルムから断熱板を成形する手法につい説明

する。板材の成形手法として加熱圧縮成形手法を用いることとし、成形を行う前段階として、

予備成形体を作成した。前述のように、高融点繊維廃材としてポリエステル捨て耳を、低融

点パインダーとして PLAフィノレムを用いた。図 3に予備成形体の模式図を示す。先ず、ポリ

エステル捨て耳を一方向に配列させて、捨て耳の層を作り、捨て耳の層聞には PLAフィルム

を挿入したものを積層させることで予備成形体を得た。この予備成形体に対して加熱圧縮成

形し、 PLAフィルムのみを溶融固化させる事により板材が得られる。加熱圧縮成形条件を表

1に示す。ポリエステル捨て耳は溶融しないので、捨て耳がもっ空気層はそのまま保持され

るため、板材には断熱性が付与される事が期待できる。また、ポリエステル捨て耳内部のキ

ャッチャー糸により、成形品の機械的強度の向上が期待できる。

品融点繊維廃材 表 1 加熱圧縮条件

高主融融描点点維描櫨廃雑絃j属材喜一調材一一一一一一|一~( 

低融高点繊維廃

加熱温度

圧力

加熱時間

図3 予備成形体

4. 成形品の評価

本事業で得られた板材の機械的特性として引張特性と曲げ特性を測定した。図 4に成形品

の引張強度を示す。図の横軸はポリエステル捨て耳の質量含有率で、あり、図中の"平行"、"垂

直"表示は引張試験片の引張方向(捨て耳配列方向に対する方向)を示す。成形品密度が大き

くなるにつれて引張強度は向上した。また、捨て耳配列方向と平行な方向の試験片の方が引

張強度は大きい値となった。さらに、成形品の捨て耳含有率が増加するにつれて引張強度は

低下した。図 5に成形品の曲げ強度を示す。図の横軸は捨て耳の配列間隔である。同密度の

成形品であっても、捨て耳配列間隔によって曲げ強度が変化する。特に捨て耳配列間隔が

lmmの場合に最も曲げ強度が小さい値を示した。

本事業の成形品は断熱板として使用する事を想定しており、成形品の断熱性として、熱伝

導率を測定した。図6に捨て耳含有率と熱伝導率の関係、図 7に捨て耳配列間隔と熱伝導率

の関係を示す。図6から明らかなように、捨て耳含有率が増加するにつれて成形品の熱伝導

率は低下する。この事からポリエステル捨て耳が断熱材として機能している事がわかる。ま
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た、図 7からわかるように、捨て耳配列間隔が大きくなるにつれて、成形品の熱伝導率は上

昇する。これは成形品断面の樹脂層と繊維層の配列(位置関係)が大きく影響していることが S

E M観察結果から明らかになった。ここで本事業で得られた板材の熱伝導率は最大で 0.07、

最小のもので 0.045程度であった。これは市販の断熱板の値と同等であり、成形品は断熱材

として利用可能であると判断できる。
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5. おわりに

本事業では高融点繊維廃材と低融点樹脂を成形素材として用いて板材を成形し、成形品の

建材への活用を検討した。特に、本事業で高融点繊維廃材として用いたポリエステル捨て耳

は織維集合体内部に大量の空気層を持つひも状の繊維廃材であり、板材の成形素材として用

いる事によって板材に断熱性が付与できた。また、キャッチャ一糸は強化材として効果を発

揮し、本事業で提案する断熱板の成形手法は繊維廃材の特徴を活かした手法で、あると言える。

ここでは繊維廃材としてはポリエステノレ捨て耳に限定したが、キャッチャ一糸に短繊維が

絡みついた捨て耳は綿織物や絹織物の製造工程でも生じており、これらの捨て耳も同様の手

法で成形素材として使用可能である。本事業で提案した成形手法は繊維廃材の建材としての

マテリアルリサイノレの推進に寄与するものと考えられる。
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05-22アスベスト含有建築廃材の無害化とその

有効活用

名古屋工業大学大学院っくり領域

助搬橋本忍、

アスベストは， 1975年以前に竣成した一部の建物に吹き付けられたクロシドライトやアモサイ

トを除いて，ほぽクリソタイルが使用されてきた.またこのクリソタイルの大半が建材として使用

された.飛散性の高い吹き付けアスベストは，厚生省(現:厚生労働省)が示した「建築・解体工

事に伴うアスベスト廃棄物に関する技術指針」で明記されているように，厳重な厚手のビニール

袋で 2重梱包され，管理型最終処分場で埋め立て処分されている.現在，環境省では，その中間処

理として 1500"C以上の溶融処理を推奨している.一方，アスベストを含んだ建材廃棄物は，解体

作業は吹き付けアスベストと同様で「防護服着用Jに「手ばらし」で行なう.しかし排出された

廃棄物は，アスベストがセメントで固定されていて飛散の恐れがなく安全であるという理由から，

一般の廃棄物処分場での埋め立て処理が可能となっている.しかし現実には，アスベストを含ん

だ廃建材等を埋め立てると，将来にわたってそ，の土地が使用できなくなるため，処分場が受け入

れを拒否するなどの問題が生じ始めている.それ故，アスベストを含んだ廃棄物の無害化が緊急

の課題となっている.現在このセメントで固定された非飛散性のアスベスト廃建材も溶融処理

の対象である.

著者らは，以上のようなアスベストを含んだ廃建材の問題を解決するために，その無害化処理

法として一般的な加熱溶融法とは異なる新規な「低温加熱粉砕法Jを提唱している.それは，クリ

ソタイルやそれを含んだ、廃建材をクリソタイルが脱水を起こして変質を開始する低温から溶融ま

でには至らない温度で加熱し，それに続いて粉砕処理を施すことで，物質的にも形態的にもクリ

ソタイルとは異なるものとし無害化を図ろうとしづ試みである.

本研究では，アスベストを含んだ建材の無害化に止まらず，それを再びボルトランドセメント

に加えた 2次セメントの作製を試みた.アスベストを含んだ廃建材を 2次セメントとして再生利

用としようとした試みは，今までにも行なわれた例があるが，最も重要な 2次セメント中のクリ

ソタイルの有無を詳しくは調べてはおらずまた実際の使用を想定した機械的強度特性までは明

らかにされていない.そこで「低温加熱粉砕法j に基づいて処理されたアスベストを含んだ廃建

材から 2次セメントを作製し，その機械的特性を明らかにすると同時に， 2次セメント中のクリソ

タイルの有無を再確認することで現状の法規を遵守した無害化再生利用の可能性を探った.

アスベスト(クリソタイル)を 550""'11000Cで熱処理し，熱処理後のアスベストの有無を

JIS A 1481:20061
)に基づく位相差顕微鏡を用いた分散染色法によって確認した結果，1000

o
C

以上に加熱するとアスベストの消失が確認できた.また，アスベスト(クリソタイル)含有セメ

ント板を熱処理し，セメントに含包されたアスベストの変化を X線粉末回折法・ SEM・位相
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差顕微鏡を用いて調査したところ，セメントに含包された状態では，800
0

C2時間以上の加熱で

アスベストの消失が確認できた.アスベスト(クリソタイノレ)はセメントと共存すると変質(消

失)反応が促進されると考えられる.

位相差顕微鏡による分析でクリソタイルが検出されなくなり，無害化できたとされる加熱条件

で処理したアスベスト含有セメント板を，粉砕して簡により粒径を 180μm以下にした.その無

害化された廃棄アスベストセメント粉末と普通ボルトランドセメント(OPC)を所定比に混ぜ合わ

せ，その国体粉末全体に対する水比を 15質量%の一定に保って水を加えて混合した.調製された

試料を直径 15mmの金型枠に入れ，約 60MPaの圧力を印加して高さ約 30mmの円柱状2次セメ

ント試料とし，7日および28日養生後の2次セメント試料に対する圧縮試験を行なった 28日後の

強度の方が7日後の強度よりも，すべての添加量の条件において大きくなった.そして，無害化廃

棄アスベストセメントの割合が増加するのに伴い，圧縮強度は低下する傾向を示した.OPCのみ

の場合 7日養生後の圧縮強度は 70MPaてeあったが廃棄アスベストセメント粉末を 50質量%混

合した場合その値は半分弱の 32MPaとなった.

走査型電子顕微鏡(SEM)により 2次セメントの破断面の微細組織観察を行なったところ，いず

れの条件で作製した試料からも長さ数μm，最大 5μm，幅 0.5-1μmの針状の粒子が多数観察さ

れたが，この針状粒子は XRD分析の結果からセメント硬化時の針状組織の一つであるエトリンガ

イト(CaA'3 CaS04・32H20)で、あるとみられた.しかしながらクリソタイルを含んだ、アスベス

トセメントの微細組織と類似した針状粒子形態であったので，この針状粒子がクリソタイルでは

ないことを明らかにするために 2次セメントに対する位相差顕微鏡によるクリソタイルの有無

の分析を行った.通常，位相差顕微鏡を用いた分散染色法では，クリソタイルの繊維状粒子は青

紫色に染色されるが，無害化廃棄アスベストセメントを 50質量%含んだ試料，およびその 100%

から作製された試料からもアスペクト比が 3以上の繊維状の青紫色を呈する粒子は観察されなか

った(JISA 1481:2006規格上でも 0で、あった).ただし両試料において，塊状に青紫色を呈する粒

子がところどころに観察された.しかしこれは原料からクリソタイルを全く含まないボルトラン

ドセメントのみから作製された試料からも観察されたので.この青紫色の塊状粒子はクリソタイ

ルとは別物と推定された.現在までのところ，この青紫色を呈する塊状粒子が，セメント硬化成

分中の何かは明らかにされていない.

以上の結果から，無害化廃棄アスベストセメントを添加して 2次セメントを作製した場合，そ

の添加量に関係なくクリソタイル粒子は検出されなかったので， 2次セメント中にはアスベスト

は含まれておらず，安全なセメントであることが明らかとなった.
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05-23アルミサッシのリサイクル使用時における

表面欠陥とその防止対策

室蘭工業大学

教授世利修美

本研究は6063系アルミニウム合金を取り上げ、表面の金属間化合物の選択溶解とそのメカ

ニズ、ムを実験的に研究し、合わせて選択溶解した6063合金に陽極酸化皮膜を施した。

供試材は]IS規格のAI-Mg-Si系合金6063の市販品を用いた.寸法は幅15mm，長さ 100mm，厚

さ2. Ommとし，絶縁テープとシリコーン樹脂を用いて露出面積を4.5Cm2とした.初期表面状

態を統一するために前処理を施した.硫酸水溶液中の6063試片にカソード定電流(電流密度

約一2KA・m-2) を300s間流した.本文ではこの方法をカソード処理 (CaThodicTreaTmenT in 

Sulfuric Acid:以下CTSA処理)と呼ぶ.

各硫酸濃度と各処理液温の組合せ(硫酸濃度10札20札30札40首の4種類と温度298K(室温)， 

313K， 323K， 333Kの4種類の各条件を組合せて合計16種類の実験を行なった.)でCTSA処理を

行った.傾向として温度が高くなるにつれ また硫酸濃度が高くなるにつれ析出物が除去さ

れた.液温の効果は濃度の効果より顕著に現れた。例えば表中では最も薄い溶液である10弘

硫酸水溶液の場合，室温ではCTSA処理の効果は認められないが，液温が高くなると表面の析

出物は徐々に少なくなり，液温333Kでは金属間化合物が除去されている場合があった. しか

し温度 ・濃度は共に高ければ高い程良好な表面が得られるわけではなく，例えば，温度 ・濃

度が最も高い333Kの40覧硫酸水溶液中では析出物も除去されているが，マトリックスも溶解さ

れてしまう場合が出現した.

以上のことを踏まえて本論文では6063のCTSA処理の条件として実験が行いやすい条件

(液温が低くかっ硫酸濃度が低い条件)，すなわち313Kと20%硫酸水溶液の組合せを採用した.

処理①.前処理のみ、処理②:前処理+カソード処理、処理③:前処理+陽極酸化処理 (60s)

+封孔処理、処理④:前処理+陽極酸化処理 (180s) +封孔処理、処理⑤:前処理+陽極酸

化処理 (300s)+封孔処理、処理⑥:前処理+カソード処理+陽極酸化処理 (60s) +封孔処

理、処理⑦:前処理+カソード処理+陽極酸化処理 (180s) +封孔処理、処理③:前処理+

カソード処理+陽極酸化処理 (300s)+封孔処理の8種類の処理を施した試片を用い，電気化

学的測定及び、浸漬腐食試験を行った.

最適なCTSA処理の電気化学特性を調べるため分極曲線を測定した.処理①と②のアノード分

極曲線には明瞭な孔食電位が'650mV付近に現れ，その時の電流密度は共に約0.6μA・Cm.2を示

している.処理③で、は急激なアノード、電流増加が-600mV付近で、観察されるが処理①と②に比べ，
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その値は貴(約50mV)な電位域であらわれている.同様な傾向が処理④でも認められ， -590mV 

付近で3X10・3μA・Cm-2'""-'0.7μCm-2へと電流が増加するが，その後電位を200mVまで上げて

も電流は処理③ほど流れなくなり，大きな分極抵抗を示している.一方，処理⑤，⑥，⑦，③に

は孔食電位は現れず，ほとんど電位軸と平行な分極挙動(アノード電流密度は約1x 10-3'""-'2 X 10-3 

μA・Cm竺アノード分極抵抗はほぼ無限大)を示した。これは完壁な酸化皮膜が形成されてい

たことを示唆している.特にCTSA処理によって表面の金属間化合物を除去した表面の酸化皮膜

(処理⑥，⑦，③)では数回の分極曲線測定でも孔食電位は観察されなかった.一方，析出物が

存在している試片の陽極酸化皮膜(処理③，④，⑤)ではアノード分極曲線の形はややぱらつい

た.すなわち厚い酸化皮膜の場合(処理⑤)で、は孔食電位は現れなかったが，処理③及び処理④

(薄い陽極酸化皮膜)ではアノード電流増加が現れる場合が多々見られた.表面の金属間化合物

の存在が健全な酸化皮膜形成に大きな影響を与えていることがわかった.以上の実験結果から、

電気化学的処理によりアルミニウム合金6063表面に存在する α-FeSi系金属間化合物を除去する

ことができた.その方法の一つは313Kの20%H2S04水溶液中で、カソード定電流(電流密度約一

2kA/m2)を3008開通電する方法 (CTSA処理)で、あった.表面のα-FeSi系金属間化合物を取り

除いた6063に陽極酸化処理を施すと，その耐食性は更に高まることが確認された.

-76-



05-24建築廃材・間伐材利用によるハイブリッド

床構法の研究

武蔵工業大学工学部建築学科

前師 小見康夫

平成 12年の建築基準法の性能規定化により、木造もしくは木造と他構造の複合化による

耐火建築物が可能になり、戸建住宅・集合住宅や老人福祉施設などが建設され始めた。今後

はさらに用途が拡大し、ホテルやオフィス等、不特定多数の利用する建物への適用が予想さ

れる。そこでは、従来の木造建築に比べて高い遮音性能等が求められるが、従来の(軽歩行

を前提する)根太+合板の木造床をベースにしたものでは、要求性能を満足できない恐れが

ある。鉄筋コンクリートによる床スラブを用いれば解決可能ではあるものの、施工性や職種

の違い等を考えれば、木質材料をベースにしつつ中~重歩行を可能にする、木構造と親和性

の高い床構法も選択肢に入っていることが望ましい。

本研究の目的は、建築廃材のうち再利用が可能なものや間伐材などの低利用木材を、①製

材(またはそれ以前)の形態のまま加工度を極力抑え ②多量に用いる ことができる利用

手法として、これらと異種材料の複合による、中~重歩行に適用可能なハイブリッド床構法

の実現に資する調査・試作等を行うことである。

研究の方法は、 1.海外における関連事例調査 及びII.ハイブリッド床構法の試作実験

による。

1 .海外における関連事例調査

欧州諸国の中には、豊富な森林資源を背景に、木材を多量に用いた新しい木構法が建設さ

れている国がある。木材を重ねて厚い中実な版とし、躯体を構成する「マッシブホルツ構法j

がその代表であるが、これらの構法は本研究の参考になると考えられる。そこで、オースト

リア・スイスの 2国を対象に新しい木構法、特に床構法に関する事例調査を行った。

物件名

概要

表 1 調査物件一覧

マッシブホルツ権法
(水平連絡型)

マッシブホルツ構法
(鉛直連絡型)
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覧これらの調査物件について、対象を床構法に絞り、その構成方法から 4つに分類し、

にしたものが表 2である。

調査物件の床構法の分類

げ'11市副

表2

ミミミミヰミミ
ミミ蓄量言言

l e--JfJ 
J 

ノ¥イブリッド床構法の試作実験

ここでは廃木材とモノレタノレの複合によるハイブリッド床を想定し、施工実験を行った。

まず、予備実験として小断面の製材を用いたモデルを用いた。

ll. 

メタ/レラス

I 266 I 
材を分割して継ぐ
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予備実験パネルの概要図 1
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図2 本実験パネルの概要(廃木材に長さ順の番号を付して割り付け、余長部分はカット)

写真 1 本実験パネルの製作と初期クラックの発生

これらにより、パネノレの製作やモルタル(セルフレベリング材)打設などに関して、一定

程度の実現可能性を検証することができた。

構造性能については たわみ実験により、無垢の通直材で構成した場合に比べて曲げ岡IJ性

が約半分であると推定された。

実際の床スラブとして用いるには、さらにスケールアップした断面構成のものを用いる必要

がある。その場合の施工性の検証はもとより、構造性能、遮音性能、さらには耐火性能(こ

の場合、パネル上面はともかく、裏面をメンブレン耐火とする必要があろう)などについて

も検証する必要があるが、それらについては今後の課題としたい。

一 79-



- 80-



05-25建築物解体により生じる難解体性建材の

リサイクル化に関する実証研究
東京大学大学院新領域創成科学研究科

准教授清家剛

建築解体現場においてアルミニウムで、構成されているサッシは、リサイクル可能な材料として適切

に回収されている。一方で、プラスチック系断熱材を充填したド、アや雨戸などは、軽量で高機能な

優れた建材とされているが、充填したプラスチックと金属の分離が難しく、解体後に適切に処理さ

れにくい。さらに発泡ウレタン中のフロンは、長期にわたって残存することがわかっており、それらが

解体時に放散しないように回収することが望まれている。本研究ではこれらを難解体性建材と呼ん

で、こうした建材の破砕実験を行い、金属と断熱材を分離すると同時にフロンも回収可能な技術を

確立し、これらを適切に回収するリサイクノレシステム構築のための基礎調査を行ったもので、ある。

まず述べたいことは、難解体性建材の課題が解決される技術的要件が、実物を使った実験によ

って検証されたことは、大変意義があるとし、う点である。廃棄物に関連する技術開発は、現時点で

実行可能なシナリオが描けないために、机上の、あるいは実験室レベノレで、の検証にとどまることが

多い。そのような中で実行可能と位置づけられたものが、実際に運用しようとすると想定外の課題

によって実用化されないとし、うことが起きがちである。そのためには、実物による検証が欠かせない

のである。今回実際の解体現場からのものは集められなかったが、工場から廃棄された実物によっ

て技術が検証されたことに、大変意義があると考えている。

今回は技術的な検証が中心であったが、実際の課題はリサイクノレシステムの構築である。そのた

めにはしてつかのシナリオによって検討する必要がある。

一つのシナリオは、廃棄物処理費の高騰によりこのシステムが実現するとし、うものである。調査の

中にも述べられているが、難解体性建材は実際には埋め立て処分されている。今回検証までいた

った技術が実際に稼働するためには、廃棄物処理費用や金属スクラップの値段が高騰することが

条件になるとしづシナリオである。

しかし、多少の価格の高騰でこれらが実行された例はほとんどない。やはり、国の補助や規制な

ど他の要件が重ならない限り、実用化されないと考えている。そこで、二つめのシナリオとして、アロ

ン回収の義務化を位置づけることができる。フロン回収としづ地球環境に影響を与える新たな課題

を加えて検証した点は、今回の技術開発が現実的な解決策を模索しているからであり、これによっ

てシナリオの選択肢に「断熱材中のフロン回収が義務づけられた場合」が加えられるのである。

技術的に細かく詰めると、金属を回収しフロンを回収したあとのウレタンの処理方法によっても、さ

らに細かくシナリオは分かれると考えられる。

今回得られた知見をもとに、今後の廃棄物処理の中で、どのようなシナリオで、リサイクノレシステムを

構築するのか、それを実行するのは既存の廃棄物処理に関わる業者なのか、あるいは新たな業種

を創出させるのか、そうした検討が今後必要になってくる。そのための企画を練るだけの条件は、

今回の調査によって明らかに出来たと考えている。今後いろいろな方々のご助言を得て、実現可

能な状況に近づけていきたい。
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05-26津波を経験した建物の耐力に基づく設計用

津波荷重の評価とそのデータアーカイブ
東京大学生産技術研究所

教授中埜良昭

東海地震，東南海・南海地震に代表される海溝型地震では 震動被害とともに津波被害の

軽減も重要な課題であり 津波避難ビルの設置は重要な震災対策の一つにあげられている.

内閣府においても津波避難ビルの選定基準が議論され 「津波避難ビル等に係るガイドライ

ン(以下ガイドライン)Jでは津波に対する安全性を確認する際の津波荷重算定式が提示さ

れている.津波避難ビルの実務設計時に参照しうる簡便な荷重算定式としては，現時点では

これが唯一の算定式であるが， これは直立護岸を越流する津波を想定した 2次元水理模型実

験結果に基づくものであり，津波を経験した実在構造物の耐力と被害程度の比較により設計

用津波荷重の妥当性を定量的に議論した事例は，建築耐震構造の研究分野と異なり，ほとん

ど見られない.そこで筆者は，津波を経験した構造物の水平耐力とその被害程度の比較に基

づきガイドラインで提示された設計用津波荷重の妥当性を検討すべく 2004年 12月 26日に

発生したスマトラ島沖地震による被災地域であるスリランカおよびタイを調査した.

本研究の目的は，その調査結果に基づき設計用津波荷重の妥当性を検討するとともに，そ

の際の詳細データをデジタルデータとして公開することにより，津波シミュレーション手法

の検証用基礎データなど 今後の津波被害軽減対策に直接的に有益なデータを構造工学的立

場から提供することにある.

本研究の基礎となる津波被害調査は 2005 年 2 月 19 日 ~26 日にスリランカ北東部

CTrincomalee)および南部 CGalle，Matara， Hambantotaほか)で. 3 月 9 日 ~13 日にタイ・プー

ケット島およびカオラック周辺でそれぞれ実施した. これらの調査地域は震央からそれぞれ

約1600kmおよび、約500km離れており 被害に対する震動の直接的影響はない.調査は多種多

様な構造被害の実態をアーカイブすることを目的に約80地点で行ったが.それらの内，以下

の(l )~(3)を満たす構造物について津波荷重と構造耐力の関係を検討すベ<.採寸，配筋調査

を含む詳細調査を行った.

(1)調査対象の耐力が実測結果から比較的容易に推定できること

(2)調査対象位置での津波高さが明確であること

(3)津波荷重を直接的かつ単純に評価できること

詳細データは28件について収集し，その観察された破壊形式に応じて，曲げ降伏耐力幼1.

曲げ破断(主筋破断)耐力 Mu. 転倒耐力 MT• せん断耐力 Vu を算定した

一方，ガイドラインで提示されている設計用津波荷重算定の基本的な考え方は(1)式で表さ

れ. I設計用浸水深 hの3倍の高さに達する三角形分布(波圧分布の最下部で静水圧の 3倍

となる最大波圧)を」とした波圧分布を，津波を受ける構造物の受圧面に対してその高さ方

向に想定したものである.そこで，本研究ではこれを参考に(2)式の形式で構造物に作用する

津波荷重を設定し，これによる波力と調査対象の耐力が等しくなる係数。を逆算した
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qx =ρg(3h-z) 

px=ρg (a 11m拙・ z)

qx ガイドラインによる構造設計用の津波波圧(kN/m2)

ρ :水の単位体積質量(t/m3
) (本検討では1.0を仮定した)

g 重力加速度 (m/s2)

h :設計用浸水深 (m)

z 当該部分の地盤面からの高さ (m)

(1)式でO三z三3h (2)式でO三z三αηm出

px 最大浸水深恥部時の津波波圧(kN/m2)

α : [耐力相当時の水深ゲ]/ [最大浸水深 11ma>J
h出:最大浸水深 (GLからの実測値で定義)(m) 

(1) 

(2) 

(2)式と耐力から逆算される係数 αは，耐力相当時の水深 η，(計算値)の最大浸水深恥凱

(実測値)に対する比率 (α=ゲ/ηm蹴)で，もし α=3で被害と無被害が区分されれば(2)式

が妥当であることを示す.

検討の結果，被害の有無を区分する係数 αの値や被害程度の特徴は 以下に示すとおり津

波を受けた構造物や部位の形状(壁部材などの面材と柱部材などの線材)により若干異なる

結論を得た

①壁部材の場合:漂流物の衝突の可能性が高い事例を除き， αが2.5程度以上であれば被害が

生じていない一方で，漂流物が衝突した事例では α=4程度でも損傷を受けた事例があり，

漂流物対策は別途検討する必要がある.

②柱部材の場合:柱部材では壁部材に比べて被害・無被害を区分する αの値は若干低く，漂

流物の衝突がなければ 2程度がその境界値である.すなわち震動被害を受けない程度の

耐震性を有すれば，津波来襲時には面材よりも線材の方が津波外力に対して抵抗機構上有

利であることを示唆している.ただしこの場合も α=2~3程度では漂流物の衝突被害の

回避は困難で¥前述の壁部材と同様，漂流物対策は別途検討する必要がある.

以上から，津波被害を経験した構造物の調査結果に基づき設計用津波荷重の妥当性を検討

したところ，ガイドラインで提示されている 「浸水深の 3倍の高さに達する三角形分布を仮

定した静水圧分布に基づく津波荷重評価」はおおむね妥当であるが 漂流物対策については

別途検討する必要があることがわかった.

※本研究による成果は下記文献1)で，またその背景となる詳細データアーカイブは文献2)でそ

れぞれ公表されている.

1)中埜良昭:2004年スマトラ島沖地震津波の被害調査結果に基づく津波避難施設の設計外

力評価， 日本建築学会技術報告集， NO.25， 2007.6. (掲載予定)

2) h仕p:// sismo. iis. u-tokyo.ac.j p/Research.files/topic4 .files/topic4-007.日les/T4・7・1.pdf
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05-27数値解析による土壁・小壁の耐力発現機構

の解明

豊田工業高等専門学校

助教授山田耕司

伝統木造住宅の耐力機構の研究は，実大実験によるものが多い.これは，材料および

構法がモデル化を行うに複雑であり，かっ，実大実験が簡単に実施可能なためである.

結果として，土壁の耐力機構に関する研究は実大研究によるものが多い. しかし，村上

らの実験結果報告から考えれば，実験のみから土壁の耐力特性の要因を全て説明するこ

とは難しいといえる.これは，破壊実験では試験体のバラツキや部分的な応力集中など

が調査しがたいことがあり，理論体系や個々の耐力発現機構を分析するには難しいため

といえる.従って，数値解析を含めた理論的アプローチから，土壁の耐力特性の要因を

説明する必要がある.そこで，申請者は土壁を含む架構の数値解析手法を開発した.

一方，土壁と小壁が連続する架構の耐力は，通常，それぞれの架構耐力の加算則によ

り計算されている.本研究では，伝統木造住宅の耐震性能である土壁と小壁の耐震性能，

特に小壁の耐力特性を数値解析し，特に，土壁と小壁が連続している場合の耐震性能(変

形性能，耐力発現機構)を明らかにする.なお，本報で用いる土壁の解析手法は， 2006 

年 6月に建築学会技術報告集第 23号に掲載されており，本報では割愛する.

先ず，小壁耐力への柱径の影響を検討した.解析モデル作成例を図 1に示す.

住105.105

土台105-105

1， 820 

図 1 小壁の要素モデ、ノレ(標準小壁:壁高さ 900mm)

図 2に標準小壁の荷重一変位曲線を示す.実験値は既往の研究の繰り返し載荷試験か

ら求めた骨格曲線であり，その他は単調載荷試験を模擬した計算結果である.ここで，

“柱引抜拘束"とあるのは，柱脚部をピンと仮定した場合の計算結果である.実験と比

較すると，初期剛性は柱引抜拘束を行った場合が良く近似しているが，最大耐力は柱引

抜を考慮、した場合(標準モデ、ル)の方が良い近似値を与えている.また，標準小壁の柱
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径 (120mm角)を 150mm角， 180mm角に変更して計算した結果，初期同IJ性・最大耐力

とも標準小壁とほぼ同程度の値となった.柱径 150mm.180mmの場合は，土壁要素の圧壊

が先行し，最大耐力発生後に耐力が低下している.

図 3に最大耐力時の柱に作用するモーメント分布に最大耐力時の柱の負担せん断力を

示す.標準モデルと柱引抜拘束モデルは，ほぼ同程度のモーメント分布および柱負担せ

ん断力比となっている.一方，柱径が変化した場合，柱径が増大するに従い，右側柱の

負担せん断力比が増加することが分かる.

以上の事から，小壁の荷重一変位曲線および耐力発生機構は，

影響を大きく受ける事が分かる.

柱径に柱脚の固定度，
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b) 柱引抜拘束 c) 柱径 150mm d) 柱径 180mm

最大耐力時に小壁の柱に作用する曲げモーメ ント

標準モデ、ルa) 

図 3

次に，図 4に示す小壁付きと土壁と土壁ラーメンを一方向加力により荷重変位曲線を

求めた.図 5に計算結果を示す.小壁付き土壁は，正加力時と負加力時とで，層間変形

角 O.02radを超えた辺りから荷重変位曲線が異なってくるが，ほぼ同等の最大耐力を示し

ている.また，柱径が増大するほどその傾向が顕著に表れることから，加力方向により

独立柱に作用するせん断力分担率が異なる影響と考えられる. しかし，実質的には，柱

径の影響を考慮するほどの耐力の差は生じていない.最大耐力も lP土壁の耐力(5.3kN)と
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小壁の柱 1本辺りの耐力(2.3kN)の和とほぼ等しい.

一方，土壁ラーメンの場合，柱径により 1割ほどの差があるものの，荷重変位曲線自

体はほぼ同じ形状をしている.この耐力差は，図 3より，柱の負担せん断力の差(右側

柱で， 120mm角に比して1.0'"1.5kN程度せん断力が増大)であると考えられる.ただし，

最大耐力は， lP土壁(5kN)の 4倍程度発生している.これは，土壁と小壁によりラーメン

が形成され，土壁上部における曲げ戻し効果のため， lP土壁に比して耐力が 2倍となっ

たためと考えられる.

.IS*IOS 

a) 小壁付き土壁 b) 土壁ラーメン

図4 土壁・小壁連成壁のモデ、ノレ

30 
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。
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居間変形角(日d)

a) 小壁付き土壁 b) 土壁ラーメン

図5 土壁・小壁連成壁の荷重変位曲線

本研究では，土塗り小壁の特性を定性的に把握するために，数値解析を行った.その

結果，以下の事項が判明した.

-土塗り小壁の荷重一変位曲線および耐力発生機構は，柱脚の固定度，柱径に影響を大

きく受ける.

. 2枚の土壁と小壁でラーメンを作成した場合は，土壁 1枚に比して 4倍の耐力が発生

する.
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05-28伝統的木造住宅の低コスト構造ヘルス・

モニタリング・システムの開発

京都大学大学院工学研究科

教授 林康裕

常時微動計測を用いた簡易耐震診断には、精度や適用性には限界があるものの、簡便、低

コスト、非破壊で実施可能なことや計測時間も短く、固有振動数の推定も即時にできること

から期待は高い。

ー本研究では、伝統的木造住宅の合理的な耐震診断・改修を促進するとともに、本来保有し

ている耐久性を活かして長寿命化を目指した、低コスト構造ヘルス・モニタリング・システ

ムとして、常時微動計測を用いた簡易耐震診断法の提案を行う。まず、伝統的木造住宅(京

町家)の微振動と温湿度の同時モニタリング結果に基づいて、固有振動数の季節変化とその

変動量の定量的把握と変動要因の分析を行った。そして、伝統的木造住宅の国有振動数が季

節変動していることを明らかにし、固有振動数の季節変動(相対湿度)を適切に補正できる季

節補正法を構築した。最後に、補正した固有振動数を基に、現状の耐震性能を推定可能な式

を提案し、生物劣化などによる耐震性能低下度および、大地震後の残存耐震性能の把握を可

能とする高精度モニタリング・システムのプロトタイプを試作した。以下に主な結論を示す。

1) 京町家の振動モニタリング

本研究では、地震観測を行っている伝統的木造住宅(京町家)4棟 (KJ邸、 KT邸、 R 邸、

百d邸)を対象として、週に l度、定時に 10分間を基本として微動計測を継続的に行い、京

町家の振動特性について分析した。

・通り庭を有する KJ邸、 KT邸、 TN邸の 1次並進モードを示す固有振動数は、けた行方

向で 2""'3Hz、張り間方向で 5Hz前後、耐震要素を配置し難いけた行方向で、小さな値とな

っている 0

・耐震改修が行われた R邸では、耐震改修の前後で固有振動数が変化している。 R邸の固

有振動数は、耐震改修前には両方向とも 5Hz以下であったが、耐震改修後には 6.4""' 

8.6Hzと高く変化している。

・対象京町家 4棟のピーク振動数は、けた行方向、張り間方向共に夏に高く冬に低い季節

変動をしており、その変動幅は+5・10%、変動係数は 2・4%である。

-経年変化の見られない京町家 3棟について、建物、方向および年を区別せずにピーク振

動数の月別基準化平均値を算出し、固有振動数季節変動の月別補正係数を定義した(図 1)0

.全体的な固有振動数の変化は、気温の変化よりも相対湿度の変化との相関性があるよう

に見え、その変化は相対湿度から時間遅れを持っているように見える。

2) 京町家の常時微動と温湿度の同時モニタリング

地震観測システムの計測スケジュールを変更して、 15分間隔で常時微動計測を行うとと
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もに、 ηJ邸に温湿度計を設置して、常時微動と温湿度の同時モニタリング計測を行い、温

湿度変化が固有振動数の変化に及ぼす影響について分析した。

-屋外相対湿度の影響を受けて、木造住宅の固有振動数は若干の時間遅れをもって変化す

る可能性が示されたが、両者の相関係数は、時間遅れを補正するだけでは必ずしも改善

しなかった。

• 1階床上の相対湿度と固有振動数との相関係数が最も高く、屋外の相対湿度や温度と固有

振動数との相関係数は低い。そのため、 l階床上での相対湿度が固有振動数に最も強く影

響を及ぼしている可能性が高いと考えられる。

3) 微動計測に基づく簡易耐震診断

微動計測を行って同定された固有振動数を基に、温湿度環境の影響などを考慮、して木造住

宅の耐力を推定する方法を構築した。その上で、常時微動計測による京町家の簡易耐震診断

を行う際に、より安全側(固有振動数を低めに)に診断することを目的として、固有振動数の

季節変動補正法を提案した上で、以下のような木造住宅(京町家)の簡易耐震診断法を提案

した(図 2)。提案した簡易耐震診断法は簡便、低コストで即時に耐震診断することが可能で

あり、多数の木造住宅の中から詳細な耐震診断が必要とされる木造住宅かどうかの選別に有

効であると思われる。

[微動計測に基づく京町家の簡易耐震診断 ]

① 常時微動計測によって京町家の固有振動数Aを把握する。

標準的な伝統軸組構法で施工・仕上げされた京町家に適用を限る。

② 固有振動数10に月別補正係数αを乗じて、季節変動を補正する。

f=α10 (1) 

③ 固有振動数の季節変動を補正した後、降伏ベースシア係数の概数を簡略的に推定する。。=(f-1) 110 = (α10-1) /10 (2) 

Cy
士子f/60 = (α10)2/60 (3) 

④ 診断基準(表 1)に基づいて、固有振動数および推定降伏ベースシア係数より限界耐力計

算による精算的な耐震診断の必要性チェックや診断後の結果の妥当性検討を行う。

表 1耐震診断基準

降伏ベースシア係数Cy，固有掻動数作

。孟Cy<O.lかっ0;;>倫<2

01;亘Cy<0.25または2孟伺く3.5
025:量Cyく0.4または3.5孟fOく5

0.4孟Cyまたは5:五伺

①常時微動計測による

固有鑑動数fの把握

|③降伏ベースシア係数Cyの推定 |

1.1 

一一
一

0.5 
~ 
u 

掴 0.'
睡

k os 
H 
I 0.2 
て

0.1 

1医テ久ご二ヰ

②月別繍正係数αによる

固有掻動数の季節変動補正

図1ピーク振動数の月別平均

図2微動計測に基づく京町家の

簡易耐震診断法の概要
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05-29地震時の居住空間安全化向上のための

学際的戦略創出

名古屋工業大学

教授岡田成幸

住家の耐震化対策が進められている一方で、未だに地震時に家具が転倒し室内が散乱する

ことに起因する死傷発生が、わが国では極めて多いことは憂える事実である。地震後の被災

地域の住家の被害分布と負傷者発生分布(いわゆる人的被害分布)とは多くの場合一致して

いない。一般に、住家被害分布は局地的な偏りを示す一方で、人的被害は地域内に広く分布

する。このことは、住家の耐震化対策のみでは人的被害を真に軽減することにはならないこ

とを意味している。住家という人間の入れ物の安全に加えて、室内居住空間という人間の生

活の場の地震安全性に着目した研究の必要性が高まっている。

上記背景からくる地震防災上の最優先課題として、本研究は主として 2003年 9月 26日発

生の十勝沖地震および 2004年 10月 23日に発生した新潟県中越地震の調査・解析を通して、

居住空間の安全/危険環境の現状把握と改善の戦略立案を目的に掲げる。家具転倒に伴う人

的被害を軽減させるための一般的対策と Lて家具の固定が提唱されているものの、実効性が

上がっているとは言い難い。そもそも居住空間としづ生活場の安全性は、 「家具固定」とい

う人間を考慮、の外におく無機質的対応の知何のみで決定するわけではない。生活場の地震安

全性は「空間の形態・広さ、家具の固定状況・空間内での占有領域率・配置」としづ幾何学

的パラメータに加え「生活者の属性・行動能力・家族構成からの制約条件としての行動パタ

ーン・趣味等のライフスタイルから制約される空間利用法」等の生活者ノ屯ラメー夕、さらに

襲来する「地震の発生時間・大きさJ等の地震パラメータなどに大きく影響される。これら

を建築構造学・建築計画学・人間行動学・地震工学から総合的・学際的に評価し、個々人の

居住空間をオーダーメイド的に安全向上化する戦略へと昇華し、従来からの家具固定の重要

性のみを訴える画一的防災教育を超える、具体的安全化対策規範を創出する。

具体的調査として本研究では、上記地震で被災した 96世帯 257人について、地震当時の

様子(家具転倒状況・住人行動軌跡・負傷状況等)を室内平面図上に再現し、時系列で詳細

に聞き取った。その調査資料をベースに、負傷制御要因を家具転倒等の直接的成傷器となる

居住環境(床面積当たり家具数)と住人の災害回避行動を規制する家族構成パターンに特定

し、負傷発生確率モデルに一般化した。これにより、地震時の負傷回避方策がこれまでの家

具固定をキャンベーンするのみの一般住民への画一的防災意識教育から、真に安全な室内空

間を作り出す具体的方法提示が可能となった。

以下に、負傷回避のための具体的方策として得られた結果を要約する。

地震時の負傷危険性を指標化するために、居住環境を家具密度で表現することを試みた。

家具が転倒し、その下敷きとなって負傷する状況を考えた場合、家具を直方体で、モデ、ル化し

その幅を W ・奥行きを D・高さを Hとするとき、家具が転倒して床面と設置する面積(すな
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わち、在室者に負傷を与える面積)は WxHで与えられる。面積がArのある関空間に設置

されている家具の数を m とするとき、その関空間における家具転倒領域率 Trを以下で定義

する。

え=エ:lfw，×H，j/い，-A~ーエ~jW; x D;J} • • • (1) 

転倒領域率は一人の在室者が占める面積を単位とするグリッドで関空間を分割し、転倒した

家具が重なり合わないことを仮定すれば、一人の在室者のその関空間における負傷確率 pに

一致することが分かる。さらに、その平面に n人が存在している場合、狭小空間に多人数が

居留する場合を除き、各人における負傷発生確率 pはほぼ独立とみなせるので、 k人が負傷

する確率 P[X=k]は家具転倒落下領域率Trを負傷確率とした以下の二項分布で近似できる。

FαごkJ=nCk'pk・ο-pノ)n-k …(2)

ここに、 nCk= n!/ 釘・白ーが広また負傷確率pは家具転倒領域率Trで与えられる。調

査資料から得られた負傷発生確率(相対負傷害l合)と上式による理論値との聞には、極めて

高い相闘が確認でき、理論式の正しさが実証できた。上式を室内安全化のための使い易い規

準とするため、転倒領域率の替わりにより簡便な指標である家具密度 Fdを導入した。家具

密度とは床面積当たりの家具数を意味し、床面積 S[m2]の関空間に m この家具が存在すると

き、次式で与えられる。

Fd=竺
S … (3) 

最終的に式(2)は以下に変換される。

P[X=kJ '. nCk・(0.890・FrJ}k・(}-0.890・FrJ)n-k … (4)

これをグラフ化したのが図 1であり、部屋の広さと家具数及びそこに在室する人数をパラメ

ータとする負傷発生確率評価グラフである。これより、発生確率 50%以下になるように、部

屋の家具数を調整することで安全な 1.1 1--: 

0.2 

十
+
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二

空間を確保できる。因みに、平成 12

年国勢調査によれば、全国における平

均世帯人数は 2.70人であり、この世

帯人数に対する負傷顕在化家具密度

(負傷発生確率50%となる家具密度)

を式(4)より求めると、 0.25[個1m2]

となる。これ以上の家具を保有してい

る世帯は、地震時に負傷者が発生する
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確率が極めて高いことに気づく べき
図 1 在室人数別の家具密度と負傷発生確率の関係

である。

家族構成パターンの解析からは、家族構成が住人の行動を強く規制する側面があることが

判明した。特に、学童をかかえる子供中心型の場合は、幼児を守る弱者介護が大きな優先行

動として支配的になっており、親の行動が共に複雑多岐となってしまっている。主要動時に

おける親の強引な種々の行動が結果的に負傷につながっている。このことを強く認識し、揺
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れている最中の行動規範を定着させる必要がある。負傷回避の行動規範としては、以下のこ

とが指摘できょう。一人暮らしの住人や家庭内での役割分担にあまり関与しない子供であれ

ば、自分の身を守るという自己防衛行為が優先するので安全を確保しやすいが、世帯の家長

や母親の場合、まず子供をそして家族を守ろうとしづ意識が強く働き、主要動時においても

強引な行動を選択することが多く本人自身の負傷危険度が極めて高くなる。実際にこれらの

行為により子供達の安全が確保されるわけであるから、行為を禁止するわけにはし、かないが、

主要動時の移動行為は危険行為であるということを強く認識した上で、行動することが被害

回避に繋がる。揺れが始まったなら、家族全員が安全領域に身を置くことをまず考え、そこ

が安全領域であるなら不必要な行為を行わない、危険領域であるなら安全領域へいち早く移

動する、そしてその行為選択の前提となるのが、家庭内の安全領域はどこかを家族全員で事

前情報として共有しておくことであろう。安全領域の具体的確保の方策は、前編で述べた適

正家具密度規準および家具配置方法が参考になるはずである。また、家族で地震時の行動に

ついて話し合いを持ち、それぞれのとるべき行動指針を共有し他者の行為負担をできるだけ

軽減するなど、正しい防災知識を意識して身につけることが、より安全に近づく道である。
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05-30被害発生確率に基づく耐震等級の性能説明

手法に関する研究
慶慮義塾大学理工学部システムデザイン工学科

専任講師 ノト檎山雅之

2000年に住宅の品質確保の促進等に関する法律(以下，品確法)が施行され，耐震性能を

評価する指標として耐震等級が規定された。耐震等級の等級 1，2，3は，基準法が規定する最

低限の地震荷重のそれぞれ 1倍， 1.25倍， 1.5倍に耐えうる耐力があることに相当する。これ

により，住まい手が望む住宅の耐震性能を設計者に要求することが以前に比べて格段に容易

となった。しかし，現状の耐震等級の説明では耐震性能の優劣しかわからないため，専門知

識を持たない一般市民にとっては，その性能が自分にとって十分なのかどうか判断しにくい

と考えられる。したがって，住まい手が各等級の耐震性能を理解し，自身の要望を満足させ

る耐震等級を見極めることができるよう，地震リスクや建物被害リスクを明示するといった

方策が必要である。

そこで本研究では，横浜市，川崎市，東京都 23区内に在住の，今後 20-----30年間持ち家に

住む意思を持つ 30代・40代の男女 1000人にアンケート調査(調査期間:2006年 11月 1日

-----2日)を実施し，地震リスク認知の構造，耐震等級 1から等級 2.3にした場合のリスク低

減率やコスト増加率の認知状況，耐震性能の選好性や耐震等級に対する理解状況などを分析

した(有効回答者数:759) 。そして，住宅耐震性能の選択の意思決定を支援するため，被

害発生確率を用いた説明の有効性を検証し， リスクやコストに関する情報を提供することで

住宅の耐震性能の選好性にどのような変化が現れるかを分析した。

まず，地震リスク認知に関して，自身が将来遭遇すると思う最大の地震動の大きさを震度

で回答してもらったところ， 58.6%の人が震度 7であ。た。震度 6強から 7程度の地震動の

再現期間が数百年と想定できることから，回答者は将来の大地震への危機感が強く，地震リ

スクを過大視している傾向が窺われた。また，住んでいる町や周辺の町に被害を及ぼすよう

な大地震が発生するのは何年後くらいと思うかの回答は， 10年後と答えた割合が 37.4%と一

番多く， 30年後までに発生するであろうと考えている人は 85.1%に達していた。これらのこ

とから，大地震発生の危機感が高いことが確認された。

建物被害のリスク認知に関しては，ある震度に対し平均的な新築建物がどの程度の被害を

生じると思うか回答してもらったところ，震度 6強の地震で倒壊しないと考えている割合は

92.1%であったが，震度 5強の地震で損傷を生じない(無被害)と考えている割合が 41.3%

しかおらず，建築基準法での想定を下回り，建物被害リスクをやや過大視する傾向が確認さ

れた。

続いて，耐震等級 1から等級 2，3にした場合のリスク低減率やコスト増加率への認知に関

しては，等級 2，等級 3の建物の価格が，等級 1と比べどれくらい増えると思うか回答して

もらったところ，実際には等級 2で 1-----3%増，等級 3で 3-----5%増と試算されるが，それぞ
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れ 84.2%，83.3%の回答者が過大なコストを想像していた。続いて，等級 2，等級 3の建物

の 30年間の被害(倒壊)発生確率が，等級 1と比べるとどれくらし、小さくなると思うか回

答してもらったところ，被害発生確率の比は，等級 2が等級 1の 115程度，等級 3が等級 1

の 1110程度と評価されるが，等級 2，等級 3でそれぞれ 70.5%，66.3%の回答者が耐震性能

をより低く考えている傾向があった。このギャップは住宅購入希望者にとっても設計者・施

工業者にとっても不利益となるため，今後は耐震等級の説明においてコストと地震被害リス

クの低減率の情報についても提供することが望まれる。

耐震性能の選好性に関しては，まず各震度に対して納得できる被害を聞いたところ，震度

に対して想像する平均的な新築建物の被害に似た分布となった。震度 6強の地震に対しても

補修負担額 200万円以下の比較的小さな被害を望む回答者が 50%を超えており，基準法を満

たす最低限の耐震性能を持つ住宅では，この要望に応えられないことが確認された。また，

将来道遇すると思う最大の地震動による被害で納得できる被害程度を集計した結果から，耐

震性のニーズは多様であることが確認された。よって，性能設計ではこの住まい手のニーズ、

をなるべく明確にし，それに応じた設計を行うことが肝要であるといえる。

耐震等級の理解の状況に関しては，本研究のアンケート調査は品確法が施行されてから 6

年後に行われたが，品確法を知っていると答えた人は全体の 10%にも満たず，また，耐震等

級を知っていると答えた人も全体の 6%程度に留まっていた。したがって，アンケート調査

時点ではまだ十分に制度が認知されていないといえる。品確法が規定する耐震等級の定義が

専門知識を持たない一般市民にとってわかりやすし、か調べるため，品確法の各耐震等級の定

義を提示し，理解できたか回答してもらった。その結果，約半数の回答者がわかりにくいと

いった否定的な回答で、あった。

確率による性能説明の効果に関して，耐震等級の説明として，被害発生確率を用いた説明

手法の有効性の確認を行った。その結果，震度の大きさに対する被害発生確率を示した説明

が 55.2%の支持を得た。一方，建物供用期間に応じた被害発生確率を示した説明は 8.8%とあ

まり支持が得られず，情報を提供しても耐震性能の理解を助ける効果は小さいことが明らか

となった。

被害発生確率に関し，どのような表現が好まれるかを分析するため，倒壊確率，非倒壊確

率，倒壊頻度，非倒壊頻度の計 4つ説明を示し，どれが一番わかりやすし、かを回答してもら

った。X棟中 Y棟が倒壊する，または倒壊しない，といった頻度による表現を用いた説明は

支持が得られず(倒壊頻度:13.8%，非倒壊頻度:1.8%)，確率の値をそのままパーセント表記

する説明が多くの支持を得た(倒壊確率:58.1%)。

等級 1の被害発生確率を基準とした場合，等級 2，等級 3の被害発生確率の表現としてど

のようなものが好まれるかを分析するため，確率，確率比，ポイント差の計 3つの説明を示

し，どれが一番わかりやすし、かを回答してもらった。その結果，各等級とも被害発生確率を

パーセント表記で値を示す説明が 77.5%と最も多く支持された。

次に，アンケート調査を介して得た知識をもって住宅の耐震性能の選好性にどのような変

化が生じたか確認を行った。まず，耐震等級の各等級の性能やコストについての知識を得る

前であるアンケートの序盤(情報提供前)に品確法の耐震等級の定義のみを提示し，どの等
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級の住宅に住みたし、かを回答してもらった。そして，各等級の被害発生確率やコストの増加

率の情報などを提示したアンケートの最後(情報提供後)に，再びどの等級の住宅に住みた

いかを回答してもらった。これらの結果を図 1に示す。情報提供後も等級 2以上の住宅と回

答する割合が 90.1%であり，多くの人が高い耐震性能の住宅を望んでいることが判明した。

アンケート調査結果から地震リスクを過大視する傾向が確認されたが，正確な建物被害リス

クの情報を与えると，高い耐震性能の住宅を選択する人が少なくなることも予想しうる。し

かし，等級 2，等級 3の被害発生確率の低減率や建設費用の増加率の情報を提供したことで，

逆に高い耐震性能の住宅を選択する人が有意に多くなったことが確認された(マクネマ検定

の結果:p<<O.Ol)。

また，納得する被害程度と耐震性能の選択とのクロス集計による分析では，情報提供前で

は有意な差が見られなかった(カイ 2乗検定の結果:p>0.05)が，情報提供後は震度 6強，

震度 7などで有意な差が見られた(同検定の結果は，震度 6強:p<0.05 ， 震度 7:p ~ 0.01) 。

情報提供後，震度 7の地震に対し小さな被害以下を望む人は，等級 3の耐震性能を超える住

宅を選ぶ割合が有意に増えた。これより，アンケートを介した情報提供で各個人の要望に適

う耐震性能の選択を促せたと考えられる。

以上をまとめると，耐震性能の説明では，震度の大きさに対する被害発生確率を提示する

と比較的理解を促しやすいことが明らかとなった。一方，供用期間に対する被害発生確率は

上記ほどのわかりやすい説明とは評価されなかった。また，耐震性能の比較を行う際には，

被害発生確率を比率やポイント差のみで説明するより，それぞれの確率を数値で示す方がわ

かりやすいことも判明した。

地震リスクを過大視している人々に，正しいリスクの認知を促すことはリスク回避行動を

抑制する恐れがあるとも考えうる。しかし，本研究のアンケート調査結果では，供用期間に

対する建物倒壊確率を提示しバイアスを緩和した後に，逆に高い耐震性能を選ぶ人が増えた。

これは，耐震性能の向上による建物被害リスクの低減効果や建設費用に関する情報を提示し

たことによるものと考えられる。情報提供後に納得できる被害と耐震性能の選択に相闘が生

じるようになったことも確認され，アンケート調査票の情報による耐震性能の説明の効果が

見られたと考えられる。以上，耐震等級の性能を被害発生確率を用いてわかりやすく説明す

る方法について有益な知見を示すことができた。

ロ耐震等級 1の耐震性能を満たさない住宅でもよい
ロ耐震等級 1の住宅
ロ耐震等級 2の住宅
巳耐震等級3の住宅
・耐震等級3の耐震性能を超える住宅がよい

情報提示前

情報提示後

0% 20弘 40弘 60覧
割合

図1 耐震性能の選好性の変化
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05-31防菌防臭機能を持つ竹繊維材料の製造と

その応用製品の試作

1 本研究の背景と目的

鹿児島大学農学部

助教授服部芳明

南九州地方は気候温暖で竹類の生育には適している。特に鹿児島県は生育する竹の種類、竹林

面積、竹材生産量ともに国内 1位を誇る。竹材は昔から民具としての利用が盛んであった。しか

し、生活スタイルの変化、化石燃料由来製品の開発、発展に伴い、竹材の利用量は減少した。ま

た、住宅の施工方式が変わり、かつ、竹材の代替資材が普及したため、竹材の需要は激減し

たままである。これと歩調をあわす様に未利用・放置される竹林は年々増加しており、住宅

資材としての利用も極めて少ない。

ごく最近になって、竹材はその資源循環と持続的利用の面で再評価されつつある。すなわ

ち、ここ数年来着目されている竹材の利用法として、その強靭な強度的性質を利用した用途

が注目されている。床材や竹ボードなどとして一部は市場に出ている。また、建装材として

は、竹の繊維質をほぐして固めた壁材や瓦、内装材などの開発が進められている。

竹材は住宅に古くから利用されてきたが、これまでの利用法では耐蟻性が不要な部位にしか使

用されず、耐蟻性の研究はあまりなされてこなかった。現在、竹材を用いた集成材や爆砕や煮沸

処理によって抽出した竹繊維を利用する研究が行われており、今後、竹材は住宅の構造材あるい

は構造に深く関わる部材として利用されるものと予測される。

本研究では、竹材の利用形態として、竹紙椎に着目し、この利用方法を開拓した。特に、竹織

維の抽出・利用にあたっては省資源、省力化をめざし、人と環境に優しい新素材の断熱シートを

製品として開発した。さらに、その品質試験を行った。さらに、住宅部材としての利用を想定し、

竹材の耐蟻性を調べた。

当研究の目的は、次の 3つで、あるが、 (a)と(b)とはまとめて記述した。 (a)地域にモザイク

状に散在する小規模の竹林を対象とし、竹材から繊維を取り出す方法を開発すること。 (b)

取り出した竹繊維から、建築内装材を開発すること。竹繊維を活用した竹繊維ボード、マッ

ト、成型体の開発をすること。 (c)竹材の「抗菌防臭機能Jを活用すること。建築や工芸分野

では、竹材の使用の難しい点は「割れ・虫・かび」といわれ、実際に害虫とかびによる被害、

すなわち生物劣化は木材に較べて竹材では極めて激しい。

本項では、 (b)で開発した竹繊維シートに応用するため、竹材の耐犠性について調べた。

2 研究の方法

2 1 竹材からの繊維の抽出と竹繊維シートの試作

鹿児島県産のモウソウチク (Phyllostachyspubescens)材と水とを圧力蒸煮釜に入れ，圧力

8kg/cm 2、温度 1750Cで90分間蒸煮して軟化させた。蒸煮後、蒸煮材をハンマーなどで叩くこと

によって維管束鞘と柔細胞とに分離し、維管束鞘からさらに細かい織維を採取した。この竹織維

を利用したシートの製造法として、竹織維を水とともに型枠に流し入れ、圧締して水分を出す成
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形方法を開発した。その製造過程での解織時の織維(ファイパー)の収率を求めた。

木質織維を原料とした、畳の芯材や断熱材などに使用されているインシュレーションボードの

JIS規格A5905-1994に沿って、本研究で作製した竹ファイパーボードの品質試験を行い、木材

の代替資源として竹繊維の利用が可能であるかの検討を行った。試験項目は、気乾比重、含水率、

曲げ強さ、吸水厚さ膨張率の 4つの測定を行った。

竹ファイパーボードを 10x 5 x 1，5"'2cm3の寸法にカットし、気乾比重及ひ、含水率を測定し

た後、迅速熱伝導率計(京都電子製 QTM-500)を用い、熱伝導率を測定した。

竹ファイパーボードと発泡ワレタンフォームを 5X2X2cmの寸法にカットし、乾燥機で 48時

間乾燥させ、全乾密度を測定した。温度 25
0C湿度 86%、47%、76%の順に調整したデシケータ

に入れ、サンフ。ルの重量を測定し吸放湿量及び平衡含水率を測定した。

2 2 竹材の耐蟻性

供試材は鹿児島市内で採取したモワソワチク (Phyl1ostachyspubescθns)を用いた。対照材とし

てスギ(Cryptomeriajaponica)の心材とアカマツ(Pinusdensifora)の辺材を用いた。モクソウチ

クは煮沸処理した試料と無処理の試料を用いた。煮沸した試料はモワソワチクをオートクレーブ

で 170
0

C(0_ 8MPa)で30分間処理した。シロアリは鹿児島県日置郡の吹上浜で捕獲したイエシロア

リ(Coptotermesformosanus)を用いた。

ブロック試験と粉体試験とを実施した。ブPロック試験は物理的要因、供試材の硬さによる影響

を調べるために行われる試験である。木竹粉試験は粉にすることで、食餌行動に対する材の硬さ

の影響をなくし、材に含まれる化学成分の影響を調べるために行った試験である。

ブロック試験は日本木材保存協会規格JWPS-TW-S_1に準じて行った。各供試材から 10XI0X20

凹の試験片を作製し、 60
0

Cで48時間乾燥して、恒量とした。飼育容器は塩化ピニル製円筒容器を

用いた。飼育容器の中に海砂を入れ、蒸留水を加えた。海砂の上にスライドガラスを置き、その

上に試験片を置いた。そこにイエシロアリの職蟻 150頭、兵蟻 15頭を投入し、 28
0Cの恒温器内で

21日間飼育した。試験終了後、 1日間風乾した後、 60
0Cで 48時間乾燥し、恒量とした。それを

用いて試験片の質量減少率を算出した。試験は3回繰り返して行った。

木竹粉試験では、粉体試料としては 30'"'-'100メッシュの粉を用いた。粉体試料を 3g取り、蒸

留水 7m1を加えて混ぜて、シャーレに入れた。各シャーレにイエシロアリの職蟻 30頭、兵蟻 3

頭を投入し、 28
0Cの恒温器内で 2週間飼育した。死虫数を 24時間毎に測定した。死虫率は死虫数

を百分率(%)で表した。試験は 3回繰り返して行った。また、死虫率が 50%に達した日数を 50%

致死時聞とした。

3_ 結果および考察

3.1 竹材からの繊維の抽出結果と竹繊維マットの試作結果

当研究では、化学薬剤を一切使用しない方法を新規に開発したことに新規性がある。この方法

による竹繊維の収率は 51.0%となった。竹繊維の自己接着性を生かし、合成接着剤や熱圧締なし

でボード成型を可能とした。また、圧締力を変えることで目的に沿った比重や強度のボードが作

製できた。

熱伝導率と密度との相関を調べた結果、密度が大きくなるにつれ熱伝導率も増大する傾向を示

した。相関係数は r=0.83であった。熱伝導率の平均は 0.061W/mK、最小値0.051、最大値 0.067
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であった。一般に断熱材として効果のあるものは、およそ 0.086W/mK(0. 1 kcal/mhOC)以下と

されている。したがって、断熱材としての使用が可能であると考えられる。この熱伝導率の平均

値 0.061W/mKを一般の断熱材と比較すると、インシュレーションボードなどの木質系断熱材と

同等であった。ポリスチレンフォームなどのプラスチック系は平均 0.035W/mK、グラスウールな

どの鉱物系は平均 0.045W/mKであるため、竹織維シートの断熱性能は無機系断熱材よりは劣る

が、断熱材の空隙の中に溜まる空気が断熱性能をもたらすため、さらに比重を小さくすれば断熱

性能を上げることが可能である。

吸放湿結果を次に述べる。竹繊維シートは湿度変化に応じて吸放湿をした。一方、閉じ実験条

件では、発泡ワレタンフォームはほとんど吸湿を行っておらず、単位体積当たりの吸湿量は竹繊

維シートの 16分の lであった。

本研究で試作した竹織維シートは、圧締力などの作製条件を変えることで、目的に応じた比重

や強度のマットやボードに調整することができる。よって、様々な種類の板材の作製が可能であ

る。試作シートの断熱性能は基準値を満たしており、天然素材の利点である調湿性能によって、

壁内結露を防ぐなどの効果が期待できる。すでに述べたように、薬品処理や合成接着剤などの化

学製品を一切使用せずに竹織維シートを作製することができ、従来にはない省資源化・省力化・

環境負荷低減化を実現できた。

3 2 竹材の耐蟻性

無処理のモワソウチク材を用いた場合の死虫率は、アカマツ材の場合より大きく、スギ材より

は小さかった。粉末状でなければ無処理のモウソウチクの耐蟻性はアカマツよりも高いと言える。

無処理の竹材は、粉体にしない限り、スギ材と同程度の食害は受けることが判明した。

一方、モウソウチク材の無処理材と煮沸処理した材とで、は耐蟻性に違いがあった。煮沸処理し

たモワソワチク材では死虫率は 100%であった。アカマツ材と無処理のモウソウチク材では死虫

率が 50%に達しなかった。また、煮沸処理したモウソウチク材の 50%致死時間は 3日で、あった。

飢餓状態でもイエシロアリは 1週間以上生きていられることを考慮すると、煮沸処理したモワソ

ワチク材には何らかの殺蟻成分が含まれる可能性がある。さらに、煮沸処理したモウソウチク材

は、 7"ロック試験で、は食害にあっていたが、竹粉試験では高い死虫率を示したことから、竹材の

利用の仕方によっては耐犠牲を発揮できることがわかった。

以上に述べたように、化学薬剤を全く用いずに竹材から維管束鞘織維を抽出できた。得られた

繊維束鞘を用いて、竹織維シートを試作した。試作した竹織維シートは、断熱性を有するととも

に吸湿性をあわせ持っていた。この竹織維シートは、住宅の断熱材として、あるいは吸湿性を有

する内装材としての活用が期待できる。

将来的には、竹繊維を住宅構造材に類する部材として活用することを念頭におき、竹材の耐蟻

性について検討した。その結果、ブロック状態においては、無処理の竹材の耐犠牲はアカマツ材

よりは大きく、スギ材と同程度で、あった。一方、煮沸処理した竹材は、未処理の竹材よりも軟化

しているためにシロアリの食害は受けやすいものの、シロアリの死虫率は 100国となり、しかも、

致死時間はスギ材の 1/3程度に短かった。このことは、煮沸処理したモウソウチク材では、天然

の殺蟻成分が含まれることを示唆している。この成果は、将来、竹織維を構造部材に関連させて

活用する際に、竹織維製品、あるいは、構造部材と竹織維との複合による構造部材への効果的な

耐蟻性付与に役立つものと期待される。
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05-32収縮ひび割れ抵抗性に優れる高性能ハイブ

リッド・ファイバー・コンクリートの開発
宇都宮大学工学部建設学科建築学講座

助教授 中村成春

鉄筋コンクリート (RC)造建築物は，乾燥収縮に伴って持続的な拘束作用に起因したひび割

れが生じやすく，収縮ひび割れ制御への社会的関心が高い。そのひび割れ低減の一方法として繊

維補強手法があるが，拘束収縮ひび割れに対して繊維補強効果を理論的に検討した事例は少なく，

不明な点が多い。また，コンクリートの引張破壊は，拘束収縮の有無に関わらず，まず微細ひび

割れが発生し，それが累積・連結成長して，結合応力 0の巨視ひび割れに至る破壊進行領域を形

成する。この微細ひび割れは，引張強度の 0.7""'1倍でごく限られた領域にて顕在化し，破壊局

所化の始まりが引張強度の 0.7倍近傍となる。これは，引張強度に達する前に，巨視ひび割れに

つながる微細ひび割れの局所損傷蓄積を表す。

そこで，微細ひび割れ発生を積極的に抑制することで，破壊局所化を抑え込み，巨視ひび割れ

発生を制御させることを考えた。すなわち，収縮ひび割れ抵抗性の向上のために，微細ひび割れ

抑制を長さ 10mm未満の微小繊維で，巨視ひび割れ抑制をそれ以上の長さの短繊維で対応させ

る高性能ハイブリッド ・ファイパー ・コンクリート (HFC)の開発コンセプトの着想を得た。

本研究は，繊維長さ 3mmの微小 PVA(ポリビニルアルコール)繊維と長さ 30mmのPVA短繊

維を使用した HFCについて拘束時の拘束応力発生源となる収縮変形挙動に対するハイブリッ

ド・ファイバー補強効果を，粗骨材の混合有無に対する影響も考慮し，理論及び完全拘束実験か

ら検討し， HFCの収縮ひび割れ抵抗性の向上メカニズムを考察し，新たに有用な材料設計手法

を提案した。また， HFCについて，タイル等の建築仕上材に対する補修補強左官材料への利用

を考え，厳しい環境条件や脆弱な施工条件にあるユネスコ世界文化遺産に指定されているイラン

建築文化財のモザイクタイル浮き剥落劣化に対する補修補強維持管理状況を実地調査し， HFC 

の実用可能性を検討した。

その結果，次のことを示すことができた。

(1)モルタルをマトリクスとしたハイブリッド ・ファイパー補強効果を，モルタルのクリープを考

慮した有効弾性率発現に基づき，繊維す法と余剰モルタルとシアラグと 2相並列・直列の混合モデル

による円柱体単位セルで定量化できた。

(2)ハイブリッド ・ファイパー補強による単位セルの収縮力学挙動は，構成材体積率に基づき 3相

直列モデルで定量化でき モルタルベースの HFCmに粗骨材を混合した HFCcについても， 2相直

列モデルで定量化でき， HFCの若材齢からの完全拘束収縮挙動の定量評価方法を提案できた。

(3)提案手法による HFCの拘束収縮挙動のパラメトリック解析結果から，繊維ヤング率のみ

変えると，拘束応力よりも収縮歪が大きく変化し，モルタルヤング率のみ変えると，収縮歪より

も拘束応力が大きく変化していることが明らかになった。これらのことは，タイル等の建築仕上

材への左官材料に HFC利用を考えると 仕上材の浮き剥落しないように， HFC中の繊維ヤン

グ率をパラメータとして，収縮歪を制御する材料設計が有用であり，また，構造躯体の収縮ひび

割れ抑制には， HFC中のマトリクスのヤング率をパラメータとして，拘束応力を制御する材料
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設計が有用であることが把握できた。

(4)イラン・イスファハンのユネスコ世界文化遺産に指定されているマスジド・イマームを対

象として， HFCのモザイクタイル左官材料への実用可能性を実地調査した結果，建築文化財の

本質を変えない範囲で，新旧技術の融合が必要かつ重要であることがわかり， HFC開発コンセ

プトである微小繊維の積極活用に関して，マスジド・イマームの躯体を構成している石膏に混合

された細骨材の一部を，微小繊維で置換することの HFC適用可能性を見出すことができた。

最後に，有意義な研究成果を得られたことに対して (財)トステム建材産業振興財団平成

17年度(第 14回)助成を受けられたことに深く謝意を表します。得られた研究成果は，次に示

す諸学会で発表報告できました。

1)中村成春:ハイブリッド・ファイパー・コンクリートの拘束収縮ひび割れに及ぼす乾燥の影

響，日本コンクリート工学協会，コンクリート工学年次論文集， Vo1.28， No.1， pp.383-388， 

2006.7 

2)中村成春:多様な組合せの PVA繊維を使用したハイブリッド・ファイバー・コンクリート

の曲げ破壊時の破壊進行領域に関する一考察，日本建築学会大会学術講演梗概集(関東)材料

施工， Vol.A-1， pp.291-292， 2006.9 

3)小島一樹，中村成春，野俣善則，佐藤 豊，金子和人 :PVA繊維を使用したハイブリッド・フ

ァイパー・コンクリートの拘束収縮変形特性一完全拘束実験と収縮変形力学モデル化の検

討一，日本建築学会大会学術講演梗概集(関東)材料施工 Vol.A-1，pp.311-312， 2006.9 

4)中村成春:コンクリート遁迄第8回イラン RC組積混合造建築文化財と補修補強維持管理雑

感，日本建築仕上学会， FINEX，Vol.19， No.llO， pp.35・47，2007.112 

5)中村成春:若材齢コンクリートの拘束収縮におけるハイブリッド・ファイパー補強の影響，

日本コンクリート工学協会，コンクリート工学年次論文集， Vo1.29，No.l， 2007.7 (2007.3現

在審査済，掲載決定，印刷中)

6)小島一樹，中村成春:拘束収縮下におけるハイブリッド・ファイパー・コンクリートの若材

齢引張力学特性，日本コンクリート工学協会，コンクリート工学年次論文報告集， Vo1.29， 

No.l， 2007.7 (2007.3現在審査済，掲載決定，印刷中)
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05-33低水セメント比コンクリートの実環境に

おける材料性状を考慮した耐凍害性の評価

北海道大学

教 授 千 歩 修

1. 本研究の背景と目的

低水セメント比(以下、 W/C)の高強度コンクリート等では、空気量の確保は強度の低減を意

味することから小さい値に設定されることが多い。このような空気量の少ない低 W/Cコンク

リートは促進試験で一般に耐凍害性に優れると評価されるが、筆者らの研究では、屋外暴露

後に同じ試験を行うと耐凍害性が大きく低下するものがあることを報告している。このこと

から、屋外暴露時に材料性状が変化していると考えられ、現在の標準的な促進凍結融解試験

では実環境におけるコンクリートの耐凍害性の評価は不可能と考えられる。本研究は、実環

境における材料の性状変化を考慮、した各種の凍結融解試験および屋外暴露試験を実施し、評

価法の提案とこれによる各種コンクリートの耐凍害性評価を行うことを目的とする。

2. 研究の概要

2. 1 実環境における材料の性状変化を考慮、した耐凍害性評価法の提案(シリーズ 1)

実験計画を表 1に示す。ここでは、水セメント比、空気量を変えたコンクリートについて

実環境を想定した様々な条件で乾湿繰返しを行った後、凍結融解試験を実施し、その結果と

1年間屋外暴露した後に凍結融解試験を行ったものを比較し、屋外暴露後と同様な劣化を再

現できる乾湿繰返し条件を決定する。

2.2 乾湿繰返しを加えた凍結融解試験による各種コンクリートの耐凍害性評価(シリーズ2)

実験計画を表 2に示す。ここでは、各種コンクリートに対して、シリーズ 1で決定した乾

湿繰返しを行った後、凍結融解試験を行い、それぞれのコンクリートの耐凍害性を検討する。

2. 3 乾湿繰返しを受けたコンクリートの凍害劣化メカニズムの検討(シリーズ 3)

実験計画を表 3に示す。ここでは、乾湿繰返し・凍結融解時の試験体内部の比抵抗(含水状

態)から、コンクリートの耐凍害性が乾湿繰返しなどにより低下するメカニズム、乾湿繰返し

を受けたコンクリートの凍害劣化メカニズムを検討する。

なお、いずれのシリーズも、凍結融解試験は ]ISA 1148 A法(水中凍結融解試験方法)に準

じて行い、乾湿繰返しを行った試験体は 2日間の水中浸漬後に凍結融解試験を開始した。

3. 結果および考察

3. 1 実環境における材料の性状変化を考慮、した耐凍害性評価法の提案(シリーズ 1)ー

図 lおよび図 2に空気量 I弘の試験体の凍結融解試験結果を示す。なお、図 1は乾湿繰返し

条件 w、d、l(全て 7サイクル)および s(標準)、 E(l年屋外暴露)の影響を示したものであり、

図2は、主に条件 dにおけるサイクル数の影響を示したものである。

1年間の屋外暴露と同様の劣化程度を示すものは W/C25%、空気量 1%では条件dとなり、

W/C45%、空気量 1%では条件 sとなるが、 W/C45%の場合、乾燥による耐凍害性向上効果と
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乾湿繰返しによる低下の効果の両方が加わっていると考えられ、両方の効果のない条件 sは

ここで検討している試験法としては不適となる。 W/C35%および45%の条件 d(7サイクル)を

みると、屋外暴露よりもやや耐凍害性は高いものの、屋外暴露と同等の劣化を示していると

いえる。また、サイクル数については、W/C25%では乾湿繰返しを 7サイクル以上行った場合、

質量変化率が屋外暴露とほとんど差が見られず、同等の劣化形態を示すものと考えられる。

以上より、 1年間の屋外暴露を行った場合と同等の劣化を示す凍結融解試験前の乾湿繰返し

条件は、 40
0
C乾燥42時間、水中浸漬6時間を 7サイクル行ったものとする。

3.2 乾湿繰返しを加えた凍結融解試験による各種コンクリートの耐凍害性評価(シリーズ2)

図 3に水中養生後すぐに凍結融解試験を行った試験体(s)と乾湿繰返し後に凍結融解試験

を行った試験体(d)の耐久性指数の関係を、図 4に気泡間隔係数と耐久性指数の関係を示す。

各種コンクリートについて、シリーズ 1で決定した乾湿繰返し後に凍結融解試験を行うと、

乾湿繰返しを行わないものと比較して耐凍害性が向上するものに再生骨材コンクリート、低

下するものにエコセメントコンクリートがある。また、良質な気泡を確保した低い気泡間隔

係数のコンクリートは乾湿繰返しを受けても耐凍害性の変化は小さいことがわかる。

3.3 乾湿繰返しを受けたコンクリートの凍害劣化メカニズムの検討(シリーズ 3)

図5にW/C25弘、図 6にW/C45拡のコンクリートの凍結融解時の凍結時・融解時比抵抗と相対

動弾性係数の関係を示す。なお、凍結融解試験は、標準(s)およびシリーズ 1で決定した乾湿

繰返し後 (d)に行った。融解時比抵抗は含水率に反比例する指標であり、劣化に伴い値は減少

する。一方、凍結時比抵抗は凍結水量に比例する指標であり、劣化に伴い値は増加する。

これから、乾湿繰返しを行った W/C25弘の non-AEコンクリートは、凍結融解による劣化は

表層から内部へと進行し、この時、内部から表層へ水分移動が生じることが考えられる。ま

た、 W/C45犯の non-AEコンクリートは凍結融解時に、乾湿繰返しで生じた含水率分布を保持し、

劣化が進行することが考えられる。

4. まとめ

実環境における乾湿繰返しを考慮したコンクリートの耐凍害性評価法を提案し、この方法

ではコンクリート種別によって従来の方法と耐凍害性の評価が異なることを示した。乾湿繰

返しを受けたコンクリートは凍結融解時に水分移動があり、メカニズムの検討が必要である。

表 l 実験計画(シリーズ 1) 表 2 実験計画(シリーズ2)
ヨンクリ ト種別 凍結融解開始条件 コ包金! 十謹~ 記宣ゴ W/C弘 空皇量i望 運賃量

水中 |舵定型燥4ω2MeC6叫h 乾z燥主中206。Ch[4日2h 乾-左燥旦ωm。ωH2]h 
屋外 基本 S '2遇7)<

Air{，，) 
養生後[s) 暴[E露1 

豆f主査担旦j
7 7 1 14 7 1 141 21 エコセメント E -乾燥40.C42h水中6h

III フラl ア・:ε ユ F
50 

7サイクル [d)25(2) 4.5 
45μ] 313 膨録初日

4.514 虫盆盆温翌血1 -屋外暴;;(1年}[x)

35[泊
1、3、4.5 。 。 。 本 3S

30 [1，3，4) 司~ -噌望「・u. r......' 

表 3 実験計画(シリーズ 3)

WIZ/) C A{也IR) 開凍始結条融件解f誌記験号1 訟E主方法 測定事項

-比抵抗

標準[S)
.;.車結融解読験 ('iE極法{表層・lcm!内部・3.25c同)
(JJSA 1148A法} -長さ変化率

25 
1.0 

乾湿繰返し[d] -コンクリートの基礎性状認駿 (~里込聖歪ゲージ/ダイヤルゲージ)
45 {乾燥40.C'42h' 圧縮強度・ヤング係数 -肉部温度{終電対)水中浸漬6hx 7c) 

(J1S A 1108) -質量変化率
-相対勤弾性係数

※誌験体記号:[ ]内の記号を用い， rW/CJ+r凍結融解誌験開始条件」とする.(例:25S) 
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05-34集団規定の性能規定化に対応した総合的都

市環境再編手法に関する研究

1. 本研究の背景と目的

芝浦工業大学工学部建築学科

教授南一誠

戦後の経済成長はわずか半世紀で巨大建築群からなる都市空間を実現したが、美しい景観

や潤いある公共空間が実現しているとは言い難い。このことは建築、都市計画、土木、造園

の各分野が専門分化するあまり、都市環境を総合的に計画する手法を確立しえていないこと

にその一因がある。都市環境の性能を担保するには現行の敷地単位の規制には限界が生じて

おり、その改善策のーっとして建築基準法の集団規定の性能規定化を探る研究が求められて

いる。研究対象とする港区西新橋地区は、都市計画道路(環状第 2号線、通事:J;マッカーサ一

道路)の建設が予定され、その沿道となる市街地の都市環境が今後、大きく変容すると予想

され、新たな「まちの性能」の目標設定が求められている。本研究は街区、地区レベルにお

ける都市環境の目標性能、水準を明確化し、その内容を地区計画、地区整備計画等において

担保することにより、都市計画、土木、建築、公園 ・緑地などが連携した総合的、一体的な

都市環境の整備手法を提案することを目指している。

2.研究成果

研究対象地域とした「新橋~虎ノ門地区」は霞ヶ関、汐留地区に隣接するため、都市計画

道路が整備されることにより今後飛躍的な発展が予想され、業務機能、居住機能の再編が必

至である。 しかし地球環境問題を鑑みると、スクラップアンドヒcルドの手法による再開発は

最適であるとは言えない。地域の有形無形の資産 ・資源を活用し、継承する手法を探るため、

図 1 地域の空きオフィスの現況

まず地理的特性、歴史的発展経緯、産業構造の変遷、

都市居住の特性などについて、古地図、航空写真な

どにより分析を行った。また地域に存在する建物ス

トックの現況について、台帳図面、現地調査により

調査し、用途転用の対象となりうる建築物の所在、

特性のデータベース化を行った。街区の将来のある

べき都市空間については、 CGや模型を作成して空

間を可視化して検討を行った。 地域の将来像を関係

者が共有できるものとするため、検討成果をもとに、

都市計画道路(環状第 2号線、通称マッカーサ一道

路)沿道街区を主な対象地区とした「デザインガイ

ドラインj を取りまとめた。



図2 模型による都市空間の可視化

図4 西新橋のマスタープラン

図3 街区内部の既存の未利用空間を 緑

地に転換し、ネットワーク化する。

図5 街区を南北に貫く緑道

研究対象とした港区西新橋地区は環状 2号線の建設に伴い、今後大きく市街地環境が変容

すると予想される。このような広幅員の街路整備が大都市中心の既成市街地において行われ

ることは、歴史的にもまた世界的にも稀有なことである。都市計画道路の周辺地区を総合的

一体的に計画することにより、虎ノ門~新橋地区は、表参道やシャンゼリゼのような個性あ

る魅力的な都市空間として再編できる可能性が存在している。そのような市街地再編を実現

するためには、現行法令が依拠する敷地単位の規制手法では限界がある。地域住民へのヒア

リングを通して分かったことは、現在、港区西新橋地区の住民が抱える最大の課題は、地域

の将来像が見えないことである。本研究は、既に敷地単位での再開発事業が動きだしている

西新橋地区を対象として、まず地区全体の将来像を明確にし、その上で目標とする「まちの

性能」を仕様規定、性能規定にこだわらず、関係者が共有可能な表現手法で記述することに

より、総合的、一体的な都市環境整備手法の基礎を構築することを試みた。
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05-35伝統的景観保全のための参加型まちづくり

を支援する知識共有化の研究
京都大学大学院建築学専攻

教授宗本順三

景観法など「美しい国づくり」あるいは「美しい都市づくり Jを目指して、全国的に種々

の制度が整えられつつある。本研究は、伝統的で美しい景観が制度的に保全されてきた京都

の伝統的建造物群保存地区(以下伝建地区と約す)の一つである産寧坂伝建地区を対象とし

て、人間の感性的な評価方法を用いて建造物のファサードを評価するとともに、改修、改築、

用途変更などを通して「劣化してきた景観」に対する新たな再生方法を検討するものである。

産寧坂伝建地区は観光地化しており、住宅が庖舗へと用途変更され、景観の劣化が進んで

いる。また、伝建地区は居住者の活動によりその環境の保全がされているが、居住者の高齢

化と空家化に伴う景観の劣化が進んでいる。すなわち庖舗化や空家の取り壊しなどが連続す

る道路沿いのファサードの伝統的景観に与える影響について現在までほとんど明らかにされ

ていない。

景観を構成する建造物のファサードに対して人聞が直感的に「伝統的であるJとする評価

には暖昧な部分が大きく、そのメカニズムは非明示的で、ある。ここでは、伝建地区の指導要

綱に見られるような形態要素の有/無に加え、複数の形態要素が相対的に影響し合う幾何学的

な相互関係等に基づいて、総合的に「伝統的である」との判断が行われていると考えられる。

本研究では、感性評価により「伝統的である」とされる一定のレベルを満足する評価をもた

らす概念を、知識技術を利用して論理的に明示可能な規則として獲得する。この規則を用い

て、これまでの硬直的な行政の指導基準では防ぐことが出来なかった伝建地区の景観の劣化

を捉えて、本来の伝統的景観の再生を図るファサードの設計方法を確立する。

建築物のファサードを見て感じる、 「伝統的である」という概念は、複雑で高次の知識に

基づくものであり、建築物の部位や部材といった建築言語を用いて、その意味を余すところ

なく明示的に翻訳することは困難である。またこの「伝統的であるJという概念は、個人の

背景や有する知識体系等に左右されるため、一定で普遍的なものではなく、観察主体に依存

して多様である。 しかしながら、多様な解釈の幅を持ちつつも、観察主体に因って全くバラ

バラな概念というわけではなく、集団で共有している部分も少なからず存在すると考えられ

る。伝統的建造物群保存地区(以下伝建地区と約す)一帯のファサードに対して、多くの人

が「伝統的である」と感じるのは、この概念の共有部分によるものと考えられる。

伝統的建造物には、長い時間の中で形成されてきた様式があり、開口や庇といった形態要

素は、少数の種類の形式に分類される。すなわち、伝統的建造物のファサードは、一定少数

の要素の組み合わせにより構成されている。ここで「伝統的であるJと感じるファサードを

構成する形態要素の組合せと、それらの重要度を求める方法があれば有効である。

一方、対象がいくつかの属性により表現されている場合に、対象の特徴を十分有効に説明

する、少数の属性の(粗い、ラフな)組み合わせを知るものとして、ラフ集合理論(Roughset 
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theoη)がある。対象とこれを表現する複数の属性との関係を知る手法としては、線形回帰モ

デルがよく知られているが、各属性が互いに依存するような、複雑な非線形の場合の関係を

扱うことはできない。また、ファジィ理論もラフ集合理論と同様に、対象と属性の暖昧な関

係を扱うものであるが、ファジィ理論は入力空間の領域の暖昧さを扱うもので、ラフ集合理

論のように、対象の識別不能性に基づいて、重要な(関与の大きし、)属性の組み合わせを求

めるものではない。ニューラルネットワークのバックプロパゲーションアルゴリズム

(backpropagation algorithm)も対象と属性の関係を学習するものであるが、各ニューロン

のどのような組み合わせが対象を簡単かっ十分有効に表すことができるかを知ることはでき

ない。ラフ集合理論は類別や近似の概念に基づくデータ解析を基礎として、近似類別、機械

学習、多基準意思決定などに応用されている。また感性工学分野では、自動車や携帯電話な

どのプロダクトデザインの分野で導入が試みられている。

複雑な対象をできるだけ詳細に記述するには、多大な量の語集を必要とする。すなわち「伝

統的であるJと感じるファサードの概念を詳細に記述することは困難であり、たとえ記述で

きたとしても、そこからその意味や本質を理解することは容易ではなく、設計に役立てるに

は煩雑な手続きを要すると考えられる。しかしながら、そのような複雑な概念のうち、冗長

な枝葉末節を差し置いて、より簡単で一般性のある中枢を捉えるには、ラフ集合理論を援用

することが有効である。例えば、ある種の窓意匠と庇形状の組合せがファサードに表れる場

合に、多くの人はそのファサードを「伝統的であるJと評価する等の結果が期待できる。こ

うして人聞が直感的に「伝統的である」あるいは「伝統的ではなしリと判断する要因を、フ

ァサードの構成要素の組合せを要約した縮約として得ることが出来れば有用な知見となり、

人間の感性に根ざした伝統的景観を形成していく上で、ファサードの修理・修景のための一

定の基準を与え得るものとして、設計の実用に資するものと考えられる。

本研究では、直感的に「伝統的であるJと判断する要因を、ファサードの形態要素の組合

せとして獲得し、これを明示的に記述することを目的としている。

本研究の対象は産寧坂伝建地区の建造物のファサードとする。産寧坂伝建地区は、清水寺

の参道に接する産寧坂から二年坂、高台寺門前を経て円山公園に至る南北約 600m、東西

250mの地域であり、 「伝統的であるJと一般的に認識されている地区である。

産寧坂伝建地区は 1972年 9月に特別保全修景地区に、 1976年 6月には伝統的建造物群保

存地区に指定された。さらに同年 9月には文化庁により重要伝統的建造物群保存地区に選定

された。現在、産寧坂伝建地区内の建築行為に際しては、行政による指導が行われており、

伝統的建造物については、主として外観を保存するために、産寧坂伝建地区保存計画書に示

された外観の基準により修理が実施され、伝統的建造物以外の建造物については、周囲の景

観と調和するよう伝統的建造物と同様の保存計画書に示された外観の基準により修景が行わ

れている。

産寧坂伝建地区において独自に建造物のファサードの調査を 1999年 6月"'2000年 1月お

よび 2002年 11月"'2003年 3月、追加調査を 2005年 1月"'2005年 2月に行った。調査対

象は石部小路部分を除く産寧坂地区内の伝統的建造物および非伝統的建造物を対象とした。
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対象となった建造物は延 344軒である。調査により得られた建造物のファサードの画像およ

び実測したデータから、ファサードを構成する形態要素の情報を得た。これに加え 1994年

'"'-'1995年に京都市により実施された産寧坂町並み調査の報告書、および京都市都市計画局に

保管されている過去 10年 (1993年'"'-'2003年)の修理・修景の記録をもとに、ファサード立

面データベースの構築を行った。

上記データベースおよび建造物のアァサードの写真を用いて、被験者がそのファサードは

「伝統的であるJと感じるか「伝統的ではなしリと感じるか、直感的な評価の実験調査を行

った。知識背景の異なる集団によって共有される概念にどれほどの相違があるか調べるため、

被験者の内訳を建築系学生、非建築学生各 5名とした。上記の感性評価実験により、 99形態

要素の組み合わせによるファサードに対する 10名分の評価データを得た。

本研究が目的とする、 「伝統的であるJと識別するための形態要素の抽出において、非線

式の一つで、あるラフ集合理論を用いて決定ルールの抽出を行う。ラフ集合理論では、対象は

全て何らかの属性情報の組合せにより表現されていると仮定され、情報に内在する識別不能

性に起因する暖昧さが数学的に扱われる。ラフ集合理論の基本概念では情報の価値は対象を

識別する能力として捉えられる。対象をより詳細に識別するためには対象に関するより多く

の情報を集めれば良いが、逆に少ない情報を用いても、より多くの情報を用いた場合と同等

の識別能力が得られるならば、それらの情報は等価であると考えられる。このようなラフ集

合の概念を用いることで、識別に用いられる属性情報をその識別能力を損なうことなく簡略

化すなわち本質を要約する。

上記ラフ集合理論の枠組みを適用し、感性評価実験の結果から、感性評価により「伝統的

である」とされる縮約を獲得した。獲得した縮約の評価事例に対する包含状況を検証するこ

とにより、本研究の方法の有効性の検証を行った。

本研究では、はじめに京都市都市計画局に保管されている記録資料および独自に行ったフ

ァサードの調査の結果より構築したファサード立面データベースを用いて、形態要素の整理、

感性評価実験を行った。次に、感性評価実験の結果にラフ集合理論を適用し、伝統的である

か否かというファサードの直感的な評価を左右する形態要素の組合せを縮約として獲得し、

これを明示的に記述した。得られた縮約が同ーの評価が与えられる事例に含まれる割合を算

出し、信頼性の検証を行った。得られた縮約の分析により、 「伝統的である」と感じるフア

サードは、重要な少数の形態要素の組み合わせを用いて、有意に説明できることが示された。

背後にある概念は複雑で、あっても、建築物として具体化される際には、必然的に有限個の建

物要素の組み合わせに簡素化されて翻訳され、 「伝統的であるJとされるファサードを構成

する際に規則として用いることが可能と考えられる。本研究の、ある概念にとって重要な形

態要素の組み合わせを推論する方法は、建築設計に直接的に資すると言える。
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05-38我が国における住宅用窓まわり製品の変遷

1 .北旦同局ミ

東京理科大学工学部建築学科

教授・工博真鍋恒博

建築分野で用いられる様々な部品や構法は、時代の要請や技術の発展によって変化してい

る。しかし、その変化の足跡については、ニュース性のある特殊な事例のみが記録され、ご

く一般的に使われている「普通のものjについては、変還の詳細な記録があまり残されていな

い。そこで真鍋研究室では、 1983(S58)年度より様々な部品・材料・構法を対象として変遷

の調査を行ってきた。こうした研究の一環として本研究室では「アルミサッシの変遷」につい

て1989(H01)年度にも調査を行っている。

しかし、一度調査した部品や構法も、それがなくならない限り変化し続けている。そのた

め、改めて調査を行い、データを更新することが必要と考えられる。窓に関わる部品につい

ても状況は同様であり、また上記の研究では金属製サッシを対象としたため、近年、住宅に

おいて需要が高まりつつある樹脂製サッシや木製サッシ等の非金属製サッシ等についての詳

細なデータは記録されていない。そのため、これらの変遷を調査し、記録する必要がある。

2. 目的

・サッシ及び関連製品の変遷の要因となる事柄や影響等の構法的な調査・記録

・各対象部品の分類観点及び各種要求に対応する手法の整理に基づく資料化

-変遷の要因・影響を含めた各種観点ごとの変遷、及び各部品に共通する変遷の明確化

3. 対象部品

主に住宅(集合住宅を含む)で使用される「サッシJ、部位は異なるが通常の窓用サッシと同

様の特徴を持つ「天窓」、サッシの補助的役割を持つ「雨戸J・「窓用シャッターJおよび「網戸」

を対象とした。

4. 研究の方法

本研究では文献・企業資料の網羅的調査を行った。文献調査では、雑誌「日経アーキテク

チュアJ・「建築技術」・「建築知識」を主な対象とし、製品関連記事や写真等、材質・機能等

の資料を収集した。企業資料は、「カタログJ・「社史J等を中心とする。同時に企業調査も行

い、アンケートやヒアリングを通じて「製品の開発・発売年代J・「開発背景」、さらには開発

プロセス等の情報を得ている。対象部品は以下の項目を設定することにより、整理した。

1) r構成要素Jの設定

製品の相互比較を図り、各部品を部材レベルまで細分化し構成要素を抽出した。

2) r分類観点jの設定

本研究で、は対象部品の持つ本質的な性質で、ある「属性Jと「可動性Jに着目し、各部品の

構成要素を「形状J・「材質」・「開閉方式J等の観点から分類した。

3)サッシ・天窓に起こる要求の抽出
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これまで、に真鍋研究室で、行ってきた「手法の体系化」研究と同様の方法で、対象部品の

中からサッシと天窓に起こる要求を抽出した。

要求は建物の「供用段階」と建設時である「生産段階」に起こる様々な現象に対して発生

する。供用段階では建築空間に作用するエネルギーや物質である「作用因子Jの挙動現象

と、その作用因子の作用によって建物の性状が変化する現象である叶生状変化現象Jに分

類でき、生産段階では生産するための基本作業である「生産現象」と、その生産現象を行

うことによって派生的・副次的に起こる「派生的不都合現象」に分類できる。

4)要求に対する手法の体系的整理

設定した要求に対してサッシ・天窓に見られる手法を、真鍋研究室で行ってきた方法

と同様に、各種要求に関連する現象を制御するための原理的方法である「制御原理Jと「構

成要素Jを軸とするマトリクスを作成し整理した。

5)変遷データベースの作成

対象部品の内容を検索可能し、変遷の概要をまとめると共に各種の分類観点及び要求

に対する手法という観点からの分析を加えた。

5. 調査結果

調査を通じて、住宅用サッシ・天窓・雨戸・窓用シャッター・網戸について、それぞれの

変遷が明らかとなった。以下に箇条書きで示す。

1 )住宅用サッシの変遷

①基礎的技術の確立

アメリカからの技術導入/国産製品の誕生・サッシ業界の形成

②基本性能の向上(1960年代後半"-'1970年代)

JIS規格の制定/寒冷地向け商品の開発・ユニット化などの試み

③高付加価値製品の登場(1970年代"-'1980年代)

④バブル期の製品の多様化・高級化(1980年代後半"-'1990年代初頭)

⑤環境・安全等への配慮、(1990年代半ば，，-，)

2)天窓の変遷

①製品の登場(1970年代後半"-'1980年代前半)

②多機能・高付加価値商品の開発(バブ、ル期・ 1980年代後半，，-，)

③省エネルギー製品の開発 (1990年代，，-，)

3) 雨戸の変遷

①製品の登場

木製雨戸の銅製化(1958"-')/アルミ製品の登場(1960年代後半，，-，)

②多様化の進展

製品の性能向上(断熱性・遮音性など)

4) 窓用シャッターの変遷

①窓用シャッターの登場

銅製(1968)からアルミ製(1970年頃)へ

②窓用シャッターの多様化・多機能化
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断熱・遮音性能の向上/収納ケースのコンパクト化技術の確立(1990年代)

5)網戸の変遷

①製品の登場

枠材:木製(1950年代中頃)'"'-'アルミ製(1970年代)

網材:金網(1950年代中頃)'"'-'塩化ピニル系素材(1970年代)

②網戸の多様化・多機能化

高付加機能製品の登場(1980年代以降)/遮熱性・防火性の向上

6. 考察・まとめ

1 )要求に対する典型的手法の抽出・傾向

実例を基に要求毎の典型的手法を抽出する。最も手法の多く見られた要求は「適度な温熱

環境の確保Jで、あった。一例として、この要求に対する典型的手法を以下に示す。

-熱の轄射の抑制

①遮断効果のある部品と一体化させる ②透過率の小さな透過材にする

.熱の伝導の抑制

①周囲の部品・戸によって複層にする ②非金属製の形材にする

③金属と非金属の複合形材にする ④アルミ形材を断熱材で分離する

⑤樹脂製の透過材にする ⑥透過材を複層にする

2)各種分類観点の変遷の分析

各種分類観点の内、各部品の構成要素毎の「材質Jと「開閉方式Jの変遷について年表を作成

し、その傾向を分析した。

3)典型的手法の変遺の分析

要求に対する典型的手法がどのように変遷してきたのかを、住宅用サッシにおいて手法の

多く見られた「適度な温熱環境の確保J・「気密性の確保J・「雨仕舞・水仕舞の確保J・「燃

焼・延焼の防止Jの4つの要求について年表を作成し、その傾向を分析した。

4)対象部品全体の変遷

各部品の変遷を分析した結果、全体の変遷は以下のように 5つの段階に区分できる。

①住宅用製品の基礎の確立 (1950年代'"'-'1960年代)

②住宅の洋風化への対応(1970年代)

③省エネルギー意識の高まり(オイルショック後)

④製品の多様化・多機能化(バブル期前後)

⑤環境性能・安全性への意識の高まり (1990年代以降)

7. 成果・課題

住宅用サッシを始めとして各部品の変遷を明確にした。また、これら製品における要求と

手法を体系的に整理することで、熱や空気等の主要な要求に関する変遷を分析した。その結

果、我が国における住宅用窓まわり製品の変遷の全体像を明確にすることができた。

今後の課題としては、玄関ドアやシャッター全般等の他の開口部関連部品の変遷について

も再調査し、開口部関連部品全体の変遷の全体像を明確にすることが必要と考えられる。
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05-39リフォームのトラブル防止に関する調査

研究と提案

特定非営利活動法人消費者住宅フォーラム

理事長矢野方雄

1.本研究の背景と目的

住宅のリフォーム市場では、最近主に高齢者を対象にした悪質リフォームが増え、大き

な社会問題となってきています。

しかし、本来住宅のリフォームは、新築と異なり、実施する際に消費者が生活している

場所で作業しなければならないなどの制約条件が多い為、リフォームの計画から、引渡

しまでの各段階で、 トラブノレが発生する可能性が大きいと言えます。

そこで実際起きているリフォームのトラブル事例を収集し、それを基に今後リフォーム

トラブノレの発生を押さえ、消費者とリフォーム業者が、互いに安心して満足できるリフ

ォームが実現出来るような対策を検討し、最終的に提案することにしましたc

2.研究方法

この研究の進める基本方針の決定と、結論を漣めるために、「リフォーム・トラブル防

止調査研究委員会J(委員長藤津好一 芝浦工大名誉教授)を設置し、下記の調査と、

その結果から、対策・提案の纏めを実施しました。

( 1 )リフォームを経験した消費者(発注者)へのヒアリング調査(首都圏 3 1名)

(2 )フォーム業者(施工者)へのヒアリング調査(首都圏 1 0社)

(3)国民センターへの相談事例の内容調査(除く訪問販売計2，001件)

(4) 1/ ( 全体 計 6，383件)

3.調査研究の内容

・第1ステップ トラブノレの原因を調査

( 1 )リフォームを経験した消費者へのヒアリング調査による

総計71件(複数回答有り)に関して、その原因 (8種類)と発生時期 (6段階)

について纏めると、下記の通りでした。 <別表1参照>

①実際にリフォームを行い、 トラブノレを経験した消費者の回答!士、「工事の品質J

「施工方法と施工者の対応j等の施工内容によるものが、全体の 35件 (50%)

と圧倒的に大きな比率でした。その為トラブノレの発生時期も、協工中]が 36件

(51%) と多く、続いて[契約時]が、 25件 (35%)ありました。

②発生原因は、工事の「出来栄えj や「金額j について、発注者と施工者間で事前

にきちんと取り決め(合意)が出来ていない為が、ほとんどでした。

③結論的には、リフォーム経験者の場合は、本来のリフォーム目的である、住環境

の改善に直接繋がる施工内容が、多くのトラブル原因になっていることが分かり

ました。
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(2) リフォーム業者へのヒアリング調査による

1 0社に実施した結果は、下記の通りでした。

①どの業者も、お客様との信頼関係づくりに全力を挙げている姿勢がみられました。

しかし、工事開始後のコミュニュケーション不足によリ、些細なことで信頼関係が壊

れ、 トラブノレを発生させた例も見られました。

②文、無理な受注活動の結果、実力以上の工事を引き受けた失敗例も、多く報告さ

れています。

③事前調査の不足により、お客(消費者)の選別を間違えた例もありました。

( 3 )国民生活センターへの相談事例(ニトラブノレ)の内容調査による

国民生活センターから情報公開請求により入手した昨年9ヶ月間の全国の相談事

例(訪問販売を除く計2， 001件)について、前記消費者へのヒアリング調査

と同様に、原因 (10種類)と発生時期 (6段階)に分類して、纏めると下記の

通りでした。<別表2参照>

①戸建住宅の相談事例の原因では、予想通り「契約内容J561件 (30%)と「業

者の質・能力J406件 (22%)が多く、この 2つで半分を超えています。

具体的には、契約の解約・途中破棄に関するものと、業者の信頼性に疑問をもつ

ものの相談が多く、「見積・金額Jや「工事の品質j に関するものは、各々 25 

1件 (13%) と、 172件 (9%)と低い数字でしたζ

②発生時期(段階)については、[契約時]6 9 1件 (37%) と、[引渡し後]50 

6件 (27%)が多く、加工中]ゃ[引渡し時]が少なくなっていますふ後者の 2つ

の時期が少ないのは、実際のトラブルが少ないのではなく、相談者がその段階で

は、施工内容をCHECKする機能を持っていない為と思われます。

全体としては、リフォームが進行する流れの中で、[業者選定・計画時]、[契約時]

[引渡し後]などの最初と最後の段階に相談事例が集中し、[施工中]などの中間の

段階が少なくなっています。

③上記①と②の関係では、[業者選定・計画時]には、「業者の質・能力j に関する

もの (18 7件)が多く、[契約時]には、「契約内容Jに関するもの (406件)

が、特に多く見られました。結論的にはリフォームトラブルの原因は、差主選tJ

の失敗と、契約内容の不備によるものが多いことを、裏付けています。

(4)国民生活センターの相談事例の内容調査(全体 6， 383件)

上記 (3)の資料により、訪問販売を含めた全体の相談事例に使用されているキーヲ

ードの上位30位までを集計した結果は、下記の通りです。多く使用されているキー

ワードが、 トラブ、ルの原因になっていることが推定できますっ

①先ず相談内容に関する f工事j、「契約j、「訪問販売j 上位を占めています。

②次に、施工場所を示す「屋根j、「外壁j、「床下Jが多く見られます。

③更に、工事の種類で、「屋根工事J、「塗装工事j 等が多く見られました。
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-第2ステップ(消費者の立場に立った) トラブル防止対策の検討

第 1ステップの調査で分かつた結果を基に、委員会等で、リフォームの実施 6段階

別に、消費者に対する対策を、取り敢えず趨めてみましたむ(内容は全文参照)

対策は、事例集に掲載されていた実例の他、極力トラブノレの発生を押さえてリフォ

ームを実施ししている、モデル工務庄の手法を参考にしました。

-第3ステップ トラブル防止対策の提案

最後に第2ステップの対策を基に、リフォーム・トラブノレを防止する為の提案を、

消費者、リフォーム業者、行政機関及び関係団体等別に、下記の事項について具体

的に行いました。具体的な提案内容については、細かくなるので、全文をご参照下

さ"¥0 

要点は、発注者と施工者間で、お互いが信頼関係を持てるようなルールを作り、そ

れを、実施する為に必要な対策を、実行することですっ

常に両者の聞のコミュニケーションを良くしておくこと、決めたことは口約束でな

く、必ず記録を残すことなどが基本です。

( 1 )消費者に対する提案

①消費者が、安心して実施出来る様に、(最低限)必要な知識を身に付ける方策

②消費者が、優良リフォーム業者を選択する方策

③消費者が、リフォームの見積内容・金額に対してもつ疑問を解決する方策

④消費者が、実施前に期待していた成果を、実現し易くする方策

⑤消費者が、リフォーム実施後にもつ不安を解消する方策

(2) リフォーム業者に対する提案

①リフォーム業者としての防衛策の実施

②消費者の信頼確保策の実施

(3 )行政機関及び関係団体等に対する提案

①消費者が進んでリフォームに取り組む為の施策の実施

②(消費者の相談者として)建築士、増改築相談員等を活用する仕組み作り

③住宅リフォーム工事の暇庇賠償保険制度(リフォーム業者が加入)の新設

④消費者教育の奨励

⑤リフォーム優良業者への支援と、リフォーム不良業者の取り締まり強化

(3 )提案の纏め

①今回の調査により、リフォームは、当初の計画段階から、最終の引渡し後迄の広

範囲で、大小様々のトラブルが、発生していることが分かりました。

②従って、対策も広範囲に及ぶ為、十分に絞り切れませんでした。

③今後リフォーム市場を健全な形で成長させていく為には、 I消費者とリフォーム

業者の双方が、既にお互いが必要と感じている新しいシステム(ルール)の構築

を、早急に実現することである。」と言うことを、今回の結論にします。

以 上
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く別表 1> 消費者「不満・トラブノレの原因と発生時期J 単位:件数

業者選定・
契約時 施工中 引渡し時 引渡し後 その他 dEbZhミ員t 

計画時

業者の質・能力 4 2 1 7 

契約内容 3 1 4 

見積・金額 1 7 1 9 

工事の品質 8 16 9 ・d 26 

施工方法と施工
1 8 9 

者の対応

工期 9 9 

メンテナンス 1 1 

その他 4 2 。 6 

合計 5 25 36 3 2 。 71 
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<別表 2> 相談内容の原因と発生時期

(戸建住宅)

業者選定・
契約時 施工中

計画時

業者の質・能
187 119 9 

力

契約内容 9 406 31 

見積・金額 12 76 19 

工事の品質 3 19 

施工方法と施
17 

エ者の対応

工期 20 35 

メンテナンス 1 

その他 3 11 5 

工事の必要性 7 31 8 

お客の支払能
25 2 

力

合計 218 691 146 

(集合住宅)

業者の質・能力 25 

契約内容 43 

見積・金額 17 

工事の品質 15 

施工方法と施工者の対応 2 

工期 4 

メンテナンス 5 

その他 11 

工事の必要性 3 

お客の支払能力 5 

合計 130 
ーーーーー一」ーーーーー『

引渡し時

12 

22 

61 

35 

16 

4 

4 

2 

5 

9 

170 
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単位:件数

引渡し後 その他 合計

50 29 406 

47 46 561 

64 19 251 

110 5 172 

14 1 48 

3 62 

107 3 115 

33 19 73 

52 9 112 

26 9 71 

506 140 1，871 
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05-40実用性を目指した床衝撃音対策技術の開発

に関する研究

京都大学大学院工学研究科都市環境工学専攻

教授高橋大弐

音響的に解決が難しい問題の多くは低い周波数帯域に集中している。その対策として、

床衝撃音の問題に関しては床仕上げの構造にその焦点が絞られ、結果として重くて剛な床構

造とすることが従来まで、の基本で、あった。これは床の振動そのものを抑制しようとする考え

方であり、多重床構造など音響放射となる面の振動を局所的に制御する方法が種々考案され

てきた。しかしながら床衝撃音などの固体音問題では加振から構造躯体中の波動伝搬、そし

て音響放射に到るまでには建物を構成する部材のすべてが関与し、従来のように床・天井と

いった局所的な対応では片手落ちとなる。特に高層マンションなど軽量化が要求される建物、

また軽量鉄骨構造の共同住宅などではこの傾向が強くなることが予想される。床・天井部分

に関し、たとえ完壁な対策が取られたとしてもそれ以外の経路からの寄与が顕在化して問題

は残る。

本研究では床衝撃音に代表される固体音問題に関し、最終的に騒音問題として顕在化す

るに到る過程(加振一波動伝搬ー音響放射)でどのような要因がどのように関与しているかを明

確にするためのシミュレーション技術の開発を目的とする。

研究は建物構造体を伝搬する波動とそれによる音響放射をシミュレーションするための

解析モデ‘ルの開発と実験による検証という形で行なわれた。床衝撃音に代表される固体音が

問題となるため、対象とされる周波数範囲は低周波数域に限定される。このことから波動理

論に則った厳密な解析が必要となる。問題の複雑さから、従来は実測・実験からの推定、エネ

ルギー的な捉え方によるマクロな推定、建物構造体の分岐部のみを波動論的に扱った基礎的

な研究などが行われており、ここで提案するような建物全体を厳密な波動理論で構成するそ

デノレ化は全く新しい試みである。

提案された解析手法の妥当性を検討するため、床衝撃音遮断性能評価試験に使われる実

大音響実験室を使用した振動と放射音の測定が行われた。

本研究では建物の基本的な構造として壁・床・天井が板状材料で構成される 2階建モデル

について、その一点を加振したときの任意点の振動応答を求めるための有限要素法(FEM)によ

る波動伝搬解析手法及び振動面からの音響放射を求める解析手法の提案が行われた。この建

物モデルは壁・床・天井が板状材料で構成される建物構造体の典型的な基本ユニットと考え

- 125-



られ、この形の解析モデ、ルが構築できれば、より複雑な建物モデ‘ルに対しても容易に拡張が

可能と考えられる。建物構造体の基本である板状材料では、 1点が加振された場合、接続部

の分岐により全ての部材で、屈曲・圧縮膨張・せん断の 3種類の波が伝搬する。この波動形態

を考慮、した FEMモデルを構成する場合、その構成段階で分岐部の境界条件を自動的に満足す

る手法の提案がポイントなっている。具体的には通常の曲げ理論では考慮されない面内の回

転をダミー変数として導入し、さらに各部材における変位並びのパターンを、境界条件が自

動的に満足されるように 6パターン用意する点などである。

床衝撃音などの固体音では面の振動によりそれに接する空気の振動という形で音が放射

される。これに関する解析方法を提案し、具体例として室内音圧レベルと各面からの音響放

射パワーの数値計算例を示した。 63Hz以下の低周波数域では室中央部よりも室のコーナー部

で音圧レベルの上昇が見られ、周波数が高くなるとそれが逆転するという、実測による従来

の知見と一致した傾向が再現された。

放射音低減のための天井を設けることによる床衝撃音対策を考えた場合など、室内へ放

射された音に関し、壁・床・天井各面の寄与がどの程度かの情報は重要な意味をもつことにな

る。これに関し各面からの音響放射パワーを計算し、全体的には直接加振される天井面から

の放射が若干優勢であることの確認とともに、対象とする周波数帯域と構造体の条件によっ

てはその他の面からの放射が優勢となる場合もあることが示された。いずれにしても加振面

(天井面)のみの処理では不十分であることは明らかであり、建物構造体全体を捉えた対策技

術の必要性を示唆する結果が示された。

本解析手法の妥当性を検証するため、床衝撃音遮断性能評価試験に用いられる実大音響

実験室における実測値との比較を試みた。インパクトハンマーを用いた駆動点及び伝達イン

ピーダンスの測定と、標準重量衝撃源として JISに規定されるインパクトボーノレ(シリコンゴ

ム製)を 1mの高さから落下させた場合の振動伝搬に関する伝達損失、及び下室での音圧レベ

ル特性を測定した。実測値についてはデータレコーダーに収録された音圧波形を FFTによる

スベクトノレレベル[dB]として処理し、理論計算値については、 1N加振による周波数応答を計

算しインパクトボールの持つ衝撃力のスベクトノレで畳み込みを行うことにより求めた。

駆動点インピーダンスと伝達インピーダンスに関して理論計算値と実測との比較として

検討した結果、理論と実測は周波数軸に対し若干のずれが見られるものの、相反則の成立と

ともに、極めて良好な一致を示すことを確認した。

建物構造体を伝搬する波動は部材の接合部における分岐によりその振動エネルギーが変

化する。一般的には減衰するが周波数によっては増大する場合もある。この振動エネルギー

の変化を表現する指標である伝達損失を用いて検討を行った。理論では周波数特性上の変動

がかなり大きく出ているが、そのピーク・ディップの位置と形状に関し実測値との良好な対

応が見られた。 63Hz，125Hz近辺においてはほとんど減衰なしに振動エネルギーが伝達する

ケースを見ることができる点についても理論・実測値ともに一致した傾向が見られた。

- 126-



実験室は 150mmと200mmの2種類の RC床スラブに対して測定できるようになっており、

今回は 150mm，200mmの両方の裸床スラブに対し、上述のインパクトボールを 1mの高さから

落下させた場合の下室での音圧レベル特性を測定した。室内音圧レベル特{・生に関し、理論と

実測の一致した傾向として次のような特徴が挙げられた。

1. 50Hz近辺と 100Hz近辺にピークが見られ、その聞に大きなディップが存在する。

2. 31Hzから 63Hzに至る低い周波数帯域では中央部の音圧が低ぐなり、 125Hzを中心

としたほぼ lオクターブの帯域では逆に高くなる。

建物構造体を伝搬する波動はいくつかの要因によりそのエネルギーが減衰する。距離に

よる減衰は最も基本的な要因であり、次に分岐による減衰効果を挙げることができる。そし

て異なった材料の接合部あるいは厚みの異なった接合部も減表効果をもたらす大きな要因と

考えられる。音響放射についてこれらの影響を検討するため、厚みの異なったスラブの加振

により下室と隣室でどのような放射特性となっているかを算定し実測値との比較を行った。

一つの大きな特徴として、スラプ厚の違いによる隣室への影響という観点から見たとき、

200mm厚スラプの加振では 150mm厚スラブ加振に比べて隣室への影響が若干大きくなる傾向

を捉えることができた。
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05-41溶融亜鉛合金めっき鋼板の腐食開始過程の

解析とその抑止法に関する研究

北海道大学工学研究科

助教授 安住和久

1.本研究の背景と目的

建材用鋼板の大半は、防食の目的で溶融亜鉛あるいはその合金めっき (Zn-AI，Zn-Al-Mg 

等)が施され，良好な耐食性を確保している。しかし，実際の施工においては防食処理およ

び塗装したロール材等を切断し，コスト上昇を防ぐために端面処理なしで使用することが多

いため、端面から腐食が発生・進行して材料の寿命を低下させる。亜鉛系めっき鋼板の塗膜

下腐食の抑制にはクロム化成処理，クロム系塗膜の利用が有効であるが、世界的なクロム規

制のため代替手段が必要とされており，熱処理，プラズマ処理など各種の表面処理や合金化

めっき膜組成の研究開発が行われている。また腐食は塩分の存在する高湿度環境で発生しや

すいため、圏内の沿岸地域，融雪剤散布地域のみならず，今後塗装鋼板の市場が拡大するで

あろう東南アジアなどで問題が顕在化する可能性がある。このため，早いうちに端面腐食・

塗膜剥離・糸状腐食の課題に取り組み、その機構解析と対策の糸口をつけておくことは有意

義であると思われる。特に腐食初期に発生する糸状腐食は，塗膜下で線状に進行するため，

塗膜剥離を促進する，美観を損なうなどの問題がある一方，糸状腐食は端面における塗膜下

腐食の評価指標になりうると考えている。

本研究では，溶融亜鉛めっき塗装鋼板の端面腐食の基礎的な解析，腐食の定量評価および

モニタリング，その防止法の開発を目的としている。具体的な研究の進め方として， (1)湿

度/温度環境制御セル内の作製 (2)端面腐食発生条件および腐食進行速度の調査 (3)端面

腐食の簡略かつ視覚的な評価法の開発 (4)端面腐食の制御法に関する検討 を立案し，実

験を遂行してきた。本報では，このうち成果が得られてきた (1)"-'(2)に関して主に報告す

る。具体的には， Steel/Zn/Paint試料の端面から発生する腐食過程を定量評価・解析す

るためのモデ、ル電極系を考案し，またその腐食過程を解析するための多分割電極測定装置を

開発した。この端面腐食模擬系をまず水溶液系で検証し，次により一般的な大気腐食系にも

適用可能なことを試みた。以下にその原理を述べる。

金属腐食は電気化学反応であり，一般に金属の酸化反応(さび等の金属酸化物形成，イオ

ンとして溶解する反応を含む)と，これと等しい速度のカソード反応(酸素の還元反応など

を含む)が「カップリング」することにより進行する。筆者らはこのカップリング電流を測

定するための「多分割電極」を開発した。この装置では，対象とする金属材料試料を複数に

分割してそれぞれを独立した電極として扱い，それぞれの電極聞に流れる電流(分担電流)

を測定評価するものである。具体的には各電極をオペアンプを経由して「仮想接地」するこ

とにより等しい電極電位におくとともに，各電極を流れる電流を計測することを可能とす

る。この仕組みにより，分割された電極が電気的にひとまとまりの電極と等価な状態とした

まま，各部に流れるアノードまたはカソード分担電流を測定することができる。この手法

は，不均一な組成からなる金属材料(異種金属腐食系)や，腐食環境が不均一な系の測定に
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有効であり，溶接材料の腐食速度および防食評価，すきま内腐食速度分布評価に応用してき

た。塗装鋼板の端面腐食系は SteelとZnまたは Zn-55Alが環境に暴露されている「異種

金属腐食系」であるため， 「多分割電極法」の応用が適している系のひとつである。

2.実験方法

試料として基材の Steel(鋪)に溶融 Znまたは Zn-55Al(ガルバリウム)をめっきし，

Paint (塗装)を施した溶融亜鉛めっき塗膜鋼板ものを用いた。比較のために， Znめっき後

にクロメート処理を施したものと施していないものを用意した。なお実験では， Zn-55Al合

金単体の入手が困難なため，それぞれの金属を単電極として扱う実験では Znめっき試料を

主に用いた。これらの試料を適切なサイズに切断し，実験によっては表面を研磨あるいは有

機溶剤で処理して Zn面， Steel面を露出させた。本研究のために試作した多分割電極測定

装置は同時に4電極の分担電流を測定できるため，様々な端面腐食条件を模擬する 4つの電

極の組を選定し，水溶液系の実験ではシリコンシートに，また大気腐食系の実験では試料断

面が露出するよう樹脂に埋め込んで使用した。測定は室温で行い，水溶液系では試料を人工

海水相当水溶液 (0.6mol dm-3 NaCl水溶液)に浸漬して各試料の分担電流と浸漬電位，お

よび開回路状態の各電極の浸漬電位の経時変化を測定した。また大気腐食系では相対湿度を

一定時間間隔で 100%と乾燥状態に変えて同様な測定を行った。

3.結果および考察

水溶液系の実験では， Steel/Zn/事前腐食 Zn/塗膜試料の組を塩水に浸漬した際の各

電極の分担電流，仮想、接地時の浸漬電位，開回路時の各電極の浸漬電位を測定したところ，

分担電流はまず腐食 Znがアノード犠牲陽極となり，事前腐食 Znは未処理 Znよりもア

ノード溶解しやすいことが確認できた。また浸漬 130ks後には事前腐食 Znよりも Znの

アノード電流が優勢となり，先に腐食が進行して表面が腐食生成物で被覆された事前腐食

Znではアノード溶解反応速度が小さくなることがわかった。 2つの Zn電極の開回路時浸

漬電位はー1V付近でほぼ等しく，両者の分極抵抗が小さいことが確認できた。約 300ksの

浸漬実験中， Steelは継続してカソード防食されていたが， 2つの Zn電極のカソード電流

が時間とともに減少して防食効果が低下し，浸漬約 250ks程度から浸漬電位の貴方向への

シフト量が大きくなるのに伴って Steel上で腐食が発生した。一方塗膜試料ではこの時間範

囲では腐食が開始しておらず，分担電流は観察されなかった。このように，各試料聞に流れ

る分担電流および浸漬電位を追跡することにより，溶融 Znめっき層による犠牲防食効果の

持続性，実際の腐食開始・進行をより定量的に解析できることが示された。

次に， 2つの Steelとクロメート Znおよび Znを組み合わせた測定を行ったところ，浸

漬初期には Znのアノード電流が優勢であり，約 200ks以後はクロメート Znが優勢と

なった。この変化は，初期には Zn上のクロメート皮膜がある程度の耐食性を発揮するもの

のその効果は時間とともに失われ 一方先に腐食反応が進行した Zn上では腐食生成物の蓄

積によりアノード反応が抑制されたことによる。 Steelに対する犠牲防食効果はこれら 2つ

の Zn電極上のカソード電流の総和で決まるが，浸漬電位が 450ks以後徐々に貴側にシフ

トしたことから，この付近から犠牲防食効果が不足したことがわかった。事実， この付近か

らSteel上で腐食開始したことが目視で確認された。

この他，様々な試料の組み合わを評価して以下の結論を得た。(1)多分割電極法を用いて

モデル化した端面腐食の分担電流および腐食電流分布をある程度評価できた (2) Zn溶解に

よる防食機能の持続時間は， Zn / Steel面積比に大きく依存するが，これを分担電流測定お
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よび浸漬電位測定より評価できた (3)端面をカソード防食するために必要な Znのアノー

ド溶解速度は，表面の腐食状況，クロメート被覆等に依存した (4) Steelが Zn腐食生成物

で被覆されることによる防食効果は確認できなかった。 (5)本実験で用いた電極面積が比較

的大きいため，単一試料内での不均一腐食， Zn腐食生成物の不均一な被覆などが起こっ

た。このため，腐食試料をより小さなサイズに分割する必要がある。

次に，より実際の系に近い大気腐食系へ本手法を適用した。実際の端面腐食系により近づ

けるため， Steelおよび Znの断面(厚さはそれぞれ 0.5mm， 0.2 mm}が露出するように

樹脂に埋め込み， Zn防食効果の距離依存性を調べるために 3枚の Steelを異なる位置に配

置した。また実験前に試料表面に塩水を噴霧し乾燥させた(塩がないと腐食は発生しな

い)。この実験では初期より 3つの Steel試料が同程度のカソード分担電流を示した。ま

た目視観察から，加湿中の試料表面において塩が吸湿して水滴を形成していた。この実験で

は，試料表面の電導性を利用して試料の電位を測定するために飽和 KClを含んだ寒天を用

いて銀/塩化銀参照電極を試料表面に接触させていたが この寒天中の水分が湿度を与えた

ために実験装置内の相対湿度 RHがあまり下がらず，また KClが溶出して試料表面の塩濃

度を上昇させたため，高いイオン伝導性によりどの位置の Steelでも同程度にカップリング

が成立したためと考えられる。寒天が乾燥するにつれて RHが低下して分担電流が小さく

なり，実験 100ks以降では乾燥時にカップリング分担電流が極めて小さくなった。

塩橋の影響を除くために参照電極を用いず分担電流のみ測定した場合 明瞭な分担電流が

観察されるのは実験開始 70ks後からであった。カップリング形成が遅いのは試料聞にイオ

ン伝導パス(腐食性生物によるブリッジ)が形成されるのに時間を要するためである。また

同じ Steel上でもブリッジが形成された部位以外では腐食が発生した。すなわち，カソード

防食が成立するためには試料側の電子伝導ノtスのみならず，表面でのイオン伝導ノtスが必要

であることが確認された。一方，離れた位置にある Steelではカップリング形成が極めて弱

く，カソード防食効果が発揮されないため腐食が発生した。

以上，大気腐食系において，以下の点が明らかとなった。(1)多分割電極法は大気腐食系

における分担電流測定が可能であることを実証した (2) Zn / Steelガルパニック対形成は

試料表面のイオン伝導性に依存する (3) Zn腐食生成物は，表面水分(および塩分)を保持

することによりブリッジを形成して表面イオン伝導性を確保し，カソード防食を有効とする

(4) Znから近い位置にある Steelはカソード防食を受けやすく，離れた位置にある Steel

は受けにくいことが確認できた。端面腐食では ZnとSteelが隣接しているため， Znめっ

き層によるカソード防食効果が極めて発揮されやすい状況にあるといえる。

4.今後の課題

本研究では，筆者らが開発した多分割電極法を端面腐食のモデ、ル電極へ適用し，水溶液系

腐食ならび、に大気腐食系の両方で定量解析へ利用しうることを示した。その一方で，端面を

含む腐食分布をより正確に把握するためには，腐食試料を，同一分割電極内で不均一腐食が

起きない程度にさらに小さく分割する必要があることが明らかとなった。この目的のため

に，現在 100ch程度の電極数に対応できる測定装置を設計中である。さらにクロメート処

理の有無， ZnとZn-55Alめっきとの比較，長時間暴露時の塗膜劣化による塗膜面を通して

の分担電流の測定等，腐食対を形成している SteelとZnの面積比および位置関係，端面か

ら塗膜/下地界面を伝搬しての腐食の進展に対する本手法の適用などに関して，今後系統的

な測定を行う予定である。
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05-42安全な室内温熱環境形成のための平均皮温・

体内温予測モデル
北海道大学大学院工学研究科

助手案原浩平

1.本研究の背景と目的

本研究は，温熱性発汗を考慮、した平均皮膚表面温度(以下，平均皮温)・体内温度(以下，

体内温) ・発汗量 ・心拍数を予測する簡易な人体モデルを構築し，気流による高温障害防止

の効果を把握する事で，暑熱環境の安全性評価指標として利用しようとするものである.高

温対策として，人体に気流を当てる事が一般的である.しかしこれまでの知見で，平均皮

温が上昇しているにもかかわらず，顔面への気流の影響が強く作用して涼しく感じている場

合が見られた.このため高温障害のリスクが増す危険性も考えられ，暑熱環境における気流

の人体生理心理反応に及ぼす影響を把握することは重要なことであると考えられる.

そこで本研究では，暑熱環境における気流が人体の平均皮温や体内温，暑さ感，運動強度

感等に及ぼす影響，および、送風時の本人体モデ、ルの適用可能性について検証する.

2.研究の方法

気流が人体の生理心理反応に及ぼす影響を検証するために，また人体モデルに組み込むた

めの高温環境における平均皮温・体内温データ収集を目的として，被験者実験を行った.実

験は，北海道大学工学部内の環境試験室にて行われた.被験者には 20代の健康な男子大学生

3名を用い，中等度の作業を 2時間行うことを想定し，室内での作業を模擬した自転車エル

ゴメータ(約 3.8met，負荷43.5W/m2) による運動を 2時間行なわせた.同時に，人体側は皮

膚表面温 (8箇所) ・直腸温・心拍数・体重減少量を測定し，環境側は気温・相対湿度・グ

ローブ温を測定した.被験者には，暑さ感，気流感，総合的な快適度，運動強度感等の申告

を 10分ごとに行わせた.環境試験室は風速を調節できないため，送風には扇風機を使用した.

気温 33
0
C，相対湿度 50%に固定し，風速を無風，弱風，中風，強風の 4段階に設定し，頭部

へ前方から送風した状態と，中風速に固定し，頭部前方，頭部後方，胴部前方の 3方向から

送風する状態で、行った.両者の比較により人体の平均皮温や体内温に及ぼす気流の影響を明

らかにすると共に，高温障害予防のための人体顔面部に対する送風の有効性，送風部位によ

る有効性の相違について検証する.

3. 実験結果と考察

3.l風速分布実測結果

人体の位置する断面を 70X180cmの格子に分割し，

格子毎に風速を測定した.頭部送風時において頭部で

は弱風で 0.5m/s程度，中風で 0.9m/s程度，強風で

1.7m/s程度の値を示しており，頭部から肩にかけて高
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表・1 平均風速
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重み付け
弱 中 強 中

6 12 30 9 0.07 
7 12 28 13 0.13 
12 11 22 29 0.19 
24 40 66 74 0.35 
17 15 29 75 0.05 
31 50 86 67 0.14 
47 93 169 26 0.07 
20 33 58 49 

単位:cmls



風速域となっている.胴部送風時では，胴部で 0.7""l. Om/s程度の値を示し，首から大腿部に

かけての広範囲で高風速を記録した.自転車エルゴメータのハンドル等の影響で風速は他の

実験よりも若干低くなった.後頭部への送風は前

方送風時の実測値を適用する.全身の平均風速は，

各部位に接する格子の風速を単純平均して部位 制 0.5 ~ ----ト一一ーも~一

毎の平均風速を求め DuBoisの7部位の重み付け 号 I __  

を用いて加重平均した各部位，全身の平均風速 言。
を表・lに示す.

3.2平均皮温，体内温，暑さ感，快適度

図-1 (上)に風速別の平均皮温，直腸温，暑さ

感，総合的な快適度の平均値を示す.平均皮温は，

風速の増加とともに 0.6""I
OC程度低下した.直腸

温は， 0.2
0

C程度の低下を示した.同時に暑さ感，

快適度の最終申告値の平均を示したが，暑さ感は

皮膚温と同様に風速の増加とともに減少してお

り，皮膚温と暑さ感は良く対応していることが見

て取れる.快適度は，風速の増加と共に快適側に

移動していることが読み取れる.風速は生理，心

理反応の両方に影響を及ぼしていることがわか

る.図-1(下)に送風部位別の平均皮温，直腸温，

暑さ感，総合的な快適度を示す.全身の平均風速

は，胴部前方よりも頭部前方の方が小さいにもか

かわらず，平均皮温，暑さ感，快適度はほぼ同じ

値を示しており，頭部前方への送風の有効性が示

される結果となった.

3.3心拍数，体重減少密度，運動強度感

図・2 (上)に風速別の心拍数，運動強度感の変

化を示す.強風時では心拍数は 10拍/分程度の低

下を示し，運動強度感も「かなりきっしリから「楽

である~ややきっしリまで低下していることがわ

かる.頭部に対する lm/s程度の送風により，運

動の負担感をかなり軽減できることが示された.

図・2(下)に送風部位別の心拍数と運動強度感を 富14
絹

示す.送風部位別に見ると，頭部，胴部への送風 詰12

によりほぼ同程度の運動強度感，心拍数の低下を

示した.

図・3(上)に風速別の 120分後の体重減少密度，

着衣重量増加密度と気流感を示す.着衣時体重減
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少密度は風速に依存せず，裸体時体重減少密度

と着衣重量増加密度は風速の増加と共に減少し

ていることが見て取れる.これは風速の増加に

伴い発汗ぬれ率が低下し，無効発汗が減少した

ことが要因と考えられる.気流感は，風速と共

に上昇している.図・3(下)に，送風部位別の体

重減少密度，着衣重量増加密度と気流感を示す.

同様に有風時において裸体体重減少密度と着衣

重量増加密度の減少が見られた.気流感は，頭

部後方で低下しているものの，おおむね同等の

申告をしている.全身の平均風速の差に関わら

ず体重減少密度，気流感はほぼ同じ値を示して

いることから，頭部前方への送風が生理量，心

理量に及ぼす影響が大きいことが示された.

38 

4.送風時の平均皮温・体内温予測モデ、ルの検証

平均皮温・体内温予測モデルは，無効発汗と

着衣のぬれの影響を考慮、した熱平衡式から得ら

れる平均皮温に基づいている.本研究では，平

均皮温の予測値と送風時の被験者実験から得ら

れた平均皮温の実測値との比較から本モデルの

有効性を検証する.なお検証には， 30代 1名，

50代 l名の椅座時(無風)の実験データも使用

する.図-4は，無効発汗と着衣のぬれを考慮、し

た予測平均皮温と実測値を比較したものである.

20代のプロットは各条件の平均値を表している.

予測値と実測値の差は概ね土O.5K内にあり，無

効発汗と着衣のぬれを考慮、した予測モデルが有

風時においても有効であり， 20代以外の被験者にも適用可能であることが確認できる.

予測 VS.実測

34 35 36 37 
予測平均皮膚温 rC]

"" . 。0
• 

平均皮温

4‘ 

。

図・3
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5.おわりに

気温 33
0
C，頭部への 0.5"'-'2.0m/sの送風時の被験者実験の結果から，風速の増加と共に平

均皮温，心拍数，暑さ感，運動強度感の低下が見られた.また送風部位別の被験者実験から，

頭部，胴部前方においでほぼ同等の平均皮温，心拍数，体重減少密度，暑さ感，運動強度感

の低下が見られ，頭部前方への送風の有効性が示された.無効発汗と着衣のぬれを考慮、した

平均皮温・体内温予測モデルを用いて，椅座，自転車エルゴメータでの被験者実験から得ら

れた平均皮温の実測値と比較した結果，予測値と実測値は良く一致し，全身の平均風速を適

用することで局所的な送風においても本モデ、ルが適用可能であることが示された.
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05-43超高層集合住宅の経年変化に関する研究

一芦屋浜シーサイドタウン高層住区を事例として一

三重大学大学院建築学専攻 京都大学大学院都市環境工学専攻

准教授 高井宏之 教授 高田光雄

1.研究の背景・目的・方法

芦屋浜シーサイドタウン高層住区(以下、芦屋浜高層住区)は、住宅計画の理念が大量供給・

効率性重視の高度経済成長期に企画され、質重視に大きく転換した後の 1979年に竣工した、

総戸数 3381戸の大規模高層集合住宅である。しかしこの事例には、計画や技術等の面で多

くの提案的な要素が盛り込まれており、現在もそれらは先進性を失っていない。

本研究はこの事例について、 1980年と 1988年の調査研究の結果との比較を念頭に行った

各種調査により、経年変化の実態 ・要因と改善の方向性を明らかにするとと共に、サステナ

ブノレな超高層集合住宅の計画 ・運営管理面に関する提案を行うことを目的とする。

2.事例の特性と調査概要

芦屋浜高層住区の計画概要は図 1"'-'3と写真 1の通りであり、住棟間の大きな広場、 2面

開放型の住戸、スキップフロア型アクセス、 5階ごとの空中公園などが大きな特長である。

この事例について、管理主体と管理組合等のヒアリング調査、広場と空中公園の観察調査、

居住者アンケート調査、居住者ヒアリング調査、参考事例調査の 5つの調査を実施した。

3.管理主体/管理組合等からみた経年変化

良好な住環境や設備 ・管理のシステムなどが維持されながらも、老朽化や居住者の高齢化・

少子化や防犯性など社会的変化の中で徐々に変化が起きており、課題も少なからず発生して

図1 住棟配置図及び調査対象住棟

闘全住棟共有地

じ各住練共有地

共用階(空中公園)

図2 住宅用地区分図 図3 住棟立面図

写真 1

空中公園
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いる。管理主体や管理組合等もこれらの課題について

問題意識を強くもっている。

4. 居住者特性の変化

図 1の計 9棟 796戸にアンケート調査を行い、 52%

の有効回収率であった。竣工当初からの入居者は 26%

で、阪神・淡路大震災を経過した 1996年以降は 45%で

ある。調査年ごとに高齢化の傾向(図 1)が顕著に見

られ、これに併せ少子化(図 2) も進んでいる。

5. 高層集合住宅の居住性評価とその変化

現在の魅力は、「真空ゴミ収集システムJI眺望」で、「日

当たり・風通しJIプライバシー」など 2面開放型住戸

や広場に関わる評価も高い。一方「駐車場・自転車置場」

「エレベーターJの不満が高く、後者はスキップフロア

型に起因する。調査年ごとでは近年の個別空調システ

ムの性能向上と関連する設備システムの評価が下がり、

「建物デザイン」は上昇している。

6.共用空間の利用とその変化

空中公園は、当初からあまり利用されておらずその

利用自体も減少してきた。居住者の意識も希薄化の傾

向にあるが、この空間の領域意識は強化されつつある。

広場も、調査年ごとに利用の減少が見られる。高齢

者数自体は増加しているが主たる利用者として顕在化

していない。緑が豊かとの評価は増加しており、利用

する空聞から眺める空間へと役割が変化してきている。

7. 共用空間の利用実態とその変化

空中公園に置かれている物(図 4 ・5) の状況は分

譲棟と賃貸棟で大きく異なり、利用規約と関連が深い。

広場は、滞留者数(例.表 1)が大幅に減少しているが、

花壇や菜園づくりなど、高齢者を中心に新たな居場所

づくりを求める様々な兆しが見られた。

8. 定住・住みかえの意識

「住み続けたいJI住みかえたしリが 30%半ばと概ね

近い値であり、これは竣工当時と大きな変化はない。

ただ、住みかえ理由(図 3) では、建物の老朽化と共

にスキップフロア型が大きな理由となっている。

9. 参考事例の共用空間利用とコミュニティ活動

芦屋浜高層住区と共通する特性をもっ 6事例の現地

調査を行い、空中公園・広場の利用や、高齢化への対

応についての示唆を得ることができた。
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写真2 空中公園の利用状況

(公社賃貸)

転車
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結論

芦屋浜高層住区は計画当時の時代や居住者のニーズに応え、新しい共用空間を提案 ・実現

しかし竣工後 26年を経過した今日、住宅の老朽化・陳腐化と共に、当時想定が難しかっ

た少子高齢化が進行し、居住者の体力 ・ライフスタイルやニーズ、に十分対応で、きていない面

が顕在化 しつつあり、社会的ストックとして更なる改善がキめられる状況に直面している。

芦屋浜高層住区の今後の方向性としては、次の 4点があげられる。

-生'中公園:屋内型共用室とすることにより利用を喚起

・広場:子供利用中心から、高齢者等も念頭に置いた居心地の良い空間 ・しつらえに変更

・用途複合化 :例えば高齢者向けの共用空間や高齢者施設、サービスの拠点等を計画

-計画の実現:計画地全体の一団地設計を踏まえ、将来像を明確化の上全体計画を見直し

更に、サステナブルな超高層集合住宅の要件としては、建築自体を長寿命とするための S

(スケノレトン ・インフィノレ)型設計、居住者が高齢化した時の用途複合化も含めた明確な

シナリオを備えた計画、及び将来的変更時に的確に対応できるような管理主体や管理組合/

自治会など、の住環境に関わる主体の意思決定の仕組みづくりがあげられる。

「水の広場J利用実態の経年変化(休日)図6

表 1

プレイロ ント l

プレイロ ァト2

1 O. 
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05-46 ICタグを利用した動的建築生産システムと

スケジ、ュールの効率化
大阪大学大学院

教授荒井栄司

1.はじめに

建築生産システムのように、部品レベルでの管理や物流などの考慮が必要な場合や環境の

変化が多い場合を考えると、管理の対象となる空間が工場内に限定されなくなるため、生産

設備を結合したネットワークシステムを構築し相互に通信することにより生産状況を把握し

対応するような従来の生産システムの知能化 ・自律化による管理手法では不十分である。そ

ういう状況から、部品自体がいつ、どこに、どんな状態であるのかという情報が不可欠にな

ると考えられる。そこで本研究では、資材と情報を一体化する RFID技術を用いて、動的な

資材管理と施工スケジューリングを生成するシステムを提案する。

2. 建築生産管理の現状

本研究の対象である、建築生産システムにお

ける施工管理の現状を知るため、実際にどのよ

うな問題や要望があるのかについて、元請施工

者の役割を担う建設会社と建材供給業者の役割

を担うメーカーにヒアリングPを行った。そこか

ら、プロセスの多くがオープンフィールドであ

ることや、事業毎に環境が異なるため、その環

境に合わせシステムを再構成する必要があるこ

とがわかった。さらに、建築生産システムでは、

そのネットワークが現場毎に異なる組合せとな

り、多数の企業が参画し、これらの企業は業種

も地域も多岐に渡ることがしばしばあるという

こともわかった。

3.建築生産管理への要求

ヒアリングから得られた要求の中から施工工

表l 必昏:M静騒標

軍刻限 必轟I:t.白M・圃睡

?匝摘出晶画ユvコ雌λ持軽惜J"""制。!J1"、 催冨治氏祖λス今世ユ吋レ

q海軍が勘雪印&創二と司当醐を・.""".. 相，)f，レ 修正甑嶋締世治田和ケ.zュール

嘩輝，，"'増岡靖創"..，...聞えJ<品、b暢』也、 伺図通修'"渇臥テ':r.!..-:ル

GJ，"?;欄ヱ島健骨骨砧蝉J也 、 町 Z鳳oo;t..;-:n-Jレ

也k下宿世刑事立白"o.~..t噛蝉J也、 桐臨僻で変動ゼラ叫溜甜輔

軍定め蝿楠ヤ羽齢制"'"，叫剛刷晶、 演ftD.1Ilλ州側

軍団醐剛酬陽動...ム、 蝿有D.J:車位置D.i怪軍書書札停車炉掴且作揖崎割

OI省副館，_閣制爾・....ム、 蝿材凪蝿輔櫨摘臥置場鋤D蝿軒有司..喝事'... 嗣

制匹剛醐僧酬嗣動祖~、 Z真E、笹舟書臥曽野監壇臥信用制

唖滞定聾泊臥掴勘代ヨきる治相.Jt:品、 単λ胴圃z!醐

⑧腕>&zと工唱置すれJ品、b蝉J也、 8置謡歯醐

<!lli副・謹厳重野町す&拍車a・Z鳴続論句処4い 週凶錨踊... 陣、信IIIT-を禍鐘銀働の嶋君R

制惜結忌a崎塗布ある泊蝉J品、 桐闘足溜圃

l¥JIIi勘立国跡砂齢‘嗣繍品開海副掛胤、 資材D，剛梅園醐

_ ... 肘柑齢相')f"、 蝿輔D.闘相曲師陣

<llaλ舗臨錫の低調剤.削~、 組畠E暗岨闘_.. 

匂凱λ"'"哲也あ抽也、切掬耐，.u、 賞IID海開爾a

喧飢λ割>J制効唾ヨJ乏d世 4・して丸、副司IV'" 様IID，鉱.... 削.

⑥掴銭.敏明台寺町捕刷~， 陥圃掴臥掴館副蝿醐

個将軍相暗欄耐祖~、 嗣制D，嗣制出鳴欄

。帽嗣桔包轟臨D出司ト即首剛刷~、 帽闘訓D.t惜悶昌也捕醐

程管理について整理を行った。次に、整理したそれぞれの要求に応えるのに必要となる情報

要素を表 lのようにまとめた。

4.建築生産システムへの RFIDの活用

表 1において整理した⑬から⑫の施工工程管理における要求の中で、。、①、②、③、④、

⑤、⑥、⑦、③、⑨、⑮、⑬、⑪の要求に応えるのに必要となる情報要素から、 RFID を用
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いることが有効だと考えた。そこで、 RFID技術

を用いることで、動的な資材管理と施工スケジュ

ーリ ングを生成するシステムを提案した。また、

建築現場における施工工程では、その関係性とし

て i1メーカ一対 1サイトJ i複数メーカ一対 1

サイトJ i 1メーカ一対複数サイトJなどが考え

られるが、今回提案するシステムでは「複数メー

カ一対 1サイトJの関係に対して適用した。こう

した RFIDを用いた施工工程管理システムの利点

として、(1 )リアルタイムに工程管理が行える、

( 2 )企業間で工程情報を共有できる、 ( 3 )フ

E三〉く三三〉
く 韓日ザート 〉

、司 T 

協調渇

く工…者)Cで三ア1
図 1 施工工程管理システムの概念図

ロア毎の工程管理を行うことができる、 (4 )建設現場の環境に強い、ことが挙げられる。

今回提案するシステムアーキテクチャの概念図を図 1に示す。施工現場で取り付け、使用

される建築資材、共有工具にはあらかじめ RFタグが取り付けられており、資材/工具の ID

および現在の作業内容が書き込まれている。作業内容は、搬入、間配りから取付け、検査ま

での工程に従い書き換えられてゆく。資材/工具は建設現場の搬入箇所や資材置場、取付け工

事箇所に設けられたゲート、またはそこにいる作業者が読み取る毎に、 IDと現在位置及び作

業内容を、ネ ットワークシステムを通じて送信することができる。 一方、工程計画は、マス

タ・スケジュールが立てられた後、スケジューリングシステムにより、進捗管理が行われる

こととなるが、ここでは各資材/工具が存在すべき位置と、その位置における作業内容を見る

ことができる。ネットワークを通じて伝達される各資材/工具のリアルタイムな位置と作業内

容と、これを比較することにより、マスタ・スケジュールからのズレを検出することが可能

となる。ズレの量に応じて、再スケジュールが必要だと判断した場合には、これを実行する

こととなる。そして、修正後のスケジュールを、作業者に送信する。

5.結論

建築生産の施工工程管理において、目指すべきシステムの手がかりとして複数の建材供給

業者と一つの施工現場とを相互接続して運用する「多対 1J方式に注目し、実際に企業にお

いてどのような要求があるかをまとめ、 RFID技術を用いて施工現場から得られる情報をも

とに、動的な資材管理と施工スケジューリングを生成するシステムを提案した。
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05-47一般住宅用防犯カメラシステムに

関する研究

群馬大学大学院工学研究科

教授藤井雄作

筆者らは，一般市民が普及したIT(lnformationTechnology)を利他主義に基づいて使うこと

により，地域社会の安全性を向上させようとする考え方 fe 自警ネットワーク」を提案し，

この考え方の可能性と問題点について論じる.昔のコミュニティでは，個々の一般住民が身

の回りの出来事へ注意を払うということが広く行われ，このことが，犯罪が発生した場合の

犯人検挙に寄与すると共に，通常時におけるコミュニティ内の防犯にも大きく寄与してきた.

著者らは，そうした昔のコミュニティで機能していた防犯メカニズムを，監視手段として各

人の目の代わりに各人が所有・管理するカメラを用い，記録手段として各人の記憶(脳)の

代わりに各人が所有・管理する PCを用いることにより，時間的に余裕のなくなった現代社

会に適合する形で再現しようという考え方である fe自警ネットワークJを提唱し，その普

及活動を行っている.一人一人の主体的な市民が，地域社会の安全のために自宅の周りに目

を配り，地域内に犯罪が発生した際に各戸から当該時間帯に当該地域に出入りした人・車の

写真が一斉に提供される地域は，高い犯罪抑制力，犯罪解決力を獲得することが期待できる.

各戸に装備されるシステムは全て，各戸が所有・管理するものであり，そこから得た画像(情

報)に対して，各戸(個々の市民)が所有権とそれに伴う責任を負うことになる e自警ネ

ットワークの特徴は， 1 Tに代表される普及した科学技術を利他主義的な考え方を持って市

民一人一人が使うことにより，地域社会の安全性を大きく向上させようとする点にある.

これまで、に行ってきた活動の中には，以下のようなものが含まれる

桐生市との共同研究 :桐生市内の 4つの学校(幼稚園，小学校，中学校)において 1年以上

にわたって実証実験を続け，高い評価を得ている.今年度，他の学校へ順次導入することが

計画されている(主に，財団法人セコム科学技術振興財団研究助成金で実施)

桐生警察署との共同研究:桐生市東交番管内の一般住宅を対象とする実証実験を半年以上に

渡り実施中.また，各地の警察署の要請に基づいて，コンサルティング，講演などを行って

いる (2005年1月，桐生警察署より感謝状を贈呈される.) (主に，財団法人セコム科学技術

振興財団研究助成金で実施. ) 

群馬県警察本部との共同研究:犯罪捜査システムの開発(2005年1月，群馬県警察本部より

感謝状を贈呈される)

NPO飛組との共同研究:前橋市日 吉2丁目における，実証実験を兼ねた実用導入を実施

既に， 20軒以上の一般住宅に 30以上のカメラが設置され，各戸の家主による管理・運用

が行われている
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こうした中で， 2005年5月に，群馬大学と群馬県住宅供給公社との間で， r公営住宅、共同

住宅及び住宅団地への e自警ネットワークシステム(防犯カメラ)導入に関する研究」に関

する共同研究契約が締結された.本研究は，予算措置のないこの共同研究を推進することを

目的のひとつとしている.具体的には，以下を行ってきた.

( 1 )新築住宅への導入:公社が開発中の「ロイヤルタウンみずき野(前橋市，約200戸の

造成宅地)Jにおいて 2戸のモデルハウスへの e自警ネットワークシステムの導入

が行われているこの実験を通して 一般新築住宅に適 したハードウエア，ソフトウ

エア，工事法の開発を行ってきた.これらの成果は，研究会のホームページで公開

している

( 2 )エレベータへの導入:公社が管理する共同住宅のエレベータ，ホールへの e自警

ネットワークシステムの導入が行われているこの実験を通して，共同住宅の既設

エレベータへの後付に適したハードウエア，ソフトウエア，工事法の開発をして

きた.これらの成果は，研究会のホームページで公開している.

e自警ネットワークの普及のために 1よマスコミによる報道が非常に有力な手段となる.

本研究を通じ，マスコミへの働きかけを積極的に行った結果， Tablelに示すようにマスコミ

報道が多くなされてきたこれも，本研究の大きな成果であると考えている.

本研究では，広く普及した 1Tを利他主義に基づき使用することにより，行政による財政

負担なしに，地域社会の安全化を高度に実現する可能性について追求した.本研究により，

e自警ネットワークの一般住宅への導入における，さまざまな問題点が低減できたと考えて

いる、さらに，本研究により，一般新築住宅への e自警ネットワークの標準装備化という大

きな目標を達成するための指針を見出すことができたと考えている.一人一人が利他主義的

な市民としての義務感から自宅前を確実に見守るということだけで，完全な安全が得られる

わけではないが，逆に，それなくして，高度な安全を獲得することは，不可能であると考え

る 「地域社会の安全のため，一人一人が自分の家の前を見守る.その手段として， P Cに

接続したカメラを用いる. Jという e自警ネットワークのITを利用した利他主義的な考え方

が全国の地域社会に浸透し，こどもの安全に対し，地域社会がより積極的に責任を持とうと

する機運が醸成され こどもの安全がよりよく確保されるようになることを願っている.

- 144-



Table 1.本研究に関連したマスコミによる報道実績

i定事のタイトノレ i新聞・ TV 名 !日付 : 

|自販機内蔵カメ穴防犯 一戸元言語開(師) i2∞817 I 

戸一:;;占)一一一戸lz-1;画像を暗号化、用8限定

!防犯カメラi軍用開始

FlopftlM il怖 し と i ( 20071221 
~汐:t!! ít型防づR カ ノラ~ I 

声 両市E万三γ一一一一'一一i忌百扇F(27ffii--一一;FIE-一一

両面市五万ヲ一一一一一一一一一|上毛新聞 (19F一一一一戸町山O

i防犯に役立つZi--一 一 一 一 一一両雨マ56-一一一同五了一

i!'lI-ml合!とt 1.... 
!"'-:'-~-."~':.~. 121)(.171119 iおはjう何本 I~" '-' 

|防犯カメラ耐を検討 -，上毛新聞(19面) 戸石Eγ一- 1

ーーーー」「句司司ーー 一一一一ー一一一一「一一一一一一ー一一

lプライ〉一切削 J)リ 心 12007711 : 
!NIIK;-S(~ i 
i苛稲i同ネノ!、ワー少 I~'N"" I 

伊万マ函読寺五一一一一一一 下弱面(1通一一一一一戸ruh--l
，-ー噂ーーーーー"ーー・ーーーーーーーーーーーーーーー回目司唱 ~~~~~----cーーーーーーーー -白司悼句ーー，-------，i街底衡に防犯カメラ桐生市で実用化試験 |読売新聞 (30面1 ~2∞767 1 

1ミマモリ君で犯罪防止 :品きりゅう (2面) 扇完了一一:

|プライハシ一保護を実現 ;群馬建段新聞 12∞76.5 ; 

戸商品五嗣「一一一一陣万山市「一同7一 一 ;

i監視画像を暗号化 j上毛新聞 12∞76.4 ! 

同宗百了ddr-一一 一一一ihR1弓3一一一一一両市一一i
!見守り今度は i'iiiiJ/ -i:---'-一一一一一幅五百三支百j市-一四百五-一一!

|お年寄りの見守りに IT導入 |群馬よみうり armgo(2面) 12∞755 1 

l家の前を見張るM いと防叫が高まる i群馬山り新聞 i2∞668 

「一一ーー一一一-一一一ーーーーー一ーーーーーー一一「一一一一一ーー'一一一一一一ー一一一ーー一一f一一ー一一一ーーー.
II¥1IKi此百 i 

jJi 
l首史f闘ネツトツ』一-ク L______I 

l地駐車ぐるみで防犯活動 | 
巴 |毎日新聞 12∞6330 I 
|前橋のNPOf飛車'IlJ ~ 

iNPO法人飛組 大医表彰祝賀会を開催 |群馬建設新聞 ;2∞13315 1 

l総務大臣表彰、 60人が祝う. 一一i 「 ; 
，~:.~;/~~:__.=~，，: '-' :::::'':-:'-non A :上毛新聞 ・2006314 i 
凶域づくりの飛組、前橋で祝賀会 l 

同誌iFすで芙Ef--Fz- !F71 
i地主主防犯へ着実な広がりも残る抵抗感 j~ u;I ，..=.n.. .."r l!l~ I ~....".. ，.. ... 4 I 
l~~:::;.~~ -.._'t:7;:t-:~.: ~ ~::: ':::.:' I群馬建設新聞 12∞6 31 ~ i地主主汚る責任自覚、意思のi尚まり鍵か 1 r~'_V - 1 

1自宅前を守る i毎日新聞(全国紙) (夕刊1 i2∞6.126 

|産経新聞 12006117 1 i学問金畑町全域槻 iiAfIWifUl I 
隣近所の自 PCで再現 t%:.III::L:.'P'II..，' l 

!桐生市の保育園、幼稚園、小 ・中学校 |上毛新聞 I~~.，~ . . ~ I 
1 12006.1.10 1 |全施設に防犯カメラ I I~'~~"'.V I 
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05-48戦後日本における建材の普及と

建材産業育成に関する研究
-伊藤憲太郎氏(商工省退官後，建材協会理事長に就任)

1調査研究の概要

1 -1. 目的

旧蔵資料の分析等を中心として一

東京理科大皐大学院

搬菅原進一

近年、戦前から戦後にわたって日本の建材産業と建材行政に深く関わった、故・伊藤憲太

郎氏の資料(以下、伊藤資料と略記)が発見された。伊藤資料は、伊藤氏がかかわった業務

一切の資料であり、戦中の物資統制から戦後復興期を経て高度成長期に至るまでの建材政

策・建材産業を示す新発見資料であることがわかった。

本研究では、発見された伊藤資料の分析を中心に、戦後における建材情報の整備をはじめ

とした建材普及活動や日本工業規格等による品質の確保がどのように進められてきたのかを

明らかにし、その経緯を取りまとめ今後の建材産業の発展に資することを目的とする。

1-3. 調査研究の実施状況

まず、発見された伊藤資料の整理方針を検討し、資料の分類・分析等をすすめ、建材行政

や建材産業育成策の変遷の概要を把握した。次に、当時の建材情報の整備と品質確保におけ

る所管官庁である通商産業省や社団法人日本建材・住宅設備産業協会及び財団法人建材試験

センタ一等の関連機関の状況について、当時の状況に詳しい方々へのヒアリングを交えなが

らその概要を把握した。これらによっての得られた情報をもとに、戦後日本における建材の

普及と品質の確保の仕組みが、戦前からどのような経緯によって成立しえたかを把握した。

更に、研究の成果の公開・活用の検討とともに、建造物の修復・コンパージョンのための資

料活用について検討した。

具体的な実施状況を下記に示す。

1 )伊藤資料の整理

発見された資料は、宅配便120サイズ、の段ボール箱に換算すれば約 35箱にも及んだ。先ず、

資料を大づかみで縦覧し、資料分野や年代、紙質などの分類項目を作成し、その後、データ

ベースソフトに項目別に分類・入力しながら、資料整理を実施した。

2) 伊藤資料の分析等

整理した資料の分析をすすめた結果、これまで、不明で、あった戦中期の商工省・内務省から

戦後の通商産業省に至る建材行政の変遷や、今日の日本建材・住宅設備産業協会に至る建材

産業団体の経緯と建材普及活動の変遷、各時代の建築材料製品の広がり等、仔細にわたり把

握することができた。
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3) ヒアリングの実施と関連資料の収集

必要に応じて当時の通商産業省の建材担当行政官(標準担当を含む)、建材関連委員会委

員及び関連団体担当者等からヒアリング等を実施した。また、補足すべき関連資料の入手に

努めた。

4) 日本における建材普及史のまとめ

伊藤資料の分析結果にヒアリングによる情報、関連資料から得られた情報を加味し、建材

の普及や建材産業育成策等の変遷を取りまとめた。

5) 伊藤資料の保存方法の検討

今回の分析作業以降の保存方法について文書保存の専門家の意見を聞き検討した。

1-4.資料の整理状況

1 )資料分野の構成

建材分野では、戦中・戦後を通じての建材開発と品質確保、及び建材の普及や建材情報の

発展に関する事項が数多くあり、特に建材行政資料は一次資料が殆どを占めている。内容は、

建材統制、代用品、標準化、建材情報化・資料化活動、カタログ・開発資料などで構成され

ている。

2) 資料の発行機関

資料の発行機関としては、 警視庁保安部建築課、商工省、臨時物資調整局、軍需省、通産

省、建設材料協会といった、伊藤氏の職歴に合致するものが確認できたほか、政策では大日

本帝国政府や日本政府のものがあった。また、関連機関としては、日本建築学会、 GHQ、

各統制組合、各建材メーカーなどのものがあった。

3) 資料形態

建材行政の一次資料では、自筆原稿やタイプ原稿、謄写版等が多く見られた。建材産業資

料では、一次資料のほか、カタログや資料集、業界誌などの出版物、建材サンフ。ノレなどがあ

った。また、新聞記事スクラップや書簡などもあった。

4) 資料の数

資料は出版物なら 1冊、原稿なら内容ごとに 1件としたが、綴り物については綴りごとに

1冊とした。また、新聞記事は今回の整理から除外した。現在までに整理を終了した資料の

数は、約6，500件を超えており、 綴 り物の内容をさらに詳しく分類したり、新聞記事を加えれ

ば、 10，000件は超えるものと予想される。

5) データベース化の概要

アーカイブズの原則にしたがって、資料には資料番号(アクセション番号)と保管番号(ロ

ケーション番号)を付した。資料番号は永久に変わらない(変更しなし、)。保管番号は将来、

保管形態や保管場所が変わったり、保管順序が変われば変更される。

各資料は資料番号と保管番号を基本項目として、題名や発行者、年代、資料種などの分類

項目を付加し、データベースに入力した。
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2.調査結果

2 -1.伊藤憲太郎氏の経歴と建材の普及育成に果たした役割

資料から、伊藤憲太郎氏の略歴を示す。

-昭和 5年 3月 東京帝国大学工学部建築学科卒

-昭和 5年4月 警視庁保安部勤務、警視庁技師建築監督官(課長:石井桂)

・昭和 13年 9月 時物資調整局技師

-昭和 14年6月 商工省化学局無機課技師(課長:白井義三)

・昭和 18年 11月 軍需省技師

-昭和 22年 6月

・昭和 24年 5月

.昭和 25年 3月

・昭和 25年4月

.昭和 25年 8月

・昭和 37年 3月

.昭和48年

商工省内の建材課設置に伴い初代課長となる

通産省建材課長

通産省建材課長退官

社団法人日本建材協会会長

社団法人日本建設材料協会への改組に伴い、初代理事長となる

歴年の知見をまとめ学位取得(工学博士、東京大学)

社団法人日本建設材料協会会長

2-2.建材情報化の歴史

建材産業の振興策と建材カタログや巡回展・常設展などによる建材情報の整備は、関東大

震災後の建材展覧会と建築資料協会による活動から始まり、戦後は伊藤憲太郎氏の指導の下、

日本建材・住宅設備産業協会の前身団体が引き高齢、だことがわかった。

2 -3. 品質確保の歴史

片野博「工業標準化の歴史J (標準化ジャーナノレ1995.5'-""11、日本規格協会)によれば、

日本の建材規格は、明治38年のボルトランドセメント試験法を皮切りに、大正10年の旧 ]E

S、昭和14年の臨 ]ES、21年の新 ]ESを経て24年]1 Sに至っている。

一方、戦中から戦後復興期にかけては、原材料の窮乏を背景に、こうした流れとは別の統

一規格・基準が作られ、それらの認定を受けた建材が公共工事などに用いられていた。この

建材審査による品質確保は、代用品の登場が契機となっており、審査の仕組みは、代用品協

会などにより戦中期に形成された。それがベースとなって、戦後の「振興建設材料Jや]IS

につながった。

2-4.建材産業団体の歴史

まず、関東大震災後に東京で建築資料協会が組織された。伊藤資料により、その後、昭和

19年に、建築資料協会と、名古屋の東海建築資料協会、大阪の関西建材会とを統合し、戦中

の各統制組合を統率する全国組織として「日本建設材料協会Jが設立されたことがわかった。

この協会は終戦直前に一旦は解散したが、戦後、伊藤憲太郎氏の尽力により昭和22年に

これが「新日本建設材料協会Jとして再建され、日本建材協会、建設材料協会とつながった。

2 -5.建材の普及と建材産業育成策の変遷

伊藤資料を中心に、関連文献等を加えてまとめる。
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2-5-1.国産奨励と建材普及団体

1 )建材の国産化と国産建材使用奨励

輸入建材の改良国産化が漸次進められる中で、国産建材の発展に大きく寄与した要因とし

て挙げられるのが、関東大震災後の復興事業と帝国議事堂の建設であった。

2) 日本建築資料協会の役割

a)協会の設立

関東大震災の復興事業の一環として帝都復興建築資料展覧会が開催された。これが動機と

なり業界全体の強力な指導・統制機関設置の必要性が認識され、大正13年11月に日本建築資

料協会が創立された。

b) iSweet' sJ式建材総合カタログによる建材情報の提供

日本建築資料協会は、前述の帝都復興建築資料展覧会の成果を「建築資料J (大正13年)

と題して出版した。これが近代日本国内における建材総合カタログの最初である。同シリー

ズはその後隔年で刊行され、合計 7回の出版回数が数えられる。

c)啓蒙・普及・教育

協会の事業内容(定款)

一、建築資料の技術的調査、研究および指導

一、建築資料の常設陳列場を設け之を公開すること

一、建築資料の国産奨励及び輸出振興に関する諸事業

一、斯業に関する展覧会、講演会又は座談会の開催

一、会報、図書、共同型録、雑誌其の他の刊行

一、其の他本会の目的達成に必要なる一切の事業を行う

昭和19年に協会は、名古屋の東海建築資料協会、大阪の関西建材会と統合し、時局下の

各統制組合を統率する全国組織として「日本建設材料協会」を設立した。

2-5-2.時局下における資材割り当ての背景と仕組み

1 )労務者住宅建設と資材優先割当

昭和13年木材について、米松販売取締規則の改正が行われている。昭和14年になると

「労務者住宅建設Jが政策に挙がるようになる。建設に当たり、建築資材のかなり細かい

部分についても所要量を設定し、全体の所要量の把握に努めている。

2) 防空政策と防火改修

昭和13年ごろから、防空関係需要物資調査が行われている。また、昭和14年には「防火

建築用資材の統制Jが見られる。以降、太平洋戦争の開戦前であるが、政府では空襲被害

想定や物資配給事務処理策などの検討がなされている。

3) 擢災建築復旧資材

昭和17年、開戦前であるが、 「災害住宅要復興数調Jを行い、昭和18年 2月には、 「復蕎

資材の所要量および各地区別の分散保管率Jを設定し、開戦及び被災に備えている。
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4)木材資源節約としての規格統一

昭和14年8月、 「木造建築制限二依ル主要物資節約量」が検討される。

昭和17年、 「耐火木材規格案」が木材保存協会から出される。

昭和18年、 「耐火木材検定報告二関スノレ件」と題する文書の往来を各府県との間で、行っている。

昭和19年、防空線本部施設局から軍需省線動員局へ「耐火木材検定報告二関スル件」と

して耐火木材検定合格の報告を行っている。

2-5-3.代用品行政と建材審査機構の誕生

1 )商工省の代用品育成策と品質確保

商工省では、代用品発明研究費補助金、代用品製造試験費補助金、代用品見本制作費補助

金などを交付して代用品の育成をはかった。文、代用品関係団体との協力指導、不急不要代

用品を抑制し不適格品を統制するための生産品目の指示指導、適応代用品の指示が行われた。

一方、増加する代用品に対し、物資の浪費を防ぎ健全な発達を促すため、性能上不適格な

もの及び不急不要なものを代用品不適格品として製造を禁止した。

2) 代用品工業協会と国策代用品普及協会

昭和13年国家総動員法が施行され、統制経済下での国策代用品時代が到来した。

各種資源の使用制限を受けるなか、代用品の価格統制、原材料の配給斡旋、製造業者間の

摩擦緩和、宣伝の共同化、情報交換など、代用品製造のための共同的中心機関が必要となっ

た。そこで、商工省化学局の尽力により、昭和13年10月に同省の外郭団体として代用品工業

協会が設立された。同協会は、翌年5月に社団法人に改組した。

3) 日本商工会議所優良代用品選定委員会と「日商選定新興品J

昭和15年度には、企画院による「昭和15年度物資動員計画綱領」において、 「品質優良ニ

シテ適正ナノレJ代用品の選定が求められた。そこで、日本商工会議所の肝いりで優良代用品

選定委員会が設置され「日商選定新興品Jの選定にあたった。 しかし、 「日商選定新興品」

は、生活用品に絞られ、建材などの半製品は対象外とされた。

4) 代用建材の開発と品質確保

代用品のうち、代用建材が極端に少ないことから、代用品工業協会は、昭和15年に建築学

会関係者、商工省(伊藤氏を含む)、及び建築資料協会と懇談会を実施し、約半年後には、

商工省は代用建材リストを作成した。

審査基準や試験方法などの技術面については、代用品工業審議会を設けて、分野ごとにそ

れぞれ審査基準と等級が定められた。

5) 全国組織の成立と解散

昭和19年、東京の建築資料協会、名古屋の東海建築資料協会及び大阪の関西建材会が整理

統合され、東京に日本建設材料協会が発足した。

ようやく全国的な建材審査体制が完成したのもつかの間で、戦局が本土空襲に至って、終

戦直前に日本建設材料協会は解散の止むなきに至った。

2-5-4.戦後復興期における資源・建材不足の背景

1 )進駐軍向け資材

昭和22年当時ですでに進駐軍のために多くの建材の供給と工事が行われた。建材を製造す

るために必要な電力の供給計画も、進駐軍用、輸出用とい うように特別に計画されていた。

進駐軍の優先要求物資ですらも遅れや納品できないものもあった。国民の住宅建設に必要な

建材が不足していたのは当然で、あった。
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2) 輸出政策

昭和22年8月に制限付きで民間貿易が再開され、少ない外貨を輸入に割り当て、その原料を

使って輸出製品を作り日本経済を立て直すとしづ、加工貿易が推奨された。

絶対量が圧倒的に少なかった輸出用資材をどう振り分けるか、および事務処理方法が検討

された。

昭和24年10月24日、 12月 1日から輸出の許可制を廃止することが、新聞に発表された。

これにより、通産省は輸出契約の事後調査にとどめる事になった。

2-5-5.商工省建材課の政策と新興建設材料

1 )復興建材の供給体制と品質確保

昭和18年当時は物価・配給統制令もあり、建設資材は戦力に重大な関係があるだけに影響

力も大きかった。物資の品質より供給確保に重きが置かれた時代でもあった。

昭和24年頃から産業界における工業製品等の品質が本格的に対処されるようになってきた

といえよう。

またこの頃から輸入技術も含む通商産業省の技術開発策が強化されてきている。

2) 戦後の新日本建材協会と新興建設材料審査委員会

建材業界の和親協議により日本再建に協力することを目的として、日本ルーフィング工業

会、日本砂利協会、全国石材振興会、日本保温保冷工業会、日本アスフアルト工事業組合、

日本建築金物工業連合会、日本サッシュ協会の関係業界8団体で新日本建設材料協会として

昭和22年1月20日に発足、以降は次のよ うに名称が変遷した。

昭和22年07月02日

昭和23年02月15日

昭和24年03月31日

昭和25年08月28日

新日本建材協会

日本建材協会

社団法人日本建材協会(商工省指令24第445号)設立許可

社団法人日本建設材料協会(通産省指令部第112号)改組

3) 代表的な新興建設材料の概要

新興建設材料は商工省建材課が一元的窓口となり、昭和24年2月までに80種以上に達した。

4) 生産と普及の実情

昭和37年から昭和38年の建設資材ボード類、サッシ、タイル等19品目の年度別生産実績で

は対前年比113%の伸びを示し、その後右肩上がりの経済動向と連動し生産量が増加傾向を示

している。

5)構想に終わった建材見本住宅建設

伊藤氏の新興建設材料育成策は、見本住宅の建設にも言及していた。昭和22年8月12日付の

建材課起案と思われる文書では、新興建築材の普及策のーっとして組立住宅の商品化をあげ

ている。

昭和24年2月25日、新建設材料振興対策要綱が省議決定されたが、その中で伊藤氏は、建材

の審査のみならず、新建設材料による新しい建築方法、施工方法の審査・指導や、常設展示

場の設置、見本建築の助成まで範囲を広げている。

しかしこうした一連の見本住宅建設構想は、実現することは無かった。
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2-5-6. 混乱期の終息と新たな役割

1 )新興建設材料から新建設材料へ

事業者団体法(昭和23年7月29日)に伴い、新日本建設材料協会は新興建設材料審査会の

業務を遂行できなくなった。審査会を日本建材協会から切り離すため、まず商工省によって

新建設材料新興協議会が設置された。

名を変え形を変えつつも、新興建設材料政策が継承されていった背景には、外貨獲得と

いう国家の最優先業務がある以上、圏内の民需は未利用資源の活用に頼らざるを得なかった

ことがあると思われる。

2) 新建設材料から新建材へ

昭和25年は朝鮮戦争特需もあり圏内産業は元の勢いをとりもどしつつあった。伊藤氏の

牽引した新興建設材料は急速にその役割を終えていったが、そのいくつかは、復興応急資材

としての位置を抜け、戦後の新しい建材として普及した。

3)臨 JESから J1 Sへ

行政官としての伊藤氏にとって規格化というのは、ほとんど原料・資材の節約で、あった。

戦中の臨時物資調整局では、労務者住宅の建設に伴う木材資源の確保に腐心しており、その

後の木材規格化、臨 JES制定にあたって、全国の住宅モデュールを調査し、最も資材量が

少なくなる寸法を割り出している。

新興建設材料での審査・試験は直接J1 Sにつながるものではない。ただし品質管理とい

う側面では、戦後混乱期にあって品質確保に努めた先例として、建材の工業標準化の歴史に

おける意義は大きいといえよう。

4)社団法人建設材料協会の発足

a) 協会1の改組と新たな役割

昭和22年1月20日、新日本建設材料協会として発足し、 7月2日に新日本建材協会、

昭和23年2月15日に日本建設材料協会と名称を変えながら新興建設材料の普及につとめて

きた協会は、事業者団体法を受けて昭和24年3月31日に社団法人日本建材協会となり、

それまで、協会内組織で、あった新興建設材料審査委員会を解散した。そして新たに新建設材料

の審査・普及を担う「新建設材料新興協議会Jの一委員として、その役割を継続していく

こととなった。

協会は昭和25年8月28日に改組し社団法人日本建設材料協会となったが、以降昭和63年に

社団法人日本建材産業協会となるまで、建材普及のため、常設展示場、展示会、定期刊行物

の刊行、総合カタログの編集発行を担っていった。

b) 協会15年史に見る事業の詳細

・建材カタログの発行と建材情報の普及活動

昭和24年に「建設材料総合型録Jを刊行した。その後、 「建設総合型録Jを刊行し、

昭和34年からは iCMファイルJ (加除式)を刊行した。

-巡回展と展示会

「新しい建築材料の巡回発表会」を昭和28年から昭和36年までに計483回開催した。

また、これと並行して、建材の総合展示会も行なった。
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-常設展示場の整備

昭和30年東京・銀座に東京建材センターを開設したのを皮切りに国内7カ所と、バンコク

に順次開設した。

. J 1 S原案作成業務

工業標準化法の時代を迎え、協会は昭和26年から標準原案の作成に従事した0

.その他の事業

防火認定手続業務試験、研究会・懇談会・講習会などを実施した。
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05-49ホームセンター型建材流通の可能性に

関する研究

1 研究の背景

工学院大学建築学科

教授遠藤和義

近年、新築住宅の着工数は、ストックの充実、少子・超高齢化など構造的要因によって 120

万戸程度で推移しており、再び高度経済成長期の水準に戻る可能性は低い。こうした新築の

減は、住宅投資のリフォーム・リニューアノレ(以降リフォーム)へのシフトと表裏一体の関係

にある。これにより、住宅市場を担う生産システムは、主に新築をターゲットとしてきた大

工・工務j苫と大手住宅メーカーによる二極構造から、様々な需要側のニーズに細かくセグメ

ントした新たなビジネスモデルの競合がみられる。ただし、市場は未成熟で、近年発生した

リフォーム詐欺事件にみられるように、法制度の未整備、情報の非対称性等の課題を抱えて

し、る。

本研究の重要な背景の一つは、こうした市場の変化が建材流通や住宅生産システムに求め

る変革である。これに関連して、すで、にユーザーには以下のような傾向が顕著である。

①住宅取得経験者が中心となるため、商品知識を持ち、改善要求が比較的明確であること

②低コスト、コストの透明性が求められ、在来の一式請負以外の方法も検討されていること

③インターネット等から業者、工事価格等に関する情報の入手性が高まっていること

④ユーザーが設計や工事への積極的に関与することによって、自助努力や自己実現を指向し

ていること

また、過去に筆者らの実施した大工・工務庖に対する調査 1)や有価証券報告書の分析によ

る大手住宅メーカーの経営分析 2)によれば、それらのビジネスモデル(利益創出方法)に共通

するのは、調達利益すなわち顧客に提示される資材の価格と実際の調達額の差に依存してい

ることである。上記の住宅市場の動向、ユーザーの傾向および既存生産システムのビジネス

モデルの実態は、従来の数次の卸・販売底、施工業者等を経由する流通チャンネルを代替す

る新たな建材流通・生産システム構築の必要を示している。

2.研究の目的

本研究は、こうした状況の中、住宅市場における建材流通の拠点として注目されているホ

ームセンター(以降HC)に着目する。近年、 HCの顧客はユーザーだけでなくプロフェッショナ

ノレにも拡張し、様々なサービスの提供によって住宅生産の重要なインフラとなりつつある。

本研究では、この HCを中心とした、新たな建材流通・生産システム構築の可能性および今後

の課題について検討する。具体的には、①建材流通チャンネノレの現状調査、②園内における

HCの実態調査、③海外における HCの実態調査、④HCを建材流通の拠点とした新たな建築生

産システムの検討、について明らかにする。
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3.研究の方法

3. 1研究の具体的な内容

研究は以下の方法によって実施した。

( 1)建材流通チャンネルの現状調査

大工・工務庖、プレファブメーカー、ピノレダーの工事経営の実態調査

建材流通チャンネルの現状調査(職業別電話帳による業者数調査、大工・工務底、建材

商社等へのヒアリング調査、対象は豊島区、板橋区、仙台市、徳島市)

(2)圏内における HCの実態調査

日本 DIY協会等へのヒアリング、文献調査による圏内 HCの戦略研究

国内大手HCに対するアンケート調査、ヒアリング調査

(3)海外における HCの実態調査

アメリカ、 ドイツ、中国を対象とした HCの現地実態調査

(4)HCを建材流通の拠点とした新たな生産システムの検討

HCを建材流通の拠点とした生産システムの典型を抽出し、それらの可能性と課題につ

いて上記調査をもとに整理

3.2研究の体制

本研究は遠藤が研究代表者となり全体を実施したが、研究協力者として、小野寺徹(当時

工学院大学大学院生)米山祐介(当時、東京大学大学院院生)、小沢宏成(当時、工学院大学卒

論生)、木崎啓太(同)が加わった。

また、本研究の成果の一部は 2005年 12月に(財)トステム建材産業振興財団の研究自主事

業として財団内部に設置された「ホームセンターによる建材流通J研究会の活動に依ってい

る。研究会のメンバーは、松村秀一委員長(東京大学大学院教授)、委員に角田誠(首都大学

東京准教授)、米津一幸(トステムピパ(株)専務執行役員営業本部長)、小池実郎((財)トステ

ム建材産業振興財団専務理事)、遠藤、運営事務局に(財)トステム建材産業振興財団、 WG事

務局に建築環境ワークス協同組合、オブザ、ーパーとして経済産業省、大学院生、卒論生から

なる。

4.本研究の成果の概要

本研究の成果の概要を、建材流通チャンネルの現状調査、 HCの現状調査に大きく分けて以

下に示す。

4.1建材流通チャンネルの現状調査

(1)大工工務庄

大工・工務庖から提供された客先提示内訳書、実行予算書、工事台帳、下請作成見積書等

の分析から、大工・工務庖の利益の源泉は、 資材の調達利益が大きな割合を占めるこ とを確

認した。しかしながら、ユーザーの求めるコストの透明性やインターネット経由による価格

情報の入手性向上によって、その確保が困難となっている実態も明らかとなった。

なお、新築工事における大工・工務庖の建材調達先は既存の建材底、金物庖等の専門庖か

らが中心であるが、小規模な内装工事、リフォーム工事の比率の高い施工者では、 HCの利用
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率が高まる傾向がある。

(2)大手住宅メーカー、ビ、ルダー

有価証券報告書による大手住宅メーカーの経営分析から、その利益の源泉の多くは、大工・

工務庖と同様に資材の調達利益にあることを確認した。なかでも、進出著しいフランチャイ

ズピルダーや建売・売建ピルダーと競合程度の強し、大手木質系住宅メーカーでは、そうした

調達利益の確保に向けて、近年、現場施工を担当する下請大工・工務庖の現場調達材を減じ、

本社で集中購買して支給する方向にシフトしている。一方、フランチャイズピルダーや建売・

売建ピルダーは、取引先を一本化して、外装、サッシ、パスユニット、キッチンセット、洗

面台、電気器具等をパッケージ化し、定額で取引する例が多い。上記のような主要な建材を

現場施工を担当する下請大工・工務庄が HCから調達することは基本的にない。

(3)建材流通

木材の流通については、プレカットの普及率が高まり、ビルダーや大工・工務庖はプレカ

ット工場から材工一式で調達する場合がほとんどで、従来の流通チャンネルで、ある材木居は

都市部で業者数が激減している。職業別電話帳の追跡調査では、昭和 40年に東京 23区内に

約 700社あった木材商は現在約 350社にまで、減っている。従来的な建築金物庄の業界も需要

の減少や、経営者の高齢化、後継者不足による廃業等で衰退しつつある。

建材については、 INAXとトステムの経営統合、大建工業、 TOTO、YKKの業務提携などによ

る営業窓口の一本化によって、一棟に投入される資材の多くを建材庖がピルダーや大工・工

務庖と一括して取引する例が増えている。ビ、ルダーや大工・工務庖サイドもユーザーの低価

格要請に対応するため、建材調達のパッケージ化によるコストダウンを狙っている。

4. 2 HCの実態調査

(l)HCの戦略

1970年代に始まったわが国の HCは、日本 DIY協会による直近の調査で年間売上高約 4兆

円規模にまで成長した。業界では、一部企業の経営不振、大規模な合併などによる再編や大

規模庖舗化、その一方では地域の商圏等細かなニッチへの対応も進められている。

そのなかで建材については、既存の流通チャンネノレからの乗換えの余地が相当にあるため、

最近 10年間でHCでの売上は 2.22倍に増え、今後も拡大すると見込む企業が多い。

ヒアリングや文献調査によって、 HC業界の取り組みの方向性はおよそ、①従来的な DIY、

日曜大工の拡大、②BIY(BuyIt Yourself)の拡大、③リフォーム参入、④プロショップ化に

整理できることがわかった。

(2)HCにおける各戦略の可能性と課題

以下に、 HCに対するアンケート、ヒアリング調査をもとに上記の戦略の可能性と課題を整

理する。

①従来的なDIY、日曜大工

DIY(Do It Yourself)の起源は、第二次世界大戦後のイギリスにおいて、 DoIt Yourself 

誌編集長が被災者に自力の住宅復興を呼びかけたことにある。後にその精神はアメリカに伝

わり、大衆消費文化と融合してHCの業態が成立した。わが国の本格的HCの第1号は1972年のド

イト与野庖と言われ、現在は全国で約4千庖にまで、出庖は広がった。今後も団塊世代の大量退

職による総余暇時間の増加によって、業界はDIY市場の拡大を予想している。

- 157-



しかしながら、わが国の戦後60年の住宅生産は、請負契約を前提とした施工者側のフルサ

ービスを基本とし、住まい手がその過程に関与する機会は相当に失われてきた経緯がある。

法規制、資金の融資制度、教育機会など、わが国におけるD1Yerを取り巻く環境は、 D1Y先進

国の北米、北欧、オセアニア地域等と比較して相当に厳しい。

業界内には、 D1Y市場の頭打ちと庖舗数増加による過当競争を指摘する意見もある。そうし

た状況を象徴するのが、従来的なD1Y、日曜大工に特化した庖舗展開を行っているチェーンの

経営不振である。この分野の老舗ドイトは、ディスカウントストア大手ドンキホーテによっ

て完全子会社化され、旧ドイトは解散するに至っている。

②B1Y(Buy 1t Yourself) 

B1Yとは、文字通りユーザー自らがHCあるいはインターネットのウエブ上で建材、部品等を

選択・購入し、その加工、取り付けをHCが手当でした施工者が行なうものである。ユーザー

にとっては、工事費が材料費と工賃、経費に明確に区分されその透明性が増す。米国のHCで

は、 B1Y可能な商品のすべてに定額の据付コストを明示するチェーンが多い。 B1Yは取り付け

る建材や部品等対象が明確なため、工事内容は単純で熟練した単一職種で品質も確保しやす

く、 HCとしても次に述べるリフォームより も取り組みやすい。

当然、ユーザーの関与のレベルはD1Yよりも低いが、高し、DIYのハードルを下げ、高齢者を

はじめとするユーザーの日常的なハウスキーピングにまでサービスは広がる可能性を持って

いる。実際に圏内のHCには、天井照明の電球交換、蛇口のパッキン交換等の依頼に対応する

とところもある。

施工はHCが組織化した工務庖や専門工事業者による場合やHCが直接に作業者を雇用する場

合もある。現在、米国最大手のHCチェーンであるホームデポ社は、 1980年代の米国住宅産業

の低迷期に失業した建設労働者をこの分野で大量に雇用して事業全体の拡大につなげている。

③リフォーム

リフォームは、すでに様々な業態が参入しているが、日本D1Y協会はユーザー向けのパンフ

レットや標準契約書式を用意するなどして、この分野に相当に注力している。

大規模庖舗では、庖内のモデルルームやモックアップ、パンフレットで客のイメージを喚

起すると共に、インテリアデザイナーの配置、協力工務庄の組織化や自ら建設業許可を取り

施工部隊を持つことによって、フルサービスを提供するところもある。客にとっても、 HCの

固定庖舗の営業は、リフォーム詐欺や品質不良のリスクに対する安心感となる。

あるHCから入手したリフォーム工事の受注件数データによると、 B1Yと区分が暖昧になるが、

エアコン取り替え等の雑工事が一番多く、次いで、温水洗浄便座、洗面化粧台、台所と続く。

外構関連では、物置が圧倒的に多く、次いで、テラス、カーポート、門扉と続く。受注額を

見ると、工事件数の7"'8割が5万円以下と、軽微な工事が多い事が分かる。

ヒアリングにおいても、リフォームは工事内容、価格の幅が相当に大きく、また施工部隊

の技能 ・技術レベルによってはクレームの多発など、本質的にマネジメントの難しい領域で

あると認識され、参入に慎重なHCチェーンもある。

④プロショップ

すでに建材流通の実態調査結果で述べたように、プロショップとは言っても、新築一棟分

の資材を HCで全て揃えるプロはいない。この分野では建材メーカー聞の経営統合、業務提携
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による営業チャネルの一元化、資材のパッケージ売りが広がりつつある。また住宅メーカー

では資材を集中購買し、下請工務庖の現場調達材は相当に減っている。木材流通を出自とす

る一部の HCチェーンで、は、在来やツーパイフォーの構造材のプレカットを請ける場合もある

が与信管理の観点から取引相手をある程度絞らざるを得ない。

一般のプロが HCを使うのは、それらがカバーしない現場の「足らず買しリが中心である。

加えて、近年、プロショップのユーザーとして増えているのが、リフォームなど小工事の施

工に直接関わるプロの一群である。多くは内装工出身である彼らは、道連れで発生する躯体、

外装、設備工事等もこなす多能工として機能している。 HCは、彼らに簡便な工具や多種少量

の資材をワンストップで提供する。我々の生活がコンビニエンスストアなしではもはや成り

立たないのと同様に、 HCは現在の建築生産を支えるインフラの一部となりつつある。また、

HC側も与信枠の大きな法人向けクレジットカードによる信用取引も実施し:ている。

ただ、し、 HCの一般庖舗では、こうしたコンビニエンスを強みとじ、取引数量の多さやプロ

であることによるディスカウントをほとんど設定していない。購入量が多くなれば、当然プ

ロは量によってディスカウントの利く専門庖から調達することになり、そこに HCの守備範囲

の外延が存在する。

圏内の有力 HCの多くは、プロ向けの品揃えに注力している。すでにユニリビングの「ユニ

ハードウェアJ、コメリの「パワーコメリ J、コーナンの「コーナン PROJ等がプロ対応型庖

舗として展開中である。

ただし、こうした庖舗展開にはいくつかの障害のあることもヒアリングでわかった。建材

メーカーや工具メーカ一等は、現状は既存の専門庄ノレートを優先する傾向がある。圧倒的に

販売力の強い HCを販路に加えれば、既存専門庖は経営の継続は困難となる。そのため、メー

カーは HCに耐久性や性能のやや劣る製品を流しており、完全プロ仕様ではない。この問題は

根深く、あるチェーンで、は HCの看板を下ろし、金物庖に切り替えて営業を続けている。

また、プロの要望に応えられる商品知識を持ったスタッフの確保が困難である場合が多い。

これは、単にプロの質問に答えられないという範囲にとどまらず、新たな商品の必要を聞き

出すというリテールには欠かせない能力の欠如を意味する。

5.まとめ

上記の分析から、 HCを拠点とした建材流通としては、在来的な D1Yを除くと、 B1Y、プロ

ショップ化、リフォームの順に可能性が高いと判断する。 B1Yの普及には、施工を担当する

技能者・技術者の雇用・育成を必要とする。これについては、現状十分に手が打たれている

とは考えられないが、米国ホームデポのような先行事例の分析が参考となる。また、このビ

ジネスモデルの成否は工賃の設定にポイントがあり、その決定ロジックの開発が必要である。

現状、プロによる HCの利用は基本的に「足らず買しリに留まっている。本格的な建材流通

の拠点となるためには、与信管理を組み込んだ ED1 (電子化取引)の導入、現場への配達、

プロに対応できるスタッフの育成、さらにそこで得られた情報を基に建材メーカーと組んだ

プライベートブランドの開発等が必要であろう。

建築リフォームについては、商流でマージンを取るビジネスとするのか、工事も含めた請



負のビジネスとするのかの間で試行錯誤が続いている。そのポイントは品質管理にある。後

者とするのであれば、品質管理のレベルを決定づける人材や施工体制確立の問題にまず取り

組む必要がある。
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05-50木造住宅の性能表示基準に準拠した汎用性

のある「みなし仕様」の研究
NPO法人建築技術支援協会

理事住宅技術部部長福本雅嗣

1. 本研究の目的

本研究の「みなし仕保」とは、住宅各部の性能を具体的に汎用性のある仕傑レベルに落

とし込んで、それを使用することにより所定の性能ある建物が造られるように企画するこ

とである。

わが国の木造住宅の標準ともなっていた、住宅金融公庫の「木造住宅工事共通仕係書」

も建築基準法の構造に関する要求性能を満たし、かっその他の諸性能も融資を担保できる

水準の汎用性ある使用にさだめたものであり、一種の「みなし仕保書」的内容をもつもの

と言える。

本研究は、具体的には工務j苫が日常使月3している保準仕様を「みなし仕様」に落とし込

んで、不足分は補足するような作業をすれば、いちいち計算する手順をふまなくても、一

定レベルの性能表示住宅が出来るようにすることが、第一の目的である。

したがって運用にあたっては、何でもできる言ったものを狙うと膨大な裏付け資料が必

要になり、実用性からは遠くなるので、日常使用されている規模に情造・仕様範囲を限定

して、その中で具体的なものに作り上げてみた。

2. 成果物の作成方針

戸建住宅の場合、設計段階では顧客の要件を聞いてプランニングをして構造計画は後や

りでプランに合わしてゆくことが多いが、これが構造計画上寒心すべきプランの家が堂々

と建てられている一因になっていると考えられる。情造安全の点では設計担当者は構造基

準を頭に入れて、それに基づいて平面計画行なうことが肝要である。

また、現在発生しているフランチャイザーのクレームの主要因は、胞工管理の不備によ

るものが多い。また、施工管理システムの不備、管理技術者の技術力・技術基礎知識の欠

如により、ミス・ロス・無駄を生じ原価の流失をしているケースが多いn

FCシステムの健全な発展のためには、フランチャイザーの技術者の教育による資質の

向上と施工管理力の強化が喫緊の要である。

以上の観点から「性能表示住宅での型式仕様」の在りょう、いわゆる実用的な「みなし仕

傑」は、品確法での性能表示制度の「日本住宅性能表示基準j を基本に置きながら、

①ユーザーにメリットが判りやすい、と同時に工務賄側にもメリットのある仕保とする。

②木造住宅の技術基準を整備の上、一般的な「みなし仕傑J を作成し、地域の工務j苫が

自由に使える仕組みを研究する。

③この「みなし仕傑」は、性能表示住宅における表示項目に転用できるレベルを設定し

ておく。

以上に視点をさだめ、下記 2項目を作成の目安とした。

( 1 ) 梢造安全を確保するために設計担当者が理解し習得できる情造基準の策定。

( 2 ) 胞工管理技術者が適確に品質を確保するための、工事を理解しチェックしやす

い、実践的なチェツクシートと同解説の策定。
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3.みなし仕様の概要

1 )みなし仕様の概要

国財団法人ト ステム建材産業振興財団による、木造住宅の性能表示制度に準拠した「住

宅みなし仕様」は、都市型の標準的な木造軸組工法住宅での工法及び仕様を前提と

し、その仕様は原則として評価方法仕様基準によることとした。

圃各項目の性能レベル(等級)は別紙一覧表による。ただし、 「構造の安定」及び「火

災時安全JI高齢者への配慮等」においては等級 1を合めるものとした。温熱環境に

ついては建設地域を地域区分IVに特定した。

圃主要な部分の、基準適合建材、及び、基準適合ディテールシートを作成した0

・「みなし仕様」による性能表示住宅個別申請の運用方法を記載した。

・「みなし仕様j の品質を確保するために、構造の安定、劣化軽減と維持管理、温熱

環境、高齢者への配慮、及び空気環境についての自主基準マニュアルを作成し、設計

の手順を示した。

4. みなし仕様適用範囲

みなし仕様の適用範囲は以下の通りとする。

1 )建設想定地域 :一般地域に適用するものとし、多雪地域、特別な強風地域等固有

2) 建設場所

3) 地域・地区

4) 建物規模

5 )階数

6)構造

7 )用途

の工法を必要とする地域は除外した。 また温熱環境に関してはIV

地域とした。

:都市計画法第 9条及び建築基準法第 48条の規定を遵守した。

:防火地域以外の地域とした。

:延べ床面積 300nf以内。

:地上2階とする。(小屋裏利用の 3階建ては含まない)

:木造軸組工法。

:住宅性能表示制度で定める住宅。

8)各工事に使う材料および部品の中、 J1 S (日本工業規格)、 JA S (日本農林規格)

に定められているものはその合格品またはこれと同等以上の品質とし、規格のない

ものは業界団体・メーカーの自主規格により品質管理されたものとした。

9 )木質系建材の一次製品については JIS.JAS等でそれぞれの等級が確認する。

また、これらの一次製品を化粧加工あるいは製品として複合化された二次製品につ

いては、「住宅部品ガイドラインjとして業界団体が自主的に策定した、確認・表示

したものとした。

1 0)材料名は原則として JIS.JAS等によるが、実用の便をはかるために製品例を

示すこともある。

1 1)平面モジュール(基準寸法)は原則として 910mmとし、その倍数の 1820、

2 7 3 0、36 4 0 (mm) を用いる。分割単位は、 455、30 3 (mm) )とし

た。
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05-51次世代居住環境における最適情報空間構成

法に関する基礎的研究

成践大学理工学部情報科学科

教授小口 喜美夫

1.本研究の背景と目的

私たちの生活する居住空間は情報通信技術の進展により日々進化してい

る。代表的な技術キーワードはユビキタス(いつでもどこでも)とブロー

ドバンド(高速・広帯域性)である。家庭内の PCを結合する無線 LAN(ロ

ーカルエリアネットワーク)や ICタグを代表とするユビキタス化、 FTTH(フ

ァイバ・ツウ・ザ・ホーム)によるブロードバンド化、さらにはオーディ

オ・ビジュアル (AV) 家電を中心とした各種ディジタル情報家電の出現が

その主なトリガとなっている。

この居住空間は、今後の高齢化人口の増加を考慮し、なお一層の安心・

安全・便利・快適さの充実が期待されている。

安心:健康情報を無拘束なセンサを用いて知らず知らずのうちに取得し、

自身の状態把握だけでなく、遠隔の医療従事者や家族へ通知、ま

たフィードパック

安全:防犯、防災などのセキュリティ情報、化学物質等の環境情報の獲

得

便利:様々な物(例えば冷蔵庫内の食品も含む)につけた ICタグによる

物の位置や状態の管理

快適:高品質映像・音声によるエンタテイメント情報、生活情報の利用

や各種環境情報を用いた空間の最適環境制御

この居住空間の形成に向け、これまで様々な視点からの研究開発が進め

られているが、まだ十分に総合的なすごしやすさを感ずる空間の形成に至

っていない。それは、収容される端末機器類はそれぞれ個別に高性能化が

計られているが、独立して機能することが多く、全体として有機的に結合

していない。また、住宅構造を考慮した構成・形態となっていないことが

主な理由である。

私たちが総合的に住みやすさを感じる空間を形成するためには、

住宅構造を考慮した次世代の統一的なホームネットワーク(最適情報空間)

企墜盛が必要不可欠である。

このような背景を考慮し、本研究では、安心・安全・便利・快適なユビ

キタス・ブロードバンド次世代居住空間を実現するために、情報通信技術

(光ファイバ通信技術、ワイアレス技術、センサ技術、情報処理技術等)
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を活用し、住宅構造を考慮した最適情報空間構成法の基本検討を行った。

2.想定される次世代ホームネットワーク構成

想定される次世代ホームネットワークイメージを図 2. 1に示す。ここではネットワーク

を介して転送される情報/信号もあわせて示した。また、接続される端末等の観点からの次

世代ホームネットワークイメージを図2. 2に示す。

図2. 1 次世代ホームネットワークイメージ 図2. 2 接続端末イメージ

第 1章で記述したように、安心・安全・便利・快適な居住空間を実現するために、次世代

ホームネットワークは様々なサービスをサポートすることが必要となる(図 2. 1参照)。

また、次世代ネットワークに収容される端末・機器類として以下のような様々なものが考え

られる。

・ 高精細画像 (HDTV: H i gh De f i n i t i on TV)端末と関連の蓄積装置

・各種 目類

・ ネットワークを介して様々な情報をやりとり可能なインタフェースを有する次

世代の白物家電(情報家電) (例えば、次世代冷蔵庫、電子レンジ等)

・ インターネットフロトコルを用いた電話 OP電話)

・ 各種センサとセンサ情報をコントロールするセンサインタフェース

・ 各種情報信号をコントロールするホームゲートウェイ<HGW)

これらの端末・機器類は光ファイバ等の有線技術または無線技術を用いてネットワークが

構成される。安定した通信をするためには、大容量で伝送可能な光ファイパが伝送媒体とし

て考えられる。しかし、実際に家庭内に光ファイバを配線する際の配線手法はこれまで確立

されていなかった。

3. 家庭内の光ファイパケーブル配線経路の検討

次世代ホームネットワークを構成する際に想定されるトポロジ(接続形態)にはシングルス

ター型、ダブルスター型、リング型がある。ここで、 トポロジとは、家庭内に少なくとも 1

台配備されるホームゲートウェイと各部屋に設備される光情報コンセントの聞を接続するケ

ーブルの接続形態を示すものである。図 3.1にシングルスター型、図 3. 2にダブルスタ

ー型、図 3. 3にリング型の配線経路をそれぞれ示す。これらの配線経路は一般的な住宅構
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図3. 1 

型

図3. 2 ダブルスタ

ー型

図3. 3 リング型

造から各部屋の天井裏を通り、各軸に沿った配線経路と仮定した。

(検討の前提条件)図 3. 1に示すように、各部屋の 4隅に光コンセントを設置し、ルー

タを原点(図で左隅)に配置する。 ONUは任意の位置に配置した。また、 l部屋の長さを x軸方

向 2、y軸方向 b、z軸方向 cと定義する。

(総配線長検討結果)ここでは.a= 1、b=l、c=l、フロア数 F=2と定義し、部屋数地=3、

地うlの時の配線長の比較結果を図 3. 4に示す。
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図3. 4 配線長の比較

図より明らかなように、リング型が最も総配線長が短い。また、シングルスター型はダブ

ルスター型やリング型に比べて倍以上の配線長が必要となる。

(最長伝送距離検討結果)日本国内の持ち家一戸建て住宅の平均的住宅規模(以下のパラ

メタ)から最長伝送距離を導出した。使用したパラメタ:部屋サイズ:a=4. 5 m. b=4. 5 m. 

c= 2. 4 m;フロア数:F=2; 1フロアにおける部屋数=4

シングルスター型における最長距離(ルーターから最遠の光ソケット)は 25.2mであった。

ダブルスター型では同じく 25.2m、リング型では最長距離は 29.7mであった。

(光レベルダイヤグラム検討結果)光ファイバを用いた次世代ホームネットワークを実際

に実現するためには、現在使用されている光ファイバや光部品類を用いて構築しなければな

らない。そこで、配線長の導出結果と光部品類の値を用いた光レベルダイヤグラムの設計を

行った結果、シングルスター型とダブルスター型はどちらも十分光パワの余裕があり実現の

可能性があるが、リング型は実現のためにさらに詳細な設計が必要となることが明らかとな

った。
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4. まとめ

安心 ・安全・便利・快適なユビキタス・フロードバンド次世代居住空間

を実現するために、光ファイパ通 信技術を活用し、住宅構造を考慮した最

適情報空間 構 成 法 の 基 本 検 討 を行った。まず、想定されるサービスイメー

ジ、アーキテクチャについて検討した。次に、ネットワークトポロジーと総配線長、

最長伝送距離の検討から光レベルダイヤグラム設計により、最適なトポロジーを見出した。

様々な端末/機器類が家庭内に導入されるに従い、家庭内の統一的なネットワーク化が必

要となり、光ファイパを中心とした情報空間を構成することにより、安心・安全・便利・快

適な次世代居住空間が実現できると確信する。

最後に、本研究を進めるにあたりご支援いただいた(財)トステム建材産業振

興財団に対し、深く感謝します。
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第 2部人材育成・論文

05-52木材製品マーケティングにおける森林認証

の戦略、機能および利益

東京大学大学院農学生命科学研究科

講師尾張敏章

森林認証・ラベリングは、持続可能な森林経営の推進に寄与するだけでなく、企業のマー

ケテインク、、ツールとしても大きな可能性を持っている (Rametsteiner、 1999)。林産物マ

ーケティング (ForestProducts Marketing)の分野ではこれまで、森林認証製品に対する買

い手側の購買行動の研究が数多く行われてきた。一方、マーケティングにおける森林認証の

役割を売り手である木材製品企業の側から分析・評価した研究は海外でも少ない。そこで本

研究では、ヨーロッパ市場における森林認証製品の主要な供給国であるフィンランドを対象

に、木材関連産業のマーケティングにおける森林認証の役割を実証的に明らかにした。

本研究の主たる課題は次の 4点である。

1. どのような属性を持つ企業が CoC認証を取得する傾向にあるか?

2. CoC認証取得企業・非取得企業にとって、森林認証はし、かなる重要性を持つのか?

3. CoC認証取得企業のマーケティングにおいて認証はどのように利用されているの

カミ?

4. CoC認証取得企業は森林認証からし、かなる便益を得ているのか?

郵送法による調査では回収率が極めて低くなると予想されたため、調査方法は直接面接法

によるインタビューとした。調査対象には一次加工木材製品(製材品および木質パネル)と

付加価値木材製品(エンジニアードウッド、家具、建具、ログハウス)の両製造業が含まれ

る。紙・パルプ産業は含まれない。現地の業界団体や研究機関の支援のもとで 67の調査対

象企業を選定し、うち 50社から回答を得た(回答率 75%)。フィンランドの 3大林産企業

(ストーラエンソ、 UPMキュンメネ、メッツァリート)のうち回答が得られたのは 1社で

あったため、本調査の結果は主にフィンランド、の中小企業の認識を表している。

インタビューには調査票を用いた。調査票の主な質問内容は次の 3つである。①企業にと

っての森林認証の重要度 (5:たいへん重要である"'1 まったく重要でなし、)、②マーケテ

イングにおける森林認証の利用度 (5:非常に多く利用する"'1 まったく利用しなし、)、③

認証取得による利益 (5:非常に利益が大きい"'1 まったく利益がなし、)。いずれも回答は

リカート尺度の 5段階評価とし、②と③については CoC認証取得企業にのみ質問した。

本調査で明らかとなったのは次の諸点である。

1. フィンランドでは CoC認証の取得企業は製材業者が中心であり、イギリスやドイツ

の市場へ製品を輸出する比率が高い企業がcoc認証を取得する傾向にある。

2. CoC認証取得企業は、企業の社会的責任の明示、市場シェアの維持、既存市場にお

ける製品の販売といった点で森林認証が重要であると考えている。認証取得企業が

森林認証を市場からの圧力に対応する手段と捉えているのに対して、認証非取得企
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業は森林認証が新たな市場開拓につながるものと期待している。

3. CoC認証取得企業は認証ラベルを製品に貼付する権利をフルに行使しているわけで

はなく、一部の顧客向け製品にのみラベリングする企業も多い。認証製品の情報伝

達にあたっては、コストや労力を抑えるため、個別接触や請求書といった既存の伝

達ルートのみを利用する傾向にある。大部分の企業が認証製品に価格プレミアムを

上乗せすることはできないでいる。

4. CoC認証取得企業が認証から得た利益としては、既存顧客の維持や満足度の向上、

社会的評価の向上があげられる。一方、認証取得が収益性の改善には直接つながっ

ていない。

以上の結果から、フィンランドで、は森林認証が木材製品のマーケティングにおいて果たす

役割は小さいものと結論づけられる。認証製品の販売が価格や販売量増につながらないこと

から、フィンランドの木材産業は森林認証を効果的なマーケティングツールとは見なさなく

なってしまった。ー現時点においては、 CoC認証の取得は環境問題に敏感な市場へ製品を輸出

する企業にとっての義務という位置づけになっている。収益面でのメリットが生じない限り、

顧客からの需要がなければ認証製品を供給しない、という受動的な態度が今後も続くものと

考えられる。
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05-53超微細粒鋼の耐震性と高速変形挙動

1.本研究の背景と目的

兵庫県立大学大学院工学研究科

講師土田紀之

最近の結品粒微細化強化に関する研究により，数ミクロン以下の微細結晶粒を持つ金属材

料の作製が可能となった.結晶粒径を微細化させることにより，高強度だけでなく従来には

得られなかった興味深い変形特性も報告されている.本研究では，結晶粒径が大きく異なる

組織の変形特性を詳細に調べるために，フェライト粒径が 0.47"'13.6μmの広い粒径範囲ーのフ

ェライトーセメンタイト(FC)鋼を用いて，引張試験により得られる応力ーひずーみ関係を中心に高

速引張変形挙動，変形応力のひずみ速度依存性，加工硬化挙動， リューダース伸びについて

議論した.

2 茎監左盗

本研究では，低炭素鋼である JIS-SM490鋼(0.15C，0.3Si， 1.4Mn (mass%))を用いて温問域での

強加工と熱処理の組み合わせにより平均結晶粒径が 0.47"'13.6μmの FC鋼を作製したこれ

らの材料より引張試験片を作製し，ギア駆動式試験機と検力ブロック式試験機を用いて，常

温 296Kにて 3.3X 10-4 S.I. 100 
S.I. 103 

S.Iの 3種類のひずみ速度にて引張試験を行った.

3. 結果と考察

3・1.応力.ひずみ曲線

各ひずみ速度における引張試験により得られた，公称応力.公称ひずみ曲線を整理した.同

じひずみ速度の場合，結晶粒微細化により下降伏応力や変形応力は増大し，均一伸び，全伸

びは減少した.結晶粒径が数 10μmから数μmまで大きく変化すると，応力・ひずみ関係にも

変化が現れる.Yu et al.は結晶粒径の異なるアルミの結果を用いて，応力・ひずみ曲線のタイプ

を議論した.Fig. 11こはYuet al.の整理に従いそれぞれの応力-ひずみ曲線のタイプを記したが，

本 FC鋼の応力司ひずみ曲線は変形初期に降伏点が現れリューダース変形後に加工硬化するタ

イプ IIIと，同じく変形初期に降伏点が観察されるが明確なリューダース伸びは見られずまた

加工硬化しないタイプ IIに分かれる.タイプ IIIの応力-ひずみ関係において観察されたリュ

ーダース伸びは，下降伏応力(LYS)における加工硬化率による整理だけでなく， LYSと変形応

力の粒径依存性の関係からも議論でき，応力-ひずみ関係を元に両者の関係性を見いだすこと

ができた.

また， 103 
S.Iにおける高速引張試験で得られた応力・ひずみ曲線ついては，微細化に伴い強

度は増大し，均一伸びや全伸び，局所伸びは減少した。平均粒径 0.47μmのFC鋼は静的引張

試験においてはほとんど加工硬化せず均一伸びはゼロであったのに対して，高速引張試験で

はわずかに加工硬化し，均一伸びは約 13%を示した。一方、高速試験は低温の 210K， 77 K 

でも行ったが、平均粒径1.5μm以下の FC鋼の結果は降伏後加工硬化することなく荷重は減
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少した。通常，ひずみ速度 103S-1までは塑性変形を単一の熱活性化過程で考えることができ，

等温変形であればひずみ速度を高くすることによる効果と温度を低くすることによる効果は

等価であり，静的引張試験で加工硬化率が温度低下とともに増大したように，ひずみ速度が

高くなった場合も同様に加工硬化率は増大したと考えられる。しかしながら，高速変形の場

合は変形中の発熱の影響も無視できない。変形とともに温度が上昇し，それに伴って変形応

力の温度依存成分(熱的応力成分)が低下し，それに伴う加工硬化率の減少も予想される。ひず

み速度増加による変形応力増大と発熱による変形応力減少のバランスにより，高速変形時の

加工硬化率や均一伸びの大きさが決まり， 296Kにおいては塑性不安定条件を満足するひずみ

(均一伸び)が静的引張試験より向上したと考えられる。高速試験の際の発熱の影響は，得られ

た応力ーひずみ曲線から変形による発熱量の 95%が試料の温度上昇をもたらすと仮定し，以下

の式を用いて推算することができる。

~T = O_95/p -Cp .bs(e)de (1) 

ここで， pは密度(kg/m¥Cpは比熱(J/g'K)， sとeはそれぞれ公称応力，公称ひずみを示す。

(1)式と高速引張試験で得られた 296Kでの公称応力ーひずみ曲線を用いると，ひずみ 20%に

おいて粒径 0.47μmのFC銅では約 60Kの温度上昇が推算された。推定の妥当性を調べる目

的で， 296Kにおける高速引張試験においては試験片中央部にスポット溶接にて熱電対を付け，

温度上昇を測定した。その結果は， (2)式による推算結果とほぼ一致した。したがって，微細

化による高強度化は発熱量を増すので高速変形時の温度上昇が大きくなることが予想される。

また，変形応力の高くなる低温(210Kや 77K)での高速引張試験でも発熱量が大きくなり ，試

験片の温度上昇に伴う応力低下が 296Kよりも大きく現れていると考えられる。

3-2.変形応力のひずみ速度依存性

一方で， リューダース変形領域以降のひずみ 7%における変形応力におよぽすフェライト粒

径ならびにひずみ速度の影響について整理を行った.ここでは，静的引張試験と高速引張試

験の結果より、ひずみ速度の範囲を 3.3X 10-4 S-1から 103S-1まで、結晶粒径を 0.47""-'13_6μmを

対象とし、変形応力に及ぼすひずみ速度の影響について検討を行った。

まず、7%変形応力をひずみ速度に対して整理した。すべての結晶粒径の FC鋼において、7%

変形応力はひずみ速度の上昇とともに増大した。このときの変形応力のひずみ速度依存性つ

いて詳細に検討を行うために、 3.3X 10-4 
S-lと 103S-1における変形応力を用いてさらに整理を

行った。まず、ひずみ速度 3.3X10-4 S-1での 7%変形応力に対する、ひずみ速度 103S-1におけ

る7%変形応力の関係を整理した。一般的に、静的引張試験の強度が増大するに従って、高ひ

ずみ速度との強度差は小さくなり、一対ーの直線に近づく傾向にある。しかし FC鋼の微細化

に伴う変形応力は、この直線とほぼ平行であることがわかった。また、各 FC鋼のひずみ速度

103 
S-1と3.3X 10-4 

S-Iの変形応力差&σ(静動差)を求めたところ，静動差は結晶粒径によらずほ

ぼ一定の値をとることが分かつた。ひずみ速度変化による変形応力差である静動差は，変形

応力のひずみ速度依存性を示すものであり，これらの実験結果より判断すると、変形応力に

およぼすひずみ速度の影響は結晶粒径にほとんど依存していないと考えられる。
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05-54構造用木質パネルの面内せん断疲労における

損傷評価システムの確立と破壊機構の解明
名古屋大学大学院生命農学研究科

博士課程後期課程2年 杉本 貴紀

1.本研究の背景と目的

近年の地球環境に対する国民意識の高まりや心身ともに健康で過ごせる住環境を求めて，

木造住宅に対する国民のニーズと期待は大きく，安心して長く快適に住める木造住宅が求め

られている.また，地球温暖化や廃棄物の処理などの社会的問題を背景として循環型社会の

実現が急務である今日，木造住宅に関しては約 30年といわれる平均使用年数の長寿命化が期

待されている.木造住宅の使周年数が長期化すると，必然的に木質材料が地震や風圧によっ

て受ける負荷の回数も増加する.従って安全な長寿命木造住宅を実現するためには，木材や

木質材料の強度性能に及ぼす繰り返し負荷の影響を解明することは必要不可欠である.

そこで本研究では，現在の木造住宅の耐力壁などに用いられ，耐力要素として不可欠な構

造用木質ノ号ネルについて，地震や風圧による繰り返し面内せん断力に対する力学挙動を実証

すること，及び様々な負荷条件下における疲労損傷メカニズムの解明と実荷重下における疲労

損傷評価システムの構築を最終目的とした.

2.研究の方法

供試パネルとして，合板と配向性ストランドボード (OSB) を用いた.合板は， JAS構造

用合板・特類・ 2級に類するもので，単板構成は3層，長さ 1820mm，幅 910mm，公称厚さ 9

mmである.単板の樹種はロシア産カラマツ (Larixsibirica Ledebo町)，接着剤はアルカリフ

ェノール樹脂である.OSBは， JAS構造用パネル・ 4級に類するもので， 4層構成，長さ 2400

mm，幅900mm，公称厚さ 9.5mmである.ストランドの樹種はアスベン (Popu/;ωtremu/oides

Michx.) ，接着剤は表裏 2層ではフェノール樹脂，内部 2層ではイソシアネート樹脂である.

供試パネルから，長さ 350mm，幅240mmの試験体を 1パネルにつき 12体ずつ切り出して，

表裏面の長辺端にレゾルシノール樹脂で添え木を接着した.添え木部にボルト穴を複数あけ，

試験体の把持に用いた.試験体中央部には，せん断ひずみを計測するために 2軸ひずみゲー

ジ(共和電業製， KFGふ 120・D16，ゲージ長さ 5mm，ゲージ抵抗 1200) を貼り付けた.

作成した試験体の長辺に， 2つの L型スチールレール対をボルト固定し， 1対を油圧サー

ボ式疲労試験機(島津製作所製， E町 -UB5・10L)のアクチュエータに，もう 1対を土台に取

り付けて試験体を把持した.試験中には，ひずみ，荷重，及びアクチュエータのストローク

を終始計測した.このような試験法はASTMD2719‘'Two同railshear test"に準じたものである.

本研究では，様々な負荷を考慮して構造用木質パネルの面内せん断疲労挙動を明らかにするた

めに， 2つの実験を計画した.

まず実験①では，負荷因子として負荷波形・負荷周波数・応力レベルに注目し，これらが構造

用木質パネルの疲労挙動に及ぼす影響を検討した.負荷条件(負荷波形・周波数)として，
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矩形波・ 0.5Hz，三角波・ 0.5Hz，三角波・ 5.0Hzの 3パターンを設定し，いずれも片振り荷

重とした.また，各負荷条件下にて，応力レベルを静的強度の平均値(合板， 5.16 MPa; OSB， 

7.34お1Pa)の'50，70， 90%に設定した.従って，負荷条件3パターン×応力レベル3段階の

計 9条件下にて荷重制御で合板， OSBの疲労試験を行った. 1条件につき 3体を供した.な

お，実験①では，これらの条件は疲労試験中に変化させず，固定した.

次に実験②として，実際の荷重では上記の因子が不規則かっ複合的に変化することをモデ

ル化した変動荷重試験を設定した.具体的には，実験①で得られた結果を元に，負荷の大き

さ，すなわち応力レベルのみを途中で一度だけ変化させる条件 (twかstagefatigue I) ，及び負

荷渡形・負荷周波数・応力レベルを途中で一度だけ変化させる条件 (twcトstagefatigue ll) を

設け，各条件についてそれぞれ4変動ノ〈ターンを設定した.

3.結果と考察

まず，実験①において，合板の疲労寿命はし、ずれの応力レベルにおいても負荷条件の影響

を顕著に受け，矩形波・ O.5Hz，三角波・ O.5Hz，三角波・ 5.0Hzの順に長くなった.一方

OSBでは，負荷条件の影響がそれほどみられなかった.これらの結果から，構造用木質パネ

ルの材料構成によって疲労挙動に及ぼす負荷条件の影響が異なるといえる.

繰り返し負荷 1回目に得られた合板の応力一ひずみヒステリシスループは，その形状が負

荷条件の影響を強く受けて変形挙動が大きく異なり，繰り返し面内せん断負荷に対して強い

粘弾性を有すると考えられた.一方 OSBでは，ヒステリシスループに及ぼす負荷条件の影

響が合板ほど顕著ではなく，粘弾性が弱し、と考えられた.このような応力一ひずみヒステリ

シスループを負荷 1回目から疲労破壊に至るまで毎回記録し，合板と OSBのせん断剛性に

ついて繰り返し負荷に伴う変化を検討した.全体的な傾向として，せん断剛性は，初期の負

荷数回の聞にやや大きく低下した後，繰り返し負荷回数の増加とともに徐々に低下し，疲労

破壊直前に著しく小さくなった.合板のせん断剛性は，負荷条件によって低下速度が異なり，

矩形波・ 0.5Hzでは最も低下が速く，三角波・ 5.0Hzで最も緩やかな低下を示した.一方，

OSBのせん断剛性の変化はいずれの負荷条件でもほぼ同様の傾向を示し，また，初期の数回

の後から破壊直前までの間，せん断剛性の低下が非常に小さかった.このことから，今回試

験に用いた合板と OSBでは， OSBの方が繰り返し負荷に対して強く，初期剛性を維持する

期聞が長いといえる.この理由のーっとして，両パネルの材料構成の違いが挙げられる.さ

らに特筆すべきは，特に合板において顕著にみられた傾向であるが，僅か 10回程度の繰り

返し負荷によって剛性が初期の 1割以上低下したということである.このことから，木造住

宅の使用中に構造部材が疲労破壊に至るほどの負荷回数を受けなくても，部材の力学性能が

僅かな回数の負荷によっても低下することが十分に考えられる.従って，部材毎の性能劣化

の程度やそれらが住宅全体の構造性能にどのように影響を及ぼすのかということも含めて，

繰り返し負荷に対する木材及び木質材料の性能評価が必要不可欠になるものと考えられる.

上述したように，合板の疲労挙動は負荷条件の影響を顕著に受け， OSBの疲労挙動は負荷

条件にほとんど依存しない.負荷条件の影響を受ける材料では，実荷重の不規則性を考慮す

ると異なる負荷条件における挙動を共通に捉える手法を開発する必要がある.さらに，負荷
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条件の影響を受ける材料と受けない材料を統一的に表現できる方法を見出すことが必要であ

る.これらを解決する一つの方法として，筆者はひずみエネルギーをパラメータとして疲労

挙動を表現する方法を試みた.ひずみエネルギーは，応力一ひずみヒステリシスループの負

荷下における曲線と横軸と応力の最大値を通る縦軸で固まれる面積であり，ある荷重に達す

るまでの変形挙動をも反映するパラメータである.

疲労破壊に至るまでに与えられたひずみエネルギーの累積値(累積ひずみエネルギー)と

疲労寿命との関係を調べると，合板， OSBのどちらも，累積ひずみエネルギーと疲労寿命の

関係は 3負荷条件間でほぼ閉じであり，両対数グラフ上で線形関係が得られた.従って，疲

労挙動が負荷条件に依存する合板もそうでない OSBも，累積ひずみエネルギーを用いるこ

とによって，いずれの負荷条件にも共通な疲労破壊クライテリオンをそれぞれ得ることがで

きた.すなわち，いかなる負荷条件においても，材料に与えられた累積ひずみエネルギーが

この直線に達すると破壊するということである.さらには，疲労試験の途中で応力レベルや

負荷波形・周波数を変化させた実験②においても，実験①と同一の累積ひずみエネルギーと

疲労寿命の関係が得られた.このように負荷条件や負荷の履歴による影響を受けない破壊基

準は材料固有のものであると推察される.このひずみエネルギーに基づく疲労破壊基準を用

いることによって，不規則に変動する実荷重下での疲労寿命を推定することが可能になると

考えられ，実際の地震・風圧力に対する構造用木質ノ〈ネルの損傷評価・寿命予測システムの

根幹となるものである.

実験②のように途中で応力レベルを変化させる場合の疲労寿命算出式のひとつとして，

Miner則が知られている.しかしながら，実際の疲労寿命が常に Miner則に従うわけではな

いというのが通説であり，本研究においても，実験②で得られた疲労寿命は Miner則には当

てはまらなかった.そこで Miner則を基として，負荷回数の対数値を用いた新たな累積被害

則を考案した.これは，木質材料の疲労における力学特性の変化が負荷回数の対数値を基準

として捉えられる場合が多いことから考案したものである.実験②で得られた疲労寿命は，

概ね新たな累積被害則に当てはまり，新たな累積被害則で構造用木質パネルの二段二重面内

せん断疲労の寿命を説明できることが明らかとなった.この新たな累積被害則は，繰り返し

負荷回数の対数値のみを用いた非常に簡便なものであり，他の材料についても適用の可否を

検討する価値があるものと推察される.

4.結論

構造用木質ノfネノレの疲労寿命や力学的特性の変化に及ぼす負荷条件の影響は，木質パネルのパ

ネル構成によって異なり，合板では負荷条件の影響を顕著に受けたものの， OSBでは負荷条件の

影響は小さかった.このように負荷条件の影響が異なる木質パネルについて，ひずみエネルギー

に基づく解析を行うと，それぞれ負荷条件に依存しない疲労破壊クライテリオンを得ることがで

きたこの破壊基準は，疲労試験の途中で応力レベルや負荷波形，負荷周波数が変動する場合で

も同ーのものであり，実際の地震・風圧力に対する構造用木質ノ屯ネルの損傷評価・寿命予測シ

ステムの基礎となる重要な知見が得られた.さらに，二段二重疲労における新たな累積被害

則を提案し，変動荷重下での構造用木質ノミネルの疲労寿命予測を可能とした.
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ポーラスコンクリートの強度性状に関する

調査研究

05-55 

三重大学大学院工学研究科博士前期課程建築学専攻

萌

1.はじめに

ポーラスコンクリートは、その内部に有する連続空隙を生かし、植生ブロックや透水性舗

装など、様々な分野で利用されている非常に有用な材料であり、建築用の建材としても、非

構造部材としての適用が検討されている。

本研究では、ポーラスコンクリートの強度性状に関する既往の研究を、粗骨材に砕石を用

いたもの、および再生骨材を用いたものに整理してまとめた。そして、粗骨材の品質がポー

ラスコンクリートの強度性状に及ぼす影響を確認するために、砕石と再生骨材を用いて実験

を行ない、その実験結果から、格子モデルを用いたボーラスコンクリートの圧縮強度一空隙

率関係の推定手法 1)に基づき、粗骨材強度の影響を考慮する手法の提案を行った。

黒田大学院 2年生

2.ポーラスコンクリートの強度に関する既往の研究

2. 1砕石を用いたボーラスコンクリート

ポーラスコンクリートの圧縮強度に最も大

きく影響を及ぼすのは空隙率であり、空隙率

が高くなるほど圧縮強度は低くなる(図-11
))。

しかし、圧縮強度一空隙率関係に影響を及ぼ

すと考えられる諸要因は複数存在するにま

た、曲げ強度も圧縮強度と同様に、空隙率の

影響を受ける。

2.2再生骨材を用いたボーラスコンクリート

増加するコンクリート塊の有効利用を目的

として、ポーラスコンクリートの組骨材に再

生骨材を利用するための研究が行なわれている。

畑中らのは、再生骨材を用いたポーラスコンクリートは、砕石を用いたポーラスコンクリ

ートに比べ圧縮強度が低下する領域と低下しない領域が存在し、圧縮強度の低下の原因は再

生骨材に含まれているモルタル分であると報告している。

2.3既往の研究のまとめおよび課題

ポーラスコンクリートの圧縮強度一空隙率関係に関しては既にいくつかの研究がなされて

いる。これに対して本研究では、これまでに検討されていない要因である「締固め方法」に

ついて、圧縮強度一空隙率関係に及ぼす影響を実験的に確認し、圧縮強度一空隙率関係の推

定方法の提案を試みる。

続問めの程度および結合材量の

多少l誌、同一線上を雄移

【骨材破滋が発生しない母会】

結合材の流動性の窓遜イヒ

ポーラスコンクリートの圧縮強度ー空隙

率関係に及ぼす諸要因の影響の概念図 1)

結合材の高強度化

大+一一空隙率一一+

u
n
+
l
i
傾
斜
接
出
|
|
V
J
で

図-1
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3.締固めによる角欠けが圧縮強度一空隙率関係に及ぼす影響

締固め方法の違いによって発生する骨材の角欠け量の違いが、圧縮強度一空隙率関係に及

ぼす影響を確認することを試みた。

3. 1実験概要

粗骨材に砕石と再生骨材を用い、締固め方法を変化させてポーラスコンクリートを製造し、

圧縮強度および空隙率を測定した。

3.2実験結果および考察 60 

実験の結果から得られたポーラスコン 50 

クリートの圧縮強度一空隙率関係を図-2三日
ε守 U

に示す。図一2より、圧縮強度一空隙率関係云
'--' 30 

は締固め方法および圧縮強度の測定位置型

によらず、骨材種類ごとに一本の曲線で近霊 20

似できることが明らかとなった。また、締出 10

固め時に発生すると考えられる骨材の角
。

欠けの影響は、明確には確認されなかった。

-q 

・匂A-

o 5 10 15 20 25 30 35 40 45 

空隙率(%)

また、砕石を用いたポーラスコンクリー 図ー2 圧縮強度ー空隙率関係 (h/d:'1) 

トよりも再生骨材を用いたポーラスコンクリートの方が、同じ空隙率において圧縮強度が低

くなる傾向があり、その差は高空隙率になるほど、小さくなっている。これは、既往の研究 2)

と同様の傾向で、高空隙率の供試体では結合材量が少ないため結合材部分の破壊が先行し、

骨材強度の影響を受けにくいためだと考えられる。

4.骨材強度を考慮した格子モデルを用いたポーラスコンクリートの圧縮強度一空隙率関係

のモデル化

前川 3)が提案した斜方格子モデル[図-3

(a)J を、再生骨材を用いたポーラスコンク

リートに適用することを試みた。

4.1検討方法

格子断面を結合材と骨材に分割し、それぞ 2r

れに対して結合材強度および骨材強度を入力↓

パラメータとして与えることで、骨材強度の

影響を考慮する。

図-3(b)に示すように、単位格子の断面は、

格子上面からの高さ xによって異なる。強度

に複合則が成り立つと仮定した。すなわち、

xの位置における断面の骨材面積比と結合材

面積比に、各材料の強度をそれぞれ乗じて加

(a)単位格子

結合材

一一骨材

E 

ト汁
x=O 

O<x< r 

x= r 

えたものを、その断面の圧縮強度 [F(x) ] 

と仮定した。また、単位格子全体における圧

縮強度(丹には、基本的に、各断面の圧縮強

(c)各材料の応力ーひずみ関係 (b)断面

図-3 斜方格子
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度 [F(x) ]の最小値を用いるものとする。

4.2検討結果

40 

NE30 

E 
¥、

Z 

函20

~ 
"由
函 10

。

結合材破壊 → 

骨材破犠 → 

.‘ ‘ 

15 20 30 35 

空隙率(%)

図-4に、断面の圧縮強度 [F(x) ]およ

び圧縮強度(却の計算結果を示す。骨材

強度は 15N/mm2、結合材強度は

120N/mm2とした。 図-4には、 x=Oおよ

び x=rの計算値しか示していないが、こ

れは O<x<rの断面において F(x)>F(O) 

または F(x)>F(r)であったためである。

図-4より、圧縮強度が最小となる断面 x

は空隙率によって変化することが示され

た。ここでは、骨材破壊および結合材破壊

を図ー4に示すような断面で圧縮強度が決 図-4 圧縮強度ー空隙率関係(骨材強度

定した場合と仮定した。
FA=15N/mm2、結合材強度 :FB=120N/mm

2
) 

図-4は、畑中ら 2)の研究結果と同じ様な傾向を示しており、各材料強度の違いを考慮する

ことで、低空隙率側では骨材破壊、高空隙率側では結合材破壊という骨材強度を考慮したポ

ーラスコンクリートの破壊形態を比較的簡便な形で表現できる可能性がある。ただし、ここ

で仮定した骨材および結合材の材料特性[図-3(c)Jは、実際のものとは一部異なる。また、

破壊形態も圧縮破壊のみを考慮しており、改良の余地を残している。

5.まとめ

本研究では、ポーラスコンクリートの強度性状に関する調査を行い、粗骨材の品質がポー

ラスコンクリートの強度性状に及ぼす影響を確認、するための実験を行った。実験結果からは、

圧縮強度一空隙率関係は角欠けの有無によらず、骨材強度ごとにほぼ一本の曲線で近似する

ことができることが明らかとなった。また、格子モデルを用いてポーラスコンクリートの圧

縮強度一空隙率関係を推定するための理論的な検討からは、ポーラスコンクリートの圧縮強

度一空隙率関係を、斜方格子モデルを用いて推定できる可能性があることを示した。
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05-56木造住宅における耐震補強の促進に

関する研究
名古屋工業大学

大学院工学科博士前期過程荒木 智

1. 本研究の背景と目的

そこで本報では、地震による人的被害、財産の保護を目的として「新しい耐震補強法

の提案」と「等変位繰返し載荷における土壁の耐震性能評価実験」を行った。

2. 新しい耐震補強法の提案

本報では軸組木造住宅を対象として、既存の耐力壁で最も一般的である土壁に付加す

ること、その費用が安く簡便であることを条件に耐震補強法を提案し、実験により考察

する。

図2-1、2-2に補強方法を示す。補強は、柱に下地材としてアルミアングル(9X

40、t=2)を木ビスで固定し(図中左側)、その上に構造用合板をタッピングピスでアルミ

アングルと固定する(図中右側)方法とした。本報では、この方法で補強した試験体と、

補強されていない試験体を壁倍率算定実験により比較した。

表 2-1に基準せん断耐力と壁倍率を示す。壁倍率は補強なしが1.70、一般壁補強方

法が 3.11ィ押入用補強方法が 3.23であった。一般壁補強方法と押入用補強方法の壁倍率

は土壁も含んでいるので、それを滅するとそれぞれ1.41と1.53となり、費用の安さと

簡便さから考えると、この補強方法は有効であると考えられるが、同一試験体 3体を行

うことでこの補強方法のばらつき係数を算定すると共に、仕上方法、柱脚接合部の補強

方法についても検討しなければならない。
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図 2-1 一般壁用補強方法立面図 図 2-2 押入用補強方法立面図

表 2-1 基準せん断耐力と壁倍率

試験体名

盈主主主
一般壁用補強方法

押入用補強方法

2/3P max(kN) 
9. 34 

16. 72 

13. 52 

Pu x (0.2/D.) (kN) 
8.93 
11. 09 
11. 53 
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3. 等変位繰返し載荷における土壁の耐震性能評価実験

軸組木造住宅の耐震性能を評価するためには、基本耐震要素である耐力壁の力学的特性を

適切に把握する必要がある。現在、耐力壁の力学的特性は壁倍率で扱われ、その評価には、

静的な 3回繰返し漸増載荷による結果が用いられている。試験方法を統一することは、様々

な形式の構造要素の性能を統一的に評価する上では重要であるが、試験での載荷プログラム

と実地震動による入力の差を把握しておくことも必要である。こうした観点から本報は、実

験により耐力壁において繰返し載荷が耐力特性に与える影響を把握するとともに、その影響

を考慮した復元力特性モデルを提案する。

本報では繰返し載荷が耐力特性に与える影響を把握するために、代表的な耐力壁である

土壁と面材壁を対象とした実験を行った。載荷プログラムは①単調載荷②繰返し漸増載

荷③変形角を 1/120、1/60、1/30(rad) の 3種類とし、その 3種類の変形角をそれぞれ

繰返し回数 10、20、50回の 3種類とし、計 9種類の載荷プログラムによる等変位繰返し

載荷の 3パターンとした。なお、等変位繰返し載荷は繰返し載荷が終了した後に単調載

荷を行った。

その結果、単調載荷と繰返し漸増載荷はあまり差がなく、等変位繰返し載荷では土壁、

面材壁いずれの場合でも繰返し回数の増加の伴い繰返し変形角時の耐力が徐々に低下し、

繰返し載荷終了後の単調載荷では、耐力が徐々に上がり、その後同一試験体の単調載荷

と類似した荷重一変形関係となった(図 3-1)。なお、面材壁の繰返し変形角 1/30(rad) 

では、繰返し回数が 10回付近で金属疲労による釘の破断が発生した。
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図 3- 1 

以上で挙げた繰返し載荷が耐力特性に与える影響を復元力モデルに組み込むために耐力

劣化率と復元変形角で定量化した。耐力劣化率とは、繰返し回数ごとの繰返し変形角の耐

力を 1回目の繰返し変形角時の耐力で除したものとし、復元変形角とは繰返し載荷後の

単調載荷時において嗣IJ性が同一試験体の単調載荷と同等となるまでの変形角を示す。

この耐力劣化率と復元変形角を用いて復元カモデ‘ルに繰返し載荷による耐力劣化の特

性を組み込んだ。木造住宅の復元カモデ、ルはパイリニア+スリップモデ、ルとしてモデル

の剛性・変形角パラメタは実験値により算定した。図 3-2に実験値と復元カモデルの

比較を示す。耐力劣化が精度良く表されている。
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05-57リ ユース率向上を目指した木造住宅の

部材設計

所属機関名 名古屋工業大学大学院

大学院生 山崎真理子

1.本研究の背景と目的

循環型社会の形成を目指すなか,環境負荷低減型材料である木材の利用価値が再認識され

つつある.こ の木材の特長と価値 (再生可能,天然資源,炭素固定機能)を十分に生かすた

めには,木材の可使時間の長期化を図ることが重要である。ス トック型木材利用の最大シェ

アを占める建設用材の場合,可使時間を長期化させる上で最も有効な再資源化法は,現容積

をできる限り維持 してス トック型用途に再使用する「リユース」である.これに関して,構
造用木材は,構造物建造後数百年を経過 した材料であっても強度的に再使用可能であること

が報告されている.しかし,木材の再資源化法についてみると,経済的な問題やシステムの

未整備などから現段階では粉砕 (小片化)お よび焼却に限られてお り,上述のリユースはほ

とんどなされていない。木材は天然生物材料であり,人工的に容積を増大させることが不可

能な材料である.すなわち,小片化は容積的に不可逆法であり,再資源化の手段としては本

来後方順位に位置づけられるものである.

本研究では構造用木材の更なる有効利用 と廃棄物の減量を図ることを目標理念とし,一般

住宅における環境適合設計の一つとして,将来的にリユースの可能性を向上させる上で必要

な材料の断面寸法を検討 した。本報では再資源化施設における解体木材の実態調査を行い
,

特に,その搬入状況,材料の大きさ,お よび損傷等を定量的に把握 した。これにより,解体

木材の再使用可能性について解体による損傷量と材料の断面寸法の関係から検討 した。

2.方法

解体木材の実態調査は,名 古屋市近郊にある木質系廃棄物の中間処理施設において搬入さ

れる材料を対象に行った。当該中間処理施設には軸材,軸材 と板材の混在物,パ レットなど

が搬入される。これらは敷地内で別途選別され,接着剤等の異物の混入がない比較的状態の

良い軸材は製紙・パルプ用チ ップとし

て,ま た,異物が混入 した材や損傷の

著 しい材は燃料用チップとして小片化

されている。本研究では, リユースの

可能性が高いと考えられる軸材 を主た

る調査対象 とし,こ れ らの写真撮影 と

重量測定による調査を行った。また ,

搬入業者に対 して排出元等に関するヒ

ア リング調査も行った。

図 1 搬入時の写真撮影による軸材の形状調査

|

デ
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解体木材の性状調査では，解体材の搬入車両ごとにその側面および後方(図 1)の写真を

撮影した.また，別途選別後の軸材については，山積みされた軸材のロットの側面と断面の

写真を撮影した.いずれの場合も寸法基準とする木製スケールを併撮した.これらの画像デ

ータを基に画像解析ソフト SigmaScan Pro (Ver.5)を用いて材の形状・寸法を測定するとも

に，選別後の軸材については欠損(一次利用の加工時に生じたと考えられるもの)と損傷(経

年，および解体・運搬によるもの)を定量化した.

3.結果と考察

3. 1 搬入量

木質系廃棄物の搬入量は，運搬者

と中間処理施設の間で受け渡される

伝票を基に整理した.重量は施設内

の重量計で実測されている.図 2に

調査期間中の平均日間搬入量を示す.

軸材，および「軸材と板材の混合物J

の搬入量が全体に占める割合は，そ

れぞれ 28.4%，40.1%であった.さ

図2 平均日間搬入重量(左図)

および搬入台数(右図)

らに， i軸材と板材の混合物J中の軸材の割合を画像解析により調べたところ，平均±標準偏

差で 17.4+15.4%程度で、あった(解析率二解析可能部分/車輔縦断面全体は 78.3:1:26.1%). 

これより，軸材は全搬入重量の概略 35.5%程度を占めると推察される.

3. 2 軸材の断面積

軸材の形状を画像解析により調べた.調査対象とした軸材は，①「軸材」として搬入され

た直後のもの(搬入車輔上での調査)，②「軸材と板材の混合物」として搬入された直後のも

の(搬入車輔上での調査)，③施設内で「良質な軸材Jと選別されたもの(山積みされたロッ

ト単位の調査)の 3種類である.②については，③の最小断面積以上の断面を有するものを

軸材とした.表 1に調査した軸材の数量と断面積を整理した.これより，中間処理施設にお

ける選別の前後では断面積の分布に違いがあることが窺える.選別前の軸材(①+②)の平

均断面積は 119.5cm2 (n=671，表には記載していなし、)に対し，選別後(③)は 140.6cm2 

(n=810)で、あった.これは，搬入後の選別により断面の小さい軸材が多く取り除かれている

ことを示唆するものである.

表 1 画像解析を行った軸材の断面積分布

本数 断面積 (cm2) 

(本) 最小値一平均値一最大値 中央値標準偏差

新搬入の軸材 393 37 144 1859 111 128 

混在物中の軸材 278 29 85 455 80 46 

選別後の軸材 810 29 141 1240 110 102 

全体 1481 29 131 1859 104 105 
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軸材全体の断面辺長の分布を調べると， 9'"'"'12cm角の材料が全体の 45.5%と大きな割合を

占めており，一般住宅におけるこれらが多く使用されていることが裏付けられた.住宅建材

の現状を考えると，このサイズの軸材の排出・搬入は今後も増加し，その集成材化が進むも

のと予想される.ある程度決まった形状の材料がまとまった量で継続的に搬入されること，

集成材化が進み製紙パルプ用チップへの加工が困難になるであろうことなどから，このサイ

ズの軸材を対象とした再資源化法の開発は一つの課題となり得る.一方，比較的大容積を有

する 15cm角以上の材料も 10%以上あった.

3. 3 軸材の欠損と損傷

軸材の欠損と損傷の状況を調べた結果，欠損として，ほぞ穴(出現率 24%)，切欠 (19%)， 

金物 (14%)，背割り (13%) が確認された.損傷の出現率は 28%で、あった.

3. 4 再使用可能割合

一本の軸材における再使用可能な長さの割合について定量的に把握するために， r搬入時の

長さ」に対する「損傷を除去した後の残りの長さJの割合を再使用可能割合と定義して解析を

試みた.正方形断面を持つ軸材について，

断面辺長と再使用可能割合の関係、を図 3に

示す.これより，断面辺長 llcm付近を境に

再使用可能割合の下限値が高くなる傾向が

読取れる.これについて KS検定を用いて詳

細に分析したところ，辺長 11.Ocmを境界と

して再使用可能割合の分布形に違いが認め

られ (1%有意)，断面の大きい材は再使用

可能割合の下限値，すなわち保証値が大き

いことが示された.

図4は，図 3の関係について，さらに搬

入後の選別によって取り除かれた材を数

量的に考慮し，累積頻度曲線としたもので

ある.この累積頻度曲線が，ある一棟の木

造住宅から排出された解体木材(軸材)の

再資源化割合を示すものと仮定すると，縦

軸と曲線で囲まれる面積は住宅一棟分の

再使用可能割合としての意味を持っと考

えられる.これを軸材の再使用可能係数と

100 
ヌ
:::....-80 
4日
高 60
器
官 40
E 
躍 20
昨

q!2:♂QE 
00: 

一一一 Q-do・-一一 一:

.0 

ot 10 15 

断面辺長 (cm)

20 

図3 正方形断面材の再使用可能割合
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定義し，本研究の調査結果を元に試算した 図4 正方形断面材の再使用可能割合に関する

ところ，断面辺長が 11.Ocm以下では 0.52， 累積頻度曲線(断面辺長による違し、)

同 11.Ocm以上では 0.92となった.これは，

断面寸法の増大が軸材の再使用可能割合の向上に寄与することを示す一方，断面が現行の JAS

10.5cm角程度の材で、あっても非損傷部分は平均で 50弘以上あり，これらは容積を維持した再

使用の可能性を有するものであることを示唆している.
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05-58集落の空間構成に関する研究

一山口県上関町"祝島"集落とその近隣集落の比較研究一

広島工業大学大学院環境学研究科修士課程地域環境科学専攻

2年 池田 亜依

1.研究背景

現代の都市内の住宅地区は、格子状の道路計画に加え、集住のカタチが見えにくく、利便

性中心に一様に組まれた計画になっている場合が多い。一方、農山漁村の集落は、自然環境・

風土に順応し、地域に合った集住のカタチを形成している場合が多い。そのような集落の空

間構成を、「物的な空間構成Jを中心とし、そして、「環境共生」の視点も加えて、現地の各

種の状況から、分析・考察を行うことが必要であると考える。ここでの「環境共生」とは、

自然環境、人間・社会環境の持続的共生関係とする。

2.研究目的・意義

本研究は、所属研究室(森保研究室)で平成 13年 8月より継続的に研究している山口県上

関町“祝島"集落を主対象とし、その空間構成事例に基づき、「集落空間の現れ出た姿(集落

構成の姿・現象)Jから、「集落の空間構成要素Jを求め、空間構成要素の枠組み化(空間構

成化)を図り、それらをふまえて、近隣集落および他集落との比較を行うことを目的とする。

本研究の意義としては、主として、対象とする集落の“保全への集住提案"を行うもので

あり、また、瀬戸内の“他集落への展開"、更に、都市内の密集住宅地などを対象とした“新

しい集住に関する計画条件"の提供をも考えるものである。

3.所属研究室の既往の祝島集落研究成果と本研究との関係

祝島は、山口県南東部、人口 555人(平成 19年 1月末)の上開港南西約 16kmの周防灘に

浮かんでいる周囲約 12kmの離島で、ある。比較的平坦な斜面に住宅が集中し、集落を形成して

いる。島の歴史を伝える行事として、 4年に 1回、神舞(かんまし、)神事が催され、島は賑

わいを見せる。水産庁は、平成 18年 2月 17日に「未来に残したい漁業漁村の歴史文化財産

百選 jとして『祝島の神舞と石積み集落』を決定、さらに、百選を代表する 5地区に認定し、

農林水産大臣認定証を授与した。

所属研究室(森保研究室)の既往の祝島集落研究成果としては、①練り塀の類型:塀型・

準塀型・準壁型・壁型の 4型 5種、②「路居J:みちを中心にして、みちの両側に練り塀、そ

の練り塀により、いえがつくられている集住の形式を示す新しいカタチ、③空間構成:し、え、

みち、水路を基本として、本道・練り塀・中間領域・集合単位に関わるものや、ソフトシス

テム等が、複雑に絡み合い、形成された集落であることが明らかとなっている。

本研究は、その成果を再解釈し、路居の概念化と中間領域を中心に各空間構成要素の考察

とその枠組み化、祝島集落と近隣集落および他集落との比較を新たに行うものである。
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4.研究内容・方法

1)祝島集落における空間構成要素のうち、路居の形成に関わる要素、中間領域および生活組

織・祭事等を抽出・確認し、それらを含めて全体から枠組み化を行う。 2)祝島集落の路居の

形成に関わる空間構成要素をふまえて、路居を中心に、近隣および他集落の空間構成要素に

関する実態把握を行い、祝島集落との比較を行う。 3)スケルトン・インフィルシステムを用

いて、路居の解読・一般化を行う。

5.祝島集落における空間構成要素とその枠組み

5-1 練り塀と路居

既往研究成果での路居の命名を受けて、ここでは、現地調査を基に、以下の 4視点から路

居に関する概念化を新たに行った。 i)所有形態:本道は、公有地であり、練り塀・いえは、

私有地に存在する。註)物的形態:この練り塀は、いえをカタチづくり、みちをもカタチづ

くる。 iii)意識形態:練り塀のみち側といえ側とでは、居住者の利用意識上、異なる性格を

持つ。 iv)集住形態:みち、そして練り塀を介在として、いえが取り付き、それらがみちに

沿って連なり、いえ並み、まち並みを形成している。つまり、練り塀は、単なる塀ではな《、

集落の一つの空間構成要素といえる。

5-2 本道に取り付くいえ(住宅)の型

本道とは、冠婚葬祭の際、通ることが決められている主要な道で、時代的に古い道を示し

ており、集落内を行き来するために縦横に張り巡らされているものである。本道沿いの特徴

ある九、え(住宅)の型」で、特に敷地が小規模で、練り塀が主として塀型・準塀型である

いえ(住宅)の型を 7種確認した。

5-3 路居に従属する型

特に敷地が中規模以上で、主として壁型である練り塀により形成され、空間変化が継時的

に顕著にみられた特徴的な「いえ(住宅)の型j、回囲い込み型、囲内部増設型、固くら型、

回多要素混在型の 4種を確認した。

5-4 中間領域

共的利用空間に関わる門(かど)、オザレ、ニワ、セド、通り抜け(便利道)等、各種のも

のが得られた。特に、私有の土地を通り抜ける、「通り抜けj の道は 6種あり、便利道として

機能しており、集落全体に張り巡らされていた。

5-5 空間構成要素の性格付け

土地の所有と利用の観点から、「公J:公有地を公的に利用すること、「準公J:公有地を共

的に利用すること、「準私J:私有地を共的に利用すること、「私J:私有地を私的に利用する

ことと定義(設定)し、祝島集落における全ての骨格の各種の空間構成要素に対して性格付

けを行った。結果として、「準私」・「準公Jといった性格の空間構成要素が多数存在しており、

これは、祝島集落の特徴といえ、空間構成の再整理に大きく影響するものと理解された。

5-6 祝島集落における空間構成

祝島集落における空間構成は、全体として、集落形成発展段階(現在)については、全て

の骨格が複雑に絡み合い、『路居』とし1う形態が作られたものと考えることができた。

生活組織・祭事と空間構成の関係について、まず、生活組織・祭事に関しては、惣・講・
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株うち・トウド・神舞等が得られ、これらは、集落の空間構成要素とは別種のものであるが、

集落形成において、集住のカタチへ大きく反映・下支えしたものとして捉えることができた。

以上より、路居の形成に関わる空間構成と生活組織・祭事とを合わせて解釈すると、祝島

集落は、自然環境(条件)を基盤として、それらの環境に順応し、生活組織・祭事等のソフ

トシステムを基礎として、路居の形成に関わる空間構成要素が複合的に絡み合っており、つ

まり、環境共生型のいえとまちのカタチが形成されてきたものと解釈できた。

6.近隣集落および他集落における空間構成要素と祝島集落との比較

6-1 近隣集落の現地調査

《沖家室集落》生業、いえの型、水路や井戸の分布状況は、祝島集落と共通していた。特に、

「みち」と「水路」には、強し、類似性がみられた。《平郡島集落》東と西の集落共に、コール

タールを外壁に塗っており、「練り塀Jはないが、「コールタールの薄い皮膜」が、単なるコ

ールタール以上の「集落のいえの連なり」の意味を強調しているものとも感じられた。《佐田

岬の集落》三崎町・井野浦集落ほか何か所かで、石垣がみられた。連続した塀が存在してい

たが、路居の概念はみられなかった。

6-2 海に面した国内市町村へのアンケート調査

祝島集落に類似した空間構成要素の実態把握のため、海に面した圏内市町村へのアンケー

ト調査(全国調査)を、計 4回に分けて実施した(全880市町村配布。回収率約 60%)。

結果として、「練り塀」に類似した石造構造物(工作物)は、西日本に多く存在しているこ

とが判明したが、路居の概念を有している市町村はなかった。また、本道、中間領域、生活

組織・祭事についても、同時に調査を行ったが、祝島集落のように、数多くの空間構成要素

が存在している市町村はなかった。

7.サポート・インフィルシステムと集落に関する考察

路居の概念を、サポート・インフィルシステムを用いて、解読・一般化を行うために、集

落形成に関連した考察を行った。祝島、沖家室、平郡島集落に当てはめると、スケルトンは、

集落を形成する際、基本的骨格となる“みち"“水路"、インフィルは “し、え(内部)"であ

る。次に、修繕部位と境界部位は、それぞれを明確に分けず、暖昧な空間部位としてセット

してみると、 2つの部位は、“祝島"集落は“練り塀"、“平郡島"集落は大壁の外壁に加えた

“コールタールが塗つである舟板"、“沖家室"集落は外壁に加えた“舟板"とされる。実例

として、修繕部位・境界部位には、「オープン外構やセミオープン外構」があげられ、路居の

概念を用いたいえ並みでは、大阪の「コモンシティ星田」があげられ、今後の事例展開が期待される。

8.結論

祝島集落における空間構成要素に関しては、路居の形成に関わる要素を把握し、空間構成

要素の相互関係とその枠組み化、およびソフトシステムを含めて、祝島集落の路居の形成に

関わる空間構成を得た。また、近隣集落および他集落との比較により、祝島集落の独自性を

確認できた。ここで示した「祝島集落における空間構成」は、環境共生、地域・風土と居住

文化等で特徴ある本集落の「保全jへの条件と考えられ、「路居の一般化」は、いえ並みのデ

ザインコードとして、設計・計画要件の一つのカタチ(姿)ともいえ、瀬戸内の他集落や、

密集したまち(住宅地)の計画への応用・展開が期待される。
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05-59石質仕上材料の美観評価指数構築を目指す

印象評価に関する研究

九州大学ユーザーサイエンス機構

学術研究員土屋潤

本研究の最終目的は，材料の視覚的特性を明らかにし，設計者やユーザーにとっての材料

美観評価指標を示すことで，適切な材料選定を可能にし，質の高い景観を有する都市形成に

寄与することである。

都市建築ストックに多用されている天然・人工石材を含む石質系仕上材料の視覚的性能に

関しては系統的な研究例がなく，汚れやメンテナンス方法に関しては数多くの事例が紹介さ

れているが，使用石材種類・表面性状と印象評価との関連性については未だ十分に解明され

ていない。

そこで、建築の内外装仕上材料として多用され，質の高い景観構成に寄与すると考えられ

る石材を用い，視覚的評価に影響を及ぼす要因を定量化し，有効な評価指標を提案するため

の基礎データの蓄積を主たる目的とする。具体的には，観察条件を変化させた環境下での実

験から，材料の視覚的快適性をより向上させる照明条件や，空間的位置関係等の情報を得る

ことを目指した。

材料の視覚的印象は、材料固有の表面性状とともに観察する人間の環境により変化を生じ

るため、各種観察条件下での印象評定等が必要となることが、これまで検討してきた結果か

らも明らかであった。石材が仕上材として使用される場合には、表面に各種の仕上技術によ

り凹凸を付与しており、それらは特に照明条件により陰影の差異が生じ視覚的印象に大きな

影響を及ぼすと考えられる。過去の研究においても、照明の要因は大きな影響があることが

指摘されているが、石材の多数の仕上げに関して照射光の方向と視覚に関する検討を行った

例は少ない。照明条件と印象評価との関係は、特に内装材用の石材の設計、日照条件と外装

材の印象評価の把握などに有効と考えられる。

印象評価に用いる試料は、実際の石材を材料レベルで、評価するため寸法 300X300mm、厚

さ20mmに切断したものを用いた。また鉱物による光沢や模様の影響を極力減らし、主に表

面性状の影響を考察するために石材種の中から国内外で産出される表面色や質感が異なる 5

種類を選定した。これらの砂岩に打部径の異なるハンマービシャンを用い、打数を変え、パ

ターンを変化させた叩き仕上げと、ダイヤモンド砥石とツヤバフにより研磨回数を変化させ

た平滑仕上げを人力により施し、試料を作製し検査に供した。

砂岩試料表面への拡散光源の照射角度条件を変化させた検討を行った結果、砂岩仕上げの

凹凸感、目の粗さ感は照射角度との関係が明確に見られ、照射角度が小さいほど凹凸があり、

目が粗いと評価されたが、自然感、心地よさ、特色感、複雑さは照射角度との関係は不明確

であることが明らかになった。また光沢のある試料は照射角度が小さいほどつや感が高くな

- 189-



ることが明らかになった。石材表面の機械的凹凸を評価する表面粗さ Raとの関係について

は、各照射角度において凹凸感、目の組さ感、特色感、複雑さと関係、があり、特に Ra値が

大きいほど目が粗く、複雑と評価される傾向が見られた。

表面形状を変化させた砂岩を用いて、光の照射角度と観察距離が印象評価に及ぼす影響を

検討した結果、凹凸のある試料は観察距離が遠くなるほど凹凸感が低く、平滑な試料は観察

距離による変化が少ないことが明らかになった。また、光沢のある試料は照射角度が小さい

条件下で観察距離が遠いほど心地よさの評価が高くなった。画像から抽出した陰影分布情報

の平均明度 ・コントラスト ・集中度に関しては、凹凸感、目の粗さ感において集中度(陰影

の偏り)、コントラストの影響が大きかった。明暗感、心地よさに関しては平均明度の影響

が大きく、陰影により表面の明度が低下すると、暗く、不快と評価されることが明らかにな

った。
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05-60室内有害物質の浄化を目指した可視光応答型光触媒の開発

~フラーレンを用いた酸化チタンへの挑戦~

山形大学大学院理工学研究科

助手日野哲男

近年，ホルムアルデヒドに代表されるガス状有害有機物(揮発性有機化合物 :VOC)が，シック

ハウス症候群と呼ばれる，目の痛みや頭痛などさまざまな症状の原因になるとして，極めて大

きな問題となっている。こららの，有害化学物質は，多くの家具や建材に含まれるほか，石油系

の暖房器具などからも発生し，室内の空気を汚染することが知られている。現在までに，吸潜

除去シートや光触媒として知られている「酸化チタン」を用いた試みが国内外で幅広くなされ

ており，特に，酸化チタンを用いた場合にはその浄化効果は極めて長期にわたるのに加え，触

媒を活性化させるのに必要なエネルギー源は光だけで、あるため，材料開発面からも特に有用

であると考えられている。光触媒は名前の通り，光によって触媒として作用するが，光の種類

として紫外線のみに反応するという欠点がある。つまり，屋外や日差しが入る室内などでは高

い光触媒作用を示すが，夜間の室内などは，光を発するものが多くの場合蛍光灯だけしか無い

ため，光触媒の触媒反応を起すための紫外線量が非常に微量であり，十分な光触媒反応を発揮

することが出来ない。ある例では，光触媒を屋外において検討した場合には， 1日で分解・浄化

出来たものが，室内では1000日もかかってしまうことが報告されている。つまり，蛍光灯の光

が照明の主となる室内環境では、可視光線反応型の光触媒の方が光触媒の効果が有効的であ

るといえる。なおこのような観点の下，可視光応答型に改良した酸化チタンも最近いくつか報

告されている。

本研究テーマでは、その特徴的な構造に起因する特異的な電子的な性質から大きな注目を

集めているフラーレンに着目し，フラーレンとアミノ修飾シリカゲ、ルからなる新規有機一無

機ハイブリッド型活性酸素発生化触媒(1)を設計合成し、この，酸素(空気)存在下での，可視光

照射による有機汚染物質・有害化学物質の光分解作用の検討を行った。なお，分解有機物のタ

ーゲットとしては，印刷業界における水質汚染物質の代表例である，メチレンブFルー(MB)な

らびにオレンジII(OII)などを勇気汚染物質のモデル物質としてもちいて，本触媒の可視光

触媒としての性能評価を検討した。

その結果、本触媒が可視光照射下で有効に光触媒能を示すことが明らかとなった。特に、

触媒のシリカゲ、ル部位とフラーレン部位のアミノ結合鎖が基質と相互作用することで、単に

シリカゲルとフラーレンを吸着させた場合にくらべ大幅に効率のよい触媒活性を示すことが

わかった。特に、酸性官能基を有する OIIを用いた場合においてはおそらく、酸塩基相互作用

などにより触媒に効率よく吸着するためその光分解挙動が促進されることが示唆された。

また、本系でのメイン活性種は・OHであることがEPR測定から示唆された。
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またさらに、本触媒は回収し、そのまま繰り返し使用することも明らかにした。図5には、

本触媒を50回繰り返し用いた場合と、一回目に用いた場合での反応結果を示しているが、分解

挙動はぼぼ同等であり、触媒活性がすくなくとも50回は維持されていることが明らかとなっ

た。

また、予備的検討の段階ではあるが、 vocの主原因となっているホルムアルデヒドの水溶液

であるホルマリン溶液の分解反応、さらには環境ホルモンの代表格であるビスフェノールA

の可視光照射下での光分解反応にも成功した。今後は、今回得られた知見を基にし、さらなる

高効率触媒の設計を踏まえた新触媒の開発ならびに光分解可能有害有機物への適応性などに

ついても精査していくことで、より高活性の「可視光応答型光触媒Jが開発できるものと確

{言している。
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05-61炭化物の吸着性能の相対評価と、それに

伴う品質評価手法の開発

【はじめに}

鹿児島大学大学院農学研究科

修士 2年森岡秀夫

炭化物の性質は、炭化温度や炭化時間によって異なる。炭化温度が上がるにつれて、真密度、

p Hは大きくなり、導電性を示した。炭化する際に起こる反応は複雑多様であり、用途も調湿材料、

吸着材料、土壌改良資材、燃料と幅広い。中でも吸着は炭化物の中でも、水質浄化、悪臭除去な

ど、多岐にわたり応用が利く用途であると考えられる。吸着する時は、吸着する物質と吸着される物

質の境界で起こる。

本研究では、炭化物が物質を吸着する際、炭化物自体はどのような状態になっているのか調べ

ることを目的とした。X線光電子分析装置(以下、 XPS)は物質表面に存在する原子の結合状態を知

る、有力な手段である。炭化温度の異なる炭化物を製造し、 XPSを用いて炭化物表面の分析をし

た。

【実験方法】

試料:スギ材、スギ樹皮、モウソウチク節間部

炭化過程:卓上マッフル炉(デ、ンケン製，KDFS80)にて、上昇時間 20分、保持時間1時間の条件

で炭化した。それぞれ木炭、樹皮炭、竹炭として、炭化温度は 4000C'"1，000oCまで 1000Cおきの 7

段階とした。

形状:(1)約 4cm四方(2)粒径約 5mm(3)粒径 45μm以下として、次の①~③の試験に供した。

①見かけの密度測定:(1)を使用。電子天秤を用いて炭化物の質量・水中における浮力を測定し、

これをもとに見かけの密度を算定した。

②ょう素吸着試験:(3)を使用。jISK 1477に準拠し、残留しているよう素濃度からょう素吸着量を

求めた。

③XPSによる表面分析:(2)を使用。分析機器は X線光電子分析装置(SHIMADZU，ESCA-1 000) 

を用いた。X線源はMgを使用し、加速電圧を 10kV、電流は 20mA、分析スリットはφ1mmを用い

た。分析は 1，100"'OeVの範囲で、行った。測定する物質に、ある一定以上の大きな波長のX線を照

射すると、原子の内殻にある電子が励起し、光電子として外に脱出する。この現象を光電効果という。

内殻電子が軌道を励起して、脱出の際に出てきた電子の運動エネルギーの値は原子別で、異なり、

それぞれ固有の値を持つ。C原子の電子軌道のうち、内殻の1s軌道においては励起した電子の数

がピークに達する 300"'27 5eVの範囲で O.leV毎に測定を行った。試料に対してある刺激を与

えた際、その刺激や応答を特徴づける量に対して応答強度を記録したものをスベクトルとい

う。分析する 300"'275eVの範囲をX線から照射された炭素原子の18軌道の中にある電子の応

答強度として C1sスペクトルとした。同様に、 01sスペクトルの範囲である 540'"'-'520eV、I(ょう素)3d

スベクトノレとなる 637"'612eVにおいて分析をした。その後、 C1sスペクトルについては 287"'282eV

の範囲で化学シフトを参考にピークを波形分解し、炭素原子結合状態別の定量を行った。また②で

- 193-



吸着した炭化物試料を恒温乾燥機にて 105
0
Cで1週間以上乾燥させた後、同様の試験を行い、分

析による吸着の前後を比較した。【結果および考察}

①:図1に見かけ密度を示す。竹炭と樹皮炭は高温で、炭化しても形が崩れていなかった。逆に木

炭では、炭化の際に高温で炭化したものは炭化する前の原形をとどめておらず、割ってみると、内

部割れに近い変形をしていた。図1を見ると木炭は他の炭化物に比べて見かけ密度が小さい。害IJれ

によって木炭の内部に空洞がで、き、見かけ密度が低下していると考えられる。炭化温度が高くなると

真密度、は大きくなるが、見かけ密度は炭化温度によりも左右する大きな要因があると考えられる。

②:図2に炭化物 19に対するよう素の吸着量の結果を示す。すべての炭化物で、炭化温度の違

いにより、ょう素の吸着量が異なった。吸着量が多かったのは、 900
0

Cで炭化した木炭や、 800
0

Cで

炭化した樹皮炭で、あった。スギ炭、樹皮炭は炭化温度が高くなるにつれて単位吸着量が大きくなっ

た。炭化温度が 1000
0

Cになると、わずかに吸着量が減少した。竹炭は 400，1000
0

Cで炭化した際に

多くよう素を吸着した。また、図1と図2の樹皮炭と竹炭について、比較してみると、見かけ密度が大

きいほど吸着量が増えると推察される。見かけ密度を測定するだけで、おおよその吸着力が判明で

きると考えられる。木炭については高温の炭化物について、特に大きな内部割れが存在していたた

め同様の傾向は見られなかった。

③:図3に樹皮炭のClsのピークスペクトルを示す。炭化温度400
0

Cから炭化温度 1，OOOOCの炭化

物において、 Clsスペクトルを比較すると、木炭、樹皮炭、竹炭の3種ともにClsスペクトルは 284eV

でのピークを示した。竹炭には 292eVの位置に木炭、樹皮炭にないようなピークが発生した。これは

X線によって光電子が励起し飛び出した際の運動エネルギーや shake-up過程より、真空中に離脱

したベンゼン環を含んだ物質が XPSによって検出された。

化学シフトにより、グ、ラファイト/芳香族炭素化合物、直鎖上の脂肪族炭素化合物、ヒドロキシル基

エーテル基などの官能基、に波形分解をすると、脂肪族炭素化合物の割合が最も多く存在した。

図4、5には木炭にょう素を吸着させる前後での、図6、7には竹炭炭にょう素を吸着させる前後での、

波形分解した炭素化合物の移り変わりを示した。ともに脂肪族炭素化合物は吸着後に減少を示し

た。

【まとめ】

見かけ密度の測定によって、炭化物がどれだけの吸着能力があるのかを判断できる要因が得られ

る。炭化物は複数種の炭素化合物によって構成されておりょう素を吸着させた前後で、の炭化物は、

炭素原子の結合状態が変化してしも事が確認できた。
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05-62イソシアネート接着剤を用いたボードの

開発と特性

鹿児島大学 農学部

研究生長谷部出

現在の日本の林業にまつわる諸問題は、外材輸入に伴って国産木材の単価が低下したことに起

因しており、伐採量の減少、間伐材の未活用問題、また台風などによる自然被害のための倒木の

処理問題などが挙げられる。これらの解決策のひとつとして、木材を接着加工してボ}ドにする

方法を検討した。本研究の目的は、木材の用途のーっとなり得る新たなボードの開発である。強

度面、耐水性において現在上市されているボード類を上回るものを開発したい。同時に、ホルム

アルデヒド系接着剤の問題である voc問題も解決することである。このために、水』性高分子イソ

シアネート系接着剤を利用してボードを開発することによって実現しようとした。

研究材料として南九州産スギ材 (CnputomenajapomcaD. DON)を用いた。接着剤は水』性高分子イソ

シアネート系接着剤(アイカアイボン:アイカ工業株式会社製)を用いた。ボードの型枠として

120凹x120 Dlffi (膨潤・収縮率用)、 90凹X250凹(曲げ強度試験用)を作製した。

ボードの製造方法は以下の通りである。①スギ材を超仕上げかんな盤により厚さ 1-----1.5凹， 2 

-----3mrnにスライスした。スライスしたスギ材を幅 2-----3凹でカットし、木片(エレメント)を採取

した。②採取したエレメント(少量)と接着剤を混ぜ合わせ、一定方向に少しずつ型枠に並べた。

これを繰り返し、厚さ 3-----4凹程度になるまで重ねる。重ねたものを上からある程度圧さえつけ、

予備圧締した。型枠から外した後、油圧ジャッキ式プレス機で圧締を行った。油圧ジャッキ式プ

レス機は上下温度約 60"-'80
0

C，圧力 80kgflcm 2-----120 kgf/cm 2で約 1時間-----2時間、熱圧締した。

ただし、試験目的によってボードのエレメントの寸法，型枠，エレメント量，接着剤量，圧締圧

力は異なる。

膨潤・収縮率用のボードは、エレメントの幅，厚さに関しては同じサイズでとした。ただし、

繊維長は 50凹， 120聞の 2つに分け、 2種類のボードを成型した。曲げ試験用の縦方向用ボード

は、エレメントの織維長，幅は閉じサイズ。厚さに関しては1.0 -----1. 5 IDIlI厚， 2.0-----3.0 lIlIU厚の 2つ

に分け、 2種類のボードを成型した。横方向用ボードについては試料が足りなかった為、 1種類の

ボードを成型した。

試験用サンフ。ルの採取は、膨潤・収縮率用試験片は成型したボードから試験片 30rnm X 30 nnnの

試験片を採取した。密度がなるべく等しくなるように端から 10-----15 lIlln程度を切り落とし、織維

長 50凹 lで成型したボードから 12個， 120酬で、成型したボードから 8個，計 26個採取した。曲

げ強さ用試験片は、縦方向と横方向の 2種類の試験片を採取した。

エレメントが長さ方向に並んでいるものを縦方向試験片とし、幅方向に並んでいるものを横方

向試験片とした。120凹X250 nnnの成型したボードより、縦方向試験片(幅 50凹×長さ 200凹)

をエレメント 10""'15阻 l厚成型エレメント 20""'30凹厚成型より各 3枚、計6枚を採取。横方向

用試験片はエレメント 20""'30lIlllI厚成型より計4枚を採取した。

膨潤・収縮試験の方法は、 JISに規定されたボードの中で一番近い JISA 5908パーティク
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ルボードに準じて試験を行った。

曲げ試験の方法は次の通りである。 JISA5908パーティクルボードの規格では、支点間距離(ス

パン)については厚さの 15倍とし、かっ 150凹以上と規定されているが、本実験で使用する試

験片の厚さは 9凹厚であり、 15倍しても規定のスパンに達しないため、スパンを 150mmとした。

結果及び考察は以下の通り。

(1)膨潤・収縮率試験

膨潤率について、 JIS規格では、厚さ膨潤率の値は 12百以下とされ手居る。当開発ボードで

は l舗を下回った。エレメント 120阻成型のボードは変動係数団を下回る値を示したのに対

し、 50阻成型のボードは密度・膨潤率共に平均値は 120ll1Ill成型のボードと同様で、あったもの

の、変動係数は 5"-'100%の値を示した。

エレメント 50ll1Illで、成型したボードは、エレメントの端と端とが重なり合う部分が出来てし

まう。重なり合う部分は手作業で行う為、不均一に出来てしまう。それに対してエレメント

120凹で、成型したボードは、型枠のサイズ (120ll1Ill x 120 ll1Ill)と同じ長さなので、エレメント

の端同士が重なることはなく、密度が安定したボードも成型出来ると考えられる。

また、文献値と比較すると、 PBの厚さ膨潤率の値は 3日間浸漬で、 20"-'30%の値を示して

いた。本試験での表 2の厚さ膨潤率は、 3日間浸漬で平均 6.14"-'6.24%で、あった。

収縮率では、エレメント 50皿のボードと 120皿のボードとの平均値を比べると、ほぼ等し

かった。しかし、エレメント 120ll1Illに比べて 50皿は変動係数が大きかった。エレメント 120

皿の成型ボードの体積収縮率は 12"-'20%であった。これは気乾状態の含水率が 20%前後あっ

たため、大きな値となったと考えられる。変動係数は概ねo.19略の値を示していた。

全体としては、本実験では他種の接着剤を用いた対照実験をしていないため、明確な考察

は出来なか-った。文献値と比較してみると、ユリア樹脂接着剤を用いたものとは膨潤率が大

きく違っていた。得られた結果からは、イソシアネート系接着剤はフェノール樹脂接着剤と

同様、屋外などや水を頻繁に使用するような場所などにも使用出来ると考えられる。これは、

1類(特類)相当の耐水性に相当している。これは、イソシアネート系接着剤は木材中の水

分や水酸基(セルロース， リグニン)などに結びつき、とれが高い耐水性を発現しているも

のと考えられる。

曲げ試験の結果を以下に示す。

縦方向については、エレメント 1"-' 1. 5 nml厚，エレメント 2"-'3mm厚の両方が 50N/mm2前後の値

を示した。エレメント 2"-'3叩厚のボード、については、破壊面を見ると節の部分で破壊が起きてい

た。節によって強度にどの程度の影響が出るのかは今回の試験では見なかったが、節を多く含む

ことで破壊しやすかったと考えられる。また、養生時間が短かったことも影響していると考えら

れる。

横方向では、1.5"-'3.6N/mm2となった。縦方向よりも小さかった。また、横方向の値はインシュ

レーションボードと同等の値を示した。 JISに記載されている曲げ強度試験方法は、ボードのタ

イプによって細かく区分されるが、大まかに縦・横方向共に最低 8N/mm2以上の強度を持ち、縦-

横方向の値の小さい方を採用することとしている。本試験では横方向になるが、最低の 8N/nun 2 

以上にも達する値ではなかった。

文献値と照らし合わせると、密度がほぼ同等の単層 PBの曲げ強さは、ほとんどが 30"-'40N/
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凹 2の間にある。当開発ボードは縦方向がそれらより大きい値を示した。横方向については大き

く下回った。縦方向の強度が大きいこといかしてボードを 3層で形成することで、横方向に対す

る強度も解決できると考えられる。

以上のように、本実験で開発したボードは縦方向の曲げ強度が強く、水分に左右されづ、らいボ

ードが出来た。しかし、 2試験しか行っていないこと、曲げ強さ試験で横方向の強度が低いこと

など、現段階では使用することに対してたくさんの問題がみられる。だが、縦方向の曲げ強度を

活かして、互い違いに層を形成させた 3層ボードを形成するなどの改良を行うことで解決出来る

と考えられる。そして、実際に製品化する際のもう一つの問題として、他のホルムアルデヒド系

の接着剤に比べイソシアネート系接着剤のコスト高が上げられる。現在、イソシアネート接着剤

は価格が高く広く使用されていない。その為、単価も高く、ホルムアルデヒド系接着剤に押され

ている。しかしボード特性をあげ、イソシアネート接着剤が広く使用されるようになれば、廉価

になると期待できる。
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05-64建材及び異種建材境界面におけるカビの発育

お茶の水女子大学

教務補佐員柚木玲

1. 本研究の目的

近年、わが国の建築物は省エネルギーを目指し、高気密・高断熱化されてきた。こ

れは省エネルギーの観点から見ると効果をあげている。しかし一方で、室内空気と外

気の換気がうまくおこなわれず、シックハウス症候群や、結露、カピの問題が生じ始め

た。断熱工法などが不適切な建物で、浮遊真菌数が多かったとし1う報告がある 1)。

本研究では、建築構造内におけるカピ発育の可能性を非定常解析により明らか

にすることを目的とし、木造住宅で防湿シートを設置する場合とそうでない場合で、

構造内各境界面のカピ発育の可能性を検討した。

2. 方法

2.1. 非定常解析プログラム

解析には非定常熱湿気同時移動解析プログラム WUF1(ヴーフィ:WUF1 Pro4、フ

ラウンホーファー建築物理研究所)を用いた 3)ヘ
2.2. 壁体構造

壁体は屋外側より、外装仕上げ一通気層一合板一断熱材(住宅用グラスワール:

GW)ーポリエチレン防湿シート (PE)一石膏ボードを想定した。断熱材の厚みは次世

代基準に従い、 I地区のみ 150mm、それ以外で 100mmとした。以下防湿シートを設

置した場合を"シートあり"、設置しない場合を"シートなし"と呼ぶ。

2.3 気象条件

対象地域は次世代基準の各地域区分から lから 3都市を選択した(I札幌市、 H

弘前市、盛岡市、 111仙台市、長野市、 1V新潟市、金沢市、東京都、 V宮崎市、 V1

那覇市)。室内温湿度は 2月に最低 20
0
C、40%RH、8月に最高 28

0
C、60%RHを示

すサインカーブとなるよう設定した。

2.4. その他の条件

分析開始時には、各地域の平均相対湿度の時の各建材の含水率を設定した。

また、温度はすべての建材に一律で各地域の平均温度を与えた。分析は経年の水

分蓄積を確認するために、 3年分実施した。建物の向きは南向き、 10mまでの高さの

戸建て建物を想定した。
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3. 結果および考察

31. 含水率

含水率が経年で上昇すると構造に水分が蓄積していくことが考えられ、不適切な

工法と判断できるが、本結果で解析したケースでは、水分の蓄積のあるケースは認め

られなかった。

32 相対湿度

Fig. 1に防湿シート屋外側、 Flg.2に断熱材屋外側の相対湿度変化を示す。

防湿シートを設置した場合のシート屋外側の相対湿度変化を見ると、那覇市では

夏季 6月から 9月の 3ヶ月間、 80%RH以上となった。また、宮崎市でも 7月から 8

月の聞に 80%RHを超える時期が認められた。それ以外の地域では特に高湿度にな

るケースはなかった。

断熱材と合板間の湿度変化を見た場合、シートを設置すると那覇市では 6月前

後、宮崎市では 9月前後に 80%RHに迫る高湿度を示した。温暖な土地では、防湿

シートにより夏季に壁体内が高湿になる場合があることが示された。

シートなしの場合、札幌市、弘前市、盛岡市、仙台市、長野市で冬季に 80%RH

以上の高湿度を示した。特に I地区および H地区の 3都市(札幌市、弘前市、盛

岡市)では 10月から春先 (3月から 5月)までの約 6ヶ月間高湿度を示した。

IV地区である新潟市、金沢市でも 1月周辺で 80%RH以上の高湿度が認められ

た。一方、同じ IV地区の東京ではシートの有無に関わらず高湿度とならなかった。

4. まとめ

本研究では木造建物で防湿シートの有無が、壁体内部湿気性状にどのような影

響を与えるかを明らかにするために、非定常熱湿気同時移動解析を実施し、カピ発

育の可能性について分析した。

その結果、寒冷地では防湿シートを設置しなければ、屋外側の合板などでカピ発

育や腐敗の危険が考えられるため、シートの設置が不可欠である。一方那覇のような

蒸暑地ではシートがあることでかえって、シートの屋外側に高湿度の部位が生じること

が確認された。
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コンクリート部材の李ユースによる

期間限定型建築の開発
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フローとしての建鏡

1. 研究の背景と目的

環境を考えた「良質なストックとしての建築」が

建築産業の主流である一方、長引く不況に対して

「良質なフローとしての建築」が求められている。

この二つの要求に対して、アンボンド PC鋼材によ

る部材リユースシステム(以下、RePC)を提案する。

さらにこのシステムが、都市活性型建築モデルとし

ての妥当性を持ち合わせているかについて検証する。

解陣

ストック

/ぐ「
ド云イ;

スト雲院;制

ストック

建世

解体

fig.02 Re陀観念図

かぶり厚さ
中性化事
水セメ ント比

0.30.15+3x') _， 
耐用年数 y : ーで一一一ーァC‘

R' (x'心 25)'

4四

1.17 
0.38 (AEコン使用で、+5ーと した)

fig.04 基本ユニット

- 戸

2. 予備的考察

COP3や学会戸明によって建築において環境への

意識が高まり始めた 1997年から 10年程度を振り返

り、雑誌から期間限定型建築の事例を収集した。さ

らに、小松らの研究本lより、 一般建築の寿命実態を

加えて記す(fig.O1)。期間限定型建築は、 l年前後の

ものと 10年前後のものに分類される。そして、こ

れらの事例はコンテナ造を含む鉄骨系と、木系に限

られている。コンクリート系は 90%以上の再資源化

率を有し、リサイクルの研究開発は活発であるが、

リユースに関連する事例は、コンパージョンやリノ

ベーションなどの既存建物を延命する例以外に見ら

れなかった。また、物理的耐周年数に関しては、木

造30年、鉄骨造70年程度に対して RC造60年

とぽ言わMれて引いるωが、高融強度酢コンけクリト一ト怜を用いれ川ば出

単位水量を減らすことができ、耐久性は格段に上が :LJ〆，
ぶり厚さに到達する 13:fF 

期間を耐用年数と考えると、数百年である。これを ZF S¥ 
用いて長寿命な部材を製作すれば、リユース建築と fig.03 m合部 一…
して非常に有効だと思われる。

システムの提案と試設計

コンクリートが期間限定建築として敬遠される理由の Iつに、部材重量の大きさがある。

重量を含めた施工性が原因で、コンクリート系は優秀な環境性能を発揮することができてい

ないと言える。これを踏まえて本研究では、部材を小さなピースに分割することで部材重量
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fig.05 ポイドスラプ

H 日

n 

を鉄骨レベルに下げ、この小さなプロックをス

トックして流通させるというシステム(fig.02)を

提案する。構造計算により、 6m程度のスパンに

対して 450x600mmの梁断面を、柱に関しては

600x600 mm断面を想定した。構造計算上は上階 i ー ふ ← J 一ー三ー

で柱のピッチや寸法を小さくできるが、それよ 竺ぶ
りも全体を統一したシステムで構成することで 引 2 醐益 l ij i | 
部材種類を限定し、数の増減によりプランに自 竺こ町民 団 ! ! . -'! 陣 .・ l

由度を与えた。また、コンクリートの防音性. U副担 九? flg侃基準住戸42詳細図

蓄熱性・耐震性が最も効果的に発揮でき、部材を繰返し使用できるよう、中層型の集合住宅

を選択し、敷地は期間限定型という特性と土地利用の活性を目的として、都心の遊休地を選

定した。敷地に与える影響を小さくするため、既存杭を積極的に利用し、解体後も新設杭と

共に地中に残す。また、建物本体の環境性能として、ボイドスラプによる自然換気システム

を使用する(fig.05)ofig.06は l戸66凶の 7階建て集合住宅の試設計図面より抜粋した。

防止
一師、，
B泊
伺

.Y2 

つ紅白『?芯

4.環境負荷の評価方法

本論では、上記の試設計を元に廃棄物重量と CO2排出重量により環境負荷を測定する。前

者には部材重量をそのまま用い、後者には部材重量に建築学会の LCC02原単位刊を掛けたも

のを採用し、それらを建物の耐周年数で除した一年当たりの環境負荷と、それを積上げ式に

足し合わせた総環境負荷によって評価し、他構造の集合住宅と比較する。
(1)ライフサイクル (3)建物の耐周年数
部材製造・輸送・施工・使用・部材リユース・素材リサイ 社会的な背景を踏え、 100年以内の範囲で比較を行う。
クル・廃棄を考え、使用と廃棄は本論の評価に含めない。 (4)工事種類
使用は設備にまつわるものが多く、廃棄そのものの環境負 仮設工事・土・地業・コンクリート・型枠・鉄筋・鉄骨・ PC.

荷は無視できるものとする。 防水・タイル・木・金属・左官・木製建具・金属製建具・ガラス・
(2)比較対象の建物 塗装・内外装・仕上げユニットに分類し、杭・外様・設備工事な
岩田らの研究科で登場する一般的な7階建て RC造集合住 どは除き、基礎梁から上の建物単体について評価を行う。
宅と、それに使用を併せた鉄骨造集合住宅を引用した。 (5)シナリオ

iや1..02 設定シナリオ ー リユースは仮設足場と銅製型枠の 90%、さらにリユース鉄骨造

一丁2-Tm ;2 2JJ一一'-::-1 z:;2041 では鉄骨部材を、 RePC造に関してはプロックと PC鋼材の 90%

泊 Fす L-4tτ配 … 〈苛¥-4:1討 をリユースすると仮定する。リサイクル率は各種資料事5.6 を参

同監 :ZJZj問王立副 開札全てのシナリオにお吋上は 25年ごとに期す
ド玩云一一一一長一ょこlRep岨同研一-1EF-孟「 るものとする (table02)。

5.分析

最も複雑な形状をしているボイドスラプを 2パタ

ンとし、それによって 4つの特徴的なプランを得た

(fig.07)。柱・梁架構の上にボイドスラプを載せる形

式をとっているため、設備スペースが躯体と切り離

された。プロック数の調整によって、高さ・間口方

向のスパンに可変性を与えている(fig.08)。プロック

に関しては、大きさと重量の点で、それぞれ 1m.

ltと鉄骨レベルであるが、ボイドスラプは載せ方の

都合上、長く重いものになっている。施工手順では、

--Jι 一一---J..土二二ごをJ

三 にこ孟

三空一一空三三7

ヲニコ
M M 叫

i角矧
fig.08 プロックの組方

f 一三五士二二=-'2生=

が句=J~'
主側玄園ー列鐙コア

ず一一空三三)~三

ャ ャ一一r.;;
t側玄聞こ殉"コア

fig. 07 スラプ形状とプランヲイプ

d d______j~ 

供捗d
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柱の組立はクレーンで簡単に行えるが、解体時に建

設時と同様の足場を作成するという不利な面も見ら

れた。また、プロックとブロックの目地部分につい

ては、様々な材料を検討し、接着芯本7を用いれば、

解体後もほぼ元のままで、建設・解体を 3度繰り返

した結果も非常に良好な剥離性を示した(fig.09)。接

合部以外の部材は配筋を施していないが、無傷であ

り(fig.10)、繰返し・長く使うというシステムの性格

に適合していると言えよう。 fig.11 は各構造による

建物の LCC02 と部材重量を表したもので、前者は

構造による差は殆どないが、後者では、 RePC造が

鉄骨造と RC造の丁度中間に位置している。また、

部材の流通後はコンクリート部分がなくなる。fig.12

は現状に近いリサイクル率を設定したシナリオ

(table.02) で構造別に比較したものである。廃棄

物を見ると、 RC造が他の構造に比べて 20%程度大

きい。しかし、 CO2排出量は構造ごとに差が生じ、

RePC造は、 RC造の 50%、ReS造の 75%程度に抑

えられている。 fig.13は 100年を lスパンとした時

に、環境負荷を積上げ式に求めたものである。建物

の平均寿命33年で建替えた場合には、RC造と RePC

丑口口官一一一む
fig.09 居地素材の検討と、繰返し利用状況

Hd晶鑑 4時fff'蜘叫 瞳Bi
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fig. 10 架構実厳の緒子
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2印国 |院 S棚田万
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山崎 ，.・ 川 ，~四§

22社lはlhh;:Z?
5 10 33 Iω ."ぇ・則 【.，

f;g.13 1∞年スパンでの総環境負荷

れ1 1岨年スハンでの総E毎週底割・2・2
40000 

35000 

サlidii13
造に廃棄物 1500t、CO2排出量4000tの差が出てい 1ご --1Z7 

る。当然、短期更新の方が絶対量の差が大きくなる 叩 riI .… 
が、 RePCの場合には、期間を短くした場合にも環 叩川川 ]1._ 

境負荷を抑えることができており、 10年程度の短期 。陣EVfY明
間限定建築にも対応しやすいことを示唆している。 調靖，

年スパンでの総環境負荷(陪蝕別)

fig.14では、さらに階数をパラメータとして追加した。 x年更新の a階建てを xY-aFとする

と、 10Y-3Fと33Y-7Fの間で一部逆転している箇所も見られるが、これは 25年更新の仕上

げに起因している。 S• ReS • RC造では、 10Y-3Fが 100Y-10Fの1.5倍となっているのを見

ると、更新の早い低層商業建築などは環境負荷が大きいことが容易に分かる。しかし CO2排

出量を見ると、 10Y-3FのRePC造が、 100子 10FのSや RC造より小さい。つまり、 RePC

造なら、 10年程度の短期間限定型でさえ、他構造の 100年建築並みの効果が期待できる。

6.まとめ

f4つのプランと可変性を持つ階高・スパン」

解体と流通を考慮したことで、特徴的な部材が得られた。部材の中で最も特異な形状をし

ているのがポイドスラプであり、工場製作と搬入の点で工期にも影響を与えることが予測さ

れたため、二種類に絞った。これによって、 4つのプランが決定した。また、階高・スパン

もそれぞれ 500・1000mmピッチで伸縮可能なものになった。
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「ひび割れの入らない無筋プロック」

接合部以外は無筋プロックを採用したが、構造実験によって短期・長期ともひびが入らな

いことが確認された。無筋では、鉄筋の腐食を考える必要がないため、耐久性が格段に高く

なる。また、粉砕しでも鉄くずの混入がない為、リサイクルの観点でも非常に有利である。

「非常に小さい CO2排出量」

特に CO2排出量の削減効果が非常に高いことを定量的に評価した。通常の RC造の半分、

リユース S造の7割程度に抑えられ、排出権取引が実施される将来は経済効果も期待できる。

「短期更新型施設としての可能性」

短期間に繰返し更新を行うシナリオでも、現状の 100年建築と同等以上の環境負荷削減効

果が認められた。解体が可能であることに加え、環境負荷が非常に小さいということは、情

勢変化で急速解体を迫られる場合にも有利でーある。昨今では、定期借地権付き土地や都市計

画区域などを含め、将来のことはさておき、とりあえず建てるというケースが少なくない。

期間限定型建築としては 10年までしか事例が見られなかったが、このような場合、結果とし

て 10年以上の使用になることも考えら、 RePC造に向いていると言える。

「混構造としての利用の可能'性」

本論におけるコンクリート部材のリユース効果測定では、特に環境負荷低減効果とその経

済効果による社会貢献度が定量的に評価された。 fig.15(河唱*9より作成)を見れば、全て
ト

の構造で最も多い割合を占めるのはコンク川リ aペ心:j-"'¥ 話誠誠!十¥、¥¥¥¥必 ¥ ;冷苅守、¥¥1苦玄忠器i日乙1ζ;ζ
一→トで怜あるぷことから凶も、本論のような架構全体 :~明:2

としての使用は勿論、部分的に口コンけクリト一ト川リ U山‘主ぐ ¥ノ 二景酢〉ニみ宅Ji5記出主訟:肝ス
ユ一スを用いた場合も、効果が大きいと言える。 fi乱 15縦形式ごとに見た梼成部材重量の割合

7.まとめ

コンクリート造は、耐久性や蓄熱性、防音性など

に優れながら、寿命実態は 40年程度である。材料の
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会大会学術講演梗概集 2002

清家剛小山明男「戸建て住宅の新築施工現場における
投入・排出資材量調査」 日本LCA学会研究発表会
2005 

が建築業界の現状に新たな一石を投じることを願う 0 ・9 清家剛秋元孝之監修「サステイナプル八ウジングJ

東洋経済新報社 2004
尚、本論は RePC研究会の成果の一端である。研究会は、中塚 高草大次郎 rストックアンドフローとなる建築モデル
倍、鈴木毅、山中俊夫、高草大次郎、幸山真也、中森卓也、大 の可能性-PCリプロックシステムJUIT推進会議妓術

西広朗、巽英明、寒川勝彦、古林桂太、多田正治、渡辺勧、菅 研究発表論文 2006

田昌弘、片岡誠によって構成されている。
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05-68住宅における冷房使用と窓開放行動との

関係に関する研究
大阪市立大学

前期博士課程 2回生 林 小勇

背景:

地球環境問題を背景にエネルギー消費量の削減が強く求められている。近年、建築におけ

る自然エネルギーの活用は課題になっている。住宅部門のエネルギー消費は，日本のエネル

ギー消費の 14%を占めるといわれている。総務省が行った平成 15年の住宅・土地統計調査

によれば、平成 10年'"15年の増加率をみると， i 6階建以上」の住宅の増加率は共同住宅

全体の増加率(12.8%増)を大きく上回っており，共同住宅の高層化が進行している。また、

エネルギー庁「電力需給の概要」によると、家庭において最も電気を消費じているのはルー

ムクーラーや冷暖房兼用エアコンといった空調機器であり、 2003年度では家庭用電力消費の

約 1/4を占めている。冷房消費電力の削減が省エネルギーの観点から必要となっている。

住宅における窓の開閉行為は温熱環境を調整する居住者による適用行動のーっとして捉え

られている。 Rajaら，Wongら，Feriadiらの研究では、居住者による適応行動や心理的要因が

その温冷感に与える影響は大きいと指摘している。窓の開聞は居住者による温熱環境調節行

為として積極的に導入すべきものであり、環境負荷低減につながると同時に、快適性にも寄

与する。

以上のことから夏季においては、冷房設備に頼るのではなく、冷房を使用せずに、快適な

居住環境を作り出すことが重要である。夏に住者による温熱環境適応行為は、着衣量調節、

代謝量調節、窓開閉や日射遮蔽等がある。これらの実施状況を把握した上で、調節行為に影

響を及ぼす要因をあきらかにすることによって、より快適で、より経済的で、より健康的な

温熱環境調節の実現が可能になると思われる。

目的:

本研究は夏季の温熱環境と環境調節行為、環境に関する意識、ライフスタイルに関する調

査を集合住宅を対象におこない、環境調節行為の生起要因を明らかにすることを目的とする。

本研究における温熱環境調節行為とは、冷房使用、窓開閉及び扇風機使用をさす。

方法:

調査は大阪市内南部の住吉区を中心とする地域に立地する 6階建て以上の中高層集合住宅

に調査票を配布し、郵送により回収した。住棟は分譲と賃貸、民間公営が均等になるように

予め選定し、住棟のすべての住戸に調査票を配布した。住棟数 24棟、配布住戸数 1681戸、

回収数290通である。

調査項目は、表 1、2、3に示すように、 A:住戸属性 (9項目)、 B:住環境評価 (16項

目)、 C:回答者属性(15項目〉、 D:意識と習慣 (11項目)、及び環境調節行為としての

E:扇風機使用 (2項目)、 F:冷房使用 (9項目)、 G:窓開閉 (7項目)である。調査は 3
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"-'6カテゴリーで行った。

環境調節行為に関係のある因子を調べるために、平均値の検定を行った。検定では表の行

の評価カテゴリーを大きく 2カテゴリーに分けた。

本研究の結果としては、以下のようになる。

1)冷房使用程度と関係ある因子項目は、居住年数、住環境の満足度、風通し、日当たり、

ベランダからの眺め、外からの視線、結露、湿気や臭い、カビ、日射の熱、日射、冷房効き

やすさ、夏の暑さ、回答者の暑さへの耐性である。意識と習慣の「夏はできるだけ冷房に頼

らず自然の風で過ごしたし¥J、 「室内でも外とのつながりが感じられる方がよしリに当ては

まる(2%)、 「節水をこころがけている」、 「節電を心がけている」、 「都市高温化を実感し

ている」、 「都市高温化や地球温暖化に関心がある」は冷房使用程度と関係がある。

2)起きている時の窓開放と関係ある因子項目は、風通し、ベランダからの眺め、湿気や臭

い、夏の暑さ、性別、暑さへの耐性、寒さへの耐性、生活の型、食事時間、朝食の摂取状況

である。意識と習慣の「夏はできるだけ冷房に頼らず自然の風で過ごしたしリ、 「冷え性の

傾向がある」、 「室内でも外とのつながりが感じられる方がよし¥J、 「節水をこころがけて

いる」、 「節電を心がけている」は起きている時の窓開放と関係がある。

3)就寝時の窓開放と関係ある因子項目は、居住階数、住環境満足度、日当たり、ベランダ

からの眺め、外からの視線、湿気や臭い、日射の熱、夏の暑さ、暑さへの耐性である。意識

と習慣の「夏はできるだけ冷房に頼らず自然の風で過ごしたしリ、 「室内でも外とのつなが

りが感じられる方がよい」、 「節電を心がけている」は就寝時の窓開放と関係がある。

4)扇風機使用程度と関係ある因子項目は、居住階数、ベランダからの眺め、部屋に湿気や

臭い、コバエ、日射の熱、居住者の年齢である。意識と習慣に関する項目すべてには、扇風

機使用の程度による差がない。

5)冷房の使用程度は、電気代意識、電気代の差、冷房設定温度、就寝時の冷房使用、冷房

使用についての考え方、起きている時の窓開放、就寝時の窓開放と関係がある。

6)起きている時の窓開放は、使い扇風機の台数、扇風機使用程度、冷房使用程度、電気代

意識、冷房設定温度、就寝時の冷房使用程度、冷房使用についての考え方、就寝時の窓開放、

窓かける幅、玄関の開放と関係がある。

7) 扇風機使用程度は、使い扇風機の台数、電気代意識、起きている時の窓開放と関係が

ある。



05-69調湿建材と省エネルギー型デシカント空調システムを

併用したダンプハウス対策に関する研究

1 .研究背景

東京大学大学院工学系研究科建築学専攻

博士課程 察耀賢

近年、欧米では、住宅の気密性の強化に伴い、室内換気回数の低下による室内湿度上昇が

生じ、室内におけるカビ発生など、の問題が顕著となっている。湿度上昇に伴う結露被害は、

建物の腐朽のほか、カビ毒などによる生物起源の IAQ(空気質:Indoor Air Quality)の悪化

や健康影響を意味しており、ダンプハウス (DampHouse)或はダンプビルディング (Damp

Building) と称される社会的な問題となっている。

従来の冷房システムは、室内空気を露点温度以下に冷却し、除湿するという冷却減湿方法

を主に用いている。しかしこれは、露点温度以下の冷却による除湿は結露に伴うドレンパン

上のカビなどの発生の遠因となり、上記ダンプハウス問題を深刻化させることこそすれ、こ

れを軽減するものでは必ずしもない。日本の住宅の室内気候を改善するため、換気量の確保

および室内の温度・湿度調整を両立するに、環境に優しい室内温度・湿度環境調整方式が必

要であると考えられる。

2.研究目的

本研究の具体的目的は次の 3点である。

(1)健康的なドレンレス空調システムの提案。

空調機と室内の空調ユニットのドレン工事が必要ないため、工期の縮減かつ設備費用の

コストダウンが可能になる。さらに、一般空調機内のドレンパンやフィルタにしばしば

発生するカビや汚れなどの問題がないため、健康面でもメンテナンス面でも有利となる。

また、空調機の小型化も可能になるため、設備空間も節約できる。

(2)環境配慮型空調システムの提案

本研究では、ヒートポンフの温排熱を除湿材の再生に活用することにより省エネルギー

効果を図る。また、太陽熱および地中熱など自然エネルギーの導入により、環境配慮型

空調的システムとなることを図る。

(3)調湿建材及びデシカント空調システムの併用

潜熱負荷変動に空調システムの容量制御のみで対応することには限界がある。省エネル

ギーを図るには、この負荷変動のレベルを抑え込むことが必要となる。本研究では調湿

建材を室内に設置し、一部の湿気負荷を負担する併用方式、及び、調湿建材の吸湿・放

湿サイクルについて検討する。
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の室内・外気の絶対湿度変化

3.研究結果

3. 1 新たなデシカン卜空調システムの構築について

本研究では、 C02ヒートポンプのガスクーラ及び蒸発器で発生した温熱及び冷熱を直膨方

式でデシカント空調機に組み込み、低温排熱が得られない場合にも安定した再生用エネルギ

ーが供給出来る高効率のデシカント空調システムを提案した。また、夏期におけるシステム

の性能実験を行った結果、本システムでは結露が生じず、相対湿度 70%を超える累積頻度が

30%以下となり、微生物汚染の可能性は小さいと考えられる。

実験用システムの電気ヒータの代わりに、 C02ヒートポンプのガスクーラからの排熱を利

用することを想定した場合、成績係数は 2程度に達し、一般のデシカント空調システムより

効率が大幅に向上することが期待できる。

3.2 調湿建材及びデシカント空調システムの併用について

本研究では、調湿用シリカゲルを室内に設置し、夜間にデシカント空調と併用する実験を

行った結果、設置しない場合と比べ、室内の絶対湿度を約 19lkg'程度低減することができ

た。また、室内の湿度変動を緩和する効果も見られた。更に、調湿用シリカゲルを夜間吸湿、

昼間吸湿の一日サイクルで利用する検討を行った結果、強制換気により昼間の外気を利用し

た乾燥方式は適用可能であった。
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05-70韓国建設産業における品質確保のための

設計・監理者の役割

<第 1章>

京都大学大学院建築学専攻

博士 2回生 李俊錫

・韓国では 10数年前、いくつかの重大な建設事故を経験し、その後、第三者による「責任

監理制度Jを導入するなど、品質確保の問題に国を挙げて取り組んでいる。

-日本よりも早く第三者監理を受け入れた韓国では、品質確保のためどのような方法を使っ

ているのか、またその方法の問題は何であるのかを明らかにする必要がある。

<第 2章>

・「国土開発総合計画Jが打ち立てられ、本格的な土地開発事業が始まり、国のインフラ及び

建設産業に対する投資が国家運営の主要項目として認識された。

• GDPに対する建設投資の比率は、 1970年代の前半期から増加しつづけ、 1995年には 22.1%

に至るようになった。

・朝鮮戦争後の復興事業も追い風となり、韓国における建設投資は順調に伸び、それに伴い

建設産業も肥大化し、建設業者が乱立した。乱立した建設業者を整備し、また零細な建設

業者を育成するため、 1958年「建設業法Jを制定した。 1960年代に入ってから韓国の建設

産業は飛躍的に成長したが、量的な成長が優先され、品質に関する認識は足りなかった。

1962年から政府主導で「経済開発 5か年計画」が推進され、建設産業が韓国経済の大きい

軸として浮上し、経済開発の過程で技術蓄積と大型化の土台を備えた。また、 1970年代の

後半には中東市場に進出し、莫大なオイルドルを誘致することによって韓国の経済発展に

大きくに貢献した。

このように 1960年代から 1980年代の前半期までは、韓国の建設産業が超好況を向かえた

時期であった。この期間、韓国の政府は免許基準を強化することによって不良業者を整理

し、品質確保を図ろうとしたが、建設産業での既存業者と新入業者との競争がなくなり、

国際競争力及び品質の低下を引き起こした。 1973年には、 TQCを建設産業に導入するなど

の動きもあったが、品質に関する認識不足などによって、未だにその成果は充分なものと

はなっていない。 1980年代に入ってから、建設市場の開放および、韓国の建設生産システ

ムが原因になるいくつかの崩壊事故によって品質管理や監理者の必要性を感じ、「建設技術

管理法」や「責任監理制度」などを導入したが、このような努力にも関わらず、死傷者 1400

人を超える大型惨事が発生し、建設産業に対する批判的なイメージが広がった。このよう

な状況により、建設産業全般にかける危機感を感じた韓国政府は、建設産業の構造を改善

するため、「建設産業基本法」と韓国のCM方式である「建設事業管理制度Jを導入した。
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-設計監理とは、新工法や特殊工法を用いる公共工事等が制度の適用対象であり、対象工事

の基本設計、実施設計が建築法等関係法令に従ったものであるかのチェックを民間業者に

委託する制度である。

・責任監理とは 100億ウォン以上の公共工事に関して、公共発注機関の監督者に加え民間監

理専門会社に対して工事監理業務を委託することである。

-建設事業監理制度とは建設工事に関する企画、妥当性調査と分析、設計、調達、契約、施

工管理・監理、評価、事後管理等に関する管理業務の全部又は一部を遂行することをいう。

<第 3章>

監理の定義から監理体系まで法律によって厳しく決められている韓国の監理制度は、責任

監理、工事監理、施工監理、検測監理、建設事業管理に分けられている。

監理方式は、プロジェクトの種類によって第三者監理方式、第三者の責任監理方式、設計

者監理方式、発注者監理方式、建設事業管理方式に分かれている。

プロジェクトの実施方式は、設計施工分離発注方式が一般的な方式であり、大型工事など

はターンキ一方式や建設事業管理方式で実施できる。

<第 4章>

韓国での設計者とは自己責任下で建築物の建築・大修繕、建築設備の設置或いは工作物築

造のために図面・構造計算書及び工事仕様書、その他建設交通部令が決める工事に必要な

書類を作成し、その設計図書が意図したのを解説し、指導・諮問する行為を行う人を称し、

設計業務は事前調査から、設計図書の作成、設計意図の説明などである。

発注者と設計者の関係で設計契約は請負契約であり、設計の暇庇が発生した場合には、設

計者は設計に対する補修責任及び一般的損害に対する責任を負担しなければならない。

設計者の責任は設計者のみではなく、発注者、監理者、施工者に転嫁される場合が多い。

設計者の役割はその業務から分かるように、建築プロジェクトのプロセスの中で設計情報

を作成及び発注者の要求が生産情報、中間生産物、最終生産物により反映されるように解

析・諮問することである。

<第 5章>

韓国での監理制度は、 1980年代から設計者及び施工者の技術的な能力の不足、大規模の

建設関連事故などが原因となり、問題を解決するため、五つの監理制度に分化している。

監理制度の中で監理者の業務を整理してみると、発注者と行政機関の代理としての業務と、

施工に対する監理者本来の確認業務、施工者の安全管理や品質確保に対する指導・監督業

務などまで、プロジェクトに幅広く関与している。

監理者の業務遂行を支援するため、監理者に工事中止命令などの強い権利を付与し、それ

に対する厳しい責任も負わせている。

監理者の業務は、設計以後段階で品質確保のために最も大切な役割を行っていると考えら

れるが、その分、監理者の負担も大きい。
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韓国の監理制度は、全体的な体系を完成した後、細部事項を制定したことではなく、その

時代の問題を解決するため、監理者の役割を強化して現在に至っている。

<第 6章>

韓国の設計者による監理方式は、設計者が工事の最後まで関与できることにより、発注者

の要求が建築物に充分に反映できるが、前述のとおりに専門的な監理・管理能力が不十分

であるため、施工段階での品質確保は期待しがたいと考えられる。

第三者による監理方式は、監理者が施工段階での技術指導や監督の業務に加えて、発注者

の要求に基づき、設計以後からプロジェクトの管理業務、品質及び安全管理業務まで行う

場合が多いため、監理者の負担は増加するが、専門的な監理者によって監理業務が行われ

るため、品質確保が容易である。すなわち、監理者の能力がプロジェクトの成果を左右す

ると考えられるが、監理者の能力が施工者や設計者より低い場合が多いため、指導・監督

業務が中心ではなく、チェックリストによるチェックが中心になっている。このような過

度な業務の集中は、むしろ監理者としての正常的な業務遂行を妨害していると考えられる。

発注者による監理方式は、設計者とのコミュニケーション及び発注者が十分な管理や管理

能力を持っていれば、優秀な品質確保が期待できる方式であると考えられる。

CMrが監理業務を行う監理方式は、 CMrが設計監理や責任監理業務を含め、プロジェク

ト全体の管理を行うため、 CMrの力量によって品質、コスト、工期などの生産性の向上

が期待され、近年その契約高が伸び続けている。

第三者の監理者と CMrの両方が存在する監理方式は、プロジェクトの初期から各主体の

役割などが管理されるので、高い品質が期待できるが、 CMrの工事監理機能と監理者の

役割が重なることによって、効率性の問題が提起され、最近では殆ど行われていない。

監理とは設計と施工の技術能力や自主管理、プロジ、ェクトへの協調の土台の上で働ける事

実を看過し、未成熟な建設環境のまま、監理者の任命によって品質関連問題の一括的解決

を狙って導入したことにより、システム的に問題が発生した。

設計者による監理方式以外の場合、最も基本的な問題は設計者と施工者間の断絶である。

つまり、設計図書の完成の後、施工者を選定するので、施工者はフロジェクトの最後段階

まで参与できない。また、設計者は設計段階では施工者の技術レベルが予想できないので、

新しい工法の適用より一般的な工法を選択する傾向もある。これにより設計者と施工者の

対立関係が引き起こされた。

韓国の監理者は、施工段階での品質管理の業務以外に、発注者の代わりの行政業務やマネ

ジメント業務が相当程度含まれるため、監理者がプロジェクトの管理者としての役割まで

遂行しなければならない。このような過度な業務の集中は、むしろ監理者としての正常な

業務遂行を不可能にしていると考えられる。

CMrとしての組織も設計検討や責任監理業務などを遂行するため、自分の組織の中に設計

や監理部門に対する組織を持たなければならないので、むしろコストアップなどの原因に

なる可能性もあると考えられる。
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05-71自然系ワックスからの揮発性有機化合物放散
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はじめに

近年、脱石油を目的とした再生可能資源の利用技術開発が進行しつつあるが、

液状建材の分野でも天然系製品の使用、開発が行われている。これらの揮発性有

機化合物 (VOCs)の放散対策の観点からは、比較的放散量の多い初期放散と放散

量は比較的少ないが恒常的な長期放散とを分けて考える必要がある 1)。本報では

自然ワックスについて初期及び長期の VOCs放散について検討した。

2 実験方法

3種類の自然ワックス (LVl、AUl、CE1)それぞれをアルミ板に塗布して測定用試

料とした。これら試料からの VOC放 散をJISA1901に準拠した小形チャンバ一法に

よって測定した。測定条件は温度 2S0C、湿度 50%RH、換気回数 0.5回 /h、試料負

荷率 2.2m2/mJを目安とした。カルボニル化合物は DNPH管で捕集し高速液体クロ

マトグラフィにより、その他の VOCsは TenaxTA管で捕集し加熱脱着 GCMSにより

分析した。

3 結果及び考察

3 1 カルボニル化合物の短期放散

VAは Valeraldehydeを表す。図 lから図 3より FA(Formaldehlde)はいずれのワ

ックスでも放散は非常に小さかった。ワックス LVl では HA(Hexaldehyde)、AA

(Acetoaldehyde)の初期放散が比較的大きかったが、半日も経てば下がった。 AUl

では HAの初期放散が2日間に渡って大きかった。 CElでは PA(ProplOnaldehyde) 

HAの初期放散が大きかったが、 1日経てば下がった。
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カルボニル化合物の長期放散

図 4よりワックス LV1では 50日程度の測定期間中、微量ながら PAの放散が継

続していた。図 5より AU1では 90日程度の測定期間中微量の AON (Acetone)放

散が継続していた。また、図 6より CE1では 10日程度から特に PA、HA、AAの放散

速度の急激な上昇が見られた。このように、 1週間程度で放散が治まるように見えて、

後から本格的な放散が起こることもあるということが分かった。このようになるのは

中に含まれる空気中の酸素やオゾンによって酸化されやすく、アルデ、ヒドを生成し易

い亜麻仁油のためではなし、かと考えられる 2)。

3.2 

力ルボニル化合物以外の VOCs放散

カルボニル化合物以外では、ワックス LV1からは 1-0ctanolの放散が、 CE1から

は LIIDoneneとHexanoic aCldの放散が見られた。 AU1からの長期放散の例を図

、MENTに関しては2日で急激に減少し、 7日以後

だけは1ヶ月程度まではかなり放散し、それ以後も微量の

3 3 

9 
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4. まとめ

全体的にアルデヒド類やリモネンなど植物由来化合物の放散が見られた。ワックス

によっては塗布して 10 日程度経過した後、アルデ、ヒド類の放散速度が突然急上昇

した。これはワックスに含まれていた亜麻仁油が酸化されたためと考えられる。比較的

大きいが短期的な初期放散、中期的な突然のE麻仁油由来の放散、小さいが持

続する長期放散の3型の放散に異なる種類の注意を払う必要がある。
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05-72吸着建材による室内空気中の化学物質濃度

低減対策に関する研究

東京大学大学院工学系研究科建築学専攻

博士課程 徐長厚

- 研究背景
最近、室内空気汚染化学物質の問題の対策として、汚染源対策、常時換気だけではなく、

パッシブ吸着建材がよく使用されている。 tolueneなどの VOCsに関する対策の場合、汚染物

質吸着能力を持たせた石膏ボードなどの建材が製品として市場に流通しているが、吸着建材

の濃度低減効果評価法や統一された試験法で横並びの性能評価が行われていない。また、

toluene濃度低減性能試験に関する研究の事例はあまり報告されてないのが現状である。

本研究では、試験体表面の気流がコントロール可能な物質伝達率制御型小形 TestChamber 

を用いて一般的な吸着材である粒状活性炭及び各種吸着建材による VOCs濃度低減性能試験

を行い、濃度低減性能に及ぼす影響因子を検討する。また、吸着破過試験)を用いて、活性炭

及び各種吸着建材の toluene吸着等温線を推定し、 tolueneに対する吸着持続性能を検討する。

- 研究概要

VOCs濃度低減性能試験は物質伝達率制御型小形 TestChamberを用いて行う。測定試料は

一般的な吸着材である活性炭、 5種類の吸着建材(活性炭配合石膏ボード、活性炭ボード、

多孔質調湿セラミック建材、ケイカル系調湿建材及びセラミックタイル)及び通常の建材の

石膏ボードである。

吸着建材の吸着持続性能の検討は、破過試験を用いる。破過試験の測定試料は活性炭、活

性炭配合石膏ボード、活性炭ボード及び通常の建材の石膏ボードである。

- 研究成果及び課題

本研究では、吸着材の活性炭及び各種建材の VOCs濃度低減性能及び破過試験を用いて、その

持続性を検討した。

1.実験及びCFD解析により、活性炭などの各種建材の VOCs濃度低減効果を確認した。活性炭

のVOCs濃度低減効果は非常に優れ、破過試験により、その持続性の検証も確認できた。他の建

材に関しても濃度低減効果と吸着性能持f樹生の相関が見られた。

2.活性炭における破過試験結果を気相吸着 Langmuir理論に適用し、今回行った破過試験の妥

当十生をZ正明した。

3.室内 VOCs濃度低減性能試験法及び吸着破過試験法を用いて、各種建材の横並び性能評価を

行い、本研究の有効性が確認できた。

4. VOCs混合ガスの破過試験を行い、各種建材の多成分有機化合物に対する吸着性能持続性の検

討が必要である。
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Table1 実験結果

Testing Supply Ci Co ads Qads 

materials gases [μg/m3
] [μglm3] [μgl(m2'h)] [m3/(h'm2

)] 

TL 280 48 52 1.1 

活性炭
EB 305 55 56 1.0 

p-XL 104 18 19 1.1 

ST '300 50 55 1.1 

TL 300 149 34 0.2 

活性炭配合石膏ボード
EB 330 168 37 0.2 

p-XL 114 55 13 0.2 

ST 320 151 38 0.2 

TL 290 270 6 。
石膏ボード

EB 320 292 7 。
p-XL 110 97 2 。
ST 305 272 8 。

※TL: to1uene， EB: ethy1benzene， p-XL: xy1ene， ST: sty1ene 
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第3部 国際会議・国際協力

05-73国際委員会Annex41京都会議の開催

1 本研究の背景と目的

1.1背景

京朝快挙史郭完工学研顎ヰ建築学専文

教授鉾井修

国際エネルギー機構 IEA(International Energy Agency) は、様々なエネルギーの開発と

その適切な利用に取り組んでいるが、 IEAの「建築コミュニティにおける省エネルギー研究

プログラム ECBCS (Energy Conservation through Building Community Systems) Jでは、

2003年に新しい研究プロ ジェクトのーっとして Annex41 i建物全体における熱、空気および

水分移動 (Wholebuilding heat， air and moisture transport (MOIST-ENG)) Jが開始され

た。このプロジェクトは、 IEA加盟の十数ヶ国の参加を得て、 4年間 (2003年"-'2007年)で

進められる予定であり、日本も申請者・鉾井を委員長、東北大学・吉野博教授を主査として

この研究プロジェクトに参加している。

建物の使用に伴い発生したり外壁を通して流入する熱や水分により、壁体に水分が蓄積す

ると、カピの発生、エネルギー消費の増加、壁体の耐久性の低下など種々の問題を引起す。

この際、建物内外のランダムな空気流動は、壁体の熱水分挙動を変化させる。また、暖冷房・

空調システムは、室温を適当なレベルに保つように熱は供給するものの、湿度については多

くの場合成り行きとなっている。 しかし、室内湿度が温熱快適性、種々の疾患、室内空気質

(IAQ)、空調用エネルギー消費量に影響することは良く知られている。これに関連して、これ

までの Annex12、24、32の活動を通して、壁体だけでなく建物全体の熱・空気・水分の収支

が室内環境、空調用エネルギーおよび壁体の耐久性に及ぼす影響、カピの成長を促進する微

気候、予想しなかった空気流動と水分蓄積が室内気候に与える影響、壁体と建物全体の熱・

空気・水分性能の関係を把握することの重要性が明らかになってきた。

1.2目的

以上の観点より、 Annex41では、建物全体における熱、空気、湿気の挙動を総合的に解明し、

その結果を設計に応用することを目的とし、そのために、熱、空気、湿気の挙動が、省エネルギ

ー性能耐久性、持続可能性、さらに快適さ、 IAQ、健康に及ぼす影響を明らかにしようとしてい

る。また、これらの結果を設計に生かすためのデザインツールの開発がもう一つの大きな柱とな

っている。

Annex 41は以下の 4つのサブタスク・グループより構成され、それぞれが分担する内容に

ついて研究を行っている。

Subtask 1 :モデリングと共通の試験

Subtask 2 :実験的検討

Subtask 3 :境界条件



Subtask 4 :長期の性能と技術移転

2. 研究の方法

2. 1実施計画

IEAにおける研究期間は 2004"'2007年で、 Annex41全体のとりまとめはベルギー・ルーベ

ン大学の Hens教授が担当している。日本は、湿気、換気および空気質を中心として、これに

関与している。

Annex41の活動は、各サブタスクグループ毎に設定された課題を参加各国が検討し、半年ごと

に持ち回りで開催される委員会においてその成果を報告し、意見交換を行うとしづ形式で進めら

れている。これまで、ベノレギー・ルーベンで 2003年 11月に開催された KickOff Meetingを

皮切りに、

第 1回 :2004年 5月 12"'14日、チューリッヒ EMPA

第2回:2004年 10月 13"'15日、グラスゴー GCU

第3回:2005年 5月 16日"'18日、モントリオール Concordia University 

第4回:2005年 10月、 トロントハイム Norwegian Uni versi ty for Science & Technology 

と続き、第5回の委員会を 2006年 4月に京都で開催することが決まった。今回の申請は、この

第5回の委員会を日本において開催することに関わる費用に対する助成をお願いしたものであ

る。日本における委員会開催には種々の負担が伴うが、日本からの貢献が認められたことを意味

していると考えられる。

2.2期待される成果

今回の建物全体として熱・空気・水分の移動と蓄積を扱うという観点は、室内側の温度を

適当な一定に近い状態に保つことを絶対的な条件として生活し、建物の設計をしてきた北欧・北

米では、これまであまり重点が置かれてこなかったものであるが、間欠的な暖冷房が当たり

前の日本ではごく自然なことである。過去における日本からの研究発表や情報が、今回の提

案に密接に関係していると考えられる。その意味でも、日本からの積極的な参加と貢献が強

く期待されている。逆に、壁体に集中してなされてきた欧米の研究、経験の蓄積と詳細なデ

ータベースは非常に貴重で、残念ながら日本に欠けているものである。両者の蓄積が今回の

Annexにおいてうまく融合されれば、斯界の研究の飛躍的な発展と広範な技術移転が可能に

なると考えられる。同時に、これらは言うまでもなく住宅・建材産業に密接に関係するもの

であり、グローバルな将来の方向性を決定する重要な活動と考えられる。今回の Annex41会

議の日本開催は、そのような動向に身近な場で接することにもなり、日本の住宅・建材産業

に大いに貢献したと考えられる。

現在、 Annex41には 18ヶ国が参加しており、参加者は会議により多少変化するが、 50名程

度となっている。以下に、代表者と各サブタスクリーダー名のみリストアップする。

Operating Agent H. Hens， K. U.Leuven， Belgium 

Subtask 1 : C.Rode， OTU， Oenmark 

Subtask 2 : S.Roels， K. U. Leuven， Belgium 



Subtask 3 : K.Kumaran， NRC， Canada， C.Sanders， Caledonian University， UK 

Subtask 4 : A.Holm， FBF， Germany 

日本からの参加は 11名であり、事務局は IBECが務めている。

委員長:鉾井修一(京都大学)

主査:吉野博(東北大学)

委員:岩前 篤(近畿大学)、三田村輝章(足利工業大学)、桑沢保夫(国土交通省)、

斉藤宏昭(建築研究所)、吉成晃一(関西電力)、梅野徹也(積水ハウス)、渡辺真志(大

和ハウス)、相津芳弘(東京ガス)、野中俊宏(トステム)

3. Annex41京都会議の概要

京都会議は、

日時:2006年 4月 3日""'4月 5日

場所:芝蘭会館会議室(京都市左京区)

で開催された。 12ヶ国 23機関より 35名の参加があった。日本からは 7名のメンバーと 5

名のオブザ、ーパーが参加した。 3日間にわたる会議において、 20数編の論文および Subtask

活動報告がなされた。以下、検討項目を示す。

1日目 (2006年 4月3日)

(1) General Information 

(2) Subtask 1 (Common Exercise) 

(3) Subtask 1 (Free Papers) 

(4) Subtask 2 (Free Papers) 

2日目 (2006年 4月 4日)

(5) Subtask 2 (Modeling exercise) 

(6) Subtask 3 Indoor Free Papers 

(7) Subtask 3 Outdoor (Free Papers) 

(8) Subtask 4 (Free Papers) 

3日目 (2006年 4月5日)

(9) Future Work 

(10) Final reports 

(11) 次回以降の会議予定
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05-74ファイバシティー構想の国際協同研究と

シンポジウムの開催

東京大学大学院新領域重Ij成科学研究科

教授大野秀敏

(イベント概要)

圃 shrinking cities x fibercity @ akihabara (略称: SXF@A) r縮小する都市に未

来はあるか ?J

主催:S XF @ A組織委員会

共催:東京大学 21世紀 COEr都市空間の持続再生学の創出J/ Aki DeCo /ドイツ連邦文化

財団 Kulturstiftungdes Bundes 

後援:日本建築学会/日本都市計画学会/住宅総合研究財団/千代田区/(仮称)秋葉原タウ

ンマネジメント組織設立準備委員会/秋葉原電気街振興会/秋葉原再開発協議会/UDCK柏

の葉アーパンデザインセンター

協賛: NTT都市開発/ダイビ、ル/鹿島建設/クロスフィーノレドマネジメント/東京ガス/能

村膜構造技術振興財団/トステム建材産業振興財団/ヤマギワ

協力:Goethe-Institut /ドイツ文化センター

圃展覧会 shrinkingci ties X fiberci ty @ akihabara 

会期: 2007年 1月 28日(日) '" 2月 18日(日)無休

会場: AKIBA_SQUARE (秋葉原 UDX 2階)

国 国 際シンポジウム

縮小する都市に未来はあるか

モデレーター: 三宅理一(慶磨義塾大学大学院教授)

パネリスト:蓑原敬(都市プランナー)、大野秀敏(東京大学大学院教授)、フィリップ・オ

スワルト (ShrinkingCities Office代表)山形浩生(翻訳家、評論家)

掴トーク ・イン (Talk-in)/縮小する都市の未来を語る

① 1月 28日(日) 時間をデザインする:日高仁&山代悟(モデレーター:東京大学)

② 2月 2日(金) 都市の未来を描く:北沢猛(モデレーター:東京大学)

③ 2月 3日(土)

④ 2月 4日(日)

⑤ 2月 9日(金)

創造ラボ)

⑥ 2月 10・日 (土)

⑦ 2月 16日(金)

③ 2月 17日(土)

長生きする建築:馬場正尊(モデレーター:建築家)

住まいとコミュニティ:木下庸子(モデレーター:建築家)

コミュニティに根ざした情報デザイン:渡辺保史(モデレーター:智財

森と水(仮題) :三谷徹(モデレーター:千葉大学)

住民とまちをつくる:小林正美(モデレーター:明治大学)

地域の力を引きだす:宇野求(モデレーター:千葉大学)
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⑨ 2月 18日(日) 街を楽しくするサービス:太田浩史(モデレーター:東京大学)

(研究概要) TOKYO 2050 /縮小する東京のための都市デザイン戦略

ファイパーシティ 20 5 0は、縮小の時代のメガロポリスのための都市モデ、ルを、都市の線

状要素(ファイパー)に着目して組み立てようという構想である。

1990年頃から先進諸国の都市で大きな変化が起こっている。それは、情報革命であり、政治

経済のグローパライゼーションであり、環境問題であり、人口構造の変化(超高齢化と少子化)

である。これらの問題群は、都市と建築に産業革命が果たしたのと同じく重大な影響を与え

ると思われる。とりわけ日本の都市が直面する急速な人口減少と高齢化と環境と災害に共通

する性格が「縮小Jであることは重要である。人口減少はもちろん、高齢化も地域の経済的

体力を縮小させますし、環境問題への対応も過剰消費過剰生産の抑制が求められる。

縮小は放っておけば、都市環境と社会を荒廃させる。人口減で施設や住宅が余り、郊外には

空き地が増え、都市基盤も維持する財政的余裕がなくなり更新ができなくなるかもしれない。

しかし、適切な都市計画的誘導をすれば、この災いを福に転じ、未解決の都市問題を解決す

ることもできるというのが我々の思いである。ただし、こうした問題群を扱うには膨張を前

提としたこれまでの計画手法ではまった

く対応できなし 1から、新たな設計のパラ

ダイムを創出しなければならいというの

がわれわれの基本的考え方である。ここ

に示す提案は、このような姿勢で、東京

を含む首都圏の 2050年のあるべきひと

つの姿を描いたものである。

1.ファイパーシティとは何か?

ファイバーシティは平安京のように碁盤

目でも、丹下健三氏の 「東京 19 6 0 J 

のように強い軸性があるわけでもない。

「東京 19 6 0 Jが幾何学的で機械のよ

うに精巧にできている のに対して、ファ

イパーシティは布ように柔らかで、テク

スチャーに富み、目を寄せてみれば同じ

ような構造が繰り返される、いわゆるフ

ラクタル的性質を備えている。その他に

も以下のような特徴がある。

ファイパーシティ・東京2050

1 .経済的合理性を追求して、最小の介入で、最大の効果を上げようとする。

2. 現在ある構造物はむやみに壊さず、まずはそれらを活用する道を探る。

3. 公共交通を都市の環境問題の解決と高齢社会への対応のために欠かせないと考える。

4.様々な価値の交換こそ都市の魅力であり、それを支えるのは密度とモビリティと境界

だと考える。

ファイパーシティを実現するための都市デザイン戦略として、我々は、首都圏に 「街の雛」、
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「緑の間仕切り J、 「緑の網j 、 「緑の指」を提案した。いずれもが、都市空間のファイパ

ーを操作することで面的な変化を誘発しようと意図したものである。また、いずれもが都市

空間の再活性化、住宅地整備、防災対策、交通政策などが緑地整備と複合化されている。こ

れらの提案は、実現性だけではなく、長期的視野に立ったコンセプト的原則論を示し、人間

のスケールを扱いながらも首都圏全体を視野に入れている。ファイパーシティ 20 5 0は縮

小の時代のメガロポリス像である。

1 . 緑の指/GREEEN FINGER 

「緑の指Jとは、郊外の住宅地を鉄道沿線の歩行圏内に集中させ、駅から歩けない地域は全

部緑地に戻す戦略である。緑地としては、農地、市民農園、広い緑地を確保することを約束

してくれる研究所や高等教育機関などある。歩行できる小さな居住地(コンパクトシティ)

は東京の誇る鉄道ネットワークで相互に連結されて都市高齢社会が必須とするそピリティを

保証する。この郊外空間の再編成によって、環境性と大都市の魅力が同時に提供される。

2.緑の間仕切り/GREEN PARTITION 

「緑の間仕切り Jとは、密集した住宅地を細い緑地帯で仕切り、防災性と快適性の両方を高

める戦略である。大地震時に大火災の発生と大量の犠牲者が避けられない地区として、首都

圏では環状 6号線と 7号線に挟まれた木造建築密集地域などがある。細い緑地帯でも防火壁

となり、災害が起っても火災を拡大させず、しかも安全な避難路も提供する。間仕切りとな

る線状の緑地は、時々空き地となる宅地を繋いで作り、その一端を必ず地域の避難空地に接

続させる。同時に帯状の緑地は密集地区に潤いを与える。この計画を実現するためには、地

区の 8%程度の宅地を緑地に変えなければならないが、住宅地の経済的価値の上昇で見合う。

3.緑の網/GREEN WEB 

「緑の網」は、都心の首都高速道路の中央環状線の内側を、救援道路と緑道に用途替えする

戦略である。

都心では、建物の耐震化は進み、個別の安全性が高まってきているが、都市基盤のほうは依

然として脆弱なまま、むしろ大規模開発によって都心への活動の集積が続いている。環状6

号線の地下トンネルが開通すると首都高速道路網に中央環状線ができあがる。環状線内部の

首都高速道路の負担が減るので、その部分のー車線を災害時の救援専用道通路にする。残り

の車線を緑地にして都心のヒートアイランドの緩和に繋げ、自転車などの軽車両と歩行者の

専用道を通す。更に高架道路面に配管し高架下にプラントを置けば、沿道の地域冷暖房化を

可能にする。沿道の敷地は、高度利用をはかり、新しくできた空中歩廊に直接接続する。

4.街の雛/URBAN WRINKLE 

「街の撤」は街の一角に潜む線状の場所(雛)の可能の魅力を引き出して、市民にとって魅

力的な場所を創造する戦略である。歴史の長い都市には魅力的な雛が多数刻み込まれている

ものである。 r街の雛Jは現代の名所作りと位置づけられる。 3千万人を超える人が住むに

しては、首都圏には商業空間以外に魅力的な場所が少なすぎる。お金を使わなくてもすごせ、

東京の歴史の地層の深部に繋がる魅力的な場所を増やさなければならない。今回は 8カ所に

ついて具体的な提案をした
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研究発表会第4部

の開催

シンポジウム

エネルギーと環境コンペティション

「みんなで創る都市・田園の eco住宅」

• 

05-75 

名古屋工業大学大学院ながれ領域

教授堀越哲美

<背景と目的>

それを支える現在求められている省エネルギーで環境に配慮した建築や都市の構築には，

ここで，大学におけるエネルギー ・環境教育の強化など専門性人材の育成が不可欠である。

環境やエネルギー教育にほとんど時間を割くことがでの高い時期での教育も重要であるが，

循環型の都市や建築を支える多の段階での教育こそ，きない高等学校や工業高校(建築系)

くの人材を育成するために重要であると考える。

そこで，本事業では高校生を対象として，環境やエネノレギーに配慮した建築や都市につい

..:。一
高校三のだのの

「エネルギーと環境」コンヘティション
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月下旬に，品の応募締め切りとした。]

全 110点の作品に対して，建築家や教育
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最優秀その結果，って審査会を行った。

高校・高専に配布した募集要項図1
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入選 5点，審査員

特別賞 4点が選定された。

賞 1点，優秀賞 3点，



1 )実施方法について

住宅の仕組みゃ住まい方を工夫することで、今より地球に優しい生活を送ることができ

るように，自然のちからをうまく利用して夏を涼しく過ごせる住宅・暮らし方のアイディア

またはデザインを提案させた。 A部門(都市の住宅密集地で、涼しく過ごせる住宅・暮らし

方)， B部門(田園の自然を取り込んだ住宅・暮らし方)の 2部門を設けた。応募は未発表作

品に限った。上記 2部門から 1つ選び、さらに設計とアイディアどちらでも応募できるもの

とした。審査は，審査委員長の堀越哲美(名古屋工業大学建築・デザイン工学科 教授)，他

に笠島淑恵(建築家)，堀口通安(愛知県立愛知工業高等学校校長)，堀越英嗣(芝浦工業大学教

授・建築家)，水谷章夫(名古屋工業大学教授)らで、行った。

2 )実施経過について

2006年 3月 5日に名古屋工業大学にて開催された表彰式では，受賞した学生，高校の教員，

ご家族等 32名が出席した。最優秀賞と優秀賞の生徒には約 5分間の作品プレゼンテーション

の場を設けた。また，その後，全入選作品を囲んで名古屋工業大学の建築系の学部生や大学

院生らと高校生，教員らが作品に関して討論する場として交流会を設けた。交流会では環境

共生型の建築や都市に関して活発な意見交換がなされた。

本コンペティションの結果は，参加者の今後の活動意欲向上や，環境や省エネルギーに配

慮、した住まいや都市について勉強する高校生が閲覧できるよう，名古屋工業大学エネルギー

教育研究会のホームページにて公開している。また，入選作品に加え全応募作品を掲載した

作品集を作成している (4月上旬完成予定)。

図2 審査会風景 図 3 表彰式風景



くまとめと今後の課題>

以上により，高校生のための「エネルギーと環境」コンペティションを開催した。昨年度

と同様， 100点を超える応募があり，建築系の工業高校や高専での授業の課題としても採用

されている事例もみられた。普段，環境やエネノレギーについて取り組むことの少ない高等学

校に対して，有意義な場を設けることができたのではないかと推察する。表彰式での交流会

までを含み，本コンペを通して，環境やエネルギーに配慮、した建築について高校生自らが住

まいの設計や都市計画のあり方について考える場を提供することができたと考える。

また，今後は作品集を参加者に配布すると共に，来年度の募集テーマとともに，各地域の

高校学校へ作品集を教材として還元する。これによって，高等学校にて次世代の環境やエネ

ルギーに配慮、した住まいや都市の在り方について，考える機会を増やせるものと期待する。

コンペ実行WG委員.堀越哲美(代表 名古屋工業大学大学院 教授)，田中稲子(助手)， 

武田紀子 (M2)金津愛 (M1)，富田周佑 (M1)，原科ひと美 (M1)， 





05-76公開シンポジウム:住宅における

換気システムのコミッショニング
大学法人東北大学 大学院工学研究科

教授 吉野博

1 本研究の目的

2005年 2月に地球温暖化防止のための京都議定書が発効し、二酸化炭素の削減目標の達成

に向けて、住宅分野においても省エネノレギーの実現が強く要望されており、その結果、住宅

の高気密 ・高断熱化は更に進行し、室内空気汚染によりシックハウスとなる危険性が高まっ

ている。高気密住宅において室内空気汚染を防止するためには、換気を行うことが最も有効

な手段の一つであり、適切な換気計画を実施することが設計者、ハウスメーカー、技術者、

施工者に求められている。また、行政面では、シックハウス防止のための改正建築基準法が

2003年 7月に施行され、機械換気システムの義務付けなどにより、住宅の居室において換気

回数 05回/h以上の換気量を確保することが要求されているが、設計通りの換気量が確保さ

れていない例が多く見られる。

これらの問題を早急に解決するために、住宅換気システムの総合的性能検証(コミッショ

ニング)のための新たな手法を確立することが求められているが、その手法はまだ確立され

ていないのが現状である。

そこで、本シンポジワムでは、住宅換気システムのコミッショニングに関連した研究を進

められている研究者を招き、最新の研究成果を基に、研究者、設計者、ハウスビルダー、ユ

ーザー問で広く意見を交換し議論することを目的とする。

2 実施概要

以下の次第で、本シンポジウムを開催した。参加人数は司会者、講演者含め計 48名であっ

た。

「住宅における換気システムの現状と課題一性能検証(コミッシヨニング)の必要性一」

主催住まいと環境東北フォーラム

後援 (社)空気調和・衛生工学会東北支部

(社)日本建築学会東北支部環境工学部会

(社)建築設備技術者協会東北支部

日 時・平成 18年 9月 15日 13 30""' 17.00 

会場 フォレスト仙台 2F 第 5・6会議室(仙台市青葉区柏木 1丁目 2番 45号)

内容開会 13 30""'13 40 

総合司会石川善美(東北工業大学教授教授、

住まいと環境東北フォーラム副理事長)

第l部講演

1.住宅換気に関するコミ ッショニングの必要性

13-40""'15 10 

13:40""'14:10 



吉野 博(東北大学大学院工学研究科教授、

住まいと環境東北フォーラム理事長)

2 住宅用換気システムの風量検証について 14 10""1440 

田島 昌樹(国土交通省国土技術政策総合研究所 ・研究官)

3. 計画換気が導入された北海道の既存住宅で生じている

問題と性能改善について 1440""1510 

鈴木 大隆(北海道立北方建築総合研究所 ・居住環境科長)

第2部 ノξネルデ‘イスカッション 15 20"") 7:00 

司会 吉野博(前掲)

パネリスト 池田 耕一(国立保健医療科学院 ・建築衛生部長) ， 

安井 妙子((有)安井設計工房 ・副社長)

田島昌樹(前掲)

鈴木大隆(前掲)

3 シンポジウムの内容

第 l部では 3人の講師陣による講演が行われた。

まず「住宅換気に関するコミッショニングの必要性」と題して吉野が、化学物質を含めた

室内空気汚染のリスクを回避するための室内環境計画と、住宅換気におけるコミッショニン

グの必要性について報告を行った。

次に「住宅用換気システムの風量検証について」と題して、国土交通省国土技術政策総合

研究所 ・研究官田島昌樹氏から、現場や実験室実験から得られた知見を元に実用的な風量測

定方法について記述された「住宅の現場における風量測定マニュアノレ」の概要やその特徴に

ついて報告された。

最後に「計画換気が導入された北海道の既存住宅で生じている問題と性能改善について」

と題して、北海道立北方建築総合研究所・居住環境科長鈴木大隆氏より、北海道において、

計画換気が適用された住宅の中で圧倒的大部分を占める「機械換気Jを主な対象に、運用段

階で生じている諸障害に関し、 それらの性能改善の方向性について報告された。

第 2部では最初に、講演を行わなかったパネリストにより各自の発言主旨が簡単に述べら

れた。

まず 「換気コミッショニングの重要|企と課題Jと題して、国立保健医療科学院 ・建築衛生

部長池田耕一氏から、近年、換気コミッショニングの意義が問いただされている中、その重

要性と課題として、コミ ッショニングエンジニアに関する概要や日本のコミッ シヨニングの

現状、またコミッショニングに関する問題点など‘について報告された。

次に「断熱気密の目的は換気のできる家にすることー将監の家での実践Jと題して、 (有)

安井設計工房 ・副社長安井妙子氏から、安井氏がこれまで、住宅業に関わってきた中で、より

快適な居住環境を実現するためにどのような点に留意すべきかについて、断熱、気密、換気、

通気、エネルギー、長寿命化などの観点から報告された。



パネリストによる報告の後、講演に対する質問や意見を会場から受け付け、講師の先生方

が答えていくという形式で、ディスカッションが進められた。

4 まとめ

本シンポジウムは、住宅換気システムの総合的性能検証(コミッショニング)に関連した研

究を進められている研究者を招き、最新の研究成果を基に、研究者、設計者、ハウスビルタ守

一、ユーザー間で、広く意見を交換し議論することを 目的に行われた。研究者のみならず、企業

関係者、学生等、たくさんの参加を頂き、住宅換気システムの実態を把握し、今後の方策につい

て議論する場を持てたことは大きな成果だと思われる。特にパネルデ、イスカッションでは、誹演

への質問のみならず、意見や指摘が数多く挙げられ、今後の研究課題を考える上でも貴重な場と

なった。今回のシンポジウムの目的のーっとして、換気システムのメンテナンスについて議論す

ることを挙げていたが、一般住宅におけるメンテナンスはどうするのかりという質問も会場から

寄せられた。一般住宅においては、 “清帰しやすい"などのメーカー側の工夫、 “メンテナンス

しやすしい'という建築側の工夫、そして“居住者への教育"という専門家側の工夫が考えられる。

また、できるだけメンテナンスフリーにしていく努力も必要である。今後は今回のシンポジウム

で交わされた議論を踏まえ、さらに有効なコミッショニング手法について研究を進め、発表して

いきたいと考える。





05-77景観材料普及促進シンポジウム

(観光空間への提言)

1.本研究の背景と目的

東京大学

名誉教授渡漫定夫

本研究は、日本建材産業協会の姉妹団体である景観材料推進協議会が主たる事業として進め

ている優良な景観材料の啓発・普及促進活動の一部として実施するものである。

景観とは、人の営みそのものであり、時間の経過とともに変わっていくものと言える。すな

わち、そこで暮らす市民自らが作り上げ、守っていくものではないでしょうか。

平成 16年6月に「景観緑3法Jが国会で成立し、 17年 6月には関連する政省令も整備さ

れた。この「景観緑3法」の制定により、従来のような機能や効率一辺倒の社会資本整備に一

筋の光が差し込むことになり、単なるコスト至上主義の物売りは適用しなくなる時代が来たと

言える。これは経済発展の基盤作りに遁進してきた日本が、心のゆとりや生活の豊かさにつな

がる、社会資本の「質Jの充実へ大きくシフトしたことを意味している。一方、行政も、「景

観・緑 3法」に基づき、各自治体が新しい景観条例を制定する等、新しい局面を迎えようとし

ている。

本研究では、「観光空間」における景観の整備に着眼した。従来のような、観光客の興味本

位のままに整備し続けた地域は今や国民から無視され地域自体が衰退する状況がみられると

いっても過言ではない。景観法の理念を踏襲するならば地域住民の理解の下、観光空間が単な

る商業優先ではなく、後世への資産となるような景観づくりを行い、多くの国民に理解される

ものでなくてはならない。

このため、観光空間において、今後の景観づくりがどのようになされるべきかを「景観緑3

法Jのその後の経過等を勘案し景観材料との関連を実際の事例を通しながら、それらに求めら

れる方向性を探る。また、景観向上に一層の効果を発揮する優良な“景観材料"の普及啓発を

図り、「美しい国づくりJのために自治体、市民、デザイナ一、メーカーおよび生活者の意識

向上と資質の向上、そして、ひいては良質な景観材料の市場を安定・拡大に導くことを研究の

目的とするものである。

2.研究の計画

本研究は、シンポジウムを開催することで実施する。本シンポジウムでは、メーカー・都市

プランナー・ゼネコン・エンジニア・デザイナーが実例紹介及び意見交換を行い、より優良な



景観材料を通して豊かで住みやすい住民のためのまちを実現するための方策を研究する。

また、社会資本とそれらを総合的に機能させるしくみ(ルール)や、住む人の視点で構成さ

れた景観のバランスがとれたまちの実現に向け、「景観三法」に照らし合わせながらより実践

的な解答を導き出すことを研究する。

そのために、開催場所として、景観整備事業に対する意識の高い自治体であり、また著名な

観光地である、鎌倉市を選定し、市民参加型の公開討論を市担当部局、県の景観整備担当部署、

景観計画に関与する NPO、メーカー、市民代表、都市プランナーを交えて開催する。また、本

パネル討論会は、地域に密着した提案や議論を行う場を企画・提供するものでもある。

3. シンポジウムの開催

景観材料普及促進シンポジウム「景観材料が創る美しいまち・地方・国一観光空間への提

言Jを平成 18年 10月 20日(金)鎌倉商工会議所地下ホールで開催した。

景観材料推進シンポジウムは経済産業省、神奈川県および鎌倉市のご後援を得て開催した。本

シンポジウムは平成 13年度から 5年間にEり全国各地で開催していた景観材料推進協議会シ

ンポジウムの後を受けて、新たらしいシリーズとして開催するものであり、(社)日本観光協会、

神奈川県および鎌倉市の全面的なご協力を頂いた。本シンポジウムは東京大学名誉教授渡遺定

夫氏のコーディネートによるもので、「景観材料が創る美しいまち・地方・国一観光空間への提

言Jを副題とし、メーカー、デザイナ一、神奈川県および鎌倉市の景観整備担当者、神奈川県

の大学の先生方および市民等併せて 52名が参加して実施した。

まず午前においては、鎌倉市景観部都市景観課課長補佐比留間氏により、鎌倉市の都市景観

形成への取り組みについて紹介があった。鎌倉時代には武士の都として栄えたがその後は長い

間寒村で、あった鎌倉が近年リゾート地、住宅地として発展した経緯から紹介があり、この鎌倉

市が発端で古都保存法が制定され、ナショナルトラスト運動により市民が緑を守ったこと、行

政指導で若宮大路では建物の高さが 15m以下になりかつ屋上広告はなくなったこと、市民の協

力でたて看板、張り紙が全く見られないことなど現在の鎌倉市の景観は行政と市民による長年

の努力の賜物との紹介があった。この講演後、参加者は昼食を兼ねて鎌倉駅周辺の景観を散策

した。

午後は、当協議会富田専務理事の主催者挨拶、経済産業省製造産業局住宅産業窯業建材課長

喜多見氏の来賓挨拶に続いて、話題提供講演と東京大学名誉教授渡遁定夫氏をコーディネータ

ーとしたパネル討論を実施した。

まず話題提供講演を紹介すると、(社)日本観光協会古賀所長からは観光地づくりと景観~建

物から見た景観と観光か~について講演された。観光地といっても様々であり、一概には論じられ

ない。ここでは、様々な観光地での景観づくりをパターンに分ける試みについてご紹介があっ

た。このなかで景観とは、単なる物としての存在ではなく、生活とか文化という観光に値する

裏付けが必要であり、使われる材料も安いから使って欲しいではなく、そこに使われる裏付け

が必要との提言があった。また、(株)都市環境研究所の土田旭氏からは「景観材料の使い方、



使われ方Jについて講演があった。景観材料の使われ方で日常気になっている点として、欧米

の都市での使われ方を例に、景観材料の使い方、使われ方、特にメンテナンスが大事との紹介

があり、日本ではメンテナンスの時に景観が破壊される例が多いと紹介があった。パネル討論

会では、景観材料推進協議会会員メーカーからは地域の特徴や特色を生かした景観材料製品と

して、伊藤鉄工(株)藤繁俊五氏より「観光地における景観鋳物J(株)1 NAX演田敏幸氏より

「ソイルセラミックスによる地域産物活用例J(舗装材)太平洋プレコン工業(株)馬場 卓氏

より「地域特性を生かす景観材料J(舗装材)についてそれぞれ紹介があった。また、神奈川

県県土整備部井上技幹からは本年 11月に施行される県の景観条例およびこれから開催される

市民主催の湘南邸園文化祭の紹介があった。(財)鎌倉風致保存会の小金丸氏からは(財)鎌倉風

致保存会の紹介があり、昭和 39年に大仏次郎氏等が設立したこと、日本でのナショナルトラ

スト運動の第 l号として鎌倉八幡宮の裏山を購入できたこと、さらに現在にいたるまで購入を

続け、現在は鎌倉の緑の 2割を購入しているとの紹介があった。現在は購入した山林の管理維

持活動を市民のボランティアにより続けていること、この活動を通して鎌倉の緑と景観を市民

自らが守る多くの市民が育っていることの報告があった。

神奈川県と鎌倉市からは、いずれも景観行政団体として、景観法による法整備をとおして、

今後はより強力な景観行政を進めるとの報告があった。

また会場の市民から関東大震災の時、地震と津波により鎌倉市が全滅したにも拘らず、対策

が遅れているとの指摘があり、景観まちづくりには安全・防災が前提であるとの大切な提言が

あった。

最後に、当協議会地域事業推進委員会伊藤貞二委員長による閉会挨拶をもってシンポジウム

を終了した。

4.得られた研究成果

①「まちづくり」の大きなキーワードとして今回「観光」を取り上げた。このなかで、「観光地J

といっても様々であり、それぞれ固有な「まちづくり j が必要との観点から観光地を分類す

る試みについて(社)日本観光協会から紹介があった。今後は観光による「まちづくりJをこ

の分類でより具体的に整理・検討していくことが期待される。

②このなかで景観とは、単なる物としての存在ではなく、生活とか文化という観光に値する裏

付けが必要であり、使われる材料も安いから使って欲しいではなく、この裏付けが必要との

提言があった。このことは、景観材料メーカーに裏付けのある(その地域の特徴とか特色を

生かした)景観材料を製造する技術の蓄積および提供すことが要求されていることを意味し

ている。

③鎌倉市からは、地道な継続的な取り組みが成果を生んでいったことの報告があった。例えば、

これは条例等がなくても、コンビニやガソリンスタンドなどが鎌倉市に出店する際には、事

前に業者が市当局に相談し、市が指導する屈の看板色彩などについて協力していること、行

政指導で若宮大路では建物の高さが 15m以下に統一され、かつ屋上広告は全くなくなったこ
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と、市民の地道な協力により鎌倉市ではたて看板、張り紙が全く見られなくなったことなど

などが挙げられる。今後の「まちづくりJには大きな参考となることが期待された。

④NPO法人からは、自分のまちを愛する市民を育てることが大切であると報告があった。簡

単には育たないので、地道な活動を継続するなかで育てる必要があると報告があった。

⑤参加された鎌倉市民の方から、関東大震災では津波により鎌倉の中核部分が全滅に近い多大

な被害を蒙ったこと、しかし、全く忘れ去られていて対策が取られていないことの指摘があ

った。改めて、景観には「安全Jr防災Jという前提があること、今後の街づくりには十分配

慮が必要であることを実感させられた。

⑥具体的な景観整備計画や事例をもとに住民、デザイナ一、メーカー、自治体、設計者がより

よい景観形成について建設的な意見交換を実施したことで具体的なまちづくりにおける関係

者の合意形成の方法、参加を促す仕組み、ポイントなどが明らかになり、まちづくりを如何

に進めるべきか更には景観形成後のメンテナンスが知何にあるべきかなどについて複雑な要

素があることが明らかにされた。

⑥人工の構築物も工夫により、自然あるいは景観に調和できると考えられます。これからの建

材メーカーに要求されることは、注文されたものを単に提供するのではなく、専門家として

景観を美しくするための知恵を提供し、少しずつでも実現することにあると考えられます。

勿論、地域の特性を生かせる建材を提供できる技術力の向上も求められています。

5. これから期待される成果

各景観材料メーカーには本シンポジウムで得られた情報を良好な景観材料の開発・提供に生

かしていくことを期待する。

今回は、より良い景観形成には市民・設計者・材料メーカーの意見交換が今まで以上に重要であ

ることが、確認された。参加の材料メーカーは、このことに対し今後の材料メーカーのあり方に対

する重要な一つの警告として受け止めなければならない。景観形成における量産規格品の今後のあ

り方として大いに参考になるものと思料される。

これからの建材メーカーに要求されることは、注文されたものを単に提供するのではなく、

専門家として景観を美しくするための知恵を提供し、良好な景観を少しずつでも実現すること

にあると考えられる。勿論、地域の特性を生かせる建材を提供できる技術力の向上も求められ

ている。

6.残る問題点と対策

今回の議論では、観光空間において、今後の景観づくりがどのようになされるべきか、を実際

の事例を通し、景観材料との関連、求められる方向性を探ることまでには至らなかった。さらに

シンポジウムを続けて開催し、議論を深めることが必要である。まちづくりについて関係者間の

合意形成、まちづくり後のメンテナンス、材料開発のあり方、材料メーカーの係わり方などに着

目し、議論を深めることが必要と考えられる。 以上
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